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（本 文） 



補－本－1 
 

申請書本文を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 本文を右記のとおり変更する。 

 

別紙－１のとおり変更する。 

 

 



別紙－１ 
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別紙 

一、名称及び住所並びに代表者の氏名 

   名    称  日本原燃株式会社 

   住    所  青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字沖付４番地１０８ 

  代表者の氏名   代表取締役社長 社長執行役員 増田 尚宏 

 

二、変更に係る事業所の名称及び所在地 

   名    称  再処理事業所 

   所  在  地  青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮 

 

三、変更の内容 

   平成４年４月３日付け４安第 91 号をもって事業の許可を受け，その

後，平成 15 年 12 月８日付け平成 13･07･30 原第９号をもって変更の許

可を受けた，廃棄物管理事業変更許可申請書の記載事項中，次の事項

の記載を別紙１のとおり変更又は追加する。 

   三、廃棄する核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の性状

及び量 

   四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設備並びに廃棄の方法 

   六、廃棄物管理施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制

の整備に関する事項 

 

四、変更の理由 

   「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の改正に

伴い，安全機能を有する施設の設置及び体制の整備等を行う。 
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   併せて，記載事項の一部を関連法令の条文等と整合した記載に変更す

る。 

 

五、工事計画 

   本変更に係る工事計画は，別紙２に示すとおりである。 
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別紙１ 

変 更 の 内 容 

 

三、廃棄する核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の性状及び量 

   廃棄物管理設備及びその附属施設（以下「廃棄物管理施設」という。）

において廃棄物管理を行う放射性廃棄物の種類は，使用済燃料の再処理

に伴い発生する高レベル放射性液体廃棄物を放射線障害防止のためにス

テンレス鋼製容器にほうけい酸ガラスを固化材として固型化し，放射性

物質が容易に飛散及び漏えいしないもので以下の仕様を満たし，仏国の

Ｏｒａｎｏ Ｃｙｃｌｅ社（旧ＡＲＥＶＡ ＮＣ社）及び英国のＳｅｌｌ

ａｆｉｅｌｄ Ｌｔｄ社（旧ＢＮＦＬ社：British Nuclear Fuels plc）

から，我が国の電力会社に返還されるもの（以下「ガラス固化体」とい

う｡）である。 

 

   種類  ガラス固化体 

        寸  法 ： 外径 約 430ｍｍ 

               高さ 約 1,340ｍｍ 

        重  量 ：  最大 550ｋｇ／本 

        容器材質 ： ステンレス鋼 

        容器肉厚 ： 約５ｍｍ 

        発 熱 量     ：  最大 2.5ｋＷ／本 

   数量  2,880 本（最大管理能力） 

   放射性物質の種類ごとの放射能濃度 

    アルファ線を放出する放射性物質 ：最大 3.5×1014Ｂｑ／本 

    アルファ線を放出しない放射性物質：最大 4.5×1016Ｂｑ／本 
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   ガラス固化体概要図を第１図に示す。 
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四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設備並びに廃棄の方法 

 Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設備 

 イ．廃棄物管理施設の位置 

   廃棄物管理施設の敷地は，青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮
おぶち

の標高 60ｍ

前後の弥栄平
いやさかたい

と呼ばれる台地にあり，北東部が尾駮沼に面している。敷

地内の地質は，新第三紀層及びこれを覆う第四紀層からなっている。 

   敷地に近い主な都市は，三沢市（南約 30ｋｍ），むつ市（北北西約 40

ｋｍ），十和田市（南南西約 40ｋｍ），八戸市（南南東約 50ｋｍ）及び

青森市（西南西約 50ｋｍ）である。 

   敷地の位置及び廃棄物管理施設配置概要図を第２図に示す。 

  (１) 敷地の面積及び形状 

    敷地は，北東部を一部欠き，西側が緩い円弧状の長方形に近い部分

と，その南東端から東に向かう帯状の部分からなり，帯状の部分は途

中で二またに分かれている。総面積は，帯状の部分約30万ｍ２も含め

て約390万ｍ２である。敷地内の北部及び東部は，丘陵になっている。 

    安全上重要な施設及びそれらを支持する建物・構築物は，基準地震

動による地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支

持性能を有する地盤に設置する。 

    また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用することによっ

て弱面上のずれが発生しないことも含め，基準地震動による地震力に

対する支持性能を有する地盤に設置する。 

    その他の安全機能を有する施設については，耐震重要度分類の各ク

ラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対

する十分な支持性能を有する地盤に設置する。 

    安全上重要な施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持



－6－ 

地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，

液状化及び揺すり込み沈下の周辺地盤の変状により，その安全機能が

損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

    安全上重要な施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がな

い地盤に設置する。 

    安全上重要な施設は，基準地震動による地震力によって生ずるおそ

れがある斜面の崩壊に対して，その安全機能が損なわれるおそれがな

い地盤に設置する。 

  (２) 敷地内における主要な廃棄物管理施設の位置 

    主要な廃棄物管理施設は，ガラス固化体受入れ建屋，ガラス固化体

貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟並びにガラス固化体受入れ・

貯蔵建屋換気筒に収納される。 

    ガラス固化体受入れ建屋には，放射性廃棄物の受入れ施設，計測制

御系統施設，放射線管理施設，気体廃棄物の廃棄施設，液体廃棄物の

廃棄施設及び固体廃棄物の廃棄施設を，ガラス固化体貯蔵建屋には，

放射性廃棄物の受入れ施設，管理施設，計測制御系統施設，放射線管

理施設，気体廃棄物の廃棄施設及び液体廃棄物の廃棄施設を，ガラス

固化体貯蔵建屋Ｂ棟には，管理施設，計測制御系統施設，放射線管理

施設，気体廃棄物の廃棄施設及び液体廃棄物の廃棄施設を収納する。 

    ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒には，気体廃棄物の廃棄施設

及び放射線管理施設を収納する。 

    これら施設を収納する建物は，施設周辺の斜面の崩壊等の影響を受

けないように，敷地の西側部分を標高約55ｍに整地造成して，設置す

る。敷地の中央から北西寄りにガラス固化体貯蔵建屋を設置し，その

西側に隣接してガラス固化体受入れ建屋を，北側に隣接してガラス固
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化体貯蔵建屋Ｂ棟を設置する。また，ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋

換気筒をガラス固化体貯蔵建屋の東側に設置する。 
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 ロ．廃棄物管理施設の一般構造 

   廃棄物管理施設は，最終的な処分がされるまでの間，ガラス固化体を

安全に管理する施設であり，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」という。）等の関係法令の

要求を満足するよう，以下の基本方針に基づく構造とする。 

   廃棄物管理施設の安全性を確保するために必要な機能を有する安全機

能を有する施設は，「原子炉等規制法」に基づきその機能を維持するた

めに適切に設計する。 

   また，廃棄物管理施設は，平常時において，周辺監視区域外の線量及

び放射線業務従事者の受ける線量が，「原子炉等規制法」に基づき定め

られている線量限度を超えないように設計する。 

   さらに，公衆の受ける線量及び放射線業務従事者の立入場所における

線量が合理的に達成できる限り低くなるように設計する。 

   廃棄物管理施設概要図を第３図から第９図に示す。 

  (１) 放射線の遮蔽に関する構造 

    廃棄物管理施設は，次の方針に基づき公衆及び放射線業務従事者等

の受ける線量が十分低くなるように遮蔽設計を行う。 

  (ⅰ) 廃棄物管理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の

受ける線量が，放射性物質の放出に係る公衆の線量を含めても「発電

用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」において定める

線量目標値（実効線量で50μＳｖ／ｙ）を超えないよう適切な遮蔽設

備を設ける。 

  (ⅱ) 放射線業務従事者が立ち入る場所については，遮蔽設計の基準と

なる線量率を施設内の区分に応じて適切に定める。また，開口部又は

貫通部があるものに対しては，必要に応じ，放射線漏えい防止措置を
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講ずる。 

  (ⅲ) 遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽体の形状及

び材質等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。 

    廃棄物管理施設の遮蔽材は，主としてコンクリートを用いる。また，

その他必要に応じて鉛，鉄等を用いる。遮蔽の分類は以下のとおりと

する。 

   (ａ) 一次遮蔽 

     一次遮蔽は，公衆及び放射線業務従事者の被ばくを低減するため

に，内部にガラス固化体を収納し，区画する壁等である。 

   (ｂ) 二次遮蔽 

     二次遮蔽は，公衆及び放射線業務従事者の被ばくを低減するため

の建屋外壁等である。 

   (ｃ) 補助遮蔽 

     補助遮蔽は，ガラス固化体の工程間の移動における放射線業務従

事者の被ばくを低減するために，ガラス固化体を内部に収納する遮

蔽体である。 

  (２) 核燃料物質等の閉じ込めに関する構造 

    廃棄物管理施設は，次の方針に基づき放射性物質を限定された区域

に閉じ込める機能を有する設計を行う。 

  (ⅰ) 放射性物質を収納する系統及び機器は，放射性物質が漏えいし難

い構造とする。 

  (ⅱ) 放射性物質による汚染の発生のおそれのある室は，その内部を負

圧状態に維持できる設計とする。 

  (ⅲ) 液体廃棄物を内蔵する機器から漏えいを生じたときの漏えいの検

出及び漏えいの拡大防止を考慮した設計とする。 
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  (ⅳ) 放射性廃棄物を搬送する設備は，放射性廃棄物の落下等の防止を

考慮した設計とする。 

  (３) 火災及び爆発の防止に関する構造 

  (ⅰ) 火災等による損傷の防止 

    安全機能を有する施設は，火災又は爆発により廃棄物管理施設の安

全性が損なわれないよう，火災及び爆発の発生を防止し，早期に火災

発生を感知し消火を行い，かつ，火災及び爆発の影響を軽減するため

に，火災防護対策を講ずる設計とする。 

    なお，廃棄物管理施設では爆発性の物質を取り扱うことがないため，

爆発の防止に関する設計上の考慮は必要ない。 

    また，廃棄物管理施設における火災防護対策に当たっては，再処理

施設と隣接している施設であり，火災により相互の安全機能に影響を

与えないよう，「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係

る審査基準」（以下「火災防護審査基準」という。）を参考として廃

棄物管理施設の特徴及びその重要度を踏まえた火災防護対策を講ずる

設計とする。 

   (ａ)  基本事項 

   (イ) 安全上重要な施設 

     廃棄物管理施設は，冷却，火災の防止，遮蔽並びに閉じ込めに係

る安全機能が火災によって損なわれないよう，適切な火災防護対策

を講ずる設計とする。 

     具体的には，安全評価上その機能を期待する構築物，系統及び機

器を漏れなく抽出する観点から，安全上重要な施設の機能を有する

構築物，系統及び機器（以下「安重機能を有する機器等」という。）

を抽出し，火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響
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軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。 

   (ロ) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び

機器 

     安全機能を有する施設のうち，廃棄物管理施設において火災が発

生した場合，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するための

構築物，系統及び機器のうち，「（イ） 安全上重要な施設」に示す

安全上重要な施設を除いたものを「放射性物質貯蔵等の機器等」と

して抽出し，火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影

響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。 

   (ハ) その他の安全機能を有する施設 

     「(イ) 安全上重要な施設」及び「(ロ) 放射性物質の貯蔵又は閉

じ込め機能を有する構築物，系統及び機器」以外の安全機能を有す

る施設を含め廃棄物管理施設は，「消防法」，「建築基準法」，

「都市計画法」及び「日本電気協会電気技術規程・指針」に基づき

設備に応じた火災防護対策を講ずる設計とする。 

   (ニ) 火災区域及び火災区画の設定 

     安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を収納す

る建屋に，耐火壁によって囲われた火災区域を設定する。建屋の火

災区域は，「（イ） 安全上重要な施設」及び「(ロ) 放射性物質の貯

蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器」において選定

する機器等の配置も考慮して火災区域を設定する。 

     火災の影響軽減対策が必要な安重機能を有する機器等及び放射性

物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域は，３時間以上の耐火能力

を有する耐火壁（耐火隔壁，耐火シール，防火戸，防火ダンパ等），

天井及び床（以下「耐火壁」という。）により隣接する他の火災区
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域と分離する。 

     火災区画は，建屋内で設定した火災区域を，耐火壁，離隔距離及

び系統分離状況に応じて分割して設定する。 

   (ホ) 火災防護計画 

     廃棄物管理施設全体を対象とした火災防護対策を実施するため，

火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計画を遂行するため

の体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営管理，必要な要員

の確保，教育訓練，火災防護対策を実施するために必要な手順等に

ついて定めるとともに，安重機能を有する機器等及び放射性物質貯

蔵等の機器等を火災及び爆発から防護するため，火災及び爆発の発

生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災及び爆発の影響軽減の

３つの深層防護の概念に基づく火災防護対策を行うことについて定

める。 

     その他の廃棄物管理施設については，「消防法」，建築基準法」，

「都市計画法」及び「日本電気協会電気技術規程・指針」に基づき

設備に応じた火災防護対策を行うことについて定める。 

     敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並びに人為事象による火

災及び爆発（以下「外部火災」という。）については，安全機能を

有する施設を外部火災から防護するための運用等について定める。 

   (ｂ) 火災の発生防止 

   (イ) 廃棄物管理施設内の火災の発生防止 

     廃棄物管理施設の火災の発生を防止するため，廃棄物管理施設で

取り扱う化学薬品等のうち，可燃性物質若しくは熱的に不安定な物

質を使用又は生成する系統及び機器に対する着火源の排除，異常な

温度上昇の防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策，可燃性又は熱
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的に不安定な物質の混入防止対策を講ずる設計とするとともに，熱

的制限値及び化学的制限値を設ける設計とする。 

     また，上記に加え発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれ

らの設備を設置する火災区域又は火災区画に対する火災の発生防止

対策を講ずるとともに，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対

策，発火源に対する対策，水素に対する換気，漏えい検出対策及び

接地対策，放射線分解により発生する水素の蓄積防止対策及び電気

系統の過電流による過熱及び焼損の防止対策等を講ずる設計とする。 

   (ロ) 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

     安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等のうち，

主要な構造材，ケーブル，換気設備のフィルタ，保温材及び建屋内

装材は，可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，

不燃性材料又は難燃性材料の使用が技術上困難な場合は，不燃性材

料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替材料」

という。）を使用する設計とする。 

     また，代替材料の使用が技術上困難な場合は，当該機器等におけ

る火災に起因して，他の機器等において火災が発生することを防止

するための措置を講ずる設計とする。 

     安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に使用す

るケーブルには，実証試験により延焼性及び自己消火性を確認した

ケーブルを使用する設計とする。 

     安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に使用す

るケーブルのうち，機器等の性能上の理由からやむを得ず実証試験

により延焼性及び自己消火性が確認できないケーブルは，難燃ケー

ブルを使用した場合と同等以上の難燃性能があることを実証試験に
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より確認した上で使用する設計とし，当該ケーブルの火災に起因し

て他の安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等にお

いて火災が発生することを防止するための措置を講ずる設計とする。 

     建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油等の可燃性物質を内包して

いないものを使用する設計とする。 

   (ハ) 落雷，地震等の自然現象による火災の発生防止 

     廃棄物管理施設において，設計上の考慮を必要とする自然現象は，

地震，津波，落雷，風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，

火山の影響（降下火砕物によるフィルタの目詰まり等）（以下「火

山の影響」という。），生物学的事象，森林火災及び塩害である。 

     これらの自然現象のうち，廃棄物管理施設で火災を発生させるお

それのある落雷及び地震について，これらの現象によって火災が発

生しないように，以下のとおり火災防護対策を講ずる設計とする。 

     落雷による火災の発生を防止するため，避雷設備を設置する設計

とする。重要な構築物は，「建築基準法」及び「消防法」の適用を

受けないものであっても避雷設備を設ける設計とする。 

     各構築物に設置する避雷設備は，構内接地系と連接することによ

り，接地抵抗の低減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平坦化

を図る設計とする。 

     安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等は，耐震

設計上の重要度に応じた地震力が作用した場合においても支持する

ことができる地盤に設置し，自らの破壊又は倒壊による火災の発生

を防止する設計とするとともに，「廃棄物管理施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則」（以下「事業許可基準規則」という。）

第六条に示す要求を満足するよう，事業許可基準規則の解釈に従い



－15－ 

耐震設計を行う設計とする。 

   (ｃ) 火災の感知，消火 

   (イ) 早期の火災感知及び消火 

     火災の感知及び消火は，安重機能を有する機器等及び放射性物質

貯蔵等の機器等に対して，早期の火災感知及び消火を行うための自

動火災報知設備及び消火設備を設置する設計とする。 

     ただし，自動火災報知設備は，他の設備により火災発生の前後に

おいて有効に検出できる場合は設置しない。 

     自動火災報知設備及び消火設備は，「(ハ) 落雷，地震等の自然

現象による火災の発生防止」で抽出した自然現象に対して，火災感

知及び消火の機能，性能が維持できる設計とする。 

     自動火災報知設備及び消火設備については，火災区域及び火災区

画に設置した安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器

等が地震による火災を想定する場合においては耐震重要度分類に応

じて，機能を維持できる設計とする。 

     また，消火設備は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合におい

ても，安全上重要な施設の安全機能及び放射性物質の貯蔵又は閉じ

込め機能を損なわない設計とする。 

   １） 自動火災報知設備 

     火災感知器は，環境条件や火災の性質を考慮して型式を選定し，

固有の信号を発する異なる種類を組み合わせて設置する設計とする。

自動火災報知設備は，外部電源喪失時においても火災の感知が可能

なように電源の確保を行い，制御室で常時監視できる設計とする。 

   ２） 消火設備 

     廃棄物管理施設の安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等
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の機器等を設置する火災区域又は火災区画で，火災発生時の煙の充

満又は放射線の影響により消火活動が困難となるところには，固定

式消火設備を設置して消火を行う設計とする。固定式ガス消火設備

は，作動前に従事者等の退出ができるよう警報を発する設計とする。 

     消火水供給設備は，２時間の最大放水量を確保するとともに，給

水処理設備と兼用する場合は隔離弁を設置し消火水供給を優先する

設計とし，水源及び消火ポンプは多重性又は多様性を有する設計と

する。 

     また，屋内及び屋外の消火範囲を考慮し消火栓を配置するととも

に，移動式消火設備を配備する設計とする。 

     消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じた十分な容量

を配備し，管理区域で放出された場合に，管理区域外への流出を防

止する設計とする。 

     消火設備は，火災の火炎等による直接的な影響，流出流体等によ

る二次的影響を受けず，安重機能を有する機器等及び放射性物質貯

蔵等の機器等に悪影響を及ぼさないよう設置し，外部電源喪失時の

電源を確保するとともに，制御室に故障警報を発する設計とする。 

     また，煙の二次的影響が安全機能を有する構築物，系統及び機器

に悪影響を及ぼす場合は，防火ダンパを設ける設計とする。 

     消火設備を設置した場所への移動及び操作を行うため，蓄電池を

内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

   (ｄ) 火災の影響軽減 

     火災の影響軽減については，安全機能を有する施設の重要度に応

じ，それらを設置する火災区域又は火災区画の火災及び隣接する火

災区域又は火災区画における火災による影響を軽減するため，以下
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の対策を講ずる設計とする。 

     廃棄物管理施設の安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等

の機器等が設置される火災区域は，他の火災区域と隣接する場合は，

３時間以上の耐火能力を火災耐久試験により確認された耐火壁によ

って他の区域と分離する。 

   (ｅ) 火災影響評価 

     設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に，想定され

る廃棄物管理施設内の火災によって，安全上重要な施設の多重化さ

れたそれぞれの系統が同時に機能を損なわないことにより，廃棄物

管理施設の安全機能が損なわれないことを，火災影響評価にて確認

する。 

     また，廃棄物管理施設内の火災によって運転時の異常な過渡変化

又は設計基準事故が発生する場合は，それらに対処するために必要

な機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束できる設計とし，火

災影響評価にて確認する。 

   (ｆ) その他 

     「(ｂ) 火災の発生防止」～「(ｅ) 火災影響評価」のほか，安全

機能を有する施設のそれぞれの特徴を考慮した火災防護対策を講ず

る設計とする。 

  (４) 耐震構造 

    廃棄物管理施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，事業許可基

準規則に適合するように設計する。 

  (ⅰ) 安全機能を有する施設は，地震力に十分耐えることができる構造

とする。 

  (ⅱ) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがあ
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る安全機能を有する施設の安全機能の喪失及びそれに続く放射線によ

る公衆への影響の観点から，耐震設計上の重要度をＳクラス，Ｂクラ

ス及びＣクラスに分類し，それぞれの重要度に応じた地震力に十分耐

えることができるように設計する。 

Ｓクラスの施設：自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に

直接関係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に拡散する可能性のある施設，これらの施

設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩

和し，放射線による公衆への影響を軽減するため

に必要な機能を持つ施設及びこれらの重要な安全

機能を支援するために必要となる施設であって，

環境への影響が大きいもの。 

Ｂクラスの施設：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合

の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施設。 

Ｃクラスの施設：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設

以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性

が要求される施設。 

  (ⅲ) 安全機能を有する施設は，耐震設計上の重要度に応じた地震力が

作用した場合においても当該安全機能を有する施設を十分に支持する

ことができる地盤に設置する。 

  (ⅳ) Ｓクラスの施設は，基準地震動による地震力に対してその安全機

能が損なわれるおそれがないように設計する。 

  (ⅴ) 基準地震動は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，敷地及び敷

地周辺の地質・地質構造，地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び

地震工学的知見から想定することが適切なものを選定することとし，
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敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定せず策定す

る地震動について，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方

向の地震動としてそれぞれ策定する。策定した基準地震動の応答スペ

クトルを第11図(１)及び第11図(２)に，加速度時刻歴波形を第12図(１)～

第12図(10)に示す。解放基盤表面は，敷地地下で著しい高低差がなく，

ほぼ水平で相当な拡がりを有し，著しい風化を受けていない岩盤でＳ

波速度がおおむね0.7ｋｍ／ｓ以上となる標高－70ｍとする。 

    また，弾性設計用地震動を以下のとおり設定する方針とする。 

   (ａ) 地震動設定の条件 

     基準地震動との応答スペクトルの比率について，工学的判断とし

て以下を考慮し，Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５，Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４に対して

0.5，Ｓｓ－Ａに対して0.52と設定する。 

   (イ) 基準地震動との応答スペクトルの比率は，廃棄物管理施設の安

全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の比率に対応し，その値は

0.5程度である。 

   (ロ) 弾性設計用地震動は，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審

査指針」に基づく旧申請書における基準地震動Ｓ１の応答スペクト

ルをおおむね下回らないようにする。 

   (ｂ) 弾性設計用地震動 

     震源を特定して策定する地震動（Ｓｓ－Ａ，Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５）

に対応する弾性設計用地震動の最大加速度は水平方向364.0ｃｍ／

ｓ２及び鉛直方向242.8ｃｍ／ｓ２，震源を特定せず策定する地震動

（Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４）に対応する弾性設計用地震動の最大加速度は

水平方向310.0ｃｍ／ｓ２及び鉛直方向160.0ｃｍ／ｓ２である。 
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  (ⅵ) 地震応答解析による地震力及び静的地震力の算定方針 

   (ａ) 地震応答解析による地震力 

     以下のとおり，地震応答解析による地震力を算定する方針とする。 

   (イ) Ｓクラスの施設の地震力の算定方針 

     基準地震動及び弾性設計用地震動から定まる入力地震動を用いて，

水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 

   (ロ) Ｂクラスの施設の地震力の算定方針 

     Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設の影響検討に当た

って，弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものから定まる入力地

震動を用いることとし，加えてＳクラスと同様に，水平２方向及び

鉛直方向について適切に組み合わせ，地震力を算定する。 

   (ハ) 入力地震動の設定方針 

     建物・構築物の地震応答解析における入力地震動について，解放

基盤表面からの伝播特性を考慮し，必要に応じて，地盤の非線形応

答に関する動的変形特性を考慮する。 

   (ニ) 地震応答解析方法 

     地震応答解析方法については，対象施設の形状，構造特性及び振

動特性等を踏まえ，解析手法の適用性及び適用限界を考慮のうえ，

解析方法を選定するとともに，調査に基づく解析条件を設定する。

また，対象施設の形状及び構造特性等を踏まえたモデル化を行う。 

   (ｂ) 静的地震力 

     以下のとおり，静的地震力を算定する方針とする。 

   (イ) 建物・構築物の水平地震力 

     水平地震力は，地震層せん断力係数に，廃棄物管理施設の耐震重

要度に応じた係数（Ｓクラスは3.0，Ｂクラスは1.5及びＣクラスは
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1.0）を乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定する。 

     ここで，地震層せん断力係数は，標準せん断力係数を0.2以上と

し，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる

値とする。 

   (ロ) 建物・構築物の保有水平耐力 

     保有水平耐力は，必要保有水平耐力を上回るものとし，必要保有

水平耐力は，地震層せん断力係数に乗じる係数を1.0，標準せん断

力係数を1.0以上として算定する。 

   (ハ) 機器・配管系の地震力 

     機器・配管系の地震力は，建物・構築物で算定した地震層せん断

力係数に廃棄物管理施設の耐震重要度に応じた係数を乗じたものを

水平震度と見なし，その水平震度と建物・構築物の鉛直震度をそれ

ぞれ20％増しとして算定する。 

   (ニ) 鉛直地震力 

     Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不

利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は，震度0.3

以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮

し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

   (ホ) 標準せん断力係数の割増し係数 

     標準せん断力係数の割増し係数については，耐震性向上の観点か

ら，一般産業施設及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定

する。 

  (ⅶ) 荷重の組合せと許容限界の設定方針 

   (ａ) 建物・構築物 

     以下のとおり，建物・構築物の荷重の組合せ及び許容限界を設定
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する。 

   (イ) 荷重の組合せ 

     常時作用している荷重，運転時の状態で施設に作用する荷重，積

雪荷重及び風荷重と地震力を組み合わせる。 

   (ロ) 許容限界 

     Ｓクラスの建物・構築物について，基準地震動による地震力との

組合せにおいては，建物・構築物全体としての変形能力（終局耐力

時の変形）について十分な余裕を有し，終局耐力に対し妥当な安全

余裕を有することとする。なお，終局耐力は，建物・構築物に対す

る荷重又は応力が漸次増大し，その変形又はひずみが著しく増加す

るに至る限界の最大荷重負荷とする。Ｓクラス，Ｂクラス及びＣク

ラスの施設を有する建物・構築物について，基準地震動以外の地震

動による地震力又は静的地震力との組合せにおいては，地震力に対

しておおむね弾性状態に留まるように，発生する応力に対して，建

築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力

度を許容限界とする。 

   (ｂ) 機器・配管系 

     以下のとおり，機器・配管系の荷重の組合せ及び許容限界を設定

する。 

   (イ) 荷重の組合せ 

     通常時の状態で施設に作用する荷重と地震力を組み合わせる。 

   (ロ) 許容限界 

     Ｓクラスの機器・配管系について，基準地震動による地震力との

組合せにおいては，破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に

要求される機能に影響を及ぼすことがないものとする。なお，地震



－23－ 

時又は地震後の機器・配管系の動的機能要求については，実証試験

等により確認されている機能維持加速度等を許容限界とする。Ｓク

ラス，Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系について，基準地震動

以外の地震動による地震力又は静的地震力との組合せによる影響評

価においては，応答が全体的におおむね弾性状態に留まることを許

容限界とする。 

  (ⅷ) 波及的影響に係る設計方針 

    安全上重要な施設は，以下のとおり，耐震重要度分類の下位のクラ

スに属する施設の波及的影響によって，その安全機能を損なわないよ

うに設計する。 

   (ａ) 敷地全体を網羅した調査及び検討の内容を含めて，以下に示す

４つの観点について，波及的影響の評価に係る事象選定を行う。 

   (イ) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等

沈下による影響 

   (ロ) 安全上重要な施設と下位のクラスの施設との接続部における相

互影響 

   (ハ) 建屋内における下位のクラスの施設の損傷，転倒，落下による

安全上重要な施設への影響 

   (ニ) 建屋外における下位のクラスの施設の損傷，転倒，落下による

安全上重要な施設への影響 

   (ｂ) 各観点より選定した事象に対して波及的影響の評価を行い，波

及的影響を考慮すべき施設を摘出する。 

   (ｃ) 波及的影響の評価に当たっては，安全上重要な施設の設計に用

いる地震動又は地震力を適用する。 

   (ｄ) これら４つの観点以外に追加すべきものがないかを，原子力施
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設の地震被害情報をもとに確認し，新たな検討事象が抽出された場

合には，その観点を追加する。 

  (ⅸ) 安全上重要な施設の周辺斜面は，基準地震動による地震力に対し

て，安全上重要な施設に影響を及ぼすような崩壊を起こすおそれがな

いものとする。 

  (５) 耐津波構造 

    設計上考慮する津波から防護する施設は，事業許可基準規則の解釈

に基づき廃棄物管理施設のうち安全上重要な施設とし，当該施設は大

きな影響を及ぼすおそれがある津波に対して安全性が損なわれないも

のとする。 

    安全上重要な施設を設置する敷地は，標高約55ｍ及び海岸からの距

離約５ｋｍの地点に位置しており，断層のすべり量が既往知見を大き

く上回る波源モデルによる検討の結果，敷地高さへ到達する可能性は

ない。 

    また，再処理施設の低レベル廃液処理建屋及び使用済燃料受入れ・

貯蔵管理建屋から導かれ，汀線部から沖合約３ｋｍまで敷設する海洋

放出管は，低レベル廃液処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵管理建

屋が標高約55ｍの敷地に設置されることから，海洋放出管の経路から

これらの建屋に津波が流入するおそれはなく，廃棄物管理施設へ到達

するおそれはない。 

    したがって，津波によって，安全上重要な施設の安全性が損なわれ

るおそれはないことから，津波防護施設等を新たに設ける必要はない。 

  (６) その他の主要な構造 

    廃棄物管理施設は，(１) 放射線の遮蔽に関する構造，(２) 核燃料

物質等の閉じ込めに関する構造，(３) 火災及び爆発の防止に関する構
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造，(４) 耐震構造及び(５) 耐津波構造に加え以下の基本方針に基づき

安全設計を行う。 

  (ⅰ) 安全機能を有する施設 

    廃棄物管理施設のうち，安全機能を有する構築物，系統及び機器を

安全機能を有する施設とする。 

    また，安全機能を有する施設のうち，その機能喪失により，公衆又

は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び安全設計上想定

される事故が発生した場合に公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放

射線障害を防止するため，放射性物質又は放射線が廃棄物管理施設を

設置する事業所外へ放出されることを抑制し又は防止する構築物，系

統及び機器から構成される施設を，安全上重要な施設とする。 

   (ａ) 外部からの衝撃による損傷の防止 

    廃棄物管理施設は，敷地内又はその周辺の自然環境を基に想定され

る洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山

の影響，生物学的事象，森林火災等の自然現象（地震及び津波を除

く。）又は地震及び津波を含む組合せに遭遇した場合において，自然

現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として当該施設で生じ

得る環境条件においても，安全性を損なわない設計とする。 

    なお，敷地内又はその周辺で想定される自然現象のうち，洪水及び

地滑り並びに津波については，立地的要因により設計上考慮する必要

はない。 

    また，廃棄物管理施設は，敷地内又はその周辺の状況を基に想定さ

れる飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，

有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害等のうち廃棄物管理施設の安全性

を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの
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（故意によるものを除く。）（以下「人為事象」という。）に対して

安全性を損なわない設計とする。 

    なお，敷地内又はその周辺において想定される人為事象のうち，ダ

ムの崩壊及び船舶の衝突については，立地的要因により設計上考慮す

る必要はない。 

    自然現象及び人為事象の組合せについては，地震，風（台風），竜

巻，凍結，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，森林火災等を考

慮する。これらの事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数

の事象が重畳することで影響が増長される組合せを特定し，その組合

せの影響に対しても安全性を損なわない設計とする。 

   (イ) 竜  巻 

     安全機能を有する施設は，想定される竜巻が発生した場合におい

ても，作用する設計荷重に対してその安全機能を損なわない設計

とする。 

     竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻の最大風速は100ｍ

／ｓとし，設計荷重は，設計竜巻による風圧力による荷重，気圧

差による荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重

並びに安全機能を有する施設に常時作用する荷重，運転時荷重及

びその他竜巻以外の自然現象による荷重等を適切に組み合わせた

ものとして設定する。 

     安全機能を有する施設の安全機能を損なわないようにするため，

安全機能を有する施設に影響を及ぼす飛来物の発生防止対策とし

て，飛来物となる可能性のあるもののうち，運動エネルギ及び貫

通力の大きさを踏まえ，設計上考慮すべき飛来物（以下「設計飛

来物」という。）を設定する。飛来物となり得る資機材及び車両
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のうち，衝突時に与える運動エネルギ又は貫通力が設計飛来物に

よるものより大きくなるものについては，固定，固縛，建屋収納，

退避又は撤去を実施する。 

     また，再処理事業所外から飛来するおそれがあり，かつ，再処理

事業所内からの飛来物による衝撃荷重を上回ると想定されるもの

がある場合は，設計飛来物として考慮の要否を検討する。 

     竜巻に対する防護設計においては，機械的強度を有する建物によ

り保護すること等により，安全機能を有する施設の安全機能を損

なわない設計とすること，若しくは竜巻による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障が生じな

い期間での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

により，その安全機能を損なわない設計とする。 

   (ロ) 外部火災 

     安全機能を有する施設は，想定される外部火災において，最も厳

しい火災が発生した場合においても，その安全機能を損なわない設

計とする。 

外部火災としては，「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」

を参考として，森林火災，近隣の工場，石油コンビナート等特別防

災区域，危険物貯蔵所及び高圧ガス貯蔵施設（以下「近隣の産業施

設」という。）の火災及び爆発並びに航空機墜落による火災を対象

とする。 

自然現象として想定される森林火災については，敷地への延焼防

止を目的として，廃棄物管理施設の敷地周辺の植生を確認し，作成

した植生データ及び敷地の気象条件等を基に解析によって求めた最

大火線強度（9,128ｋＷ／ｍ）から算出される防火帯（幅25ｍ以上）
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を敷地内に設ける。 

防火帯は延焼防止機能を損なわない設計とし，防火帯内には原則

として可燃物となるものは設置しない。防火帯に可燃物を含む機器

を設置する場合には，延焼防止機能を損なわないよう必要最小限と

するとともに，不燃性シートで覆う等の対策を実施する。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，

離隔距離の確保等により，安全機能を有する施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

人為事象として想定される近隣の産業施設の火災及び爆発，敷地

内に存在する屋外の危険物貯蔵施設及び可燃性ガスボンベの火災及

び爆発の影響については，離隔距離の確保等により，安全機能を有

する施設の安全機能を損なわない設計とする。 

航空機墜落による火災については，対象航空機が廃棄物管理施設

の建屋の直近に墜落する火災を想定し，火炎からの輻射強度の影響

により，建屋外壁の温度上昇を考慮した場合においても，安全機能

を有する施設の安全機能を損なわない設計とする，若しくはその火

災による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間で修理を行うこと又はそれらを適切に組

み合わせることにより，その安全機能を損なわない設計とする。 

外部火災の二次的影響であるばい煙による影響については，外気

を直接設備内に取り込む安全機能を有する施設に適切な防護対策を

講じることで，安全機能を有する施設の安全機能を損なわない設計

とする。また，有毒ガスによる影響については，必要に応じて制御

室内の運転員の退避等の措置を講ずるものとする。 
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   (ハ) 航空機落下 

     廃棄物管理施設の上空には三沢特別管制区があり，南方向約10ｋ

ｍの位置には三沢対地訓練区域がある。三沢対地訓練区域で対地射

爆撃訓練飛行中の航空機に係る事故の可能性は極めて小さいが，当

区域で多くの訓練飛行が行われているという立地地点固有の社会環

境等を配慮し，仮に訓練飛行中の航空機が施設に墜落することを想

定したときに，公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えな

いように，ガラス固化体を保管するガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵区

域及びガラス固化体検査室並びにガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵

区域を建物・構築物により防護し，安全確保上支障がないようにす

る。この建物・構築物については，航空機に対して貫通が防止でき，

かつ，航空機による衝撃荷重に対して健全性が確保できるように設

計する。建物・構築物の防護設計においては，航空機の質量20ｔ，

速度150ｍ／ｓ等から求まる衝撃荷重を用いる。 

     上記の防護設計を踏まえ，「実用発電用原子炉施設への航空機落

下確率の評価基準について」等に基づき，廃棄物管理施設への航空

機落下確率を評価した結果，防護設計の要否判断基準を超えないこ

とから，追加の防護設計は必要ない。 

   (ニ) 火山の影響 

     安全機能を有する施設は，廃棄物管理施設の運用期間中において

廃棄物管理施設の安全機能に影響を及ぼし得る火山事象として設定

した層厚55ｃｍ，密度1.3ｇ／ｃｍ３（湿潤状態）の降下火砕物に

対し，以下のような設計とすることにより降下火砕物による直接的

影響に対して機能を維持すること若しくは降下火砕物による損傷を

考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障
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のない期間で修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

により，その安全機能を損なわない設計とする。 

   １） 構造物への静的負荷に対して安全余裕を有する設計とすること 

   ２） 構造物への粒子の衝突に対して影響を受けない設計とすること 

   ３） 換気系に対する機械的影響（閉塞）に対して降下火砕物が侵入

し難い設計とすること 

   ４） 構造物及び換気系に対する化学的影響（腐食）に対して短期で

の腐食が発生しない設計とすること 

   ５） 降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火砕物

の除去の実施により安全機能を損なわない設計とすること 

   (ホ) 竜巻，森林火災及び火山の影響以外の自然現象 

   １） 風（台風） 

     安全機能を有する施設は，風（台風）に対し，安全機能を有する

施設の安全機能を確保すること若しくは風（台風）による損傷を考

慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間で修理等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせる

ことで，その安全機能を損なわない設計とする。 

   ２） 凍  結 

     安全機能を有する施設は，凍結に対し，安全機能を有する施設の

安全機能を確保すること若しくは凍結による損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理

等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その

安全機能を損なわない設計とする。 

   ３） 高  温 

     安全機能を有する施設は，高温に対し，安全機能を有する施設の
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安全機能を確保すること若しくは高温による損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理

等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その

安全機能を損なわない設計とする。 

   ４） 降  水 

     安全機能を有する施設は，降水による浸水に対し，安全機能を有

する施設の安全機能を確保すること若しくは降水による損傷を考慮

して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間で修理等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせるこ

とで，その安全機能を損なわない設計とする。 

   ５） 積  雪 

安全機能を有する施設は，積雪による荷重及び閉塞に対し，安

全機能を有する施設の安全機能を確保すること若しくは積雪によ

る損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間で修理等の対応を行うこと又はそれらを適切

に組み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

   ６） 生物学的事象 

安全機能を有する施設は，生物学的事象として敷地周辺の生物の

生息状況の調査に基づいて鳥類，昆虫類及び小動物の廃棄物管理施

設への侵入を防止又は抑制することにより，安全機能を損なわない

設計とする。 

   ７） 塩  害 

一般に大気中の塩分量は，平野部で海岸から 200ｍ付近までは多

く，数百ｍの付近で激減する傾向がある。廃棄物管理施設は海岸か

ら約５ｋｍ離れており，塩害の影響は小さいと考えられるが，換気
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設備の給気系統等への粒子フィルタの設置，直接外気を取り込む設

備への防食処理及び電気設備の絶縁性の維持対策により，安全機能

を有する施設が安全機能を損なわない設計とする。 

   ８） 落  雷 

廃棄物管理施設は，「原子力発電所の耐雷指針」（ＪＥＡＧ

4608），建築基準法及び消防法に基づき，日本産業規格に準拠した

避雷設備を設置する設計とする。また，構内接地系及び避雷設備を

連接することにより，接地抵抗の低減や雷撃に伴う構内接地系の電

位分布の平坦化を考慮した設計とする。 

   (へ) 異種の自然現象の重畳 

     廃棄物管理施設の設計において考慮する自然現象については，そ

の特徴を考慮し，必要に応じて異種の自然現象の重畳を想定し，

安全機能を有する施設の安全機能を損なわない設計とする。 

   (ト) 航空機落下，爆発及び近隣工場等の火災以外の人為による事象 

   １） 有毒ガス 

     安全機能を有する施設は，再処理事業所内及びその周辺で発生す

る有毒ガスに対して安全機能を損なわない設計とする。廃棄物管理

施設は，想定される有毒ガスの発生に対し，必要に応じて制御室内

の運転員の退避等の措置を講ずるものとする。 

   ２） 電磁的障害 

     廃棄物管理施設のうち安全上重要な施設は，収納管，通風管，貯

蔵区域しゃへい，ガラス固化体検査室しゃへい及び貯蔵建屋床面走

行クレーンのしゃへい容器である。これらの設備は，鋼鉄製の管，

コンクリート等で構成される静的設備であり，これらの構造を考慮

すると，電磁干渉や無線電波干渉により障害を受けることはないた
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め，安全機能を損なうことはない。 

   ３） 再処理事業所内における化学物質の漏えい 

     安全機能を有する施設は，想定される再処理事業所内における化

学物質の漏えいに対し，安全機能を損なわない設計とする。廃棄物

管理施設は想定される再処理事業所内における化学物質の漏えいに

対し，必要に応じて制御室内の運転員の退避等の措置を講ずるもの

とする。 

   (ｂ) 廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 

    廃棄物管理施設への人の不法な侵入等並びに核燃料物質等の不法

な移動又は妨害破壊行為を核物質防護対策として防止するため，区

域の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造り

の壁，その他の人の侵入を防止するための設備等の障壁による防護，

巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる

設計とする。 

    核物質防護上の措置が必要な区域については，核物質防護措置に

係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。 

    また，廃棄物管理施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件そ

の他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物件の

持込み（郵便物等による敷地外からの爆破物又は有害物質の持込み

を含む。）を核物質防護対策として防止するため，持込み点検を行

うことができる設計とする。 

    さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を核物質防

護対策として防止するため，廃棄物管理施設及び特定核燃料物質の

防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム（以下

「情報システム」という。）が電気通信回線を通じた不正アクセス
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行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情

報システムに対する外部からの不正アクセスを遮断することができ

る設計とする。 

    人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共

用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない設計とする。 

   (ｃ) 核燃料物質の臨界防止 

     廃棄物管理施設で取り扱うガラス固化体中の核分裂性物質の含有

量は小さく，臨界に達することは考えられないことから，臨界を防

止するための措置を講ずる必要はない。 

   (ｄ) 安全機能を有する施設 

   (イ) 安全機能を有する施設の設計方針 

     廃棄物管理施設のうち，安全機能を有する構築物，系統及び機器

を安全機能を有する施設とする。 

     また，安全機能を有する施設のうち，その機能の喪失により，公

衆又は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び安全設計

上想定される事故が発生した場合に公衆又は従事者に及ぼすおそれ

がある放射線障害を防止するため，放射性物質又は放射線が廃棄物

管理施設を設置する事業所外へ放出されることを抑制し又は防止す

る構築物，系統及び機器から構成される施設を，安全上重要な施設

とする。 

     安全機能を有する施設は，その安全機能の重要度に応じて，その

機能が確保されたものとするとともに，以下の設計を満足するもの

とする。 

   １) 安全上重要な施設又は当該施設が属する系統は，廃棄物管理施設

の安全性を確保する機能を維持するために必要がある場合には，多
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重性を有する設計とする。 

   ２) 安全機能を有する施設は，当該施設の安全機能を確保するための

検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修

理ができる設計とする。 

   ３) 安全機能を有する施設のうち，再処理施設及びウラン・プルトニ

ウム混合酸化物燃料加工施設（以下「ＭＯＸ燃料加工施設」とい

う。）と共用するものは，共用によって廃棄物管理施設の安全性を

損なうことのない設計とする。 

   (ｅ) 設計最大評価事故時の放射線障害の防止 

     廃棄物管理施設は，設計最大評価事故（安全設計上想定される事

故のうち，公衆が被ばくする線量を評価した結果，その線量が最大

となるものをいう。）が発生した場合において，事業所周辺の公衆

に放射線障害を及ぼさない設計とする。 

   (ｆ) 処理施設 

     廃棄物管理施設は，最終的な処分がされるまでの間，ガラス固化

体を安全に管理する施設であり，他事業者から受け入れた放射性廃

棄物の処理は行わないため，処理施設は不要であり，本施設に該当

する設備は設置しない。 

   (ｇ) 管理施設 

     廃棄物管理施設には，以下のとおり，ガラス固化体を管理する施

設を設ける設計とする。 

   (イ) ガラス固化体の最大管理能力 

     廃棄物管理施設の貯蔵ピットは，受け入れるガラス固化体を管理

するために必要な容量を有する設計とする。 
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   (ロ) ガラス固化体の保管 

     廃棄物管理施設の収納管は，ガラス固化体容器の腐食を防止する

ためにガラス固化体をその内部に収納し，ガラス固化体が冷却空気

と直接接触しない方法で管理するとともに，ガラス固化体容器の機

械的強度を考慮し，たてに最大９段積みで収納できる設計とする。 

   (ハ) ガラス固化体の冷却 

     ガラス固化体から発生する崩壊熱をその熱量によって生じる通風

力により，収納管及び通風管で形成する円環流路を流れる冷却空気

で適切に除去できる設計とする。 

   (ｈ) 計測制御系統施設 

     廃棄物管理施設には，放射性廃棄物を限定された区域に閉じ込め

る機能その他の機能が確保されていることを適切に監視することが

できる計測制御系統施設を設ける設計とする。 

     また，廃棄物管理施設には，安全設計上想定される事故により廃

棄物管理施設の安全性を損なうおそれが生じたとき，放射性物質の

濃度若しくは線量が著しく上昇したとき又は廃棄施設から放射性廃

棄物が著しく漏えいするおそれが生じたときに，これらを確実に検

知して速やかに警報する設備を設ける設計とする。 

   (ｉ) 放射線管理施設 

     再処理事業所には，放射線業務従事者及び管理区域に一時的に立

ち入る者（以下「放射線業務従事者等」という。）の放射線障害を

防止するため，以下のとおり放射線管理施設を設ける設計とする。 

   (イ) 放射線業務従事者等の管理区域への出入管理を行う出入管理設

備や，管理区域への出入りに伴う汚染の管理及び除染を行う汚染管

理設備を設けるとともに，放射線業務従事者等の線量管理のため，
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個人管理用設備を備える設計とする。 

     廃棄物管理施設内の作業環境における主要な箇所の外部放射線に

係る線量当量率，空気中の放射性物質の濃度及び床面等の放射性物

質の表面密度を監視及び測定するため，屋内モニタリング設備を設

けるとともに，放射線サーベイ機器を備える。また，作業環境で採

取した放射線管理用試料の放射能測定を行うための測定機器を備え

る設計とする。 

   (ロ) 廃棄物管理施設から大気中へ放出される放射性物質の濃度や，

周辺監視区域境界付近における空間放射線量及び空気中の放射性物

質の濃度を監視及び測定するための屋外モニタリング設備として，

排気モニタリング設備及び環境モニタリング設備を設ける設計とす

る。 

   (ハ) 管理区域における外部放射線に係る線量当量率，空気中の放射

性物質の濃度及び床面等の放射性物質の表面密度を管理区域入口付

近に表示する設計とする。また，廃棄物管理施設から大気中へ放出

される放射性物質の濃度及び量や，周辺監視区域境界付近における

空間放射線量及び空気中の放射性物質の濃度又はそれらを換算して

得られる被ばく線量を従業者が安全に認識できる場所に表示する設

計とする。 

   (ｊ) 廃棄施設 

     廃棄物管理施設には，以下のとおり，気体廃棄物，液体廃棄物及

び固体廃棄物の廃棄施設を設ける設計とする。 

   (イ) 気体廃棄物の廃棄施設 

     気体廃棄物の廃棄施設は，ガラス固化体の管理を行う機器及びガ

ラス固化体を取り扱う室からの排気をフィルタ等により適切に処理
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し，ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の排気口から放出し，周

辺監視区域外の空気中の放射性物質の濃度が「核原料物質又は核燃

料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定

める告示」（第８条）に定められた値を超えないことはもとより，

放射性物質の放出に係る公衆の線量が，直接線及びスカイシャイン

線による公衆の受ける線量を含めても「発電用軽水型原子炉施設周

辺の線量目標値に関する指針」において定める線量目標値（実効線

量で50μＳｖ／ｙ）を超えないよう合理的に達成できる限り低減す

る設計とする。 

   (ロ) 液体廃棄物の廃棄施設 

     液体廃棄物の廃棄施設は，管理区域で発生する液体廃棄物を収集

し，十分な容量を有する貯槽に保管廃棄する設計とする。 

   (ハ) 固体廃棄物の廃棄施設 

     固体廃棄物の廃棄施設は，管理区域で発生する固体廃棄物をドラ

ム缶等に封入し，十分な容量を有する固体廃棄物貯蔵設備に保管廃

棄する設計とする。 

   (ｋ) 予備電源 

     廃棄物管理施設には，操作及び保安に必要な電気設備を設け，外

部電源系統からの電気の供給が停止した場合において，監視設備そ

の他必要な設備に使用するために十分な容量及び信頼性のある予備

電源を設ける設計とする。 

   (ｌ) 通信連絡設備等 

     通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備及び所外通信連絡

設備から構成する。また，安全避難通路及び避難用の照明設備を設

ける。 



－39－ 

     廃棄物管理施設には，安全設計上想定される事故が発生した場合

において，廃棄物管理施設内の各所の者への必要な操作，作業又は

退避の指示等の連絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及

び音声により行うことができる設備として，警報装置及び有線回線

又は無線回線による通信方式の多様性を備えた所内通信連絡設備を

設ける設計とする。 

     廃棄物管理施設には，安全設計上想定される事故が発生した場合

において，廃棄物管理施設外の国，地方公共団体，その他関係機関

等の必要箇所へ事故の発生等に係る通信連絡を音声により行うこと

ができる所外通信連絡設備を設ける設計とする。 

     所外通信連絡設備については，有線回線又は衛星回線による通信

方式の多様性を備えた構成の回線に接続し，輻輳等による制限を受

けることなく常時使用可能な設計とする。 

     廃棄物管理施設には，事業所内の人の退避のための設備として予

備電源から供給されること，又は電源を内蔵した避難用の照明及び

明確かつ永続的な標識を付けた安全避難通路を設ける設計とする。 

  (ⅱ) その他 

   (ａ) 廃棄物管理施設の設計，材料の選定，製作及び検査の各段階に

おいては，安全性及び信頼性を確保するために，適切と認められる

規格及び基準によるものとする。  
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 ハ．廃棄物管理設備本体の構造及び設備 

  (１) 処理施設 

    廃棄物管理施設は，最終的な処分がされるまでの間，ガラス固化体

を安全に管理する施設であり，他事業者から受け入れた放射性廃棄物

の処理は行わないため，処理施設は不要であり，本施設に該当する設

備は設置しない。 

  (２) 管理施設 

  (ⅰ) 構  造 

    本施設は，ガラス固化体の移送及び管理を行う施設であり，ガラス

固化体貯蔵設備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋Ｂ棟に収納する。 

    ガラス固化体貯蔵建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄

骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上２階，地下２階，平面が約

47ｍ（南北方向）×約46ｍ（東西方向），地上高さ約14ｍ，建築面積

約2,000ｍ２の建物である。本建屋には，ガラス固化体を冷却するため

の冷却空気流量を確保するために，有効高さ約35ｍ（流路断面積約24

ｍ２）の冷却空気出口シャフトを設ける。冷却空気入口シャフト及び

出口シャフトの開口部には，異物の侵入を防止する措置を講ずる。 

    ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一

部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上２階，地下２階，平面

が約47ｍ（南北方向）×約34ｍ（東西方向），地上高さ約14ｍ，建築

面積約1,800ｍ２の建物である。本建屋には，ガラス固化体を冷却する

ための冷却空気流量を確保するために，有効高さ約35ｍ（流路断面積

約24ｍ２）の冷却空気出口シャフトを設ける。冷却空気入口シャフト

及び出口シャフトの開口部には，異物の侵入を防止する措置を講ずる。 
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    ガラス固化体貯蔵建屋の概要図を第３図から第６図，第８図及び第

９図に，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の概要図を第３図から第６図及び

第９図に示す。 

    ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体を所定の貯蔵ピットの収納

管まで移送及び収納するための貯蔵建屋床面走行クレーンとガラス固

化体を管理するための貯蔵ピットで構成する。 

    貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃへい容器が一

体構造となったしゃへい容器付きトロリで構成し，しゃへい容器付き

トロリはガーダに搭載される。 

    貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体を３本収納できるとと

もにガラス固化体を収納管内にたて積みで収納するためのつり具を有

する構造とし，ガラス固化体の落下防止のために，つりワイヤの二重

化を施し，動力の供給が停止した場合にもガラス固化体を保持できる

機構を有する構造とする。 

    また，しゃへい容器付きトロリは，ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建

屋床面走行クレーンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行

クレーンとの間を移動できる構造とする。 

    貯蔵建屋床面走行クレーンは，耐震設計上の重要度をＢクラスとし

て設計し，しゃへい容器は，ガラス固化体搬送時にも搬送室内に放射

線業務従事者が立ち入ることができるように，ガラス固化体からの放

射線に対して十分な遮蔽機能を有する構造とするとともに耐震設計上

の重要度をＳクラスとして設計する。 

    貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架構及びプレナム形成板で構

成する。 

    収納管は，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持し，収納管の外側には
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スペーサを介して同心円状に通風管を設置し，地震時の収納管の荷重

は，スペーサを介して支持架構で支持する構造とする。 

    収納管は，内部にガラス固化体を収納することにより，冷却空気に

よるガラス固化体のステンレス鋼製容器の腐食を防止し，ガラス固化

体のもつ閉じ込め機能に影響を与えない構造とする。 

    収納管及び通風管は，耐震設計上の重要度をＳクラスとし，耐食性

を考慮した設計とする。 

    また，貯蔵区域の天井，側壁のコンクリートの長期健全性を確保す

るために，適切に断熱又は除熱を行う設計とする。 

    本施設は，ガラス固化体をガラス固化体から発生する熱量に応じて

生じる通風力によって収納管及び通風管で形成する円環流路を流れる

冷却空気で間接的に冷却する構造とし，また，冷却空気を冷却空気入

口シャフトから貯蔵区域内の下部プレナムに流入させ，円環流路及び

貯蔵区域の上部プレナムを通って冷却空気出口シャフトの排気口から

放出させる構造とする。 

    本施設は，冷却空気が流れていることを確認するために，冷却空気

出入口シャフトにおける冷却空気温度及び収納管と通風管で形成する

円環流路出口における冷却空気温度を測定できる構造とする。 

    また，収納管の安全機能を確認するために，収納管排気設備の入口

圧力を管理できる構造とする。 

    収納管内面，収納管底部外面等に顕著な変化がないことを確認する

ために，目視等による観察が可能な措置を講ずる。 

    貯蔵建屋床面走行クレーンのしゃへい容器は，線量当量率測定並び

に保守及び修理のために，放射線業務従事者が接近可能な構造とする。 
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  (ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

    ガラス固化体貯蔵設備 

   (ａ) ガラス固化体貯蔵建屋 

   (イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

     台  数     １ 

     種  類     しゃへい容器付床面走行型 

              （しゃへい容器付きトロリはガラス固化体貯

蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレーンと

共用） 

   (ロ) 貯蔵ピット 

     基  数     ２ 

     種  類     間接自然空冷貯蔵方式 

     構  成     収納管及び通風管 各80本／基 

     容  量     ガラス固化体720本／基 

              （ガラス固化体９本／収納管１本） 

     主要寸法     収納管内径  約44ｃｍ 

              収納管外径  約46ｃｍ 

              収納管長さ  約16ｍ 

              通風管内径  約58ｃｍ 

              通風管長さ  約12ｍ 

     主要材質     炭素鋼 

   (ｂ) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

   (イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

     台  数     １ 

     種  類     しゃへい容器付床面走行型 
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   (ロ) 貯蔵ピット 

     基  数     ２ 

     種  類     間接自然空冷貯蔵方式 

     構  成     収納管及び通風管 各80本／基 

     容  量     ガラス固化体720本／基 

              （ガラス固化体９本／収納管１本） 

     主要寸法     収納管内径  約44ｃｍ 

              収納管外径  約46ｃｍ 

              収納管長さ  約16ｍ 

              通風管内径  約58ｃｍ 

              通風管長さ  約12ｍ 

     主要材質     炭素鋼 

  (ⅲ) 管理する放射性廃棄物の種類及びその種類ごとの最大管理能力 

    放射性廃棄物の種類   ガラス固化体 

    最大管理能力      2,880本 

                 貯蔵ピット１基当たり720本 

                 （総発熱量1,440ｋＷ／基以下）   
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ニ．放射性廃棄物の受入施設の構造及び設備 

  (１) 構  造 

    本施設は，ガラス固化体輸送容器（以下「輸送容器」という｡）の

受入れ，一時保管，移送，検査及び払出し並びにガラス固化体の抜出

し，検査及び移送を行う施設であり，ガラス固化体受入れ設備で構成

し，ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固化体貯蔵建屋に収納する。 

    ガラス固化体受入れ建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部

鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上３階，地下２階，平面が

約 47ｍ（南北方向）×約 52ｍ（東西方向），地上高さ約 23ｍ，建築

面積約 2,500ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体貯蔵建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄

骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上２階，地下２階，平面が約

47ｍ（南北方向）×約46ｍ（東西方向），地上高さ約14ｍ，建築面積

約2,000ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体受入れ建屋の概要図を第３図から第８図に，ガラス固

化体貯蔵建屋の概要図を第３図から第６図，第８図及び第９図に示す。 

    ガラス固化体受入れ設備は，受け入れた輸送容器を搬送するための

受入れ建屋天井クレーン及び輸送容器搬送台車，輸送容器からガラス

固化体を１本ずつ抜出し搬送するためのガラス固化体検査室天井クレ

ーン，検査を行うガラス固化体を一時仮置きするためのガラス固化体

仮置き架台，ガラス固化体の検査を行うためのガラス固化体検査装置

で構成する。 

    受入れ建屋天井クレーンは，輸送容器の落下防止のためつりワイヤ

の二重化を施し，動力の供給が停止した場合にも輸送容器を保持でき

る機構を有する構造とする。 
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    ガラス固化体検査室天井クレーンは，つりワイヤの二重化を施し，

動力の供給が停止した場合にもガラス固化体を保持できる機構を有す

る構造とする。 

    ガラス固化体受入れ設備の検査では，受け入れるガラス固化体が管

理施設で管理できることを確認するため，ガラス固化体の寸法，質量，

発熱量及び放射能濃度を測定するための測定装置並びにガラス固化体

の閉じ込め，外観及び表面汚染を検査するための検査装置を設置する。 

    また，輸送容器搬送台車，ガラス固化体検査室天井クレーン及びガ

ラス固化体仮置き架台は，耐震設計上の重要度をＢクラスとして設計

する。 

    なお，本施設には最大 22 基の輸送容器の一時保管が可能な輸送容

器一時保管区域を設ける。 

  (２) 主要な設備及び機器の種類 

    ガラス固化体受入れ設備 

   (ⅰ) 輸送容器受入れ及び一時保管工程 

    (ａ) 受入れ建屋天井クレーン 

      種  類   天井走行形 

      台  数   １ 

   (ⅱ) ガラス固化体抜出し工程 

    (ａ) 輸送容器搬送台車 

      種  類   自走台車式 

      台  数   １ 

    (ｂ) ガラス固化体検査室天井クレーン 

      種  類   天井走行形 

      台  数   １ 
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    (ｃ) ガラス固化体仮置き架台 

      種  類   たて置ラック式 

      基  数   ２ 

      容  量   ガラス固化体 28 本／基 

   (ⅲ) ガラス固化体検査工程 

     ガラス固化体検査装置      １式 

  (３) 受け入れる放射性廃棄物の種類及びその種類ごとの最大受入能力 

    放射性廃棄物の種類   ガラス固化体 

    最大受入能力      年間 500 本 
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 ホ．計測制御系統施設の設備 

  (１) 主要な工程計装設備の種類 

    廃棄物管理施設の監視及び制御のため，以下に示す温度，圧力，液

位の測定を行う計測制御設備を設置する。 

    （ガラス固化体の冷却空気温度の測定） 

     ・ガラス固化体冷却空気の入口温度 

     ・ガラス固化体冷却空気の出口温度 

    （収納管排気設備の入口圧力の測定） 

     ・収納管排気設備入口圧力 

    （廃水貯槽の水位の測定等） 

     ・廃水貯槽の水位 

     ・廃水貯槽の漏えい水水位 

    収納管内の圧力を負圧に維持できない場合，廃水貯槽からの漏えい

を検知した場合は，制御室の監視制御盤に警報を発する。 

  (２) その他の主要な事項 

    該当なし 
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 ヘ．放射線管理施設の設備 

   放射線業務従事者等の放射線管理を確実に行うため及び周辺環境にお

ける線量当量等を監視するため，以下の設備を設ける。 

  (１) 屋内管理用の主要な設備及び機器の種類 

  (ⅰ) 出入管理関係設備 

    放射線業務従事者等の出入管理及び汚染管理のため，出入管理設備

及び汚染管理設備を設ける。 

    北換気筒管理建屋の出入管理設備は，再処理施設と共用する。共用

する設備は，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない設計

とする。 

  (ⅱ) 試料分析関係設備 

    建物内の放射線管理用試料，放射性廃棄物の放出管理用試料等の化

学分析，放射能測定等を行うため，測定機器を備える。 

  (ⅲ) 放射線監視設備 

    管理区域の主要な箇所の放射線レベル又は放射能レベルを制御室に

おいて集中して監視するための屋内モニタリング設備としてエリアモ

ニタ及びダストモニタを設ける。 

    また，放射線サーベイに使用する放射線サーベイ機器を備える。 

  (ⅳ) 個人管理用設備 

    放射線業務従事者等の線量評価のため，個人線量計及びホールボデ

ィカウンタを備える。 

    個人線量計及びホールボディカウンタは，再処理施設及びＭＯＸ燃

料加工施設と共用する。共用する設備は，共用によって廃棄物管理施

設の安全性を損なわない設計とする。 
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  (２) 屋外管理用の主要な設備及び機器の種類 

  (ⅰ) 放射線監視設備 

    ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の排気口並びにガラス固化体

貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の冷却空気出口シャフトの排

気口から大気中へ放出する放射性物質の濃度を監視するための屋外モ

ニタリング設備として，排気モニタリング設備を設ける。 

    また，敷地内外の線量及び空気中の放射性物質濃度を監視するため

の屋外モニタリング設備として，環境モニタリング設備を設ける。 

    環境モニタリング設備の一部は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施

設と共用する。共用する設備は，共用によって廃棄物管理施設の安全

性を損なわない設計とする。 
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 ト．その他廃棄物管理設備の附属施設の構造及び設備 

  (１) 気体廃棄物の廃棄施設 

  (ⅰ) 構  造 

    本施設は，収納管排気設備及び換気設備等で構成し，ガラス固化体

受入れ建屋，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に

収納する。 

    ガラス固化体受入れ建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部

鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上３階，地下２階，平面が

約 47ｍ（南北方向）×約 52ｍ（東西方向），地上高さ約 23ｍ，建築

面積約 2,500ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体貯蔵建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄

骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上２階，地下２階，平面が約

47ｍ（南北方向）×約46ｍ（東西方向），地上高さ約14ｍ，建築面積

約2,000ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一

部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上２階，地下２階，平面

が約47ｍ（南北方向）×約34ｍ（東西方向），地上高さ約14ｍ，建築

面積約1,800ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体受入れ建屋の概要図を第３図から第８図に，ガラス固

化体貯蔵建屋の概要図を第３図から第６図，第８図及び第９図に，ガ

ラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の概要図を第３図から第６図及び第９図に示

す。 

    収納管排気設備は，汚染拡大防止のために収納管の内部を外部より

負圧に維持できる構造とするとともに，収納管からの排気中の放射性

物質の量を低減するために排気をろ過できる構造とする。 
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    換気設備は，ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋排気系統及びガラス固

化体貯蔵建屋Ｂ棟排気系統からなり，汚染拡大防止のためにガラス固

化体を取り扱う室を清浄区域（核燃料物質等による汚染のおそれのな

い区域）より負圧に維持できる構造とするとともに，排気中の放射性

物質の量を低減するために排気をろ過できる構造とする。 

    収納管排気設備及び換気設備の排気は，ガラス固化体受入れ・貯蔵

建屋換気筒の排気口から放出する構造とする。 

    ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の一部は，再処理施設と共用

する。共用する設備は，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損な

わない設計とする。 

    また，ガラス固化体の崩壊熱を除去するための冷却空気中に生成さ

れる放射化生成物は，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建

屋Ｂ棟の冷却空気出口シャフトの排気口から放出する構造とする。 

  (ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

   (ａ) 収納管排気設備 

   (イ) ガラス固化体貯蔵建屋 

   １） 貯蔵ピット収納管排気フィルタユニット 

     種    類   高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

     粒子除去効率   99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

     基    数   ２（うち１は予備） 

   ２） 貯蔵ピット収納管排風機 

     台    数   ２（うち１は予備） 

   (ロ) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

   １） 貯蔵ピット収納管排気フィルタユニット 

     種    類   高性能粒子フィルタ１段内蔵形 
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     粒子除去効率   99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

     基    数   ２（うち１は予備） 

   ２） 貯蔵ピット収納管排風機 

     台    数   ２（うち１は予備） 

   (ｂ) 換気設備 

   (イ) ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋排気系統 

   １） 管理区域排気フィルタユニット 

     種    類   高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

     粒子除去効率   99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

     基    数   ５（うち１は予備） 

   ２） 検査室排気フィルタユニット 

     種    類   高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

     粒子除去効率   99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

     基    数   16（うち１は予備） 

   ３） 管理区域排風機 

     台    数   ２（うち１は予備） 

   ４） 検査室排風機 

     台    数   ２（うち１は予備） 

   (ロ) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟排気系統 

   １） 管理区域排気フィルタユニット 

     種    類   高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

     粒子除去効率   99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

     基    数   ７（うち１は予備） 

   ２） 管理区域排風機 

     台    数   ２（うち１は予備） 
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   (ハ) ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒 

     基    数   １ 

     高    さ   地上約75ｍ 

   (ｃ) その他 

   (イ) 冷却空気出口シャフト（ガラス固化体貯蔵建屋） 

     基    数    ２ 

   (ロ) 冷却空気出口シャフト（ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟） 

     基    数    ２ 

  (ⅲ) 廃棄物の処理能力 

    高性能粒子フィルタの粒子除去効率 

                  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    排気風量（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒） 

                  約13万ｍ３／ｈ 

  (ⅳ) 廃気槽の最大保管廃棄能力 

    気体廃棄物の廃気槽を設置しないので該当なし。 

  (ⅴ) 排気口の位置 

    ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒は，ガラス固化体貯蔵建屋の

東側約60ｍに位置し，地上高さは約75ｍ（標高約130ｍ）である。 

    ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒から，敷地境界までの最短距

離は，西北西方向に約630ｍである。 

    ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の冷却空気出

口シャフトの排気口は，地上高さが約34ｍ（標高約89ｍ）であり，敷

地境界までの最短距離は西北西方向に約550ｍである。 
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  (２) 液体廃棄物の廃棄施設 

  (ⅰ) 構  造 

    本施設は，管理区域内の床ドレン及び手洗い・シャワドレンを収集

し，保管廃棄するための施設であり，廃水貯蔵設備で構成し，ガラス

固化体受入れ建屋に収納する。 

    ガラス固化体受入れ建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部

鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上３階，地下２階，平面が

約47ｍ（南北方向）×約52ｍ（東西方向），地上高さ約23ｍ，建築面

積約2,500ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体受入れ建屋の概要図を第３図から第８図に示す。 

    廃水貯蔵設備には廃水貯槽があり，廃水貯槽は溶接構造を採用する

ことにより，漏えい防止を考慮した設計とする。また，廃水貯蔵設備

には漏えいの拡大防止のために堰等を設ける。 

  (ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

    廃水貯蔵設備 

     廃水貯槽 

      材  質      ステンレス鋼 

      基  数      ２ 

      容  量      約５ｍ３／基 

  (ⅲ) 廃棄物の処理能力 

    液体廃棄物の処理設備を設置しないので該当なし 

  (ⅳ) 廃液槽の最大保管廃棄能力 

    廃  水        約 10ｍ３ 

  (ⅴ) 排水口の位置 

    液体廃棄物の排水口を設置しないので該当なし 
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  (３) 固体廃棄物の廃棄施設 

  (ⅰ) 構  造 

    本施設は，管理区域内で発生する固体廃棄物をドラム缶等に封入し，

保管廃棄する固体廃棄物貯蔵設備で構成し，ガラス固化体受入れ建屋

に収納する。 

    ガラス固化体受入れ建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部

鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で地上３階，地下２階，平面が

約47ｍ（南北方向）×約52ｍ（東西方向），地上高さ約23ｍ，建築面

積約2,500ｍ２の建物である。 

    ガラス固化体受入れ建屋の概要図を第３図から第８図に示す。 

  (ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

    固体廃棄物貯蔵設備 

     固体廃棄物貯蔵室 

      面  積      約 400ｍ2 

  (ⅲ) 廃棄物の処理能力 

    固体廃棄物の処理設備を設置しないので該当なし 

  (ⅳ) 保管廃棄施設の最大保管廃棄能力 

    固体廃棄物       約 1,200 本 

                (200ℓドラム缶換算） 

  (４) 非常用電源設備の構造 

    非常用電源を必要とする設備がないので該当なし 

  (５) 主要な実験設備の構造 

    実験設備を設置しないので該当なし 

  (６) その他の主要な事項 

    前記「ハ．廃棄物管理設備本体の構造及び設備」から「ト．その他
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廃棄物管理設備の附属施設の構造及び設備」に掲げる施設に係る消防

用設備，電気設備及び通信連絡設備を以下に示す。 

  (ⅰ) 消防用設備 

    消防用設備は，自動火災報知設備及び消火設備で構成する。 

    自動火災報知設備は，固有の信号を発するアナログ式の煙感知器及

びアナログ式の熱感知器を組み合わせて設置することを基本とするが，

各火災区域又は火災区画における放射線，取付面高さ，温度，湿度，

空気流等の環境条件や火災の性質を考慮し，上記の設置が適切でない

場合においては，非アナログ式の炎感知器（熱感知カメラ含む），非

アナログ式の熱感知器等の火災感知器も含めた中から2つの異なる種

類の感知器を設置する。また，制御室で常時監視可能な火災報知盤を

設置する。 

    消火設備は，破損，誤作動又は誤操作により，安全上重要な施設の

安全機能を損なわない設計とし，火災発生時の煙の充満又は放射線の

影響により消火活動が困難である火災区域又は火災区画であるかを考

慮し，固定式消火設備等を設置する。 

    消火設備は，消火栓設備及びガス消火設備で構成する。 

    消火栓設備は，屋内消火栓，屋外消火栓，防火水槽及び消火水供給

設備で構成され，屋外消火栓の一部，防火水槽の一部は再処理施設と

共用し，消火水供給設備は再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用

する。共用する設備は，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損な

わない設計とする。 

  (ⅱ) 電気設備 

    廃棄物管理施設の電力は，外部から再処理施設の電気設備の一部を

共用して受電する設計とし，共用によって廃棄物管理施設の安全性を
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損なわない設計とする。 

    廃棄物管理施設の操作及び保安に必要な電気設備を設け，外部電源

喪失時に備えて監視設備その他必要な設備に使用するために十分な容

量及び信頼性のある予備電源として，予備電源用ディーゼル発電機，

直流電源設備及び無停電電源装置を設ける設計とする。 

    保守等により予備電源用ディーゼル発電機を使用不能な状態にする

場合は，監視設備その他必要な設備に給電可能とするための措置を講

ずることを手順に定める。 

    廃棄物管理施設の安全避難通路には，外部電源喪失時に予備電源か

ら給電されるか，又は電源を内蔵した誘導灯及び非常灯を設ける設計

とする。 

    また，誘導灯は単純，明確かつ永続的な標識が付いた構造とする。 

  (ⅲ) 通信連絡設備 

    通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備及び所外通信連絡設

備から構成する。廃棄物管理施設には，安全設計上想定される事故が

発生した場合において廃棄物管理施設内の各所の者への必要な操作，

作業又は退避の指示等の連絡をブザー鳴動等により行うことができる

装置及び音声により行うことができる設備として，ページング装置

（警報装置含む。）及び所内携帯電話の有線回線又は無線回線による

通信方式の多様性を備えた所内通信連絡設備を設ける設計とする。 

    廃棄物管理施設には，安全設計上想定される事故が発生した場合に

おいて，廃棄物管理施設外の国，地方公共団体，その他関係機関等の

必要箇所へ事故の発生等に係る通信連絡を音声により行うことができ

る設備として，一般加入電話及び衛星携帯電話の所外通信連絡設備を

設ける設計とする。 
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    所外通信連絡設備については，有線回線又は衛星回線による通信方

式の多様性を備えた構成の回線に接続し，輻輳等による制限を受ける

ことなく常時使用可能な設計とする。 

    所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話は，再処理施

設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。共用する所内通信連絡設備は，

共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない設計とする。 

    通信連絡設備の一覧を以下に示す。 

   (ａ) 所内通信連絡設備 

ページング装置（警報装置を含む。） 

     （再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） １式 

     所内携帯電話 

     （再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） １式 

   (ｂ) 所外通信連絡設備 

     一般加入電話                １式 

     衛星携帯電話                １式 
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Ｂ．廃棄の方法 

 イ．廃棄物管理の方法の概要 

  (１) 輸送容器受入れ及び一時保管 

    廃棄物管理施設で受け入れるガラス固化体を納めた輸送容器は，事

前に，航空機の衝撃荷重に対して健全性を確保できる輸送容器である

ことを確認する。 

    廃棄物管理施設で管理するガラス固化体は，輸送容器に収納した状

態で受け入れ，輸送容器一時保管区域に一時保管する。 

  (２) ガラス固化体抜き出し 

    輸送容器は，受入れ建屋天井クレーン及び輸送容器搬送台車を用い

てガラス固化体抜出し室に移送し，輸送容器のふたを開放し，内容物

であるガラス固化体をガラス固化体検査室天井クレーンを用いて１本

ずつ輸送容器から抜き出す。 

    輸送容器のふたの開放に当たっては，公衆の線量が十分低くなるよ

うに，輸送容器内の気体の放射性物質濃度の測定を行い，放射性ルテ

ニウムについては2.1×10－２Ｂｑ／ｃｍ３以下，放射性セシウムにつ

いては4.3×10－２Ｂｑ／ｃｍ３以下であることを確認する。 

  (３) ガラス固化体検査・測定 

    抜き出したガラス固化体は，ガラス固化体を貯蔵ピットの収納管に

収納する前にガラス固化体検査室等で，閉じ込め検査，外観検査及び

表面汚染検査等を行う。 

    これらの検査を行うことにより，ガラス固化体の内部及び表面から

空気中に移行する放射性物質が１本当たりの平均で次の数値以下であ

ることを確認する。 

   ・放射性ルテニウム：7.4×10－１Ｂｑ／ｈ（１本当たりの平均値） 
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   ・放射性セシウム ：1.5    Ｂｑ／ｈ（１本当たりの平均値） 

  (４) ガラス固化体貯蔵 

    検査後のガラス固化体は，貯蔵建屋床面走行クレーンにより貯蔵ピ

ットの収納管内に収納する。ガラス固化体の収納に当たっては，原則

として冷却空気出口シャフト側の収納管から順次収納し，また，発熱

量の大きいガラス固化体が下段となるようにし，かつ１本の収納管に

片寄らないように配慮するとともに，収納管１本当たりの収納本数を

最大９本，収納管１本に収納されるガラス固化体の総発熱量を18ｋＷ

以下となるように収納し，最終的な処分がされるまでの間管理する。

貯蔵ピットは，自然通風によりガラス固化体から発生する熱を適切に

除去する。 

    収納管に収納されたガラス固化体から発生する熱が適切に除去され

ていることを確認するために，ガラス固化体の冷却空気温度に異常が

ないことを確認する。また，ガラス固化体を収納している収納管内が

負圧であることを確認する。 

  (５) 輸送容器払い出し 

    ガラス固化体抜出し室でガラス固化体を抜出した輸送容器は，輸送

容器搬送台車及び受入れ建屋天井クレーンを用いて輸送容器一時保管

区域に移送し，払い出す。 

 

    廃棄物管理施設工程概要図を第 10 図に示す。 
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 ロ．廃棄物管理の手順を示す工程図 
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六、廃棄物管理施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備  

に関する事項 

 

  廃棄物管理施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備

に関する事項を以下のとおりとする。 

 Ａ．目的 

   廃棄物管理施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整

備に関する事項（以下「品質管理に関する事項」という。）は，廃棄

物管理施設の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力施設の保

安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」及

び「同規則の解釈」（以下「品質管理基準規則」という。）に基づく

品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に

改善することを目的とする。 

 

 Ｂ．適用範囲 

   品質管理に関する事項は，廃棄物管理施設の保安活動に適用する。 

 

 Ｃ．定義 

   品質管理に関する事項における用語の定義は，次に掲げるもののほか

品質管理基準規則に従う。 

  ａ．廃棄物管理施設 

    核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第51条の２

第３項第２号に規定する廃棄物管理施設をいう。 

  ｂ．組織 

    当社の品質マネジメントシステムに基づき，廃棄物管理施設を運営
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管理（運転開始前の管理を含む。）する各部門の総称をいう。 

    

 Ｄ．品質マネジメントシステム 

  ａ．品質マネジメントシステムに係る要求事項 

   (ａ) 組織は，品質管理に関する事項に従って，品質マネジメントシ

ステムを確立し，実施するとともに，その実効性を維持するため，

その改善を継続的に行う。 

   (ｂ) 組織は，保安活動の重要度に応じて品質マネジメントシステム

を確立し，運用する。この場合，次に掲げる事項を適切に考慮する。 

   (イ) 廃棄物管理施設，組織，又は個別業務の重要度及びこれらの複

雑さの程度 

   (ロ) 廃棄物管理施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する

原子力の安全に影響を及ぼすおそれのあるもの及びこれらに関連す

る潜在的影響の大きさ 

   (ハ) 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活

動が不適切に計画され，若しくは実行されたことにより起こり得る

影響 

   (ｃ) 組織は，廃棄物管理施設に適用される関係法令（以下「関係法

令」という。）を明確に認識し，品質管理基準規則に規定する文書

その他品質マネジメントシステムに必要な文書（記録を除く。以下

「品質マネジメント文書」という。）に明記する。 

   (ｄ) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確に

するとともに，そのプロセスを組織に適用することを決定し，次に

掲げる業務を行う。 

   (イ) プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達
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成される結果を文書で明確にすること。 

   (ロ) プロセスの順序及び相互の関係を明確にすること。 

   (ハ) プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な組織の保安活

動の状況を示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該

指標に係る判定基準を明確に定めること。 

   (ニ) プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」とい

う。）に必要な資源及び情報が利用できる体制を確保すること（責

任及び権限の明確化を含む。）。 

   (ホ) プロセスの運用状況を監視測定し分析すること。ただし，監視

測定することが困難である場合は，この限りでない。 

   (ヘ) プロセスについて，意図した結果を得，及び実効性を維持する

ための措置を講ずること。 

   (ト) プロセス及び組織の体制を品質マネジメントシステムと整合的

なものとすること。 

   (チ) 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が

生じた場合には，原子力の安全が確保されるようにすること。 

   (ｅ) 組織は，健全な安全文化を育成し，及び維持する。 

   (ｆ) 組織は，機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。

以下「個別業務等要求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプ

ロセスを外部委託することとしたときは，当該プロセスが管理され

ているようにする。 

   (ｇ) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

  ｂ．品質マネジメントシステムの文書化 

   (ａ) 一般 

     組織は，保安活動の重要度に応じて次に掲げる文書を作成し，当
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該文書に規定する事項を実施する。 

   (イ) 品質方針及び品質目標 

   (ロ) 品質マニュアル 

   (ハ) 実効性のあるプロセスの計画的な実施及び管理がなされるよう

にするために，組織が必要と決定した文書 

   (ニ) 品質管理基準規則の要求事項に基づき作成する手順書，指示書，

図面等（以下「手順書等」という。） 

   (ｂ) 品質マニュアル 

     組織は，品質マニュアルに次に掲げる事項を定める。 

   (イ) 品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

   (ロ) 保安活動の計画，実施，評価及び改善に関する事項 

   (ハ) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

   (ニ) 品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情

報 

   (ホ) プロセスの相互の関係 

   (ｃ) 文書の管理 

   (イ) 組織は，品質マネジメント文書を管理する。 

   (ロ) 組織は，要員が判断及び決定をするに当たり，適切な品質マネ

ジメント文書を利用できるよう，品質マネジメント文書に関する次

に掲げる事項を定めた手順書等を作成する。 

   １） 品質マネジメント文書を発行するに当たり，その妥当性を審査

し，発行を承認すること。 

   ２） 品質マネジメント文書の改訂の必要性について評価するととも

に，改訂に当たり，その妥当性を審査し，改訂を承認すること。 

   ３） 品質マネジメント文書の審査及び評価には，その対象となる文



－67－ 

書に定められた活動を実施する部門の要員を参画させること。 

   ４） 品質マネジメント文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別で

きるようにすること。 

   ５） 改訂のあった品質マネジメント文書を利用する場合においては，

当該文書の適切な制定版又は改訂版が利用しやすい体制を確保する

こと。 

   ６） 品質マネジメント文書を，読みやすく容易に内容を把握するこ

とができるようにすること。 

   ７） 組織の外部で作成された品質マネジメント文書を識別し，その

配付を管理すること。 

   ８） 廃止した品質マネジメント文書が使用されることを防止するこ

と。この場合において，当該文書を保持するときは，その目的にか

かわらず，これを識別し，管理すること。 

   (ｄ) 記録の管理 

   (イ) 組織は，品質管理基準規則に規定する個別業務等要求事項への

適合及び品質マネジメントシステムの実効性を実証する記録を明確

にするとともに，当該記録を，読みやすく容易に内容を把握するこ

とができ，かつ，検索することができるように作成し，保安活動の

重要度に応じてこれを管理する。 

   (ロ) 組織は，(イ)の記録の識別，保存，保護，検索，及び廃棄に関し，

所要の管理の方法を定めた手順書等を作成する｡ 

 

 Ｅ．経営責任者等の責任 

  ａ．経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

    社長は，原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持
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って品質マネジメントシステムを確立させ，実施させるとともに，そ

の実効性を維持していることを，次に掲げる業務を行うことによって

実証する。 

   (ａ) 品質方針を定めること。 

   (ｂ) 品質目標が定められているようにすること。 

   (ｃ) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献で

きるようにすること。 

   (ｄ) Ｅ．ｆ．(ａ)に規定するマネジメントレビューを実施すること。 

   (ｅ) 資源が利用できる体制を確保すること。 

   (ｆ) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの

重要性を要員に周知すること。 

   (ｇ) 保安活動に関する担当業務を理解し，遂行する責任を有するこ

とを，要員に認識させること。 

   (ｈ) 全ての階層で行われる決定が，原子力の安全の確保について，

その優先順位及び説明する責任を考慮して確実に行われるようにす

ること。 

  ｂ．原子力の安全の確保の重視 

    社長は，組織の意思決定に当たり，機器等及び個別業務が個別業務

等要求事項に適合し，かつ，原子力の安全がそれ以外の事由により損

なわれないようにする。 

  ｃ．品質方針 

    社長は，品質方針が次に掲げる事項に適合しているようにする。 

   (ａ) 組織の目的及び状況に対して適切なものであること。 

   (ｂ) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維

持に社長が責任を持って関与すること。 
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   (ｃ) 品質目標を定め，評価するに当たっての枠組みとなるものであ

ること。 

   (ｄ) 要員に周知され，理解されていること。 

   (ｅ) 品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持っ

て関与すること。 

  ｄ．計画 

   (ａ) 品質目標 

   (イ) 社長は，部門において，品質目標（個別業務等要求事項への適

合のために必要な目標を含む。）が定められているようにする。 

   (ロ) 社長は，品質目標が，その達成状況を評価し得るものであって，

かつ，品質方針と整合的なものとなるようにする。 

   (ｂ) 品質マネジメントシステムの計画 

   (イ) 社長は，品質マネジメントシステムがＤ．ａ．の規定に適合す

るよう，その実施に当たっての計画が策定されているようにする。 

   (ロ) 社長は，品質マネジメントシステムの変更が計画され，それが

実施される場合においては，当該品質マネジメントシステムが不備

のない状態に維持されているようにする。この場合において，保安

活動の重要度に応じて，次に掲げる事項を適切に考慮する。 

   １） 品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起

こり得る結果 

   ２） 品質マネジメントシステムの実効性の維持 

   ３） 資源の利用可能性 

   ４） 責任及び権限の割当て 
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  ｅ．責任，権限及びコミュニケーション 

   (ａ) 責任及び権限 

     社長は，部門及び要員の責任及び権限並びに部門相互間の業務の

手順を定めさせ，関係する要員が責任を持って業務を遂行できるよ

うにする。 

   (ｂ) 品質マネジメントシステム管理責任者 

     社長は，品質マネジメントシステムを管理する責任者に，次に掲

げる業務に係る責任及び権限を与える。 

   (イ) プロセスが確立され，実施されるとともに，その実効性が維持

されているようにすること。 

   (ロ) 品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性に

ついて，社長に報告すること。 

   (ハ) 健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，原子力の

安全の確保についての認識が向上するようにすること。 

   (ニ) 関係法令を遵守すること。 

   (ｃ) 管理者 

   (イ) 社長は，次に掲げる業務を管理監督する地位にある者（以下

「管理者」という。）に，当該管理者が管理監督する業務に係る責

任及び権限を与える。 

   １） 個別業務のプロセスが確立され，実施されるとともに，その実

効性が維持されているようにすること。 

   ２） 要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにす

ること。 

   ３） 個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 

   ４） 健全な安全文化を育成し，及び維持すること。 
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   ５） 関係法令を遵守すること。 

   (ロ) 管理者は，(イ)の責任及び権限の範囲において，原子力の安全の

ためのリーダーシップを発揮し，次に掲げる事項を確実に実施する。 

   １） 品質目標を設定し，その目標の達成状況を確認するため，業務

の実施状況を監視測定すること。 

   ２） 要員が，原子力の安全に対する意識を向上し，かつ，原子力の

安全への取組を積極的に行えるようにすること。 

   ３） 原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を，関係する

要員に確実に伝達すること。 

   ４） 常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとと

もに，要員が，積極的に廃棄物管理施設の保安に関する問題の報告

を行えるようにすること。 

   ５） 要員が，積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにする

こと。 

   (ハ) 管理者は，管理監督する業務に関する自己評価を，あらかじめ

定められた間隔で行う。 

   (ｄ) 組織の内部の情報の伝達 

     社長は，組織の内部の情報が適切に伝達される仕組みが確立され

ているようにするとともに，品質マネジメントシステムの実効性に

関する情報が確実に伝達されるようにする。 

  ｆ．マネジメントレビュー 

   (ａ) 一般 

     社長は，品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに，

改善の機会を得て，保安活動の改善に必要な措置を講ずるため，品

質マネジメントシステムの評価（以下「マネジメントレビュー」と
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いう。）を，あらかじめ定められた間隔で行う。 

   (ｂ) マネジメントレビューに用いる情報 

     組織は，マネジメントレビューにおいて，少なくとも次に掲げる

情報を報告する。 

   (イ) 内部監査の結果 

   (ロ) 組織の外部の者の意見 

   (ハ) プロセスの運用状況 

   (ニ) 使用前事業者検査及び定期事業者検査（以下「使用前事業者検

査等」という。）並びに自主検査等の結果 

   (ホ) 品質目標の達成状況 

   (ヘ) 健全な安全文化の育成及び維持の状況 

   (ト) 関係法令の遵守状況 

   (チ) 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況 

   (リ) 従前のマネジメントレビューの結果を受けて講じた措置 

   (ヌ) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

   (ル) 部門又は要員からの改善のための提案 

   (ヲ) 資源の妥当性 

   (ワ) 保安活動の改善のために講じた措置の実効性 

   (ｃ) マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

   (イ) 組織は，マネジメントレビューの結果を受けて，少なくとも次

に掲げる事項について決定する。 

   １） 品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要

な改善 

   ２） 個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動

の改善 
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   ３） 品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善の

ために必要な資源 

   ４） 健全な安全文化の育成及び維持に関する改善 

   ５） 関係法令の遵守に関する改善 

   (ロ) 組織は，マネジメントレビューの結果の記録を作成し，これを

管理する。 

   (ハ) 組織は，(イ)の決定をした事項について，必要な措置を講じる。 

 

 Ｆ．資源の管理 

  ａ．資源の確保 

    組織は，原子力の安全を確実なものにするために必要な次に掲げる

資源を明確に定め，これを確保し，及び管理する。 

   (ａ) 要員 

   (ｂ) 個別業務に必要な施設，設備及びサービスの体系 

   (ｃ) 作業環境 

   (ｄ) その他必要な資源 

  ｂ．要員の力量の確保及び教育訓練 

   (ａ) 組織は，個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し，意図し

た結果を達成するために必要な知識及び技能並びにそれを適用する

能力（以下「力量」という。）が実証された者を要員に充てる。 

   (ｂ) 組織は，要員の力量を確保するために，保安活動の重要度に応

じて，次に掲げる業務を行う。 

   (イ) 要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。 

   (ロ) 要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置を講ずるこ

と。 



－74－ 

   (ハ) 教育訓練その他の措置の実効性を評価すること。 

   (ニ) 要員が自らの個別業務について，次に掲げる事項を認識してい

るようにすること。 

   １） 品質目標の達成に向けた自らの貢献 

   ２） 品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢

献 

   ３） 原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 

   (ホ) 要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し，こ

れを管理すること。 

 

 Ｇ．個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

  ａ．個別業務に必要なプロセスの計画 

   (ａ) 組織は，個別業務に必要なプロセスについて，計画を策定する

とともに，そのプロセスを確立する。 

   (ｂ) 組織は，(ａ)の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業

務等要求事項との整合性を確保する。 

   (ｃ) 組織は，個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」とい

う。）の策定又は変更を行うに当たり，次に掲げる事項を明確にす

る。 

   (イ) 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変

更により起こり得る結果 

   (ロ) 機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

   (ハ) 機器等又は個別業務に固有のプロセス，品質マネジメント文書

及び資源 

   (ニ) 使用前事業者検査等，検証，妥当性確認及び監視測定並びにこ
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れらの個別業務等要求事項への適合性を判定するための基準（以下

「合否判定基準」という。） 

   (ホ) 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が

個別業務等要求事項に適合することを実証するために必要な記録 

   (ｄ) 組織は，策定した個別業務計画を，その個別業務の作業方法に

適したものとする。 

  ｂ．個別業務等要求事項に関するプロセス 

   (ａ) 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

     組織は，次に掲げる事項を個別業務等要求事項として明確に定め

る。 

   (イ) 組織の外部の者が明示してはいないものの，機器等又は個別業

務に必要な要求事項 

   (ロ) 関係法令 

   (ハ) (イ)，(ロ)に掲げるもののほか，組織が必要とする要求事項 

   (ｂ) 個別業務等要求事項の審査 

   (イ) 組織は，機器等の使用又は個別業務の実施に当たり，あらかじ 

    め，個別業務等要求事項の審査を実施する。 

   (ロ) 組織は，個別業務等要求事項の審査を実施するに当たり，次に

掲げる事項を確認する。 

   １） 当該個別業務等要求事項が定められていること。 

   ２） 当該個別業務等要求事項が，あらかじめ定められた個別業務等

要求事項と相違する場合においては，その相違点が解明されている

こと。 

   ３） 組織が，あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合する

ための能力を有していること。 
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   (ハ) 組織は，(イ)の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講

じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

   (ニ) 組織は，個別業務等要求事項が変更された場合においては，関

連する文書が改訂されるようにするとともに，関連する要員に対し

変更後の個別業務等要求事項が周知されるようにする。 

   (ｃ) 組織の外部の者との情報の伝達等 

     組織は，組織の外部の者からの情報の収集及び組織の外部の者へ

の情報の伝達のために，実効性のある方法を明確に定め，これを実

施する。 

  ｃ．設計開発 

   (ａ) 設計開発計画 

   (イ) 組織は，設計開発（専ら原子力施設において用いるための設計

開発に限る。）の計画（以下「設計開発計画」という。）を策定す

るとともに，設計開発を管理する。 

   (ロ) 組織は，設計開発計画の策定において，次に掲げる事項を明確

にする。 

   １） 設計開発の性質，期間及び複雑さの程度 

   ２） 設計開発の各段階における適切な審査，検証及び妥当性確認の

方法並びに管理体制 

   ３） 設計開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

   ４） 設計開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

   (ハ) 組織は，実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な

割当てがなされるようにするために，設計開発に関与する各者間の

連絡を管理する。 

   (ニ) 組織は，(イ)により策定された設計開発計画を，設計開発の進行
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に応じて適切に変更する。 

   (ｂ) 設計開発に用いる情報 

   (イ) 組織は，個別業務等要求事項として設計開発に用いる情報であ

って，次に掲げるものを明確に定めるとともに，当該情報に係る記

録を作成し，これを管理する。 

   １） 機能及び性能に係る要求事項 

   ２） 従前の類似した設計開発から得られた情報であって，当該設計

開発に用いる情報として適用可能なもの 

   ３） 関係法令 

   ４） その他設計開発に必要な要求事項 

   (ロ) 組織は，設計開発に用いる情報について，その妥当性を評価し，

承認する。 

   (ｃ) 設計開発の結果に係る情報 

   (イ) 組織は，設計開発の結果に係る情報を，設計開発に用いた情報

と対比して検証することができる形式により管理する。 

   (ロ) 組織は，設計開発の次の段階のプロセスに進むに当たり，あら

かじめ，当該設計開発の結果に係る情報を承認する。 

   (ハ) 組織は，設計開発の結果に係る情報を，次に掲げる事項に適合

するものとする。 

   １） 設計開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。 

   ２） 調達，機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を

提供するものであること。 

   ３） 合否判定基準を含むものであること。 

   ４） 機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の

特性が明確であること。 
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   (ｄ) 設計開発レビュー 

   (イ) 組織は，設計開発の適切な段階において，設計開発計画に従っ

て，次に掲げる事項を目的とした体系的な審査（以下「設計開発レ

ビュー」という。）を実施する。 

   １） 設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価

すること。 

   ２） 設計開発に問題がある場合においては，当該問題の内容を明確

にし，必要な措置を提案すること。 

   (ロ) 組織は，設計開発レビューに，当該設計開発レビューの対象と

なっている設計開発段階に関連する部門の代表者及び当該設計開発

に係る専門家を参加させる。 

   (ハ) 組織は，設計開発レビューの結果の記録及び当該設計開発レビ

ューの結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理す

る。 

   (ｅ) 設計開発の検証 

   (イ) 組織は，設計開発の結果が個別業務等要求事項に適合している

状態を確保するために，設計開発計画に従って検証を実施する。 

   (ロ) 組織は，設計開発の検証の結果の記録，及び当該検証の結果に

基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

   (ハ) 組織は，当該設計開発を行った要員に当該設計開発の検証をさ

せない。 

   (ｆ) 設計開発の妥当性確認 

   (イ) 組織は，設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確

認するために，設計開発計画に従って，当該設計開発の妥当性確認

（以下「設計開発妥当性確認」という。）を実施する。 
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   (ロ) 組織は，機器等の使用又は個別業務の実施に当たり，あらかじ

め，設計開発妥当性確認を完了する。 

   (ハ) 組織は，設計開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計開発妥

当性確認の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管

理する。 

   (ｇ) 設計開発の変更の管理 

   (イ) 組織は，設計開発の変更を行った場合においては，当該変更の

内容を識別することができるようにするとともに，当該変更に係る

記録を作成し，これを管理する。 

   (ロ) 組織は，設計開発の変更を行うに当たり，あらかじめ，審査，

検証及び妥当性確認を行い，変更を承認する。 

   (ハ) 組織は，設計開発の変更の審査において，設計開発の変更が廃

棄物管理施設に及ぼす影響の評価（当該廃棄物管理施設を構成する

材料又は部品に及ぼす影響の評価を含む。）を行う。 

   (ニ) 組織は，(ロ)の審査，検証及び妥当性確認の結果の記録及びその

結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

  ｄ．調達 

   (ａ) 調達プロセス 

   (イ) 組織は，調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）

が，自ら規定する調達物品等に係る要求事項（以下「調達物品等要

求事項」という。）に適合するようにする。 

   (ロ) 組織は，保安活動の重要度に応じて，調達物品等の供給者及び

調達物品等に適用される管理の方法及び程度を定める。この場合に

おいて，一般産業用工業品については，調達物品等の供給者等から

必要な情報を入手し当該一般産業用工業品が調達物品等要求事項に
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適合していることを確認できるように，管理の方法及び程度を定め

る。 

   (ハ) 組織は，調達物品等要求事項に従い，調達物品等を供給する能

力を根拠として調達物品等の供給者を評価し，選定する。 

   (ニ) 組織は，調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を

定める。 

   (ホ) 組織は，(ハ)の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講

じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

   (ヘ) 組織は，調達物品等を調達する場合には，個別業務計画におい

て，適切な調達の実施に必要な事項（当該調達物品等の調達後にお

けるこれらの維持又は運用に必要な技術情報（廃棄物管理施設の保

安に係るものに限る。）の取得及び当該情報を他の原子力事業者等

と共有するために必要な措置に関する事項を含む。）を定める｡ 

   (ｂ) 調達物品等要求事項 

   (イ) 組織は，調達物品等に関する情報に，次に掲げる調達物品等要

求事項のうち，該当するものを含める。 

   １） 調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項 

   ２） 調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

   ３） 調達物品等の供給者の品質マネジメントシステムに係る要求事

項 

   ４） 調達物品等の不適合の報告及び処理に係る要求事項 

   ５） 調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し，及び維持する

ために必要な要求事項 

   ６） 一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要

な要求事項 
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   ７） その他調達物品等に必要な要求事項 

   (ロ) 組織は，調達物品等要求事項として，組織が調達物品等の供給

者の工場等において使用前事業者検査等その他の個別業務を行う際

の原子力規制委員会の職員による当該工場等への立入りに関するこ

とを含める。 

   (ハ) 組織は，調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を

提供するに当たり，あらかじめ，当該調達物品等要求事項の妥当性

を確認する。 

   (ニ) 組織は，調達物品等を受領する場合には，調達物品等の供給者

に対し，調達物品等要求事項への適合状況を記録した文書を提出さ

せる。 

   (ｃ) 調達物品等の検証 

   (イ) 組織は，調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているよう

にするために必要な検証の方法を定め，実施する。 

   (ロ) 組織は，調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検

証を実施することとしたときは，当該検証の実施要領及び調達物品

等の供給者からの出荷の可否の決定の方法について調達物品等要求

事項の中で明確に定める。 

  ｅ．個別業務の管理 

   (ａ) 個別業務の管理 

     組織は，個別業務計画に基づき，個別業務を次に掲げる事項（当

該個別業務の内容等から該当しないと認められるものを除く。）に

適合するように実施する。 

   (イ) 廃棄物管理施設の保安のために必要な情報が利用できる体制に

あること。 
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   (ロ) 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

   (ハ) 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 

   (ニ) 監視測定のための設備が利用できる体制にあり，かつ，当該設

備を使用していること。 

   (ホ) Ｈ．ｂ．(ｃ)に基づき監視測定を実施していること。 

   (ヘ) 品質管理に関する事項に基づき，プロセスの次の段階に進むこ

との承認を行っていること。 

   (ｂ) 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

   (イ) 組織は，個別業務の実施に係るプロセスについて，それ以降の

監視測定では当該プロセスの結果を検証することができない場合

（個別業務が実施された後にのみ不適合その他の事象が明確になる

場合を含む。）においては，妥当性確認を行う。 

   (ロ) 組織は，(イ)のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ること

ができることを，(イ)の妥当性確認によって実証する。 

   (ハ) 組織は，妥当性確認を行った場合は，その結果の記録を作成し，

これを管理する。 

   (ニ) 組織は，(イ)の妥当性確認の対象とされたプロセスについて，次

に掲げる事項（当該プロセスの内容等から該当しないと認められる

ものを除く。）を明確にする。 

   １） 当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 

   ２） 妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 

   ３） 妥当性確認の方法 

   (ｃ) 識別管理及びトレーサビリティの確保 

   (イ) 組織は，個別業務計画及び個別業務の実施に係る全てのプロセ

スにおいて，適切な手段により，機器等及び個別業務の状態を識別
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し，管理する。 

   (ロ) 組織は，トレーサビリティ（機器等の使用又は個別業務の実施

に係る履歴，適用又は所在を追跡できる状態をいう。）の確保が個

別業務等要求事項である場合においては，機器等又は個別業務を識

別し，これを記録するとともに，当該記録を管理する。 

   (ｄ) 組織の外部の者の物品 

     組織は，組織の外部の者の物品を所持している場合においては，

必要に応じ，記録を作成し，これを管理する。 

   (ｅ) 調達物品の管理 

     組織は，調達した物品が使用されるまでの間，当該物品を調達物

品等要求事項に適合するように管理（識別表示，取扱い，包装，保

管及び保護を含む。）する。 

  ｆ．監視測定のための設備の管理 

   (ａ) 組織は，機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性

の実証に必要な監視測定及び当該監視測定のための設備を明確に定

める。 

   (ｂ) 組織は，(ａ)の監視測定について，実施可能であり，かつ，当該

監視測定に係る要求事項と整合性のとれた方法で実施する。 

   (ｃ) 組織は，監視測定の結果の妥当性を確保するために，監視測定

のために必要な設備を，次に掲げる事項に適合するものとする。 

   (イ) あらかじめ定められた間隔で，又は使用の前に，計量の標準ま

で追跡することが可能な方法（当該計量の標準が存在しない場合に

あっては，校正又は検証の根拠について記録する方法）により校正

又は検証がなされていること。 

   (ロ) 校正の状態が明確になるよう，識別されていること。 
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   (ハ) 所要の調整がなされていること。 

   (ニ) 監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。 

   (ホ) 取扱い，維持及び保管の間，損傷及び劣化から保護されている

こと。 

   (ｄ) 組織は，監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判

明した場合においては，従前の監視測定の結果の妥当性を評価し，

これを記録する。 

   (ｅ) 組織は，(ｄ)の場合において，当該監視測定のための設備及び(ｄ)

の不適合により影響を受けた機器等又は個別業務について，適切な

措置を講じる。 

   (ｆ) 組織は，監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を

作成し，これを管理する。 

   (ｇ) 組織は，監視測定においてソフトウェアを使用することとした

ときは，その初回の使用に当たり，あらかじめ，当該ソフトウェア

が意図したとおりに当該監視測定に適用されていることを確認する。 

 

 Ｈ．評価及び改善 

  ａ．監視測定，分析，評価及び改善 

   (ａ) 組織は，監視測定，分析，評価及び改善に係るプロセスを計画

し，実施する。 

   (ｂ) 組織は，要員が(ａ)の監視測定の結果を利用できるようにする。 

  ｂ．監視測定 

   (ａ) 組織の外部の者の意見 

   (イ) 組織は，監視測定の一環として，原子力の安全の確保に対する

組織の外部の者の意見を把握する。 
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   (ロ) 組織は，(イ)の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確

に定める。 

   (ｂ) 内部監査 

   (イ) 組織は，品質マネジメントシステムについて，次に掲げる要件

への適合性を確認するために，保安活動の重要度に応じて，あらか

じめ定められた間隔で，客観的な評価を行う部門その他の体制によ

り内部監査を実施する。 

   １） 品質管理に関する事項に基づく品質マネジメントシステムに係

る要求事項 

   ２） 実効性のある実施及び実効性の維持 

   (ロ) 組織は，内部監査の判定基準，監査範囲，頻度，方法及び責任

を定める。 

   (ハ) 組織は，内部監査の対象となり得る部門，個別業務，プロセス

その他の領域（以下「領域」という。）の状態及び重要性並びに従

前の監査の結果を考慮して内部監査の対象を選定し，かつ，内部監

査の実施に関する計画（以下「内部監査実施計画」という。）を策

定し，及び実施することにより，内部監査の実効性を維持する。 

   (ニ) 組織は，内部監査を行う要員（以下「内部監査員」という。）

の選定及び内部監査の実施においては，客観性及び公平性を確保す

る。 

   (ホ) 組織は，内部監査員又は管理者に自らの個別業務又は管理下に

ある個別業務に関する内部監査をさせない。 

   (ヘ) 組織は，内部監査実施計画の策定及び実施並びに内部監査結果

の報告並びに記録の作成及び管理について，その責任及び権限並び

に内部監査に係る要求事項を，手順書等に定める。 
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   (ト) 組織は，内部監査の対象として選定された領域に責任を有する

管理者に内部監査結果を通知する。 

   (チ) 組織は，不適合が発見された場合には，(ト)の通知を受けた管理

者に，不適合を除去するための措置及び是正処置を遅滞なく講じさ

せるとともに，当該措置の検証を行わせ，その結果を報告させる。 

   (ｃ) プロセスの監視測定 

   (イ) 組織は，プロセスの監視測定を行う場合においては，当該プロ

セスの監視測定に見合う方法によりこれを行う。 

   (ロ) 組織は，(イ)の監視測定の実施に当たり，保安活動の重要度に応

じて，保安活動指標を用いる。 

   (ハ) 組織は，(イ)の方法により，プロセスがＥ．ｄ．(ｂ)(イ)及びＧ．ａ．

(ａ)の計画に定めた結果を得ることができることを実証する。 

   (ニ) 組織は，(イ)の監視測定の結果に基づき，保安活動の改善のため

に，必要な措置を講じる。 

   (ホ) 組織は，Ｅ．ｄ．(ｂ)(イ)及びＧ．ａ．(ａ)の計画に定めた結果を得

ることができない場合又は当該結果を得ることができないおそれが

ある場合においては，個別業務等要求事項への適合性を確保するた

めに，当該プロセスの問題を特定し，当該問題に対して適切な措置

を講じる。 

   (ｄ) 機器等の検査等 

   (イ) 組織は，機器等に係る要求事項への適合性を検証するために，

個別業務計画に従って，個別業務の実施に係るプロセスの適切な段

階において，使用前事業者検査等又は自主検査等を実施する。 

   (ロ) 組織は，使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録

を作成し，これを管理する。 
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   (ハ) 組織は，プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を

特定することができる記録を作成し，これを管理する。 

   (ニ) 組織は，個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検

査等を支障なく完了するまでは，プロセスの次の段階に進むことの

承認をしない。ただし，当該承認の権限を持つ要員が，個別業務計

画に定める手順により特に承認をする場合は，この限りでない。 

   (ホ) 組織は，保安活動の重要度に応じて，使用前事業者検査等の独

立性を確保する。 

   (ヘ) 組織は，保安活動の重要度に応じて，自主検査等の独立性を確

保する。 

  ｃ．不適合の管理 

   (ａ) 組織は，個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され，

又は個別業務が実施されることがないよう，当該機器等又は個別業

務を特定し，これを管理する。 

   (ｂ) 組織は，不適合の処理に係る管理並びにそれに関連する責任及

び権限を手順書等に定める。 

   (ｃ) 組織は，次に掲げる方法のいずれかにより，不適合を処理する。 

   (イ) 発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

   (ロ) 不適合について，あらかじめ定められた手順により原子力の安

全に及ぼす影響について評価し，機器等の使用又は個別業務の実施

についての承認を行うこと（以下「特別採用」という。）。 

   (ハ) 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための

措置を講ずること。 

   (ニ) 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合について

は，その不適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置
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を講ずること。 

   (ｄ) 組織は，不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措

置（特別採用を含む。）に係る記録を作成し，これを管理する。 

   (ｅ) 組織は，(ｃ)(イ)の措置を講じた場合においては，個別業務等要求

事項への適合性を実証するための検証を行う。 

  ｄ．データの分析及び評価 

   (ａ) 組織は，品質マネジメントシステムが実効性のあるものである

ことを実証するため，及び当該品質マネジメントシステムの実効性

の改善の必要性を評価するために，適切なデータ(監視測定の結果

から得られたデータ及びそれ以外の関連情報源からのデータを含

む。)を明確にし，収集し，及び分析する。 

   (ｂ) 組織は，(ａ)のデータの分析及びこれに基づく評価を行い，次に

掲げる事項に係る情報を得る。 

   (イ) 組織の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得

られる知見 

   (ロ) 個別業務等要求事項への適合性 

   (ハ) 機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒とな

るものを含む。） 

   (ニ) 調達物品等の供給者の供給能力 

  ｅ．改善 

   (ａ) 継続的な改善 

     組織は，品質マネジメントシステムの継続的な改善を行うために，

品質方針及び品質目標の設定，マネジメントレビュー及び内部監査

の結果の活用，データの分析並びに是正処置及び未然防止処置の評

価を通じて改善が必要な事項を明確にするとともに，当該改善の実
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施その他の措置を講じる。 

   (ｂ) 是正処置等 

   (イ) 組織は，個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影

響に応じて，次に掲げるところにより，速やかに適切な是正処置を

講じる。 

   １） 是正処置を講ずる必要性について次に掲げる手順により評価を

行うこと。 

   ⅰ） 不適合その他の事象の分析及び当該不適合の原因の明確化 

   ⅱ） 類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他

の事象が発生する可能性の明確化 

   ２） 必要な是正処置を明確にし，実施すること。 

   ３） 講じた全ての是正処置の実効性の評価を行うこと。 

   ４） 必要に応じ，計画において決定した保安活動の改善のために講

じた措置を変更すること。 

   ５） 必要に応じ，品質マネジメントシステムを変更すること。 

   ６） 原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合に関して，根

本的な原因を究明するために行う分析の手順を確立し，実施するこ

と。 

   ７） 講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し，これを管

理すること。 

   (ロ) 組織は，(イ)に掲げる事項について，手順書等に定める。 

   (ハ) 組織は，手順書等に基づき，複数の不適合その他の事象に係る

情報から類似する事象に係る情報を抽出し，その分析を行い，当該

類似の事象に共通する原因を明確にした上で，適切な措置を講じる。 

 



－90－ 

   (ｃ) 未然防止処置 

   (イ) 組織は，原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収集し，

自らの組織で起こり得る不適合の重要性に応じて，次に掲げるとこ

ろにより，適切な未然防止処置を講じること。 

   １） 起こり得る不適合及びその原因について調査すること。 

   ２） 未然防止処置を講ずる必要性について評価すること。 

   ３） 必要な未然防止処置を明確にし，実施すること。 

   ４） 講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行うこと。 

   ５） 講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し，これ

を管理すること。 

   (ロ) 組織は，(イ)に掲げる事項について，手順書等に定める。 

  



別紙２ 

 

－91－ 

五、廃棄物管理施設の工事計画 
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 第 1 図 ガラス固化体概要図 
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第２図 敷地の位置及び廃棄物管理施設配置概要図 
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第 11 図(１) 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（水平方向） 

  

実線：ＮＳ方向 
   ダム軸方向（Ｓｓ-Ｃ２のみ） 
破線：ＥＷ方向 
   上下流方向（Ｓｓ-Ｃ２のみ） 
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第 11 図(２) 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（鉛直方向） 
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(ａ) 水平方向 

 

 

(ｂ) 鉛直方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

第12図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ａの設計用模擬地震波の加速度時刻歴波形 
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(ａ) ＮＳ方向 

 

(ｂ) ＥＷ方向 
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第12図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ１の加速度時刻歴波形 
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第12図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ２の加速度時刻歴波形 
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(ａ) ＮＳ方向 

 

(ｂ) ＥＷ方向 

 

(ｃ) ＵＤ方向 

 

 

第12図(４) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ３の加速度時刻歴波形 
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(ａ) ＮＳ方向 
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第12図(５) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ４の加速度時刻歴波形 
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第12図(６) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ５の加速度時刻歴波形 
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(ａ) 水平方向 
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第12図(７) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ１の加速度時刻歴波形 

  

0 10 20 30 40 50 60
-800
-600
-400
-200

0
200
400
600
800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)
620.0

0 10 20 30 40 50 60
-800
-600
-400
-200

0
200
400
600
800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

320.0



 

－111－ 

 

(ａ) ダム軸方向 

 

(ｂ) 上下流方向 
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第12図(８) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ２の加速度時刻歴波形 
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第12図(９) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ３の加速度時刻歴波形 
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第12図(10) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ４の加速度時刻歴波形 
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添－目－１  

 今回の廃棄物管理事業変更許可申請書に係る添付書類は，以下のとおりで

ある。 

添付書類一 事業計画書 

       別添－１に示すとおり変更する。 

添付書類二 変更に係る廃棄物管理に関する技術的能力に関する説明書 

       別添－２に示すとおり変更する。 

添付書類三 変更に係る廃棄物管理施設の場所における気象、地盤、水理、 

      地震、社会環境等の状況に関する説明書 

       別添－３に示すとおり変更する。 

添付書類四 変更に係る廃棄物管理施設の場所の中心から五キロメートル以 

      内の地域を含む縮尺五万分の一の地図 

       別添－４に示すとおり変更する。 

添付書類五 変更後における廃棄物管理施設の安全設計に関する説明書 

       別添－５に示すとおり変更する。 

添付書類六 変更後における核燃料物質等による放射線の被ばく管理及び放 

      射性廃棄物の廃棄に関する説明書 

       別添－６に示すとおり変更する。 

添付書類七 変更後における廃棄物管理施設の操作上の過失、機械又は装置 

      の故障、浸水、地震、火災等があった場合に発生すると想定さ 

      れる廃棄物管理施設の事故の種類、程度、影響等に関する説明 

      書 

       別添－７に示すとおり変更する。 

添付書類八 変更後における廃棄物管理施設の保安のための業務に係る品質

管理に必要な体制の整備に関する説明書 

       別添－８に示すとおり追加する。       



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添 付 書 類 一） 



補－1－1 
 

添付書類一 事業計画書を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 添付書類一を右記のとおり変

更する。 

 

別紙－１のとおり変更する。 

 

 



別紙－１ 

 



別添－１ 

 

 

 

 

添 付 書 類 一 

 

事 業 計 画 書 

 

 



1－目－1 

目     次 

 

イ．変更に係る廃棄物管理施設による廃棄物管理の事業の開始の予定時期 

 

ロ．変更に係る廃棄物管理施設による廃棄物管理の事業の開始の日以後五年 

 内の日を含む毎事業年度の放射性廃棄物の種類別の予定受入れ量 

 

ハ．変更の工事に要する資金の額及びその調達計画 

 

ニ．変更に係る廃棄物管理施設による廃棄物管理の事業の開始の日以後五年 

 内の日を含む毎事業年度における資金計画及び事業の収支見積り 

 

ホ．その他変更後における廃棄物管理の事業に関する経理的基礎を有する 

 ことを明らかにする事項 

 



1－1 

イ．変更に係る廃棄物管理施設による廃棄物管理の事業の開始の予定時期 

  令和２年11月 

 

ロ．変更に係る廃棄物管理施設による廃棄物管理の事業の開始の日以後五年 

 内の日を含む毎事業年度の放射性廃棄物の種類別の予定受入れ量 

（単位：本） 

年 度 

種 類 
令和 

2 3 4 5 6 7 

ガラス固化体 0 124 124 124 0 0 

 

  





1－3 

ニ．変更に係る廃棄物管理施設による廃棄物管理の事業の開始の日以後五年

内の日を含む毎事業年度における資金計画及び事業の収支見積り 

 (イ) 資金計画 

（単位：億円） 

年 度 

摘 要 
令和 

2 3 4 5 6 7 

需 

要 

工事資金 

債務償還 

計 

調 

達 

資本金 

減価償却費等 

借入金等 

計 

繰越金の累計 

備    考  

 

 (ロ) 事業の収支見積り 

（単位：億円） 

年 度 

摘 要 
令和 

2 3 4 5 6 7 

収   益 

総 

費 

用 

製造原価 

一般管理費 

支払利息等 

計 

損   益 

損益の累計 

備   考  



1－4 

ニ. (イ)に記載の工事に要する資金は，金融機関からの借入金により調達

を行うとともに，借入金については「返還廃棄物（ガラス固化体）の受

入・貯蔵管理に関する契約」に基づき使用済燃料再処理機構から支払われ

る基本料金により返済を行う。 

使用済燃料再処理機構からは，基本料金に加え，受入及び貯蔵管理役

務に対し，役務量に応じた役務料金が支払われる。 

 

 

  



1－5 

ホ．その他変更後における廃棄物管理の事業に関する経理的基礎を有するこ

とを明らかにする事項 

  使用済燃料再処理機構は，廃棄物管理事業の実施に伴い発生する費用を

負担することについて「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実

施に関する法律」に基づき，当社と「返還廃棄物（ガラス固化体）の受

入・貯蔵管理に関する契約」を締結している。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添 付 書 類 二） 



補－2－1 
 

添付書類二 変更に係る廃棄物管理に関する技術的能力に関する説明書を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 添付書類二を右記のとおり変

更する。 

 

別紙－１のとおり変更する。 

 



 

別紙－１ 

 



 

別添－２ 

 

 

 

 

添 付 書 類 二 

 

変更に係る廃棄物管理に関する技術的能力に関する説明書 

 



2－目－1 

目     次 

 

イ．変更に係る特許権その他の技術に関する権利若しくは特別の技術によ 

  る廃棄物管理の方法又はこれらに準ずるものの概要 

 

ロ．変更に係る主たる技術者の履歴 

 

ハ．その他変更後における廃棄物管理に関する技術的能力に関する事項  

 

 



2－1 

イ．変更に係る特許権その他の技術に関する権利若しくは特別の技術による

廃棄物管理の方法又はこれらに準ずるものの概要 

 

  本変更に係る特許権その他の技術に関する権利若しくは特別の技術によ

る廃棄物管理の方法又はこれらに準ずるものはない。 

 

 



2－2 

ロ．変更に係る主たる技術者の履歴 

当社は，新卒採用した技術者を当社施設の設計及び工事並びに運転及び保

守の業務に従事させることにより，また，原子力発電所の設計及び工事並び

に運転及び保守の経験を積んだ電力会社，我が国唯一の再処理施設の設計及

び工事並びに運転及び保守の経験を有する日本原子力研究開発機構，原子力

発電所を始めとする原子力施設の設計及び工事の経験を有するメーカ，エン

ジニアリング各社からの移籍等により，原子力工学，核燃料工学，放射線管

理，土木工学，建築工学等の専門的知識及び経験を有する技術者を擁してい

る。 

本変更に係る当社の主たる技術者及びその履歴は，第１表に示すとおりで

ある。
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第１表 主たる技術者の履歴 
                                     （令和２年３月１日現在） 

氏   名 履      歴 

津幡 俊 昭和29年７月１日生 

昭和52年３月  東北大学工学部卒 

昭和52年４月  東北電力株式会社入社 

平成21年６月  同  社 執行役員東通原子力発電所長 

平成24年６月  同  社 上席執行役員女川原子力発電所長 

平成26年６月  当  社 代表取締役副社長副社長執行役員青森総合本部長 

平成28年６月  当  社 代表取締役副社長副社長執行役員青森代表 

             青森総合本部長 

平成29年２月  当  社 代表取締役副社長副社長執行役員， 

             ＣＴＯ，青森代表，青森総合本部長 

平成29年６月  当  社 代表取締役副社長副社長執行役員， 

青森代表，青森総合本部長 

平成30年６月  当  社 代表取締役副社長副社長執行役員， 

             再処理事業部長，安全担当 

（原子炉主任技術者，第１種放射線取扱主任者） 

武井 一浩 昭和31年１月13日生 

昭和56年３月  東京工業大学大学院原子核工学専攻修士課程修了 

昭和56年４月  東京電力株式会社入社 

平成12年７月  同  社 柏崎刈羽原子力発電所技術部長 

平成16年７月  同  社 本店原子力運営管理部運転総括グループマネージャー 

平成18年７月  同  社 栃木支店栃木北支社長 

平成21年６月  同  社 本店原子燃料サイクル部長 

平成23年12月  同  社 本店原子力運営管理部長 

平成25年７月  東京パワーテクノロジー株式会社執行役員 

原子力事業部原子力改革推進担当 

平成26年４月  株式会社オー・シー・エル代表取締役社長 

平成29年２月  当  社 常務執行役員安全・品質本部長 

平成30年６月  当  社 専務執行役員安全・品質本部長 

（原子炉主任技術者，第１種放射線取扱主任者） 

松田 孝司 昭和33年７月19日生 

昭和56年３月  東京工業大学工学部化学工学科卒 

昭和56年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成９年11月  当  社 六ヶ所本部再処理事業所再処理建設所 

施設第二部精製施設課課長 

平成10年10月  当  社 六ヶ所本部再処理事業所再処理建設所 

施設第二部精製施設課長 

平成16年６月  当  社 再処理事業部再処理工場試運転部精製課長（副部長） 

平成19年７月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部部長（化学処理担当） 

平成23年10月  当  社 再処理事業部再処理工場化学処理施設部長 

平成26年６月  当  社 理事再処理事業部再処理工場化学処理施設部長 

平成27年６月  当  社 取締役執行役員経営本部副本部長（グループ経営） 

平成28年６月  当  社 執行役員経営本部副本部長（グループ経営） 

平成29年６月  当  社 常務執行役員再処理事業部再処理工場長 

平成30年６月  当  社 常務執行役員再処理事業部副事業部長（核物質管理, 

防災管理,技術評価） 

平成31年２月  当  社 常務執行役員技術本部長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 
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氏   名 履      歴 

小田 英紀 昭和32年11月22日生 

昭和58年３月  大阪大学大学院工学研究科原子力工学専攻修士課程修了 

昭和58年４月  関西電力株式会社入社 

平成22年６月  同  社 原子力事業本部原子燃料部門 

原燃計画グループマネジャー 

平成23年６月  電気事業連合会原子力部部長 

平成25年６月  当  社 理事経営本部原価管理部長兼経営本部部長 

（経営戦略） 

平成27年６月  当  社 執行役員経営本部副本部長（事業戦略）， 

             経営本部原価管理部長，再処理事業部・担任 

（原価契約） 

平成28年６月  当  社 執行役員経営本部副本部長 

（事業戦略，経理，国際業務）, 

再処理事業部・担任（原価管理） 

平成29年６月  当  社 執行役員経営本部副本部長 

（事業総括，経理，国際業務）, 

再処理事業部・担任（原価管理） 

平成29年10月  当  社 執行役員経営本部副本部長 

（事業総括，経理，国際業務）, 

再処理事業部・担任（原価管理）, 

安全・品質本部・担任（保安監視） 

平成30年６月  当  社 常務執行役員再処理事業部副事業部長 

             （総括，再処理計画，品質保証） 

（原子炉主任技術者，第１種放射線取扱主任者） 

鶴来 俊弘 昭和33年８月21日生 

昭和58年３月  東京大学大学院工学系研究科航空学専門課程修了 

昭和58年４月  中部電力株式会社入社 

平成17年７月  同  社 東京支社副支社長 

平成20年７月  同  社 本店浜岡原子力総合事務所浜岡原子力発電所 

品質保証・検査部長 

平成23年７月  同  社 本店原子力本部原子力部部長 

平成24年12月  同  社 本店原子力本部原子力部部長， 

品質保証グループ長（部長） 

平成25年７月  同  社 本店原子力本部原子力部部長 

平成29年２月  当  社 執行役員監査室長 

令和元年６月  当  社 常務執行役員監査室長 

（原子炉主任技術者，第１種放射線取扱主任者） 

宮越 裕久 昭和35年10月３日生 

昭和58年３月  京都大学工学部原子核工学科卒 

昭和58年４月  関西電力株式会社入社 

平成26年６月  同  社 東京支社副支社長 

平成28年６月  同  社 原子力事業本部美浜発電所長 

平成30年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長 

（しゅん工統括，コスト評価）， 

再処理工場副工場長（保全） 

平成31年２月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長 

（しゅん工統括，コスト評価，保全） 

令和元年６月  当  社 常務執行役員再処理事業部副事業部長 

（しゅん工統括，コスト評価，保全） 

（原子炉主任技術者） 
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氏   名 履      歴 

越智 英治 昭和29年６月２日生 

昭和53年３月  北海道大学理学部化学第二学科卒 

昭和53年４月  非破壊検査株式会社入社 

昭和56年４月  日立造船株式会社入社 

昭和62年１月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成９年６月  当  社 本社再処理建設部再処理設計課長 

平成11年６月  当  社 再処理事業部再処理計画部 

技術グループリーダー（課長） 

平成12年７月  当  社 再処理事業部再処理計画部 

技術グループリーダー（副部長） 

平成19年７月  当  社 再処理事業部再処理計画部 

技術グループリーダー（部長） 

平成21年７月  当  社 再処理事業部再処理計画部部長 

平成22年６月  当  社 理事再処理事業部再処理計画部部長 

平成24年６月  当  社 理事再処理事業部部長（設計技術） 

平成24年10月  当  社 理事再処理事業部部長（設計技術）兼施設建設部長 

平成24年12月  当  社 理事再処理事業部エンジニアリングセンター長 

平成26年８月  当  社 理事再処理事業部エンジニアリングセンター長兼 

再処理計画部部長（新規制基準） 

平成27年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（新規制基準） 

平成29年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（新規制基準）， 

再処理事業部エンジニアリングセンター長 

平成31年２月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（新基準設計）， 

             技術本部エンジニアリングセンター長 

金谷 賢生 昭和30年４月17日生 

昭和56年３月  京都大学大学院工学研究科土木工学専攻修了 

昭和56年４月  関西電力株式会社入社 

平成７年６月  同  社 土木建築室原子力・火力地点チーム課長 

平成９年12月  同  社 金居原水力発電所建設準備所附 

平成11年６月  同  社 土木建築室水力開発課課長 

平成12年６月  同  社 土木建築室土木建設グループマネジャー 

平成16年６月  同  社 土木建築室原子力土木建築グループマネジャー 

平成17年７月  同  社 土木建築室原子力土木建築グループチーフマネジャー 

平成24年６月  同  社 土木建築室土木部長 

平成26年６月  当  社 理事再処理事業部部長（土木建築） 

平成26年８月  当  社 理事再処理事業部部長（土木建築）兼 

土木建築部部長（新規制基準） 

平成27年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（土木建築） 

平成28年５月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（土木建築）， 

燃料製造事業部副事業部長（土木建築） 

平成31年２月  当  社 執行役員技術本部副本部長（土木建築）， 

再処理事業部副事業部長（土木建築）， 

燃料製造事業部副事業部長（土木建築） 
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氏   名 履      歴 

溝部 日出夫 昭和33年１月１日生 

昭和56年３月  九州大学工学部（機械）卒 

昭和56年４月  中国電力株式会社入社 

平成22年２月  同  社 電源事業本部専任部長（原子力建設） 

平成23年６月  同  社 電源事業本部部長（原子力建設）， 

上関原子力立地プロジェクト部長（建設） 

平成25年６月  同  社 執行役員電源事業本部部長（原子力建設）， 

上関原子力立地プロジェクト部長（建設） 

平成28年６月  当  社 執行役員燃料製造事業部燃料製造建設所長 

平成29年６月  当  社 執行役員地域・業務本部副本部長 

（情報システム企画，輸送管理） 

平成30年６月  当  社 執行役員業務推進本部副本部長 

（情報システム企画，輸送管理） 

平成31年２月  当  社 執行役員技術本部副本部長（情報システム企画，輸送管理） 

令和元年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長 

（新検査制度，システム開発，安全管理） 

（原子炉主任技術者） 

大柿 一史 昭和33年１月14日生 

昭和57年３月  東京大学大学院工学系研究科原子力工学専攻修士課程修了 

昭和57年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成10年７月  当  社 六ヶ所本部再処理事業所再処理・貯蔵管理センター 

             技術部技術課長 

平成13年８月  当  社 再処理事業部貯蔵管理センター管理部管理課長 

平成15年１月  当  社 再処理事業部貯蔵管理センター技術部管理課長 

平成16年６月  当  社 再処理事業部再処理工場技術部副部長 

平成18年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部副部長兼 

再処理工場技術部副部長 

平成21年６月  当  社 品質保証室品質保証部長 

平成23年６月  当  社 品質保証室品質保証部長兼安全技術室安全技術部部長 

平成24年６月  当  社 安全技術室安全技術部長兼安全技術グループリーダー 

平成25年８月  当  社 安全技術室安全技術部長 

平成26年６月  当  社 理事安全本部安全技術部長 

平成26年８月  当  社 理事安全本部安全技術部長兼 

再処理事業部再処理計画部部長（新規制基準） 

平成27年４月  当  社 理事安全本部安全技術部長兼 

             再処理事業部再処理計画部部長（新規制基準）兼 

             エンジニアリングセンタープロジェクト部部長 

平成28年２月  当  社 理事安全本部安全技術部長兼 

再処理事業部エンジニアリングセンター 

プロジェクト部部長 

平成28年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（技術総括，運営管理）， 

再処理事業部品質保証部長 

平成29年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（技術総括） 

平成30年６月  当  社 執行役員安全・品質本部副本部長（安全推進）, 

安全推進部長 

令和元年６月  当  社 執行役員安全・品質本部副本部長（安全推進）, 

安全推進部長，技術委員会担当 

（第１種放射線取扱主任者） 
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氏   名 履      歴 

森 鐘太郎 昭和34年３月12日生 

昭和58年３月  京都大学工学部冶金学科卒 

昭和58年４月  関西電力株式会社入社 

平成20年６月  同  社 原子力事業本部原子燃料部門  

原燃品質・安全グループチーフマネジャー 

平成23年６月  同  社 原子力事業本部原子力発電部門 

品質保証グループチーフマネジャー 

平成26年６月  同  社 総合企画本部原子力・安全品質推進部門 

原子力・安全品質推進部長 

平成28年６月  同  社 経営企画室原子力安全推進担当部長 

平成29年２月  当  社 執行役員安全・品質本部副本部長（品質保証） 

平成30年６月  当  社 執行役員安全・品質本部副本部長（品質保証）, 

経営企画本部副本部長（原子燃料サイクル戦略） 

令和元年６月  当  社 執行役員安全・品質本部副本部長（品質保証） 

（原子炉主任技術者） 

山田 立哉 昭和36年２月11日生 

昭和61年３月  北海道大学大学院工学研究科原子工学専攻修士課程修了 

昭和61年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成13年７月  当  社 六ヶ所本部再処理事業所再処理建設所建設管理部課長 

平成13年８月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所管理部課長 

平成14年４月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所管理部 

管理グループリーダー（課長） 

平成14年７月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所技術部 

管理グループリーダー（課長） 

平成15年１月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所技術部管理課長 

平成16年６月  当  社 再処理事業部再処理工場技術部管理課長兼 

品質管理部作業安全課長 

平成16年６月  当  社 再処理事業部再処理工場技術部管理課長 

平成21年６月  当  社 再処理事業部再処理工場技術部管理課長兼 

技術部副部長 

平成21年７月  当  社 再処理事業部再処理計画部 

計画グループリーダー（副部長）兼 

再処理工場技術部管理課長兼技術部副部長 

平成23年10月  当  社 再処理事業部再処理計画部部長兼 

計画グループリーダー（部長） 

平成24年７月  当  社 再処理事業部再処理計画部部長（事業戦略） 

平成24年12月  当  社 経営企画室企画部部長 

平成25年６月  当  社 経営本部企画部部長 

平成25年８月  当  社 経営本部企画部部長兼再処理事業部部長 

（新規制基準） 

平成26年７月  当  社 経営本部部長 

平成27年６月  当  社 理事再処理事業部再処理計画部長 

平成29年２月  当  社 理事経営本部企画部長 

平成30年２月  当  社 理事経営本部企画部長兼企画部人材育成センター 

準備グループリーダー（部長） 

平成30年５月  当  社 理事再処理事業部副事業部長（しゅん工総括） 

平成30年６月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長（しゅん工総括） 

平成31年２月  当  社 執行役員再処理事業部副事業部長 

（しゅん工総括，安全管理，防災管理） 

令和元年６月  当  社 執行役員技術本部副本部長 

（技術管理，情報システム企画，輸送管理） 

（第１種放射線取扱主任者） 
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岡村 泰治 昭和33年10月11日生 

昭和56年３月  東京大学工学部原子力工学科卒 

昭和56年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成10年４月  当  社 六ヶ所本部再処理事業所再処理・貯蔵管理センター 

放射線管理部放射線管理課長 

平成15年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部放射線管理課長（副部長） 

平成18年７月  当  社 再処理事業部再処理工場技術部副部長 

平成21年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部部長 

平成22年６月  当  社 再処理事業部放射線管理部長 

平成25年４月  当  社 安全技術室環境管理センター長 

平成26年６月  当  社 安全本部環境管理センター長 

平成26年７月  当  社 安全本部環境管理センター長兼 

放射線安全グループリーダー（部長） 

平成27年７月  当  社 理事安全本部副本部長兼環境管理センター長 

平成28年２月  当  社 理事再処理事業部放射線管理部長兼 

安全本部副本部長兼環境管理センター長 

平成28年６月  当  社 理事安全・品質本部副本部長兼安全・品質計画部長 

平成29年２月  当  社 理事安全・品質本部副本部長（安全推進）兼 

安全推進部長 

平成30年６月  当  社 理事安全・品質本部副本部長 

（放射線安全，環境管理センター） 

（第１種放射線取扱主任者） 

鈴木 克彦 昭和39年１月22日生 

昭和63年３月  東北大学大学院工学研究科原子核工学専攻修了 

昭和63年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成16年７月  当  社 経営企画室企画部事業戦略グループリーダー（課長） 

平成21年７月  当  社 経営企画室企画部 

事業戦略グループリーダー（副部長） 

平成22年７月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部副部長（分析） 

平成23年10月  当  社 再処理事業部再処理工場分析部長 

平成27年７月  当  社 理事経営本部企画部長 

平成29年２月  当  社 理事安全・品質本部品質保証部長 

平成29年５月  当  社 理事安全・品質本部品質保証部長兼 

経営本部人事部部長（品質保証統括） 

平成30年６月  当  社 理事安全・品質本部品質保証部長兼 

             業務推進本部人事部部長（品質保証統括） 

令和元年６月  当  社 理事安全・品質本部品質保証部長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 
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森山 竜也 昭和 39 年１月 17 日生 

昭和 62 年３月  名古屋大学工学部原子核工学科卒 

昭和 62 年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成 16 年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部放射線施設課長 

平成 18 年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部放射線管理課長 

平成 21 年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部放射線管理課長（副部長） 

平成 25 年４月  当  社 再処理事業部放射線管理部長兼放射線管理課長 

平成 25 年６月  当  社 再処理事業部放射線管理部長 

平成 26 年５月  当  社 再処理事業部放射線管理部長兼放射線管理課長 

平成 27 年７月  当  社 再処理事業部放射線管理部長兼環境管理課長 

平成 28 年２月  当  社 再処理事業部部長（コスト評価） 

平成 28 年６月  当  社 再処理事業部再処理計画部部長（コスト最適化） 

平成 29 年１月  当  社 経営本部企画部部長 

平成 29 年２月  当  社 理事再処理事業部再処理計画部長 

平成 30 年５月  当  社 理事再処理事業部再処理計画部長兼 

計画グループリーダー（部長） 

平成 30 年６月  当  社 理事再処理事業部副事業部長（放射線管理，安全管理）， 

再処理事業部放射線管理部長兼 

業務推進本部人事部部長（放管統括） 

平成 31 年２月  当  社 理事再処理事業部副事業部長（放射線管理，核物質管理）兼 

放射線管理部長兼 

業務推進本部人事部部長（放管統括）兼技術本部部長 

平成 31 年４月  当  社 理事再処理事業部副事業部長（放射線管理）兼 

放射線管理部長兼 

業務推進本部人事部部長（放管統括）兼 

技術本部部長 

令和元年６月  当  社 理事再処理事業部副事業部長 

（放射線管理，核物質管理補佐） 
（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 

古川 榮一 昭和33年２月10日生 

昭和55年３月  慶應義塾大学工学部機械工学科卒 

昭和55年４月  東北電力株式会社入社 

平成31年２月  当  社 理事再処理事業部副事業部長（特命） 

平成31年４月  当  社 理事再処理事業部副事業部長（特命，核物質管理） 

令和元年６月  当  社 理事再処理事業部副事業部長 

（しゅん工総括，核物質管理，防災管理） 

（原子炉主任技術者，第１種放射線取扱主任者） 
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猪野 徹 昭和44年３月13日生 

平成３年３月  早稲田大学理工学部材料工学科卒 

平成３年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成21年１月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部廃棄物管理課長 

平成21年７月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部ガラス固化課長 

平成23年10月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部 

ガラス固化課長 

平成27年４月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部 

ガラス固化課長（副部長） 

平成27年６月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部長 

平成28年９月  当  社 理事燃料製造事業部副事業部長（しゅん工総括） 

平成30年１月  当  社 理事燃料製造事業部副事業部長（しゅん工総括）兼 

             安全・品質本部副本部長（事業推進） 

平成30年４月  当  社 理事燃料製造事業部副事業部長（しゅん工総括） 

平成30年６月  当  社 理事再処理事業部再処理工場長 

大久保 哲朗 昭和43年11月29日生 

平成３年３月  神戸商船大学商船学部原子動力学科卒 

平成３年４月  石川島播磨重工業株式会社入社 

平成17年４月  日本原燃株式会社入社 

平成26年７月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部 

             ガラス固化課課長 

平成27年６月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部 

ガラス固化課長 

平成28年９月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部長 

平成28年12月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部長兼 

貯蔵管理課長 

平成29年２月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部長 

平成29年４月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部長兼 

ガラス固化課長 

平成30年６月  当  社 理事再処理事業部再処理工場副工場長（運転）兼 

ガラス固化施設部長兼 

エンジニアリングセンター設計部部長 

平成31年２月  当  社 理事再処理事業部再処理工場副工場長（運転）兼 

             ガラス固化施設部長兼新基準設計部部長 

令和元年６月  当  社 理事再処理事業部部長（設工認統括） 

木嶋 良雄 
 

廃棄物取扱 
主任者 

昭和30年２月４日生 
昭和56年３月  大阪大学大学院工学研究科金属材料工学専攻修了 
昭和56年４月  住友金属鉱山株式会社入社 
平成４年４月  同  社 特殊合金工場メタモールド課長 
平成４年８月  同  社 原子力事業部東海研究所主任研究員 
平成６年４月  同  社 エネルギー・環境事業部 

技術センタープロジェクトマネージャー 
平成７年８月  同  社 エネルギー・環境事業部原子力エネルギー部技術課長 
平成９年11月  日本照射サービス株式会社出向 
        同  社 営業部営業部長 
平成12年11月  同  社 東海センター技術課長 
平成13年４月  同  社 東海センター業務課長 
平成19年２月  当  社 再処理事業部技術部副部長 
平成20年２月  当  社 再処理事業部技術部設計技術課長 
平成20年８月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部副部長兼技術部副部長 
平成23年６月  当  社 再処理事業部部長 
平成27年３月  当  社 再処理事業部 
平成30年７月  当  社 再処理事業部部長（廃棄物取扱主任者） 
（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 
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氏   名 履      歴 

木須 教仁 昭和42年３月25日生 

平成４年３月  埼玉大学工学部環境化学工学科卒 

平成４年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成22年10月  当  社 燃料製造事業部燃料製造建設所 

許認可グループリーダー（課長） 

平成25年１月  当  社 東京事務所建設管理グループ（課長） 

平成25年６月  当  社 東京支社技術部建設管理グループリーダー（課長） 

平成26年７月  当  社 東京支社技術部技術管理グループリーダー（課長） 

平成27年１月  当  社 東京支社技術部技術管理グループリーダー（課長）兼 

             燃料製造事業部燃料製造計画部 

安全技術グループ（課長） 

平成27年７月  当  社 燃料製造事業部燃料製造計画部 

計画・原価契約グループリーダー（課長） 

平成28年６月  当  社 燃料製造事業部燃料製造計画部部長（事業計画）兼 

計画・原価契約グループリーダー（部長） 

平成30年６月  当  社 監査室監査部長 

平成30年10月  当  社 監査室パフォーマンス改善推進者兼監査部長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 

佐々木 耕一 昭和43年12月28日生 

平成４年３月  岩手大学工学部応用化学科卒 

平成４年４月  日本原燃産業株式会社入社 

平成23年７月  当  社 安全技術室環境管理センター課長 

平成26年６月  当  社 安全本部環境管理センター 

環境安全グループリーダー（課長） 

平成26年11月  当  社 安全本部環境管理センター 

環境安全グループリーダー（課長）兼 

             再処理事業部再処理計画部課長 

平成27年７月  当  社 安全本部環境管理センター 

環境安全グループリーダー（課長）兼 

             再処理事業部放射線管理部環境管理課課長 

平成28年６月  当  社 安全・品質本部放射線安全部長兼環境管理センター長 

高島 房生 昭和47年９月19日生 

平成10年３月  北海道大学大学院工学研究科分子化学専攻修了 

平成10年４月  日本原燃株式会社入社 

平成28年６月  当  社 濃縮事業部濃縮計画部計画グループリーダー（課長） 

平成30年４月  当  社 濃縮事業部ウラン濃縮工場濃縮運転部濃縮技術課長兼 

 濃縮計画部計画グループ（課長） 

平成31年２月  当  社 濃縮事業部ウラン濃縮工場濃縮運転部 

運営管理課長（副部長）兼 

             技術共通部副部長兼 

             濃縮計画部計画グループ（副部長） 

平成31年４月  当  社 再処理事業部再処理計画部 

計画グループリーダー（副部長）兼 

技術本部技術管理部技術管理グループ（副部長） 

令和元年６月  当  社 再処理事業部再処理計画部長兼 

技術本部技術管理部部長 

（第１種放射線取扱主任者） 
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菱沼 義幸 昭和46年11月24日生 

平成７年３月  日本大学文理学部化学科卒 

平成７年４月  日本原燃株式会社入社 

平成27年４月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター 

プロジェクト部安全グループリーダー（課長）兼 

再処理計画部課長 

平成28年２月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター 

プロジェクト部安全グループリーダー（課長） 

平成29年６月  当  社 再処理事業部品質保証部長 

平成29年８月  当  社 再処理事業部品質保証部長兼 

エンジニアリングセンタープロジェクト部 

安全グループリーダー（部長） 

平成29年10月  当  社 再処理事業部品質保証部長 
平成31年２月  当  社 再処理事業部品質保証部長兼技術本部技術管理部部長 

橋角 賢亜 昭和44年12月24日生 

平成７年３月  京都大学大学院工学研究科原子核工学専攻修了 

平成７年４月  日本原燃株式会社入社 

平成25年６月  当  社 安全技術室輸送管理部輸送管理グループリーダー（課長） 

平成26年６月  当  社 安全本部輸送管理部輸送管理グループリーダー（課長） 

平成28年３月  当  社 濃縮事業部部長（核燃料取扱主任者） 

令和元年６月  当  社 再処理事業部安全管理部長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 

加納 正規 昭和45年４月28日生 

平成７年３月  豊橋技術科学大学大学院工学研究科電気電子工学専攻修了 

平成７年４月  日本原燃株式会社入社 

平成23年１月  当  社 東京事務所安全管理グループリーダー（課長） 

平成25年１月  当  社 東京事務所安全管理グループリーダー（課長）兼 

             建設管理グループ（課長） 

平成25年６月  当  社 再処理事業部放射線管理部放射線管理課長 

平成26年５月  当  社 再処理事業部放射線管理部放射線安全課長 

平成28年１月  当  社 再処理事業部再処理計画部計画グループ（課長） 

平成28年２月  当  社 再処理事業部再処理計画部副部長 

平成28年６月  当  社 再処理事業部放射線管理部長 

平成29年５月  当  社 再処理事業部放射線管理部長兼 

経営本部人事部部長（放管統括） 

平成30年６月  当  社 再処理事業部再処理計画部長兼 

計画グループリーダー（部長） 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理計画部長兼 

計画グループリーダー（部長）兼 

             技術本部技術管理部部長 

平成31年４月  当  社 再処理事業部再処理計画部長兼 

技術本部技術管理部部長 

令和元年６月  当  社 再処理事業部放射線管理部長 

令和元年９月  当  社 再処理事業部放射線管理部長兼 

環境管理課長（部長） 

（第１種放射線取扱主任者） 
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小谷 美樹 昭和34年５月22日生 

昭和53年３月  鹿児島工業高等学校機械科卒 

昭和53年４月  動力炉・核燃料開発事業団入団 

平成23年10月  日本原燃株式会社入社 

平成23年10月  当  社 再処理事業部核物質管理部核物質防護課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

核物質防護グループリーダー（課長） 

平成26年６月  当  社 再処理事業部核物質管理部核物質防護課長兼警備課長兼 

             濃縮事業部ウラン濃縮工場濃縮運転部警備課長兼 

             埋設事業部低レベル放射性廃棄物埋設センター警備課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

核物質防護グループリーダー（課長） 

平成26年７月  当  社 再処理事業部核物質管理部核物質防護課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

核物質防護グループリーダー（課長） 

平成26年12月  当  社 再処理事業部核物質管理部核物質防護課長兼 

             情報セキュリティグループ（課長）兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

核物質防護グループリーダー（課長） 

平成27年７月  当  社 再処理事業部核物質管理部副部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所副部長 

平成28年３月  当  社 再処理事業部核物質管理部副部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所副部長兼 

             再処理事業部再処理計画部副部長 

平成28年６月  当  社 再処理事業部核物質管理部副部長（核セキュリティ）     

兼再処理計画部副部長兼 

燃料製造事業部燃料製造建設所副部長 

平成29年４月  当  社 再処理事業部核物質管理部長（公開制限情報管理担当）兼 

燃料製造事業部燃料製造建設所部長 

平成31年２月  当  社 再処理事業部核物質管理部長兼再処理計画部部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所部長兼技術本部部長 

令和元年６月  当  社 再処理事業部核物質管理部長（公開制限情報管理担当）兼 

再処理計画部部長兼 

燃料製造事業部燃料製造建設所部長兼 

技術本部部長 
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氏   名 履      歴 

吉岡 聡 昭和47年12月30日生 

平成９年３月  九州大学大学院総合理工学研究科エネルギー変換工学専攻修了 

平成９年４月  日本原燃株式会社入社 

平成24年７月  当  社 経営企画室企画部事業戦略グループリーダー（課長） 

平成25年６月  当  社 経営本部企画部事業戦略グループリーダー（課長） 

平成27年７月  当  社 再処理事業部再処理工場運営管理部生産管理課長 

平成28年６月  当  社 再処理事業部再処理計画部 

計画グループリーダー（課長） 

平成29年１月  当  社 再処理事業部防災管理部防災管理課長兼 

             濃縮事業部防災管理部防災管理課長 

平成30年１月  当  社 再処理事業部防災管理部防災管理課長兼 

             濃縮事業部防災管理部防災管理課長兼 

             安全・品質本部品質保証部課長（事業推進） 

平成30年４月  当  社 再処理事業部防災管理部長兼防災管理課長（部長）兼 

濃縮事業部防災管理部長兼防災管理課長（部長）兼 

             安全・品質本部品質保証部部長（事業推進） 

平成30年４月  当  社 再処理事業部防災管理部長兼防災管理課長（部長）兼 

濃縮事業部防災管理部長兼防災管理課長（部長） 

平成31年２月  当  社 再処理事業部防災管理部長兼 

             濃縮事業部ウラン濃縮工場技術共通部 

防災業務グループリーダー（部長） 
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氏   名 履      歴 

有澤 潤 昭和42年11月11日生 

平成４年３月  北海道大学工学部原子工学科卒 

平成４年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成21年８月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部前処理課長 

平成22年11月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部前処理課長兼 

             再処理計画部技術グループ（課長） 

平成23年２月  当  社 再処理事業部再処理計画部技術グループ（課長） 

平成23年５月  当  社 再処理事業部再処理計画部技術グループ（課長）兼 

             福島支援グループ（課長） 

平成23年７月  当  社 再処理事業部再処理計画部技術グループ（課長） 

平成24年12月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター 

総括グループリーダー（課長） 

平成25年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

再処理規制対応グループリーダー（課長） 

平成26年８月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             再処理規制対応グループリーダー（課長）兼 

             再処理計画部課長 

平成27年４月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             再処理規制対応グループリーダー（課長）兼 

             技術グループリーダー（課長）兼再処理計画部課長 

平成27年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部長兼 

技術グループリーダー（部長）兼 

再処理計画部部長（新規制基準） 

平成28年２月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部長兼 

技術グループリーダー（部長） 

平成28年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部長 

平成29年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部長兼 

安全グループリーダー（部長） 

平成29年８月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部長 

平成31年２月  当  社 再処理事業部新基準設計部長兼再処理計画部部長 

令和元年８月  当  社 再処理事業部新基準設計部長兼 

重大事故グループリーダー（部長）兼 

再処理計画部部長 

（核燃料取扱主任者，第１種放射線取扱主任者） 

長澤 和幸 昭和42年７月２日生 

平成２年３月  東京大学工学部産業機械工学科卒 

平成２年４月  東京電力株式会社入社 

平成30年２月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部部長 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理工場保全企画部長 

小川 文司 昭和46年３月31日生 

平成７年３月  大阪大学大学院材料物性工学専攻修了 

平成７年４月  関西電力株式会社入社 

平成30年２月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部部長 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理工場保全技術部長 

吉田 紀之 昭和38年３月16日生 

平成元年３月  北海道大学大学院工学部土木専攻修了 

平成元年４月  東北電力株式会社入社 

令和元年７月  当  社 再処理事業部再処理工場土木建築保全部長兼 

技術本部土木建築部部長 
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氏   名 履      歴 

石川 智仁 昭和47年５月23日生 

平成９年３月  秋田大学大学院鉱山学部電気電子工学専攻修了 

平成９年４月  日本原燃株式会社入社 

平成27年７月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部計装保全課課長 

平成28年10月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部計装保全課課長兼 

             計装技術課課長 

平成30年６月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部部長（計装保全） 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理工場計装保全部長兼 

計装設計課長（部長） 

令和元年７月  当  社 再処理事業部再処理工場計装保全部長兼 

計装技術課長（部長） 

令和元年８月  当  社 再処理事業部再処理工場計装保全部長 

（第１種放射線取扱主任者） 

加藤 晴夫 昭和44年９月15日生 

平成４年３月  八戸工業大学工学部電気科卒 

平成４年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成20年12月  当  社 東京事務所安全管理グループリーダー（課長） 

平成23年１月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部運転管理課課長 

平成23年１月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部運転管理課課長兼 

保修部機械保修課課長 

平成23年４月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部運転管理課課長兼 

保修部機械保修課課長兼電気保修課課長 

平成23年10月  当  社 再処理事業部再処理工場共用施設部ユーティリティ課長兼 

設備保全部電気保全課課長 

平成27年７月  当  社 再処理事業部再処理工場共用施設部ユーティリティ課長 

平成28年６月  当  社 再処理事業部再処理工場共用施設部長 

平成30年６月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部部長（電気保全） 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理工場電気保全部長 

令和元年７月  当  社 再処理事業部再処理工場電気保全部長兼 

電気技術課長 

令和元年11月  当  社 再処理事業部再処理工場電気保全部長 

井上 英克 昭和44年８月17日生 
平成７年３月  大阪大学大学院機械工学専攻修了 
平成７年４月  関西電力株式会社入社 
令和元年７月  当  社 再処理事業部再処理工場機械保全部長 

荒井 宣之 昭和43年４月７日生 

平成３年３月  八戸工業大学工学部エネルギー工学科卒 

平成３年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成21年７月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部運転管理課課長 

平成21年８月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部運転管理課課長兼 

             保修部機械保修課課長 

平成22年12月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部脱硝課長 

平成23年10月  当  社 再処理事業部再処理工場化学処理施設部脱硝課長 

平成27年６月  当  社 再処理事業部再処理工場化学処理施設部長 

平成29年７月  当  社 再処理事業部再処理工場運営管理部長 

平成29年９月  当  社 再処理事業部再処理工場運営管理部長兼技術課長 

平成30年６月  当  社 再処理事業部再処理工場運営管理部長 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理工場技術部長 
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坂 宗範 昭和37年７月19日生 

昭和62年３月  岩手大学大学院工学部機械工学専攻修了 

昭和62年４月  日本原燃サービス株式会社入社 

平成13年７月  当  社 再処理部技術グループ（課長） 

平成13年７月  当  社 六ヶ所本部再処理事業所再処理建設所施設第三部 

             環境施設課課長 

平成13年８月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所施設第三部 

環境施設課課長 

平成14年６月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所施設第三部 

環境施設課長 

平成14年７月  当  社 再処理事業部建設試運転事務所試運転部 

廃棄物管理課長 

平成16年６月  当  社 再処理事業部再処理工場試運転部廃棄物管理課長 

平成17年12月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部廃棄物管理課長 

平成21年１月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部副部長 

平成21年６月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部統括当直長 

平成27年６月  当  社 東京支社副支社長兼技術部長兼地域本部部長 

平成28年６月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部長兼統括当直長 

畠山 克彦 昭和47年11月10日生 

平成９年３月  豊橋技術科学大学大学院工学研究科電気電子工学専攻修了 

平成９年４月  日本原燃株式会社入社 

平成27年７月  当  社 再処理事業部核物質管理部核物質防護課長兼 

             情報セキュリティグループ（課長）兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

核物質防護グループリーダー（課長） 

平成28年３月  当  社 再処理事業部核物質管理部核物質防護課長兼 

             情報セキュリティグループ（課長）兼 

再処理計画部課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

核物質防護グループリーダー（課長） 
平成29年９月  当  社 安全・品質本部品質保証部保安監視グループリーダー 
             （課長） 
平成30年６月  当  社 再処理事業部再処理工場共用施設部長 

村元 等 昭和40年11月21日生 
平成元年３月  八戸工業大学工学部エネルギー工学科卒 

平成元年４月  日本原燃株式会社入社 

平成21年11月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部統括当直長 

平成28年１月  当  社 再処理事業部再処理工場運転部統括当直長兼 

             課長 

令和元年６月  当  社 再処理事業部再処理工場ガラス固化施設部長 
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氏   名 履      歴 

松岡 真吾 昭和47年５月16日生 

平成７年３月  埼玉大学工学部環境化学工学科卒 

平成７年４月  日本原燃株式会社入社 

平成26年４月  当  社 再処理事業部再処理工場分析部分析課課長 

平成27年７月  当  社 再処理事業部再処理工場分析部分析課長 

平成28年12月  当  社 経営本部企画部課長 

平成29年２月  当  社 再処理事業部再処理工場分析部分析課課長兼 

経営本部企画部課長 

平成30年６月  当  社 再処理事業部再処理工場分析部分析課課長 

平成30年11月  当  社 再処理事業部再処理計画部部長兼 

             再処理工場分析部分析課課長（部長） 

平成31年２月  当  社 技術本部技術管理部長兼 

技術管理グループリーダー（部長）兼 

             再処理事業部再処理計画部部長 

令和元年７月  当  社 技術本部技術管理部長兼 

技術管理グループリーダー（部長）兼 

再処理事業部再処理計画部部長兼 

品質保証部部長 

（第１種放射線取扱主任者） 

高橋 一憲 昭和44年10月25日生 

平成４年３月  日本大学理工学部土木工学科卒 

平成４年４月  日本原燃産業株式会社入社 

平成25年２月  当  社 再処理事業部土木建築部耐震技術課長 

平成25年９月  当  社 再処理事業部土木建築部耐震技術課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所土木グループ（課長） 

平成26年８月  当  社 再処理事業部土木建築部耐震技術課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所 

土木グループ（課長）兼 

             再処理事業部土木建築部課長 

平成27年６月  当  社 再処理事業部土木建築部耐震技術課長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所土木グループ（課長） 

平成28年６月  当  社 再処理事業部土木建築部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所部長（土木建築） 

平成29年５月  当  社 再処理事業部土木建築部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所部長（土木建築）兼 

経営本部人事部部長（土木統括） 

平成30年６月  当  社 再処理事業部土木建築部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所部長（土木建築）兼 

             業務推進本部人事部部長（土木統括） 

平成31年２月  当  社 技術本部土木建築部長兼 

             燃料製造事業部燃料製造建設所部長（土木建築）兼 

             業務推進本部人事部部長（土木統括）兼 

             再処理事業部再処理工場部長（土木建築） 

令和元年６月  当  社 技術本部土木建築部長兼 

燃料製造事業部燃料製造建設所部長（土木建築）兼 

再処理事業部再処理工場部長（土木建築） 
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氏   名 履      歴 

前川 直人 昭和43年11月12日生 

平成５年３月  東海大学工学部電気工学科卒 

平成５年４月  日本原燃株式会社入社 

平成25年７月  当  社 再処理事業部再処理工場設備保全部電気保全課長 

平成31年２月  当  社 再処理事業部再処理工場電気保全部電気保全課長 

令和元年７月  当  社 技術本部エンジニアリングセンター設計部長 

令和元年11月  当  社 技術本部エンジニアリングセンター設計部長兼 

プロジェクト部部長 

守屋 登康 昭和46年６月３日生 

平成６年３月  東京理科大学理学部化学科卒 

平成６年４月  日本原燃株式会社入社 

平成24年12月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター 

プロジェクト部再処理プロジェクトグループリーダー 

（課長） 

平成25年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

新増設プロジェクトグループリーダー（課長） 

平成26年８月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長）兼 

             再処理計画部課長 

平成27年４月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長）兼 

    技術グループ（課長）兼再処理計画部課長 

平成28年２月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長）兼 

             技術グループ（課長） 

平成28年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長）兼 

技術グループ（課長）兼 

エンジニアリングセンター総括グループリーダー（課長） 

平成28年10月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター 

             総括グループリーダー（課長）兼 

             プロジェクト部 

技術グループ（課長）兼 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長） 

平成29年１月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター 

             プロジェクト部技術グループ（課長）兼 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長） 

平成29年２月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部 

             新増設プロジェクトグループリーダー（課長）兼 

             技術グループ（課長） 

平成30年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部部長兼 

             新増設プロジェクトグループリーダー（部長）兼 

             技術グループ（部長） 

平成30年８月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンタープロジェクト部部長兼 

             新増設プロジェクトグループリーダー（部長） 

平成31年２月  当  社 技術本部エンジニアリングセンタープロジェクト部長兼 

             新増設プロジェクトグループリーダー（部長）兼 

             再処理事業部再処理計画部部長 

令和元年７月  当  社 技術本部エンジニアリングセンタープロジェクト部長兼 

新増設プロジェクトグループリーダー（部長）兼 

技術開発研究所課長（部長）兼 

再処理事業部再処理計画部部長 
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兼平 憲男 昭和45年５月17日生 

平成６年３月  青山学院大学理工学部化学科卒 

平成６年４月  日本原燃株式会社入社 

平成25年７月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター技術開発研究所課長兼 

再処理工場ガラス固化施設課部ガラス固化課課長 

平成26年６月  当  社 再処理事業部エンジニアリングセンター技術開発研究所課長 

平成31年２月  当  社 技術本部エンジニアリングセンター技術開発研究所課長 

令和元年６月  当  社 技術本部エンジニアリングセンター技術開発研究所長兼 

課長（所長） 
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ハ．その他変更後における廃棄物管理に関する技術的能力に関する事項 

  廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及び保守のための組織，技術

者の確保，経験，品質保証活動，技術者に対する教育及び訓練並びに有資

格者等の選任及び配置については次のとおりである。 

 

1. 設計及び工事並びに運転及び保守のための組織 

  本変更後における廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及び保守に

係る業務は，第１図に示す廃棄物管理関係部署にて第１表のとおり分掌す

る。 

  これらの組織は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律」第 51 条の 18 第１項の規定に基づく再処理事業所廃棄物管理施設保

安規定（以下「保安規定」という。）等で定められた業務所掌に基づき，

明確な役割分担の下で廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及び保守

に係る業務を適確に実施する。 

  本変更後における設計及び工事に関する業務については，再処理事業部

及び技術本部の各部署が実施する。 

  新増設施設に係る設計及び工事に関する業務について，新増設施設の建

設計画に関する業務は再処理計画部が実施する。建設計画に基づく設計及

び工事について，土木建築に関する業務は技術本部土木建築部が，機電に

関する業務はエンジニアリングセンターが責任箇所として実施する。ただ

し，機電に関する業務のうち放射線管理設備，核物質防護設備及び防災管

理設備については，それぞれ再処理事業部の放射線管理部，核物質管理部

及び防災管理部が責任箇所として実施する。 

  新増設施設と既存施設（他事業との共用施設を含む。）との繋ぎ込みに

関する既存施設の工事は，各所管設備担当部署が責任箇所として実施する。 
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  既存施設（他事業との共用施設を含む。）の改造及び更新工事に係る設

計及び工事に関する業務については，再処理事業部の各所管設備担当部署

が責任箇所として実施する。 

  これらの業務に係る再処理事業部及び技術本部の各部署の間における連

携については，責任箇所が主体となって，確実に業務を遂行するため各部

署との業務及び責任の範囲を明確化した上で実施する。 

  なお，他事業との共用施設に係る設計及び工事に関する業務の実施主体，

責任範囲は，それぞれの事業の担当部署の間で明確にし実施する。 

  本変更後における運転及び保守の業務については，再処理事業部の各部

署が実施する。 

  運転に関する操作，巡視，点検等の業務は，再処理事業部のガラス固化

施設部，運転部，共用施設部，放射線管理部，核物質管理部及び防災管理

部がそれぞれ実施する。 

  機械，電気，計装設備，建物及び構築物の保守の業務は，再処理事業部

の土木建築保全部，計装保全部，電気保全部，機械保全部，共用施設部，

ガラス固化施設部，放射線管理部，核物質管理部及び防災管理部がそれぞ

れ実施する。 

  地震，竜巻，火山等の自然現象等による被害（以下「自然災害等」とい

う。）が発生した場合に対処するために必要な体制の整備については，保

安規定等において具体的に記載する。 

  自然災害等の非常事態に際しては，適確に対処するため，再処理事業部

長（原子力防災管理者）を本部長とした保安規定に基づく非常時対策組織

及び事象の進展に応じて「原子力災害対策特別措置法」第７条第１項の法

に基づく再処理事業所再処理事業部原子力事業者防災業務計画における原

子力防災組織を構築し対応できるよう，あらかじめ体制を整備する。 
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  自然災害等が発生した場合は，非常時対策組織又は原子力防災組織の要

員にて初動活動を行い，本部長の指示の下，参集した要員が役割分担に応

じて対処する。 

  廃棄物管理事業変更許可申請を伴う変更，保安規定の変更等について，

他事業等の代表者を含む委員によって，全社的観点（他事業との整合性等）

から保安上の基本方針を審議する品質・保安会議（副社長（安全担当）が

議長）を設置する。また，廃棄物管理施設の改造計画，ガラス固化体の受

入れ計画等について，技術的専門性を有した委員によって，廃棄物管理施

設に係る保安業務全体の観点から保安に係る基本的な計画の妥当性を審議

する貯蔵管理安全委員会（再処理事業部長が委員長を任命）を設置する。

本会議及び本委員会により保安活動に関する必要な事項について審議する

とともに，本会議及び本委員会からの指示事項に対するその実施状況及び

処置状況を監理する。社長が行う廃棄物管理の事業に関する品質保証を補

佐する業務は，安全・品質本部が実施する。品質保証に係る内部監査は，

監査室が実施する。また，品質保証活動の実施状況を確認し，経営として

評価，審議するため，安全・品質改革委員会（社長が委員長）を設置する。 

 

  以上のとおり，本変更後における設計及び工事並びに運転及び保守，自

然災害等の対応を適確に遂行するに足りる，役割分担が明確化された組織

を適切に構築している。 
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第１図 組織図  

令和２年３月１日現在 
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第１表 廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及び保守に

係る業務の分掌 

業務 再処理事業部 技術本部 

新増設施設の建設計画 再処理計画部  

新増設施設に係る 

設計及び工事 

放射線管理部，核物質管理部，防災管

理部 

土木建築部，エンジニ

アリングセンター 

既存施設の改造

及び更新工事に

係る設計及び工

事 

設計 

再処理工場 

土木建築保全部，計装保全部，電気

保全部，機械保全部，技術部，共用

施設部，ガラス固化施設部 

放射線管理部，核物質管理部，防災管

理部 

 

工事 

再処理工場 

土木建築保全部，計装保全部，電気

保全部，機械保全部，共用施設部，

ガラス固化施設部 

放射線管理部，核物質管理部，防災管

理部 

 

運転に関する操作，巡

視，点検等 

再処理工場 

運転部，共用施設部，ガラス固化施

設部 

放射線管理部，核物質管理部，防災管

理部 

 

機械，電気，計装設備，

建物及び構築物の保守 

再処理工場 

土木建築保全部，計装保全部，電気

保全部，機械保全部，共用施設部，

ガラス固化施設部 

放射線管理部，核物質管理部，防災管

理部 

 

※施設とは，廃棄物管理施設を構成する構築物，系統，機器等の総称をいう。 
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2. 設計及び工事並びに運転及び保守に係る技術者の確保 

 (１) 技術者数 

   令和２年３月１日現在，廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及

び保守に従事する技術者を 1,114 人確保している。これらの廃棄物管理

の事業に係る技術者の専攻の内訳は，電気，機械，金属，原子力，化学

等であり，事業の遂行に必要な分野を網羅している。 

   技術者の専攻別内訳を第２表に示す。 

 

第２表 技術者の専攻別内訳 

（単位：人） 

専 攻 電 気 機 械 金 属 原子力 化 学 物 理 土 木 建 築 その他 合 計 

技術者数 280 178 9 88 103 44 30 48 334 1,114 

 

 (２) 在籍技術者の原子力関係業務従事年数 

   令和２年３月１日現在における在籍特別管理職(課長以上)及びそれ以

外の在籍技術者の原子力関係業務従事年数は，第３表のとおりである。 

 

第３表 技術者の原子力関係業務従事年数 

（単位：人） 

年数 
 
区分 

１年未満 
１年以上 
５年未満 

５年以上 
10年未満 

10年以上 
20年未満 

20年以上 合  計 
技術者の原子力
関係業務平均従事
年数 

特別管理職 9 9 1 16 156 191 26 年  

技 術 者 74 212 153 209 275 923 14 年  

合 計 83 221 154 225 431 1,114 16 年  
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 (３) 有資格者数 

   令和２年３月１日現在における国家資格取得者数は，第４表のとおり

である。 

 

第４表 技術者の国家資格取得者数 

（単位：人） 

国家資格名称 取得者数 

核燃料取扱主任者 30 

原子炉主任技術者 7 

第１種放射線取扱主任者 89 

 

   また，自然災害等への対応について検討した結果，大型自動車運転免

許の資格を必要とするため，その有資格者を確保している。令和２年３

月１日現在の廃棄物管理施設における自然災害等の対応に必要な大型自

動車を運転する資格を有する技術者を延べ 96 人確保している。 

 

 (４) 配置 

   業務の各工程に応じて上記の技術者及び有資格者を必要な人数配置す

る。技術者については，今後想定する工事等の状況も勘案した上で，採

用，教育及び訓練を行うことにより継続的に確保するとともに，有資格

者についても，各種資格取得を奨励することにより必要な数の資格取得

者を確保していく。 

 

   以上のとおり，設計及び工事並びに運転及び保守，自然災害等の対応

に必要な技術者及び有資格者を確保している。  
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3. 設計及び工事並びに運転及び保守の経験 

  当社は，平成４年に廃棄物管理の事業の許可を受け，これまでにガラス

固化体を最大 1,440 本管理する能力を有する施設の設計及び工事を行って

きた経験を有しているとともに，平成７年からの運転及び保守の経験を有

している。また，平成 15 年にガラス固化体を最大 1,440 本管理する能力

を有している施設の増設について廃棄物管理事業の変更許可を受け，設計

及び工事を行った経験を有している。さらに，国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（東海再処理施設）等の国内外

の研修機関における運転及び保守に係る研修及び訓練により経験を有して

いる。 

  なお，令和２年３月１日現在における在籍技術者のうち，国内外の主な

機関への研修及び社内研修で原子力技術を習得した者は，第５表に示すと

おりである。 
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第５表 機関別研修者数  

（ 単 位 ： 人 ）

研 修 機 関  研 修 者 数  

国  
 
 
 
 

内  

日本原子力研究開発機構の再処理技術開発センター他研修 

日本原子力研究開発機構原子力研修センター一般課程 

日本原子力研究開発機構原子力研修センターの各種研修講座・課程 

量子科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 

日本原子力発電株式会社東海研修所 

250 

2 

13 

5 

4 

 

合       計  274 

海  
 
 
 

外  

フランス再処理施設研修  

イギリス再処理施設研修  

50 

5 

 

合       計  55 

社  
 
 

内  

再処理部門研修 1,065 

合       計  1,065 

 

  さらに，当社は，国内外の関連施設との情報交換，トラブル対応に関す

る情報収集及び活用により，設計及び工事並びに運転及び保守の経験を継

続的に蓄積しており，今後も積み上げていく。 

  新規制基準施行を踏まえ，自然災害等対策について検討し，基本設計等

を実施している。また，これらの対策を運用する体制，手順についても整

備していく。 

  設計及び工事並びに運転及び保守の経験として，当社で発生したトラブ

ル情報や国内外のトラブルに関する経験や知識についても継続的に積み上
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げている。 

 

  以上のとおり，設計及び工事並びに運転及び保守の経験を十分に有して

おり，今後も継続的に技術者を確保するため技術の継承を実施し経験を積

み上げていく。 
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4. 設計及び工事並びに運転及び保守に係る品質保証活動 

  廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及び保守の各段階における品

質保証活動に関して，「原子力発電所における安全のための品質保証規程

（ＪＥＡＣ4111－2009）」及び「特定廃棄物管理施設に係る廃棄物管理事

業者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技

術基準に関する規則」（平成 25 年原子力規制委員会規則第 32 号）に基づ

き，安全文化の醸成活動並びに関係法令及び保安規定の遵守に対する意識

向上を図るための活動を含めた品質マネジメントシステムを確立，実施，

維持するとともに，有効性を継続的に改善する。また，品質マネジメント

システムを品質保証計画として定めるとともに，品質保証計画書として文

書化する。 

  社長は，品質保証活動の実施に関する責任と権限を有し，最高責任者と

して法令の遵守及び原子力安全の重要性を含めた品質方針を設定し，文書

化して組織内に周知する。 

  なお，設計及び工事並びに運転及び保守の各段階における品質保証活動

のうち，原子力利用における安全対策の強化のための「核原料物質，核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律」等の一部を改正する法律に基づき

申請する保安規定施行後の活動については，「原子力施設の保安のための

業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」（令和２年原子力

規制委員会規則第２号）にしたがい実施する。 

 (１) 設計及び工事並びに運転及び保守に係る品質保証活動の体制 

   品質保証活動については，業務に必要な社内規程を定めるとともに，

文書体系を構築している。 

   当社は，文書化された品質保証計画書に基づき，社長をトップマネジ

メントとし，監査室長，安全・品質本部長及び再処理事業部長を管理責
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任者とした品質保証体制を構築する。また，監査室を社長直属の組織と

する，特定の取締役による監査室への関与を排除するとともに監査対象

組織である保安組織を構成する部署から物理的に離隔する等により，監

査室の独立性を確保する。 

   社長は，品質マネジメントシステムが，引き続き適切で，妥当で，か

つ，有効であることを確実にするため，品質保証活動の実施状況及び改

善の必要性の有無についてマネジメントレビューを実施し，評価する。

また，経営層の立場として品質保証活動の実施状況を観察及び評価する

ため，社長を委員長とする安全・品質改革委員会を設置し，品質保証活

動の取組が弱い場合は要員，組織，予算，購買等の全社の仕組みが機能

しているかの観点で審議を行い，必要な指示及び命令を行う。 

   監査室長は，安全・品質本部長，再処理事業部長及び技術本部長が実

施する業務に関し内部監査を行うとともに，品質方針に基づき品質目標

を設定し，品質保証活動の計画，実施，評価及び継続的な改善を行い，

その状況を社長へ報告する。 

   安全・品質本部長は，社長が行う廃棄物管理の事業に関する品質保証

に係る業務の補佐を行う。また，品質方針に基づき品質目標を設定し，

品質保証活動の計画，実施，評価及び継続的な改善を行い，その状況を

社長へ報告する。さらに，社長の補佐として，各事業部の品質保証活動

が適切に実施されることを支援する。 

   再処理事業部長は，廃棄物管理施設に係る保安業務（技術本部長が統

括するものを除く。）を統括する。技術本部長は，技術本部長が実施す

る廃棄物管理施設の設計及び工事に係る業務を統括する。また，再処理

事業部長及び技術本部長は，品質方針に基づき品質目標を設定し，品質

保証活動の計画，実施，評価及び継続的な改善を行い，その状況を再処
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理事業部長が社長へ報告する。 

   各業務を主管する組織の長は，業務の実施に際して，業務に対する要

求事項を満足するように定めた規程類に基づき，責任をもって個々の業

務を実施し，要求事項への適合及び品質保証活動の効果的な運用の証拠

を示すために必要な記録を作成し管理する。 

   各業務を主管する組織の長は，製品及び役務を調達する場合，供給者

において品質保証活動が適切に遂行されるよう，要求事項を提示し，製

品及び役務に応じた管理を行う。また，検査，試験等により調達製品が

要求事項を満足していることを確認する。 

   各業務を主管する組織の長は，不適合が発生した場合，不適合を除去

し，再発防止のために原因を特定した上で，原子力安全に対する重要度

に応じた是正処置を実施する。 

   貯蔵管理安全委員会は，廃棄物管理施設の保安活動について審議を行

う。また，品質・保安会議は，全社的な観点から保安活動及び品質保証

活動方針，品質保証活動に係る重要な事項について審議を行う。さらに，

安全・品質改革委員会は，各部門の品質保証活動の実施状況を確認し，

経営として，観察及び評価を行い，要員，組織，予算，購買等の仕組み

が機能しているか審議する。 

   社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者として，品質マネジ

メントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善すること

の責任と権限を有し，品質方針を設定する。この品質方針は，安全及び

品質の向上のため，技術力の向上，現場第一主義の徹底を図りつつ，協

力会社と一体となって，安全文化を醸成し品質保証活動の継続的な改善

に取り組むこと，さらに，法令及びルールの遵守はもとより，福島第一

原子力発電所事故の教訓を踏まえ，原子力安全達成に細心の注意を払い，
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地域の信頼をより強固なものとし，ともに発展していくよう，社員一人

ひとりが責任と誇りを持って業務を遂行することを表明している。また，

品質方針が組織内に伝達され，理解されることを確実にするため，社内

イントラネットへの掲載，執務室での品質方針ポスター掲示，携帯用の

品質方針カードの配布を実施することにより，全社品質保証活動の推進

部門，実施部門及び監査部門の要員に周知している。 

   各業務を主管する組織においては，各業務を主管する組織の長による

レビューを実施し，各業務を主管する組織における社内規程の改訂に関

する事項，品質目標，管理責任者レビューのインプットに関する情報等

をレビューする。 

   再処理事業部長は，実施部門の管理責任者として，品質保証部長の補

佐を受けて，実施部門の各組織のマネジメントレビューのインプットに

関する情報を集約し，評価確認し，マネジメントレビューのインプット

として社長へ報告する。 

   また，監査室長は，監査部門の管理責任者として，安全・品質本部長，

再処理事業部長及び技術本部長が実施する業務に関し内部監査を実施し，

評価確認し，監査結果をマネジメントレビューのインプットとして社長

へ報告する。 

   安全・品質本部長は，全社品質保証活動の推進部門の管理責任者とし

て，社長が行うマネジメントレビューが円滑に実施されるよう補佐する

とともに，オーバーサイト結果をマネジメントレビューのインプットと

して社長へ報告する。 

   管理責任者のレビューのアウトプットについては，社長のマネジメン

トレビューへのインプットとするほか，品質目標等の業務計画の策定及

び改訂，社内規程の制定，改訂等により業務へ反映する。 
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   社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメントシステム

の有効性をレビューし，マネジメントレビューのアウトプットを決定す

る。 

   管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプットを，

各業務を主管する組織の長に通知し，各業務を主管する組織の長が作成

したマネジメントレビューのアウトプットに対する処置事項を確認して，

各業務を主管する組織の長に必要な対応を指示する。 

   各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウトプット

に対する処置事項及び各業務を主管する組織の品質保証活動の実施状況

を評価確認し，次年度の品質目標に反映し，活動する。また，管理責任

者はそれらの状況を確認する。 

   品質・保安会議では，品質保証活動方針，品質保証活動状況及び品質

保証活動に係る重要な事項について審議する。 

   なお，廃棄物管理施設の保安活動に関しては，保安規定第 10 条に基

づく貯蔵管理安全委員会を開催し，その内容を審議し，審議結果は業務

へ反映する。 

 (２) 設計及び工事並びに運転及び保守に係る品質保証活動 

   各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を，品質保証計画書にし

たがい，廃棄物管理施設の安全機能の重要度を基本とした品質マネジメ

ントシステム要求事項の適用の程度に応じて管理し，実施し，評価を行

い，継続的に改善する。また，製品及び役務を調達する場合は，重要度

等に応じた品質管理グレードにしたがい調達管理を行う。 

   なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当該業務に係

る調達要求事項を追加する。 

   各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項を満足して
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いることを，検査，試験等により検証する。 

   各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行するため，

品質保証計画書にしたがい，関係法令等の要求事項を満足するよう個々

の業務を計画し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品

及び役務を調達する場合は，設計及び工事と同様に管理する。 

   各業務を主管する組織の長は，設計及び工事並びに運転及び保守にお

いて不適合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のために原因を

特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じた是正処置を実施する。 

   また，製品及び役務を調達する場合は，供給者においても不適合管理

が適切に遂行されるよう仕様書にて要求事項を提示し，不適合が発生し

た場合には，各業務を主管する組織はその実施状況を再処理事業部不適

合等管理要領にしたがって確認する。 

 

  以上のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活動に関す

る計画，実施，評価，改善を実施する仕組み及び役割を明確化した体制を

構築している。  
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5. 技術者に対する教育及び訓練 

 (１) 技術者に対しては，廃棄物管理施設の設計及び工事並びに運転及び保

守に当たり，一層の技術的能力向上のため，以下の教育及び訓練を実施

する。 

 ａ．社内における研修並びに設計，工事，運転及び保守の実務経験者の指

導のもとにおける実務を通じて，施設の設計及び工事並びに運転及び保

守に関する知識の維持及び向上を図るための教育（安全上の要求事項，

設計根拠，設備構造及び過去のトラブル事例を含む。）を定期的に実施

する。また，必要となる教育及び訓練の計画をその職務に応じて定め，

適切な力量を有していることを定期的に評価する。 

 ｂ．廃棄物の取扱いに係る技術者に対して，知識，技術及び技能に係る筆

記及び実技試験を定期的に実施する。また，必要となる教育及び訓練計

画をその職務に応じて定め，適切な力量を有していることを定期的に評

価する。 

 ｃ．実機を用いた研修を実施し，設備の構造と機能を理解させるとともに，

基本的運転操作を習得させる。 

 ｄ．原子力関係機関（一般社団法人原子力安全推進協会，日本原子力発電

株式会社）等において，原子力安全，技術，技能の維持及び向上を目的

とした社外研修，講習会等に参加させ関連知識を習得させる。 

 (２) 上記（１）によって培われる技術的能力に加え，建設工事の進捗状況に

合わせて建設工事に直接従事させることで設備等に対する知識の向上を

図るとともに，フランスのＯｒａｎｏ Ｃｙｃｌｅ社再処理施設におけ

る，運転，保守及び放射線管理の訓練の実施，継続した技術情報収集を

行う。 
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 (３) 教育及び訓練の詳細 

 ａ．技術者は，原則として入社後一定期間，配属された部門に係る基礎的

な教育及び訓練を受ける。廃棄物管理施設の仕組み，放射線管理等の基

礎教育及び訓練並びに機器配置及びプラントシステム等の現場教育及び

訓練を受け，廃棄物管理に関する基礎知識を習得する。 

 ｂ．再処理事業所では，原子力安全の達成に必要な技術的能力を維持及び

向上させるため，保安規定等に基づき，対象者，教育内容，教育時間及

び教育実施時期について教育の実施計画を策定し，それにしたがって教

育を実施する。 

 ｃ．本変更後における業務に従事する自然災害等に対応する技術者，事務

系社員及び協力会社社員に対しては，各役割に応じた自然災害等発生時

の対応に必要となる技能の維持と知識の向上を図るため，計画的，かつ，

継続的に必要な教育及び訓練を実施する。 

 ｄ．災害対策要員の体制を整備し，適切な事故対応が行えるよう訓練を繰

り返し行うことにより，災害対策要員の技術的な能力の維持向上を図っ

ている。 

 

  以上のとおり，本変更後における技術者に対する教育及び訓練を実施し，

その専門知識，技術及び技能を維持及び向上させる取り組みを行っている。 
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6. 有資格者等の選任及び配置 

  核燃料物質の取扱いに関し，「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染

された物の廃棄物管理の事業に関する規則」（昭和 63 年 11 月７日 総理

府令第 47 号）に基づき，保安の監督を行う廃棄物取扱主任者及びその代

行者は，核燃料取扱主任者免状又は原子炉主任技術者免状を有する者のう

ちから社長が選任する。 

  廃棄物取扱主任者が職務を遂行できない場合，その職務が遂行できるよ

う，代行者を廃棄物取扱主任者の選任要件を満たす技術者の中から選任し，

職務遂行に万全を期している。 

  廃棄物取扱主任者は，廃棄物管理施設の保安の監督を誠実，かつ，最優

先に行うこととし，核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の取

扱いの業務に従事する者への指示等，その職務が適切に遂行できるよう設

計及び工事並びに運転及び保守の保安に関する職務を兼任しないようにす

る等，職務の独立性を確保した配置とする。 

 

  以上のとおり，廃棄物管理施設の保安の業務に際して必要となる有資格

者等については，その職務が適切に遂行できる者の中から選任し，配置し

ている。 
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第 3.2－29 図 野辺地断層周辺の空中写真判読図 

第 3.2－30 図 野辺地断層北方延長位置の旧汀線高度分布図 

第 3.2－31 図 野辺地断層北方の地形断面図 

第 3.2－32 図 野辺地断層周辺の地質平面図 

第 3.2－33 図 野辺地断層周辺の地質断面図 

第 3.2－34 図 東北町添ノ沢付近のルートマップ 

第 3.2－35 図 野辺地断層北方のボーリング調査結果図 

第 3.2－36 図 上原子断層周辺の空中写真判読図 

第 3.2－37 図 上原子断層周辺の地形面高度検討図 

第 3.2－38 図 上原子断層周辺の地質平面図 

第 3.2－39 図 上原子断層周辺の地質断面図 

第 3.2－40 図 東北町赤川右岸の断層露頭スケッチ図（Ｋ－１露頭） 

第 3.2－41 図 東北町清水目川右岸の断層露頭スケッチ図（Ｋ－２露頭） 

第 3.2－42 図 東北町添ノ沢東方の断層露頭スケッチ図（Ｋ－３露頭） 

第 3.2－43 図 七戸西方断層周辺の空中写真判読図 

第 3.2－44 図 七戸西方断層周辺の地質平面図 

第 3.2－45 図(１) 七戸西方断層周辺の地質断面図 

第 3.2－45 図(２) 七戸西方断層周辺の地質断面図 

第 3.2－46 図 野辺地断層から七戸西方断層にかけての地質構造図 

第 3.2－47 図(１) 野辺地断層から七戸西方断層にかけての地質構造詳細図 

第 3.2－47 図(２) 野辺地断層から七戸西方断層にかけての地質構造詳細図 

第 3.2－48 図 七戸町市ノ渡北方の露頭スケッチ図（Ｓ－２露頭） 



3－目－18 

第 3.2－49 図(１) 七戸町市ノ渡川右岸の柱状対比図（Ｓ－１ルート） 

第 3.2－49 図(２) 七戸町市ノ渡川右岸の露頭スケッチ図（Ｓ－１ルート： 

Ｌｏｃ．ｄ） 

第 3.2－50 図 後川－土場川断層周辺の空中写真判読図 

第 3.2－51 図(１) 後川－土場川断層周辺の地形断面図（①・②測線） 

第 3.2－51 図(２) 後川－土場川断層周辺の地形断面図（③測線） 

第 3.2－51 図(３) 後川－土場川断層周辺の地形断面図（④測線） 

第 3.2－52 図 後川－土場川断層周辺の地質平面図 

第 3.2－53 図 後川－土場川断層周辺の地質断面図 

第 3.2－54 図(１) 東北町柵東方の後川流域の露頭スケッチ図 

第 3.2－54 図(２) 東北町柵東方の後川流域の露頭スケッチ図（掘削・改変後） 

第 3.2－55 図 敷地周辺陸域の活断層及びリニアメント・変動地形の分布図 

第 3.2－56 図 一切山東方断層周辺の空中写真判読図 

第 3.2－57 図 一切山東方断層及び小老部川上流付近の断層周辺の地質 

       平面図 

第 3.2－58 図 一切山東方断層及び小老部川上流付近の断層周辺の地質 

       断面図 

第 3.2－59 図 東通村李沢右岸の断層露頭スケッチ図（Ｈ－１露頭） 

第 3.2－60 図 東通村小老部川右岸の断層露頭スケッチ図（Ｈ－２露頭） 

第 3.2－61 図 東通村老部川（北）右岸の断層露頭スケッチ図（ＯＢ－１露 

頭） 

第 3.2－62 図 御宿山周辺の空中写真判読図 

第 3.2－63 図 御宿山周辺の地質平面図 

第 3.2－64 図 御宿山周辺の地質断面図 

第 3.2－65 図(１) 御宿山北方の断層露頭スケッチ図（Ｏ－１露頭） 
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第 3.2－65 図(２) 御宿山北方の断層露頭スケッチ図（Ｏ－２露頭） 

第 3.2－66 図 御宿山周辺の水系図及び接峰面図 

第 3.2－67 図 御宿山北方断層南西延長部に分布する高位段丘面図 

第 3.2－68 図 東北町淋代東方周辺の空中写真判読図 

第 3.2－69 図 東北町淋代東方周辺の地質平面図 

第 3.2－70 図 東北町美須々周辺の柱状対比図 

第 3.2－71 図 東北町豊畑南方の柱状対比図 

第 3.2－72 図 東北町淋代東方の露頭柱状対比図 

第 3.2－73 図 東通村一里小屋周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－74 図 東通村小田野沢西方周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－75 図 横浜町向沢周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－76 図 横浜町向平のボーリング調査結果 

第 3.2－77 図 横浜町向沢北方のボーリング調査結果 

第 3.2－78 図 横浜町向沢の地質断面図 

第 3.2－79 図 横浜町武ノ川右岸のボーリング調査結果 

第 3.2－80 図 横浜町豊栄平周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－81 図 横浜町豊栄平東方のピット調査結果図 

第 3.2－82 図 東北町豊前周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－83 図 六ヶ所村倉内西方の露頭対比図 

第 3.2－84 図 六ヶ所村内沼周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－85 図 六ヶ所村六原南方の露頭柱状対比図 

第 3.2－86 図 東北町乙部周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－87 図 東北町乙部南方の岩渡沢右岸の露頭柱状対比図 

第 3.2－88 図 東北町緑町付近の露頭スケッチ図 

第 3.2－89 図 東北町清水目川周辺の地質平面図及び地質断面図 
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第 3.2－90 図 東北町下清水目の清水目川沿いのルートマップ 

第 3.2－91 図 野辺地町敦平付近の露頭スケッチ図（ＳＭ－１露頭） 

第 3.2－92 図 東北町石坂付近の露頭対比図 

第 3.2－93 図 野辺地町有戸南方周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－94 図 野辺地町干草橋南東の地質調査位置図 

第 3.2－95 図 野辺地町干草橋南東の地質調査結果図 

第 3.2－96 図 平内町口広周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－97 図 平内町大萢西方の柱状対比図 

第 3.2－98 図 平内町口広南方の口広川右岸の露頭柱状対比図 

第 3.2－99 図 月山東方の断層周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－100 図 東通村白糠南方の物見崎付近の地質断面図 

第 3.2－101 図 東通村白糠南方の物見崎付近の地形断面図 

第 3.2－102 図 金津山周辺の地質平面図 

第 3.2－103 図 金津山周辺の地質断面図 

第 3.2－104 図 金津山周辺の水系図及び接峰面図 

第 3.2－105 図 六ヶ所村千歳平の河床ルートマップ 

第 3.2－106 図 東北町十二里南方周辺の地形図及び地すべり地形分布図 

第 3.2－107 図 朝比奈平周辺の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－108 図 むつ市蜆沢上流付近の断層露頭スケッチ図（Ａ－１露頭） 

第 3.2－109 図 桧木川周辺の地質平面図 

第 3.2－110 図 桧木川周辺の地質断面図 

第 3.2－111 図 敷地を中心とする半径 100ｋｍ範囲の陸域の活断層分布図 

第 3.2－112 図 折爪断層周辺の空中写真判読図 

第 3.2－113 図 折爪断層北部の段丘面高度分布図 

第 3.2－114 図 折爪断層周辺の地質平面図 
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第 3.2－115 図(１) 折爪断層周辺の地質断面図 

第 3.2－115 図(２) 折爪断層周辺の地質断面図 

第 3.2－116 図 敷地周辺海域の地形図 

第 3.2－117 図 敷地周辺海域の海底地質図 

第 3.2－118 図(１) 敷地周辺海域の海底地質断面図 

第 3.2－118 図(２) 敷地周辺海域の海底地質断面図 

第 3.2－118 図(３) 敷地周辺海域の海底地質断面図 

第 3.2－118 図(４) 敷地周辺海域の海底地質断面図 

第 3.2－118 図(５) 敷地周辺海域の海底地質断面図 

第 3.2－119 図(１) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(２) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(３) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(４) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(５) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(６) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(７) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(８) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(９) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(10) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(11) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(12) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(13) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(14) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(15) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(16) 敷地周辺海域の音波探査記録 
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第 3.2－119 図(17) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(18) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－119 図(19) 敷地周辺海域の音波探査記録 

第 3.2－120 図(１) 「ちきゅう」 ｓｉｔｅ Ｃ9001 の概要図 

第 3.2－120 図(２) 敷地周辺海域の地層区分と「ちきゅう」 ｓｉｔｅ 

         Ｃ9001 との対比図 

第 3.2－121 図 尻屋崎沖及び東通村老部川沖の海上ボーリング調査結果図 

第 3.2－122 図 津軽海峡沿岸部におけるＢ層の状況図 

第 3.2－123 図 敷地周辺海域の地層区分とＩＰＯＤ ｓｉｔｅ 438 との 

        対比図 

第 3.2－124 図 尻屋崎沖の急斜面基底部付近のＥ層の分布図 

第 3.2－125 図 敷地周辺海域における試料採取結果図 

第 3.2－126 図 文献による敷地周辺海域の断層分布図 

第 3.2－127 図 大陸棚外縁断層周辺の地形陰影図 

第 3.2－128 図 大陸棚外縁断層位置図 

第 3.2－129 図(１) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         01 測線） 

第 3.2－129 図(２) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         02 測線） 

第 3.2－129 図(３) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．４ 

         測線） 

第 3.2－129 図(４) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         03 測線） 

第 3.2－129 図(５) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         04 測線） 
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第 3.2－129 図(６) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．３ 

         測線） 

第 3.2－129 図(７) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図 

        （Ｎｏ．３＿2014 測線） 

第 3.2－129 図(８) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         05 測線） 

第 3.2－129 図(９) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．２ 

         測線） 

第 3.2－129 図(10) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12ＭＬ－ 

         01 測線） 

第 3.2－129 図(11) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12ＭＬ－ 

         01＿2014 測線） 

第 3.2－129 図(12) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         06 測線） 

        〔追加〕 

第 3.2－129 図(13) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         07 測線） 

第 3.2－129 図(14) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．１ 

         測線） 

第 3.2－129 図(15) 大陸棚外縁断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－ 

         08 測線） 

第 3.2－130 図 Ｆ－ｄ断層位置図 

第 3.2－131 図(１) Ｆ－ｄ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（07Ｓ８測線） 

第 3.2－131 図(２) Ｆ－ｄ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（12Ｍ－10 測 

         線） 
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第 3.2－131 図(３) Ｆ－ｄ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（07Ｓ９測線） 

第 3.2－131 図(４) Ｆ－ｄ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（07Ｓ9.5 測 

         線） 

第 3.2－131 図(５) Ｆ－ｄ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（07Ｓ10 測線） 

第 3.2－132 図 Ｆ－ｃ断層位置図 

第 3.2－133 図(１) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．Ｃ－ 

         ６測線） 

第 3.2－133 図(２) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．ＡＧ－ 

         ２測線） 

第 3.2－133 図(３) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．ＷＧ－ 

         ２測線） 

第 3.2－133 図(４) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．Ｃ－ 

         102－２測線） 

第 3.2－133 図(５) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．ＡＧ－ 

         １測線） 

第 3.2－133 図(６) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．ＷＧ－ 

         １測線） 

第 3.2－133 図(７) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｎｏ．ＳＨ－ 

         ３－１Ｗ測線） 

第 3.2－133 図(８) Ｆ－ｃ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（ＪＳ73－１ 

         測線） 

第 3.2－134 図 Ｆ－ａ断層位置図 

第 3.2－135 図(１) Ｆ－ａ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ33 測線） 

第 3.2－135 図(２) Ｆ－ａ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ32 測線） 

第 3.2－135 図(３) Ｆ－ａ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ31 測線） 
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第 3.2－135 図(４) Ｆ－ａ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ30 測線） 

第 3.2－135 図(５) Ｆ－ａ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ29 測線） 

第 3.2－135 図(６) Ｆ－ａ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｈ－263 測 

         線） 

第 3.2－136 図 Ｆ－ｂ断層位置図 

第 3.2－137 図(１) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｈ－249 測 

         線） 

第 3.2－137 図(２) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ36 測線） 

第 3.2－137 図(３) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｈ－251 測 

         線） 

第 3.2－137 図(４) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ35 測線） 

第 3.2－137 図(５) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ34 測線） 

第 3.2－137 図(６) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｈ－254 測 

         線） 

第 3.2－137 図(７) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ33 測線） 

第 3.2－137 図(８) Ｆ－ｂ断層周辺の音波探査記録及び解釈図（Ｇｈ32 測線） 

第 3.3－１図 敷地近傍の地形図 

第 3.3－２図 敷地近傍の地形面区分図 

第 3.3－３図 敷地近傍の地質平面図 

第 3.3－４図 敷地近傍の地質断面図 

第 3.3－５図 敷地近傍のリニアメント・変動地形の分布図 

第 3.3－６図 敷地近傍の重力異常図（ブーゲー異常図） 

第 3.3－７図(１) 敷地近傍の反射法地震探査結果図（Ｌｉｎｅ１：深度断面） 

第 3.3－７図(２) 敷地近傍の反射法地震探査結果図（Ｌｉｎｅ２：深度断 

        面） 
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第 3.3－７図(３) 敷地近傍の反射法地震探査結果図（ＬｉｎｅＡ：深度断 

        面） 

第 3.3－７図(４) 敷地近傍の反射法地震探査結果図（ＬｉｎｅＢ：深度断 

        面） 

第 3.3－７図(５) 敷地近傍の反射法地震探査結果図（Ｌｉｎｅ２，Ｌｉｎｅ 

        Ａ：屈折法地震探査による速度構造モデル） 

第 3.3－８図 出戸西方断層及び南方の向斜構造の地質構造図 

第 3.3－９図 敷地近傍の活断層分布図（半径約５ｋｍ範囲） 

第 3.3－10 図(１) 出戸西方断層周辺の空中写真判読図（当社判読図） 

第 3.3－10 図(２) 出戸西方断層周辺の空中写真判読図（今泉ほか編（2018） 

        の活断層図と当社判読図との重ね図） 

第 3.3－10 図(３) 赤色立体地図（今泉ほか編（2018）の活断層図と当社判読 

        図との重ね図） 

第 3.3－11 図 出戸西方断層周辺の空中写真判読図（鳥瞰図） 

第 3.3－12 図 出戸西方断層周辺の地形断面図 

第 3.3－13 図 六ヶ所村棚沢川以北の平野部におけるボーリング調査結果図 

第 3.3－14 図 出戸西方断層周辺の旧汀線高度分布図 

第 3.3－15 図 出戸西方断層周辺の残差重力分布図 

第 3.3－16 図 出戸西方断層周辺の地質平面図 

第 3.3－17 図 出戸西方断層周辺の地質断面図 

第 3.3－18 図 出戸川沿いの断層露頭周辺のルートマップ 

第 3.3－19 図(１) 出戸川沿いの断層露頭スケッチ図（ＤＷ－１露頭） 

第 3.3－19 図(２) 出戸川沿いの断層露頭スケッチ図（ＤＷ－２露頭） 

第 3.3－20 図 Ｄ－１露頭全体の調査位置図 

第 3.3－21 図 六ヶ所村老部川（南）左岸の断層露頭スケッチ図（Ｄ－１露 
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       頭（Ｈ16）） 

第 3.3－22 図 六ヶ所村老部川（南）左岸のトレンチ調査結果図（Ｄ－１露 

       頭前トレンチ（Ｈ26）） 

第 3.3－23 図(１) 六ヶ所村老部川（南）左岸の断層露頭及び底盤スケッチ図 

       （Ｄ－１露頭（Ｈ14）） 

第 3.3－23 図(２) 六ヶ所村老部川（南）左岸の断層露頭及び底盤スケッチ図 

       （Ｄ－１露頭（Ｈ８）） 

第 3.3－24 図 六ヶ所村老部川（南）左岸の露頭スケッチ図（Ｄ－１露頭西 

       側法面（Ｈ26）） 

第 3.3－25 図 出戸西方断層の平均変位速度検討図 

第 3.3－26 図 出戸西方断層南方の地質平面図（鷹架層上限面図） 

第 3.3－27 図(１) 出戸西方断層南方の地質断面図（Ｘ－Ｘ’，Ｙ－Ｙ’， 

        Ａ－Ａ’，Ｚ－Ｚ’断面） 

第 3.3－27 図(２) 出戸西方断層南方の地質断面図（Ｂ－Ｂ’，Ｃ－Ｃ’， 

        Ｄ－Ｄ’断面） 

第 3.3－27 図(３) 出戸西方断層南方の地質断面図（Ｄ－Ｅ’，Ｅ－Ｅ’， 

        Ｆ－Ｆ’断面） 

第 3.3－27 図(４) 出戸西方断層南方の地質断面図（１－１’，２－２’， 

        ３－３’，４－４’断面） 

第 3.3－28 図(１) 出戸西方断層南方の反射法地震探査結果図（①測線：深度 

        断面） 

第 3.3－28 図(２) 出戸西方断層南方の反射法地震探査結果図（②測線：深度 

        断面） 

第 3.3－28 図(３) 出戸西方断層南方の反射法地震探査結果図（③測線：深度 

        断面） 
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第 3.3－29 図(１) 出戸西方断層南方のトレンチ調査結果図（断層南方延長ト 

        レンチ：１期及び２期） 

第 3.3－29 図(２) 出戸西方断層南方のトレンチ調査結果図（断層南方延長ト 

        レンチ：３期） 

第 3.3－30 図 断層南方延長トレンチ内の地質層序図 

第 3.3－31 図 断層南方延長トレンチ内に認められる断層の整理結果図 

第 3.3－32 図(１) 出戸西方断層南方の断層性状分類図 

第 3.3－32 図(２) 出戸西方断層南方の断層性状分類図（ＣＴ観察結果図） 

第 3.3－33 図 尾駮沼南岸及び鷹架沼南岸の地質断面図 

第 3.3－34 図 尾駮沼南岸の向斜構造西縁部の地質断面図 

第 3.3－35 図 鷹架沼南岸の地質平面図及び地質断面図 

第 3.3－36 図 鷹架沼南岸の向斜構造西翼部の地質平面図 

第 3.3－37 図 鷹架沼南岸の向斜構造西翼部の地質断面図 

第 3.3－38 図(１) 鷹架沼南岸の露頭スケッチ図（Ｔｋｈ露頭） 

第 3.3－38 図(２) 鷹架沼南岸の露頭スケッチ図（露頭１） 

第 3.3－38 図(３) 鷹架沼南岸の露頭スケッチ図（露頭２） 

第 3.3－38 図(４) 鷹架沼南岸の露頭スケッチ図（露頭３） 

第 3.3－38 図(５) 鷹架沼南岸の露頭スケッチ図（露頭４） 

第 3.3－38 図(６) 鷹架沼南岸の露頭スケッチ図（露頭５） 

第 3.3－39 図 御宿山東方の断層中央部における高位段丘面周辺の地質図 

第 3.3－40 図(１) 御宿山東方の断層露頭スケッチ図（ＯＴ－１露頭） 

第 3.3－40 図(２) 御宿山東方の断層露頭スケッチ図（ＯＴ－２露頭） 

第 3.3－41 図(１) 断層岩の研磨片観察結果図（ＯＴ－１露頭） 

第 3.3－41 図(２) 断層岩の研磨片観察結果図（ＯＴ－２露頭） 

第 3.3－42 図(１) 断層岩の薄片観察結果図（ＯＴ－１露頭） 
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第 3.3－42 図(２) 断層岩の薄片観察結果図（ＯＴ－２露頭） 

第 3.3－43 図 六ヶ所村棚沢川以北の平野部における新第三系の分布状況図 

       （東京電力株式会社の調査結果） 

第 3.3－44 図(１) 六ヶ所村馬門川周辺の地質断面図（ＭＫ測線） 

第 3.3－44 図(２) 六ヶ所村馬門川周辺の地質断面図（ＩＢ測線） 

第 3.3－45 図 御宿山北方断層北東延長部及び文献が指摘する出戸西方断層 

       帯北端付近に分布する中位段丘面図 

第 3.3－46 図(１) 六ヶ所村中山崎周辺の地質断面図（ＮＫｆ測線，ＮＫａ測 

        線，ＮＫｂ測線） 

第 3.3－46 図(２) 六ヶ所村中山崎周辺の地質断面図（ＮＫＮ測線，ＮＫｃ 

        測線，ＮＫ測線） 

第 3.3－46 図(３) 六ヶ所村中山崎周辺の地質断面図（ＮＫｄ’測線，ＮＫＳ 

        測線，ＮＫｇ測線） 

第 3.3－47 図 出戸西方断層南端周辺の総合検討図 

第 3.3－48 図 六ヶ所村二又周辺の空中写真判読図 

第 3.3－49 図 六ヶ所村二又周辺の地質平面図 

第 3.3－50 図 六ヶ所村雲雀平のボーリング結果図（二又西方リニアメント） 

第 3.3－51 図 六ヶ所村第三二又東方の露頭対比図（二又北方リニアメント） 

第 3.3－52 図 六ヶ所村第三二又南方の露頭対比図 

第 3.3－53 図 六ヶ所村戸鎖周辺の空中写真判読図 

第 3.3－54 図 六ヶ所村戸鎖周辺の地質平面図 

第 3.3－55 図 六ヶ所村戸鎖南方の露頭スケッチ図（戸鎖南方リニアメント） 

第 3.3－56 図 六ヶ所村戸鎖南方の露頭対比図（戸鎖南方リニアメント） 

第 3.3－57 図 六ヶ所村戸鎖南方の露頭対比図 

第 3.3－58 図 六ヶ所村老部川（南）上流周辺の地質平面図及び地質断面図 
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第 3.3－59 図(１) 六ヶ所村老部川（南）上流部の露頭状況図（リニアメント 

        横断部） 

第 3.3－59 図(２) 六ヶ所村老部川（南）上流部の露頭状況図（リニアメント 

        北方延長部） 

第 3.4－１図 敷地内地質調査位置図 

第 3.4－２図 試掘坑調査位置図（西部試掘坑） 

第 3.4－３図 岩盤変形試験及び岩盤支持力試験装置図 

第 3.4－４図 岩盤変形試験及び岩盤支持力試験載荷パターン図 

第 3.4－５図 岩盤せん断試験装置図 

第 3.4－６図 岩盤せん断試験載荷パターン図 

第 3.4－７図 岩盤クリープ試験装置図 

第 3.4－８図 孔内載荷試験概略図 

第 3.4－９図 敷地内の空中写真判読結果 

第 3.4－10 図 敷地内地質平面図 

第 3.4－11 図 敷地内地質断面図 

第 3.4－12 図 鷹架層の地質構造及び上限面等高線図 

第 3.4－13 図 ｆ－１断層，ｆ－２断層及びこれらの派生断層確認地点位置 

       図 

第 3.4－14 図 ｓｆ系断層確認地点位置図 

第 3.4－15 図(１) ｆ－１断層トレンチ調査スケッチ図 

第 3.4－15 図(２) ｆ－１断層トレンチ調査拡大スケッチ図 

第 3.4－16 図(１) ｆ－１断層敷地切取面調査結果図 

第 3.4－16 図(２) ｆ－１断層敷地切取面調査結果図 

第 3.4－17 図(１) ｆ－２断層トレンチ調査スケッチ図 

第 3.4－17 図(２) ｆ－２断層トレンチ調査拡大スケッチ図 
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第 3.4－18 図(１) ｆ－２断層敷地切取面調査結果図 

第 3.4－18 図(２) ｆ－２断層敷地切取面調査結果図 

第 3.4－19 図 ｆ－１ａ断層追跡坑切羽スケッチ図（東部試掘坑追跡坑） 

第 3.4－20 図 ｆ－１ｂ断層敷地切取面調査結果図 

第 3.4－21 図(１) ｆ－２ａ断層トレンチ調査スケッチ図 

第 3.4－21 図(２) ｆ－２ａ断層トレンチ調査拡大スケッチ図 

第 3.4－22 図(１) ｆ－２ａ断層トレンチ（南）調査スケッチ図 

第 3.4－22 図(２) ｆ－２ａ断層トレンチ（南）調査拡大スケッチ図 

第 3.4－22 図(３) ｆ－２ａ断層トレンチ（南）北面ブロック試料観察結果図 

第 3.4－23 図 ｆ－２ａ断層トレンチ（南）で確認された高位段丘堆積層中 

       の小断層分布範囲図 

第 3.4－24 図(１) ｓｆ－３断層トレンチ調査スケッチ図 

第 3.4－24 図(２) ｓｆ－３断層トレンチ調査拡大スケッチ図 

第 3.4－25 図 ｓｆ－４断層トレンチ調査スケッチ図 

第 3.4－26 図 ｓｆ－６断層ボーリングコア詳細観察結果図（Ｇ－３孔) 

第 3.4－27 図(１) 敷地南東部の地すべり地形付近地質構造検討結果図 

第 3.4－27 図(２) 敷地南東部の地すべり地形付近地質構造検討結果図 

第 3.4－28 図(１) 試掘坑地質展開図（西部試掘坑Ａ坑） 

第 3.4－28 図(２) 試掘坑地質展開図（西部試掘坑Ｂ坑） 

第 3.4－28 図(３) 試掘坑地質展開図（西部試掘坑Ｃ坑） 

第 3.4－29 図(１) 岩盤変形試験結果（Ｊ－１） 

第 3.4－29 図(２) 岩盤変形試験結果（Ｊ－２） 

第 3.4－29 図(３) 岩盤変形試験結果（Ｊ－３） 

第 3.4－29 図(４) 岩盤変形試験結果（Ｊ－４） 

第 3.4－30 図(１) 岩盤支持力試験結果（ＪＢ－１） 
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第 3.4－30 図(２) 岩盤支持力試験結果（ＪＢ－２） 

第 3.4－30 図(３) 岩盤支持力試験結果（ＪＢ－３） 

第 3.4－30 図(４) 岩盤支持力試験結果（ＪＢ－４） 

第 3.4－31 図(１) 岩盤せん断試験によるせん断応力－変位曲線（Ｓ－１） 

第 3.4－31 図(２) 岩盤せん断試験によるせん断応力－変位曲線（Ｓ－２） 

第 3.4－32 図 岩盤せん断強度及び破壊包絡線 

第 3.4－33 図 岩盤クリープ試験結果 

第 3.4－34 図 弾性波試験結果 

第 3.4－35 図 平均速度法による弾性波速度測定結果 

第 3.5－１図 岩石試験及び土質試験試料採取位置図並びにＰＳ検層 

       位置図 

第 3.5－２図 繰返し三軸試験（強度特性）の載荷パターン例 

第 3.5－３図 ＰＳ検層概略図 

第 3.5－４図(１) 安全上重要な施設等設置位置付近の地質図（鷹架層上限面） 

第 3.5－４図(２) 安全上重要な施設等設置位置付近の地質図（鉛直断面 

        図：Ａ測線） 

第 3.5－４図(３) 安全上重要な施設等設置位置付近の地質図（鉛直断面図： 

        Ｂ測線） 

第 3.5－４図(４) 安全上重要な施設等設置位置付近の地質図（鉛直断面図： 

       Ｃ測線） 

第 3.5－４図(５) 安全上重要な施設等設置位置付近の地質図（鉛直断面図：  

        Ｄ測線） 

第 3.5－４図(６) 安全上重要な施設等設置位置付近の地質図（鉛直断面図：  

        Ｅ測線） 

第 3.5－５図(１) ガラス固化体貯蔵建屋の地質柱状図（Ｊ－５孔） 
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第 3.5－５図(２) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の地質柱状図（Ｊ－Ｔ孔） 

第 3.5－５図(３) ガラス固化体受入れ建屋付近の地質柱状図（Ｊ－Ｔ孔） 

第 3.5－５図(４) ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒（基礎）付近の地質 

        柱状図（Ｋ－Ｔ孔） 

第 3.5－６図(１) 安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤分類図（鷹架層上 

        限面） 

第 3.5－６図(２) 安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤分類図（鉛直断面 

        図：Ａ測線） 

第 3.5－６図(３) 安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤分類図（鉛直断面 

        図：Ｂ測線） 

第 3.5－６図(４) 安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤分類図（鉛直断面 

        図：Ｃ測線） 

第 3.5－６図(５) 安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤分類図（鉛直断面 

        図：Ｄ測線） 

第 3.5－６図(６) 安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤分類図（鉛直断面 

        図：Ｅ測線） 

第 3.5－７図(１) 湿潤密度と標高の関係 

第 3.5－７図(２) 湿潤密度と標高の関係 

第 3.5－７図(３) 湿潤密度と標高又は地表からの深度の関係 

第 3.5－８図 引張強度と標高の関係 

第 3.5－９図(１) 強度特性（非排水せん断強度と標高の関係） 

第 3.5－９図(２) 強度特性（残留強度と標高の関係） 

第 3.5－９図(３) 強度特性（非排水せん断強度及び残留強度と圧密応力の 

        関係） 

第 3.5－９図(４) 強度特性（非排水せん断強度と圧密応力の関係） 
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第 3.5－９図(５) 強度特性（非排水せん断強度と圧密応力の関係） 

第 3.5－９図(６) 強度特性（非排水せん断強度と圧密応力の関係） 

第 3.5－９図(７) 強度特性（三軸圧縮試験による強度定数と標高の関係） 

第 3.5－10 図(１) 静的変形特性（初期変形係数と標高の関係） 

第 3.5－10 図(２) 静的変形特性（ポアソン比と標高の関係） 

第 3.5－10 図(３) 静的変形特性（初期変形係数及びポアソン比と圧密応力 

        の関係） 

第 3.5－10 図(４) 静的変形特性（初期変形係数及びポアソン比と圧密応力 

        の関係） 

第 3.5－10 図(５) 静的変形特性（初期変形係数及びポアソン比と圧密応力 

        の関係） 

第 3.5－10 図(６) 静的変形特性（初期変形係数及びポアソン比と圧密応力 

        の関係） 

第 3.5－10 図(７) 静的変形特性（初期変形係数及びポアソン比と標高の関 

        係） 

第 3.5－11 図 圧密試験による間隙比－圧密圧力曲線（基礎面付近） 

第 3.5－12 図 三軸クリープ試験によるひずみ－時間曲線（基礎面付近） 

第 3.5－13 図(１) 変形特性のひずみ依存性（泥岩（上部層）） 

第 3.5－13 図(２) 変形特性のひずみ依存性（泥岩（下部層）） 

第 3.5－13 図(３) 変形特性のひずみ依存性（細粒砂岩） 

第 3.5－13 図(４) 変形特性のひずみ依存性（凝灰質砂岩） 

第 3.5－13 図(５) 変形特性のひずみ依存性（軽石質砂岩） 

第 3.5－13 図(６) 変形特性のひずみ依存性（粗粒砂岩） 

第 3.5－13 図(７) 変形特性のひずみ依存性（砂岩・泥岩互層） 

第 3.5－13 図(８) 変形特性のひずみ依存性（砂岩・凝灰岩互層） 
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第 3.5－13 図(９) 変形特性のひずみ依存性（凝灰岩） 

第 3.5－13 図(10) 変形特性のひずみ依存性（軽石凝灰岩） 

第 3.5－13 図(11) 変形特性のひずみ依存性（砂質軽石凝灰岩） 

第 3.5－13 図(12) 変形特性のひずみ依存性（礫混り砂岩） 

第 3.5－13 図(13) 変形特性のひずみ依存性（軽石混り砂岩） 

第 3.5－13 図(14) 変形特性のひずみ依存性（礫岩） 

第 3.5－13 図(15) 変形特性のひずみ依存性（風化岩） 

第 3.5－13 図(16) 変形特性のひずみ依存性（ｆ－１断層） 

第 3.5－13 図(17) 変形特性のひずみ依存性（ｆ－２断層） 

第 3.5－13 図(18) 変形特性のひずみ依存性（ＰＰ１） 

第 3.5－13 図(19) 変形特性のひずみ依存性（ＰＰ２） 

第 3.5－13 図(20) 変形特性のひずみ依存性（ＰＨ） 

第 3.5－13 図(21) 変形特性のひずみ依存性（造成盛土） 

第 3.5－13 図(22) 変形特性のひずみ依存性（埋戻し土） 

第 3.5－13 図(23) 変形特性のひずみ依存性（流動化処理土（Ａ）） 

第 3.5－14 図 繰返し三軸試験による動的強度と静的強度の比較 

第 3.5－15 図(１) ＰＳ検層結果（Ｊ－Ｔ孔） 

第 3.5－15 図(２) ＰＳ検層結果（Ｊ－５孔） 

第 3.5－15 図(３) ＰＳ検層結果（Ｊ－Ｔ孔） 

第 3.5－15 図(４) ＰＳ検層結果（Ｋ－Ｔ孔） 

第 3.5－16 図(１) 動的変形特性（動せん断弾性係数と標高の関係） 

第 3.5－16 図(２) 動的変形特性（動ポアソン比と標高の関係） 

第 3.5－16 図(３) 動的変形特性（動せん断弾性係数及び動ポアソン比と標 

        高の関係) 

第 3.5－16 図(４) 動的変形特性（動せん断弾性係数及び動ポアソン比と圧 
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        密応力の関係） 

第 3.5－16 図(５) 動的変形特性（動せん断弾性係数及び動ポアソン比と標 

        高の関係） 

第 3.5－16 図(６) 動的変形特性（動せん断弾性係数及び動ポアソン比と標 

        高の関係） 

第 3.5－16 図(７) 動的変形特性（動せん断弾性係数及び動ポアソン比と地 

        表からの深度の関係） 

第 3.5－16 図(８) 動的変形特性（動せん断弾性係数及び動ポアソン比と地 

        表からの深度の関係） 

第 3.6－１図 安全上重要な施設等の配置図及び解析対象断面位置図 

第 3.6－２図(１) 解析用要素分割図（Ａ－Ａ断面） 

第 3.6－２図(２) 解析用要素分割図（Ｂ－Ｂ断面） 

第 3.6－２図(３) 解析用要素分割図（Ｃ－Ｃ断面） 

第 3.6－２図(４) 解析用要素分割図（Ｄ－Ｄ断面） 

第 3.6－２図(５) 解析用要素分割図（Ｅ－Ｅ断面） 

第 3.6－３図 地盤モデルの境界条件 

第 3.6－４図 入力地震動の考え方 

第 3.6－５図 各断面における入力地震動毎のすべり安全率の比較 

 

第 5.2－１図(１) 敷地周辺の被害地震の震央分布（敷地からの震央距離 200 

        ｋｍ程度以内） 

第 5.2－１図(２) 敷地周辺の被害地震の震央分布（敷地からの震央距離 200 

        ｋｍ程度以遠） 

第 5.2－２図 敷地周辺の被害地震のマグニチュード－震央距離 

第 5.2－３図 地震カタログ間で差異のみられる地震の震央分布 
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第 5.2－４図 地震カタログ間の差異による敷地への影響度の比較 

第 5.2－５図 敷地周辺におけるＭ5.0 以上の中地震の震央分布（1923 年～ 

       2015 年７月） 

第 5.2－６図 敷地周辺におけるＭ5.0 以上の中地震の震源鉛直分布（1923 

       年～2015 年７月） 

第 5.2－７図 深発地震面の等深線 

第 5.2－８図(１) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震央分布 

        （震源深さ０～30ｋｍ，2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－８図(２) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震央分布 

        （震源深さ 30～60ｋｍ，2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－８図(３) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震央分布 

        （震源深さ 60～100ｋｍ，2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－８図(４) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震央分布 

        （震源深さ 100ｋｍ以上，2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－９図(１) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震源鉛直分 

        布（2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－９図(２) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震源鉛直分 

布（2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－９図(３) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震源鉛直分 

布（2012 年～2015 年７月） 

第 5.2－９図(４) 敷地周辺におけるＭ5.0 以下の小・微小地震の震源鉛直分 

布（2012 年～2015 年７月） 

第 5.3－１図 敷地周辺における活断層分布 

第 5.4－１図 活断層分布と過去の被害地震の震央分布 

第 5.4－２図 活断層分布と小・微小地震の震央分布 
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第 5.4－３図 1766 年津軽の地震の震度分布 

第 5.5－１図(１) ＰＳ検層結果（東西断面その１） 

第 5.5－１図(２) ＰＳ検層結果（東西断面その２） 

第 5.5－１図(３) ＰＳ検層結果（南北断面その１） 

第 5.5－１図(４) ＰＳ検層結果（南北断面その２） 

第 5.5－１図(５) ＰＳ検層結果（南北断面その３） 

第 5.5－２図 屈折法地震探査による敷地及び敷地周辺の速度構造 

第 5.5－３図 地震観測点 

第 5.5－４図(１) 観測記録に基づく伝達関数とはぎとり地盤モデルによる伝 

        達関数の比較（中央地盤） 

第 5.5－４図(２) 観測記録に基づく伝達関数とはぎとり地盤モデルによる 

        伝達関数の比較（東側地盤） 

第 5.5－４図(３) 観測記録に基づく伝達関数とはぎとり地盤モデルによる 

        伝達関数の比較（西側地盤） 

第 5.5－５図 2011 年東北地方太平洋沖地震 ３地盤のはぎとり波の応答ス 

       ペクトル（標高－70ｍ，減衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－６図 微動アレー観測点位置 

第 5.5－７図 各微動アレー観測点のＳ波速度構造及び地震基盤～解放基盤 

       表面の増幅比の比較 

第 5.5－８図 観測地震の震央分布 

第 5.5－９図(１) 地震発生様式別応答スペクトル（標高－70ｍ，ＮＳ成分， 

        減衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－９図(２) 地震発生様式別応答スペクトル（標高－70ｍ，ＥＷ成分， 

        減衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－９図(３) 地震発生様式別応答スペクトル（標高－70ｍ，ＵＤ成分， 
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        減衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－10 図(１) 地震別応答スペクトル（観測深度の比較）（ＮＳ成分，減 

        衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－10 図(２) 地震別応答スペクトル（観測深度の比較）（ＥＷ成分，減 

        衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－10 図(３) 地震別応答スペクトル（観測深度の比較）（ＵＤ成分，減 

        衰定数（ｈ）＝0.05） 

第 5.5－11 図 地震波の到来方向別の検討に用いた地震の分布 

第 5.5－12 図(１) 地盤観測点（東側）の到来方向別の応答スペクトル比 

第 5.5－12 図(２) 地盤観測点（東側）の到来方向別の応答スペクトル比 

第 5.5－12 図(３) 地盤観測点（西側）の到来方向別の応答スペクトル比 

第 5.5－12 図(４) 地盤観測点（西側）の到来方向別の応答スペクトル比 

第 5.5－13 図 深部地盤モデルによる増幅特性とスペクトルインバージョン 

       解析の増幅特性の比較 

第 5.5－14 図 深部地盤モデルによる増幅特性と経験的サイト増幅特性の 

       比較 

第 5.5－15 図 解放基盤表面（Ｇ.Ｌ.－125ｍ）における３次元地盤モデル 

       と深部地盤モデルの最大振幅値の比較 

第 5.6－１図 「想定三陸沖北部の地震」及び「2011 年東北地方太平洋沖地 

       震を踏まえた地震」の断層面比較 

第 5.6－２図 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震（三陸沖北部 

       ～根室沖の連動）」の断層面及び「超巨大地震（17 世紀 

       型）」の評価対象領域の比較 

第 5.6－３図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層 

        面の位置（三陸沖北部～宮城県沖） 
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第 5.6－３図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層 

        面の位置（三陸沖北部～根室沖） 

第 5.6－４図 検討用地震の選定（Ｎｏｄａ ｅｔ ａｌ.（2002）による 

       比較）（海洋プレート内地震） 

第 5.6－５図 「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置 

第 5.6－６図 原子力安全基盤機構（2004）による地震域区分毎の地震発生 

       上下限層分布図 

第 5.6－７図 敷地周辺の小・微小地震の震央分布及び震源の鉛直分布 

       （1997 年 10 月～2011 年 12 月） 

第 5.6－８図 敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果 

第 5.6－９図 敷地周辺の主な活断層から想定される地震のマグニチュード－ 

       震央距離 

第 5.6－10 図 選定した内陸地殻内地震の断層面の位置 

第 5.6－11 図 敷地に影響を与えるおそれがあると考えられる地震の応答 

       スペクトル 

第 5.6－12 図 短周期レベルと既往スケーリング則の比較 

第 5.6－13 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層 

        モデル（三陸沖北部～宮城県沖の連動，基本モデル） 

第 5.6－13 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層 

        モデル（三陸沖北部～根室沖の連動，基本モデル） 

第 5.6－14 図 断層モデルパラメータ設定フロー（プレート間地震） 

第 5.6－15 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層 

        モデル（三陸沖北部～宮城県沖の連動，ＳＭＧＡ位置の不 

        確かさケース） 

第 5.6－15 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層 
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        モデル（三陸沖北部～根室沖の連動，ＳＭＧＡ位置の不確 

        かさケース） 

第 5.6－16 図(１) 要素地震の震央位置及び観測記録の波形（プレート間地震） 

        （三陸沖北部～宮城県沖の連動） 

第 5.6－16 図(２) 要素地震の震央位置及び観測記録の波形（プレート間地震） 

        （三陸沖北部～根室沖の連動） 

第 5.6－17 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～宮 

        城県沖の連動，基本モデル）（水平方向） 

第 5.6－17 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～宮 

        城県沖の連動，基本モデル）（鉛直方向） 

第 5.6－17 図(３) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～宮 

        城県沖の連動，ＳＭＧＡ位置の不確かさケース）（水平方 

        向） 

第 5.6－17 図(４) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～宮 

        城県沖の連動，ＳＭＧＡ位置の不確かさケース）（鉛直方 

        向） 

第 5.6－17 図(５) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～根 

        室沖の連動，基本モデル）（水平方向） 

第 5.6－17 図(６) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～根 
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        室沖の連動，基本モデル）（鉛直方向） 

第 5.6－17 図(７) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～根 

        室沖の連動，ＳＭＧＡ位置の不確かさケース）（水平方向） 

第 5.6－17 図(８) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答 

        スペクトル（断層モデルを用いた手法）（三陸沖北部～根 

        室沖の連動，ＳＭＧＡ位置の不確かさケース）（鉛直方向） 

第 5.6－18 図 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル（基本モデル・短 

       周期レベルの不確かさケース） 

第 5.6－19 図(１) 断層モデルパラメータ設定フロー（海洋プレート内地震） 

        （基本モデル，短周期レベルの不確かさケース，断層面位 

        置の不確かさケース） 

第 5.6－19 図(２) 断層モデルパラメータ設定フロー（海洋プレート内地震） 

        （地震規模の不確かさケース） 

第 5.6－20 図(１) 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル（断層位置の 

        不確かさケース） 

第 5.6－20 図(２) 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル（地震規模の 

        不確かさケース） 

第 5.6－21 図 海洋プレート内地震の観測記録に基づく補正に関する検討 

第 5.6－22 図(１) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（応答スペ 

        クトルに基づく手法）（水平方向） 

第 5.6－22 図(２) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（応答スペ 

        クトルに基づく手法）（鉛直方向） 

第 5.6－23 図(１) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（基本モデル，水平方向） 
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第 5.6－23 図(２) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（基本モデル，鉛直方向） 

第 5.6－23 図(３) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（短周期レベルの不確かさケース，水平 

        方向） 

第 5.6－23 図(４) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（短周期レベルの不確かさケース，鉛直 

        方向） 

第 5.6－23 図(５) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（断層位置の不確かさケース，水平方向） 

第 5.6－23 図(６) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（断層位置の不確かさケース，鉛直方向） 

第 5.6－23 図(７) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（地震規模の不確かさケース，水平方向） 

第 5.6－23 図(８) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（地震規模の不確かさケース，鉛直方向） 

第 5.6－24 図 「出戸西方断層による地震」の断層モデル（基本モデル・短 

       周期レベルの不確かさケース） 

第 5.6－25 図 断層モデルパラメータ設定フロー（内陸地殻内地震） 

第 5.6－26 図 「出戸西方断層による地震」の断層モデル（断層傾斜角の 

       不確かさケース・断層傾斜角と短周期レベルの不確かさを 

       重畳させたケース） 

第 5.6－27 図(１) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（応答スペ 

        クトルに基づく手法）（基本モデル・短周期レベルの不確 

        かさケース，水平方向） 



3－目－44 

第 5.6－27 図(２) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（応答スペ 

        クトルに基づく手法）（断層傾斜角の不確かさケース・断 

        層傾斜角と短周期レベルの不確かさを重畳させたケース， 

        水平方向） 

第 5.6－28 図 要素地震の震央位置及び観測記録の波形（内陸地殻内地震） 

第 5.6－29 図(１) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（基本モデル，水平方向） 

第 5.6－29 図(２) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（基本モデル，鉛直方向） 

第 5.6－29 図(３) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（短周期レベルの不確かさケース，水平 

        方向） 

第 5.6－29 図(４) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（短周期レベルの不確かさケース，鉛直 

        方向） 

第 5.6－29 図(５) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（断層傾斜角の不確かさケース，水平方 

        向） 

第 5.6－29 図(６) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（断層傾斜角の不確かさケース，鉛直方 

        向） 

第 5.6－29 図(７) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 

        ルを用いた手法）（短周期レベルと断層傾斜角の不確かさ 

        を重畳させたケース，水平方向） 

第 5.6－29 図(８) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル（断層モデ 
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        ルを用いた手法）（短周期レベルと断層傾斜角の不確かさ 

        を重畳させたケース，鉛直方向） 

第 5.6－30 図(１) 加藤ほか（2004）による応答スペクトル（水平方向） 

第 5.6－30 図(２) 加藤ほか（2004）による応答スペクトル（鉛直方向） 

第 5.6－31 図(１) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水平方 

        向） 

第 5.6－31 図(２) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛直方 

        向） 

第 5.6－32 図(１) 応答スペクトルに基づく地震動評価結果と基準地震動 

        Ｓｓ－Ａの比較（水平方向） 

第 5.6－32 図(２) 応答スペクトルに基づく地震動評価結果と基準地震動 

        Ｓｓ－Ａの比較（鉛直方向） 

第 5.6－33 図 継続時間及び振幅包絡線の経時的変化 

第 5.6－34 図 設計用応答スペクトルに対する設計用模擬地震波の応答スペ 

       クトルの比 

第 5.6－35 図 Ｓｓ－ＡＨ，Ｓｓ－ＡＶの設計用模擬地震波の加速度時刻歴 

       波形 

第 5.6－36 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）と基準地震動Ｓｓ－ 

        Ａの比較（ＮＳ方向） 

第 5.6－36 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）と基準地震動Ｓｓ－ 

        Ａの比較（ＥＷ方向） 

第 5.6－36 図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）と基準地震動Ｓｓ－ 

        Ａの比較（ＵＤ方向） 

第 5.6－37 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ１の加速度時刻歴波形 

第 5.6－37 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ２の加速度時刻歴波形 
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第 5.6－37 図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ３の加速度時刻歴波形 

第 5.6－37 図(４) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ４の加速度時刻歴波形 

第 5.6－37 図(５) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ５の加速度時刻歴波形 

第 5.6－38 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ４）と基準地震動Ｓｓ－ 

         Ａの比較（水平方向） 

第 5.6－38 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ３）と基準地震動Ｓｓ－ 

         Ａの比較（鉛直方向） 

第 5.6－39 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ１の加速度時刻歴波形 

第 5.6－39 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ２の加速度時刻歴波形 

第 5.6－39 図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ３の加速度時刻歴波形 

第 5.6－39 図(４) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ４の加速度時刻歴波形 

第 5.6－40 図(１) ロジックツリー（特定震源，プレート間地震） 

第 5.6－40 図(２) ロジックツリー（特定震源，内陸地殻内地震） 

第 5.6－40 図(３) ロジックツリー（領域震源） 

第 5.6－41 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）と一様 

         ハザードスペクトルの比較（水平方向） 

第 5.6－41 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）と一様 

         ハザードスペクトルの比較（鉛直方向） 

第 5.6－42 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ４）と一様ハザードスペ 

        クトル（領域震源（内陸地殻内地震））の比較（水平方向） 

第 5.6－42 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ３）と一様ハザードスペ 

        クトル（領域震源（内陸地殻内地震））の比較（鉛直方向） 

第 5.6－43 図(１) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ａ，ガラス固化体貯 

        蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(２) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ１，ガラス固化体 
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        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(３) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ２，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(４) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ３，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(５) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ４，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(６) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ５，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(７) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｃ１，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(８) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｃ２，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(９) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｃ３，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

第 5.6－43 図(10) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｃ４，ガラス固化体 

        貯蔵建屋：西側地盤） 

 

第 6.2－１図 廃棄物管理施設付近の集落，学校，認定こども園及び医療機 

        関の位置 

第 6.3－１図 廃棄物管理施設付近の土地利用状況図 

第 6.3－２図 廃棄物管理施設周辺の漁業権等状況図 

第 6.4－１図 廃棄物管理施設周辺の主要な道路，鉄道及び港湾 

第 6.4－２図 廃棄物管理施設周辺の航空路等図 

第 6.6－１図 むつ小川原開発地区の土地利用想定図 



3－目－48 

第 6.6－２図 六ヶ所都市計画図 

 

第 7.3－１図 地理的領域内の第四紀火山 

第 7.3－２図 地理的領域内の火山地質図 

第 7.4－１図 十和田における過去最大規模の噴火による火砕流堆積物の 

       分布と到達可能性範囲 

第 7.4－２図 八甲田カルデラにおける過去最大規模の噴火による火砕流 

       堆積物の分布と到達可能性範囲 

第 7.4－３図 十和田の階段ダイアグラム及び噴火前休止期間の時間変化 

第 7.4－４図 十和田の階段ダイアグラム 

第 7.4－５図(１) 巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

第 7.4－５図(２) 巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

第 7.4－６図 十和田大不動火砕流堆積物の分布及び十和田切田テフラの 

       等層厚線図 

第 7.4－７図 敷地内（Ｌｏｃ．26）における十和田八戸火砕流堆積物及び 

       十和田大不動火砕流堆積物の状況 

第 7.4－８図 十和田八戸火砕流堆積物の分布及び十和田八戸テフラの等層 

       厚線図 

第 7.4－９図 Ｎａｋａｊｉｍａ ｅｔ ａｌ．（2001）の地震波トモグラ 

       フィ解析結果 

第 7.4－10 図 中島（2017）の地震波トモグラフィ解析結果 

第 7.4－11 図(１) 防災科学技術研究所ＨＰ上の「日本列島下の三次元地震波 

        速度構造（海域拡大 2017 年度版）」の地震波トモグラフィ 

        解析結果 

第 7.4－11 図(２) 防災科学技術研究所ＨＰ上の「日本列島下の三次元地震波 



3－目－49 

        速度構造（海域拡大 2017 年度版）」の地震波トモグラフィ 

        解析結果 

第 7.4－12 図(１) Ｈｉ－ｎｅｔや東北大学等の観測点の観測データを用いた 

        地震波トモグラフィ解析結果 

第 7.4－12 図(2) Ｈｉ－ｎｅｔや東北大学等の観測点の観測データを用いた 

        地震波トモグラフィ解析結果 

第 7.4－13 図 北東北における観測及びモデル化されたインダクションベク 

       トル 

第 7.4－14 図(１) 北東北の三次元比抵抗構造（水平断面） 

第 7.4－14 図(２) 北東北の三次元比抵抗構造（鉛直断面） 

第 7.4－15 図 十和田付近における地震活動 

第 7.4－16 図 十和田を囲む電子基準点間の基線長の時間変化（斜距離成分） 

第 7.4－17 図 十和田付近の一等水準路線の上下変動の期間内変動量 

第 7.4－18 図 十和田の後カルデラ期の階段ダイアグラム 

第 7.4－19 図 十和田毛馬内火砕流堆積物の分布及び十和田－ａテフラの等 

       層厚線図 

第 7.4－20 図 八甲田山の噴出物の分布と階段ダイアグラム 

第 7.4－21 図 北八甲田火山群の噴出率の時間変化及び噴出中心の時空間 

       分布 

第 7.4－22 図 八甲田第２期火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

第 7.4－23 図 Ｌｏｃ.Ｂ01 における八甲田カルデラの噴出物に着目した地 

       質柱状図等 

第 7.4－24 図 八甲田山におけるインダクションベクトルの実部の分布 

第 7.4－25 図 八甲田山の比抵抗構造 

第 7.4－26 図 八甲田山付近における地震活動 
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第 7.4－27 図 八甲田山を囲む電子基準点間の基線長の時間変化（斜距離 

       成分） 

第 7.4－28 図 八甲田山付近の一等水準路線の上下変動の期間内変動量 
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1. 敷  地 

1.1 敷  地 

  敷地は，青森市の東北東約50ｋｍ，下北半島南部の太平洋側寄り（北緯

40°57′，東経141°20′）に位置し，青森県上北郡六ヶ所村のむつ小川

原開発地区内にある。 

  敷地に近い主な都市は，三沢市（南約30ｋｍ），むつ市（北北西約40

ｋｍ），十和田市（南南西約40ｋｍ），八戸市（南南東約50ｋｍ）及び

青森市（西南西約50ｋｍ）である。 

  敷地は，北東側の尾駮
おぶち

沼，南側の鷹架
たかほこ

沼との間にある弥栄平
いやさかたい

と呼ばれる

標高60ｍ前後の台地にある。敷地は，北東部を一部欠き，西側が緩い円

弧状の長方形に近い部分と，その南東端から東に向かう帯状の部分からな

り，帯状の部分は途中で二またに分かれている。総面積は，帯状の部分

（運搬専用道路）約30万ｍ２を含めて約390万ｍ２である。 

  敷地及びその周辺の概況を第1.1－１図に示す。 

  廃棄物管理施設の配置については，敷地中央から北西寄りにガラス固化

体貯蔵建屋を設置し，その西側にガラス固化体受入れ建屋を，北側にガラ

ス固化体貯蔵建屋Ｂ棟を設置する。 

  主要な廃棄物管理施設から敷地境界までの最短距離は，西北西方向で約

500ｍとなっている。 

  なお，廃棄物管理施設を配置する敷地は，造成高が標高約55ｍで海岸

からの距離も約５ｋｍと遠く，海岸は地形的にも津波の被害が発生しにく

い単調な砂浜海岸であり，また，敷地近傍で観測された潮位は，気象庁八

戸検潮所の観測記録
（１）

（1937年～2011年）によれば，最高潮位が東京湾平

均海面（以下「Ｔ．Ｍ．Ｓ．Ｌ．」という｡）＋1.82ｍ（1943年10月３日

台風），潮汐概況
（２）

によれば朔望平均満潮位が過去５年間（2007年～2011
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年）においてＴ．Ｍ．Ｓ．Ｌ．＋0.673ｍであるので，異常潮位により被

害を被ることはない。 
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1.2 参考文献一覧 

 (１ ) 気象庁．“潮位観測情報：過去最高潮位一覧表”．気象庁ホ

ームページ．

http://www.jma.go.jp/jp/choi/list2.html#explain，（参

照 2013-10-09）． 

 ( ２ ) 気象庁．“2011年の八戸の潮汐概況”．気象庁ホームページ． 

http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/tide/gaikyo/ne

nindex.php，（参照 2013-10-10）． 
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第 1.1－１図 敷地及びその周辺の概況図 
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2. 気  象 

2.1 青森県の気象（１）（２）（３）（５）（８） 

2.1.1 地勢と気象 

敷地は，青森県下北半島の南部の太平洋側の開けたところに位置してお

り，北側約８ｋｍに吹越烏帽子
ふっこしえぼし

山（標高 508ｍ）があり，南側はほぼ平坦

である。また，東側は約５ｋｍで太平洋，西側は約９ｋｍで陸奥湾があり，

それぞれの海岸線の向きはほぼ南北である。 

青森県の気候区分は，日本海側東北・北海道型の気候区に属している。 

青森県東部の降水量の平年値は，年間約 1,000ｍｍ～1,400ｍｍ，気温

の平年値は，約 10℃であり，風向は，夏は東寄りの風が多く，その他の

季節では西寄りの風が多い。 
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2.1.2 四季の気候 

 (１) 春 

   3 月は，冬の季節風は弱まるが，初旬はまだ気温は低く，雪も降りや 

  すく積雪も多い。4 月には平地の雪は消え，下旬から高気圧と低気圧が 

  交互に現れ，天気は，周期的に変化するようになる。降水量は，全般に 

  少なく，湿度は年間を通して最も低い。 

 (２) 夏 

   6 月中旬から本州南岸沿いに梅雨前線が停滞し，ぐずついた天気が続 

  く。平年の梅雨入りは，6 月中旬であり，7 月下旬に明ける。この期間 

  は，当地方で｢やませ｣と呼ばれているオホーツク海高気圧から吹き出し 

  てくる寒冷な風により低温の日が多くなる。梅雨明け後は，盛夏期を向 

  かえ，安定した夏型の天気となり，8 月は 1 年間の最高気温が現れる。 

 (３) 秋 

   9 月下旬から気温は，急に下がり始め，天気は再び周期変化する。ま 

  た，9 月は秋霖
しゅうりん

期と台風シーズンに当たり，太平洋側では降水量の最 

  も多い月である。10 月は，好天の日が多くなる。11月に入ると平地でも 

  初雪が降り，しぐれ模様の天気の日が多く，下旬には積雪となることが 

  多い。 

 (４) 冬 

   12 月は，大陸の高気圧が強まって西寄りの季節風が卓越し，本格的な 

  冬を迎える。1 月及び 2 月は，日本海側では連日降雪が続くが，太平洋 

  側では八甲田山系の影響で降雪は比較的少ない。また，この時期は，発 

  達した低気圧により風の強い日が多い。一方，2 月下旬には季節風は弱 

  まるが，低気圧が本州の南岸沿いに北上し，太平洋側でも大雪となるこ 

  とがある。 
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2.2 最寄りの気象官署の資料による一般気象 

2.2.1 気象官署所在地の状況 

対象とした気象官署は，八戸特別地域気象観測所（旧八戸測候所）及び

むつ特別地域気象観測所（旧むつ測候所）の２箇所であり，各気象官署の

位置及び観測項目を第 2.2－１図及び第 2.2－１表に示す。八戸特別地域

気象観測所は太平洋に，むつ特別地域気象観測所は陸奥湾にそれぞれ面し

ている。 
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2.2.2 八戸，むつ各気象官署を選んだ理由 

この地方の一般気象を知るため，長期間通年観測が行われている気象官

署の資料が必要である。青森県には，気象官署として青森地方気象台，深

浦特別地域気象観測所（旧深浦測候所），八戸特別地域気象観測所及びむ

つ特別地域気象観測所がある。これらの気象官署は，よく管理された長期

間の観測資料を得ているが，気候的に敷地に比較的類似している最寄りの

気象官署は，八戸特別地域気象観測所及びむつ特別地域気象観測所である。

したがって，敷地の局地的気象を推定し，廃棄物管理施設の一般的設計条

件として必要なデータを得るために，八戸特別地域気象観測所及びむつ特

別地域気象観測所の資料を用いることとした。なお，廃棄物管理施設から

近く気象条件が似ていることから，気象庁の六ヶ所地域気象観測所の資料

も考慮することとした。 

  



3－2－5 

2.2.3 最寄りの気象官署における一般気象（４）（５）（６）（７）（８）（９）（１０）（１１） 

 (１) 一般気象 

   八戸特別地域気象観測所及びむつ特別地域気象観測所における一般気

象に関する統計をそれぞれ第 2.2－２表及び第 2.2－３表に示す。この

地方に影響を与えた主な台風を第 2.2－18 表及び第 2.2－19 表に示す。

年平均気温，最高気温及び最低気温は，両気象官署でほぼ等しい値を示

すが，八戸特別地域気象観測所でやや高い。両気象官署とも湿度は夏が

高く，風向は年間を通じて西寄りの風が多い。 

 (２) 極  値 

   第 2.2－４表～第 2.2－17 表（第 2.2－６表及び第 2.2－15 表を除

く。）に示す最寄りの気象官署の観測記録からみれば，両気象官署では

冬の積雪量に差が現れるが，この最深積雪を除けば両気象官署ともほぼ

同程度の極値を示している。八戸特別地域気象観測所の観測記録によれ

ば，日最高気温 37.0℃（1978 年８月３日），日最低気温－15.7℃（1953

年１月３日），日最大降水量 160.0ｍｍ（1982 年５月 21 日），日最大１

時間降水量 67.0ｍｍ（1969 年８月５日），日最大瞬間風速 41.7ｍ／ｓ

（西南西 2017 年９月 18 日）及び積雪の深さの月最大値 92ｃｍ（1977 年

２月 16 日）である。むつ特別地域気象観測所の観測記録によれば，日

最高気温 34.7℃（2012 年７月 31 日），日最低気温－22.4℃（1984 年

２月 18 日），日最大降水量 162.5ｍｍ（1981 年８月 22 日及び 2016 年

８月 17 日），日最大１時間降水量 51.5ｍｍ（1973 年９月 24 日），日

最大瞬間風速 38.9ｍ／ｓ（西南西 1961 年５月 29 日）及び積雪の深さ

の月最大値 170ｃｍ（1977 年２月 15 日）である。なお，第 2.2－６表

に示す六ヶ所地域気象観測所の観測記録によれば、日最高気温 34.2℃

（2004 年７月 31 日，1994 年８月 13 日及び 2011 年８月 10 日），日最
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低気温－14.6℃（1981 年２月 27 日）である。第 2.2－15 表に示す六ヶ

所村統計書における記録（統計期間：1973 年～2002 年）によれば，積

雪の深さの月最大値は 190ｃｍ（1977 年２月 17 日）である。 
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2.2.4 その他の一般気象 

 (１) 森林火災 

   気象条件については，「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」

（平成 25 年６月 19 日 原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決

定）を参考とし，過去 10 年間を調査し，森林火災の発生頻度が多い３

月から８月の最高気温，最小湿度及び最大風速の組合せを考慮し，風向

は卓越方向を考慮する。廃棄物管理施設の最寄りの気象官署としては，

気候的に敷地に比較的類似している八戸特別地域気象観測所及びむつ特

別地域気象観測所があり，敷地近傍には六ヶ所地域気象観測所がある。

最高気温，最小湿度及び最大風速については，気象条件が最も厳しい値

となる八戸特別地域気象観測所の過去 10 年間の気象データ
（１２）

から設定す

る。風向については，廃棄物管理施設の風上に発火点を設定する必要が

あることから，敷地近傍にある六ヶ所地域気象観測所の過去 10 年間の

気象データ
（１２）

から，最大風速時の風向の出現回数及び風向の出現回数を調

査し，卓越方向を設定する。 

   青森県の森林火災
（１３）

発生
（１４）

状況
（１５）

（2003～2012 年）及び気象データ
（１２）

（最高

気温，最小湿度及び最大風速）（2003～2012 年）について，第 2.2－20

表に示す。 

   気象データ
（１２）

（卓越風向）（2003 年～2012 年における３月～８月の期

間）について，第 2.2－21 表に示す。 
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2.3 敷地における気象観測 

 敷地の気象資料を得るため，敷地内で，昭和60年12月から風向，風速，

日射量，放射収支量等の観測を行っている。 

 以上の観測に使用した気象測器の種類，観測位置及び観測期間を第2.3

－１表に，観測点位置を第2.3－１図(１)及び第2.3－１図(２)に示す。 
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2.3.1 気象観測点の状況 

 (１)  地上風を代表する観測点 

   敷地を代表する地上風の資料を得るため，敷地内の露場（標高59ｍ)

  に観測柱を設置し，地上高lOｍ（標高69ｍ）で風向風速の観測を行った。

  この観測点は，周囲の障害物の影響を受けることがなく平坦地で開けて

  おり，敷地の地上風を十分に代表している。 

 (２) 大気安定度を求めるための風速，日射量及び放射収支量の観測点 

   大気安定度を求めるため，風速については，地上風を代表する観測点

  で測定した値を使用する。日射量及び放射収支量については，露場の観

  測点で測定した値を使用する。 
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2.3.2 気象観測項目 

  敷地における気象観測項目は，下記のとおりである。 

   風 向 風 速 

   日 射 量 

   放射収支量 

   降 水 量 

   気   温 

   湿   度 

  （観測点の位置については第2.3－１図(１)及び第2.3－１図(２)参照） 
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2.3.3 気象測器 

  気象測器は，第2.3－１表に示しているが，気象業務法に基づく気象庁

 検定を受けたものである。 

  なお，放射収支計及び温度差計は，気象庁の検定項目にないため，定期

 的に検査を行った。 
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2.4 敷地における気象観測結果 

 平成25年４月から平成26年３月までの１年間の敷地における観測結果を

以下に示す。 
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2.4.1 敷地を代表する風 

  敷地の地上風を代表する露場（第2.3－１図）の地上高10ｍ（標高69ｍ）

における１年間の観測結果を以下に示す。 

 (１) 風  向 

   年間及び月別の風配図を第 2.4－１図から第 2.4－３図に示す。 

   これらによれば，風向は，５月～10 月にかけて東寄りの風が多いが，

その他の月は年間を通じて西寄りの風が多くなっている。 

   年間の低風速（0.5ｍ／ｓ～2.0ｍ／ｓ）時の風配図を第 2.4－４図に

示す。 

   これによれば，際立って出現している風向はない。 

 (２) 風  速 

   年間及び月別の風速別出現頻度，風速別出現頻度累積を第 2.4－５図

から第 2.4－７図に示す。 

   これらによれば，年平均風速が 4.3ｍ／ｓで，各風速階級の出現頻度

に大きな差はない。 

   また，静穏状態（風速 0.5ｍ／ｓ未満）の年間出現頻度は，1.1％で

ある。 

 (３) 同一風向継続時間 

   年間風向継続時間を第 2.4－１表に示す。 

   比較的継続時間の長いことの多い風向は，東寄り及び西寄りの風であ

る。各風向とも７時間以内がほとんどであり，その出現回数は 97.9％

を占めている。 

   また，静穏の継続時間は，１時間以内がほとんどであり，その出現回

数は 85.7％を占めている。 
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2.4.2  大気安定度 

  日射量，放射収支量及び地上高10ｍ（標高69ｍ）の風速の観測資料から

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（昭和57年１月28日原

子力安全委員会決定）（以下「気象指針」という）に基づき大気安定度の

分類を行った。 

  年間及び月別の大気安定度出現頻度を第2.4－８図に，並びに大気安定

度別の地上高10ｍ（標高69ｍ）の風配図を第2.4－９図に示す。 

  年間の出現頻度は，Ａ型からＣ型は15.6％，Ｄ型（Ｃ－Ｄ型も含む。）

は68.2％，Ｅ型からＧ型は16.2％となっている。Ｄ型は年間を通じて出現

頻度が多く，Ａ型からＣ型は５月～９月に比較的多くなっており，Ｅ型か

らＧ型は８月～11月に多くなっている。 

  安定度別の風向分布は，Ａ型からＣ型は西～西北西及び東～東南東，Ｄ

型は西～西北西及び東～東南東，Ｅ型からＧ型は西南西～北西の風が多く

なっている。 

  大気安定度の継続時間別出現回数を第2.4－２表に示す。比較的継続時

間の長いことの多い大気安定度型はＤ型である。他の大気安定度型では６

時間以内がほとんどであり，その出現回数は96.4％を占めている。 
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2.4.3 観測結果からみた敷地の気象特性 

  敷地における気象観測資料を解析した結果によると，敷地の気象特性と

して次の点が挙げられる。 

 (１) 風向出現頻度は，西寄り及び東寄りの風が多い。 

 (２) 年平均風速は，4.3ｍ／ｓである。 

   また，静穏の年間出現頻度は，1.1％であり，かつ，継続時間は１時

間以内がほとんどである。 

 (３) 大気安定度は，Ｄ型の出現が多い。 

   Ａ＋Ｂ＋Ｃ型，Ｄ型時は，西寄り及び東寄りの風がほぼ同程度出現し

ている。Ｅ＋Ｆ＋Ｇ型時は，西南西～北西の風がやや多く出現している。 
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2.5 安全解析に使用する気象条件 

  安全解析に使用する気象条件は，「2.3 敷地における気象観測」に述

べた気象資料を使用し，「気象指針」により求めた。 
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2.5.1  観測期間の気象条件の代表性の検討 

  敷地において観測した平成25年４月から平成26年３月までの１年間の気

象資料により安全解析を行うに当たり，観測を行った１年間の気象が長期

間の気象と比較して特に異常な年でないかどうかの検討を行った。 

  風向出現頻度及び風速階級別出現頻度について，敷地内の露場における

10年間（平成15年４月～平成25年３月）の資料により検定を行った。検定

法は，不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従った。 

  その結果を第2.5－１表及び第2.5－２表に示す。 

  これによると，有意水準５％で棄却された項目はない。これは，安全解

析に使用する平成25年４月から平成26年３月までの１年間が異常年でない

ことを示している。したがって，この期間の気象資料を用いて平常時の拡

散評価及び設計最大評価事故の評価を行った。 
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2.5.2  大気拡散の計算に使用する放出源の有効高さ 

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒（以下「換気筒」という。）から

放出する放射性物質の拡散評価に係る放出源の有効高さは，吹上げを考慮

せずに，次式により計算する。 

  Ｈｅ＝Ｈ ℓ －Ｇ ℓ  

 ここで， 

  Ｈｅ：換気筒の有効高さ（ｍ） 

  Ｈ ℓ：換気筒の排気口の標高（ｍ） 

  Ｇ ℓ：敷地周辺の地表面の標高（ｍ） 

 換気筒の排気口の標高Ｈ ℓ は，換気筒の地上高約75ｍに設置点の標高

約55ｍを加えた高さ約130ｍとする。敷地周辺の地表面の標高Ｇ ℓ は，敷

地周辺の地形を考慮し，全方位について80ｍとする。したがって，換気筒

の平常時の拡散評価に用いる放出源の有効高さは，全方位について50ｍと

する。 

 ガラス固化体貯蔵建屋の冷却空気出口シャフトから放出する放射性物質

の拡散評価に係る放出源の有効高さは，吹上げを考慮せずに地上放出とし，

０ｍとする。 

 安全評価において，建屋からの放射性物質の直接放出を想定する場合に

ついては，地上放出とし放出源の有効高さを０ｍとする。 
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 Ｎ dδi 

2.5.3 大気拡散の計算に使用する気象条件 

 (１) 平常時評価 

   廃棄物管理施設の平常時に放出する放射性気体廃棄物の敷地境界外に

おける地表空気中濃度を評価するに当たっては，敷地内における平成

25 年４月から平成 26 年３月までの１年間の風向，風速及び大気安定度

の観測資料から以下に示すパラメータを求め，これを用いる。 

   なお，風向風速については，地表付近の風を代表する地上高 10ｍ

（標高 69ｍ）の値とする。 

 ａ．風向別大気安定度別風速逆数の総和及び平均 

   風向別大気安定度別風速逆数の総和及び平均は，（2.5－１）式，

（2.5－２）式によりそれぞれ計算する。 

 Ｓd,s ＝Σ       ………………………………… （2.5－１） 

 Ｓd,s ＝     ・Ｓd,s ……………………………… （2.5－２） 

   ここで， 

 Ｓd,s   ：風向別大気安定度別風速逆数の総和（ｓ／ｍ） 

 Ｓd,s   ：風向別大気安定度別風速逆数の平均（ｓ／ｍ） 

 Ｎ    ：実観測回数（回） 

 Ｕi    ：時刻 i における風速（ｍ／ｓ） 

 d,sδi  ：時刻 i において風向 d ，大気安定度 s の場合 

      d,sδi＝１，その他の場合d,sδi＝０ 

 Ｎd,s  ：風向 d ，大気安定度 s の総出現回数（回） 

 ｂ．風向出現頻度 

   風向出現頻度は，（2.5－３）式により計算する。 

    fd＝Σ   ×100 ………………………………… （2.5－３） 

 Ｎ 

i＝１ 

d,sδi 
Ｕi 

Ｎd,s 
１ 

i＝１ Ｎ 
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   ここで， 

    fd    ：風向 d の出現頻度（％） 

    Ｎ   ：実観測回数（回） 

     dδi  ：風向が d の場合dδi＝１，その他の場合dδi＝０ 

   静穏時については，風速は 0.5ｍ／ｓとし，風向別大気安定度別出現

回数は，静穏時の大気安定度別出現回数を風速 0.5ｍ／ｓ～2.0ｍ／ｓ

の風向出現頻度に応じて比例配分して求める。 

   以上の計算から求めた風向別大気安定度別風速逆数の総和を第 2.5－

３表に，風向別大気安定度別風速逆数の平均及び風向別風速逆数の平均

を第 2.5－４表に，風向出現頻度及び風速 0.5ｍ／ｓ～2.0ｍ／ｓの風向

出現頻度を第 2.5－５表に示す。 

 (２)  安全評価 

   安全評価において放出される放射性物質が，敷地周辺の公衆に及ぼす

影響を評価するに当たって，放射性物質の大気拡散状態を推定するのに

必要な気象状態については，現地における出現頻度からみて，これより

悪い条件がめったに現れないと言えるものを選ばなければならない。 

   そこで，安全評価に用いる放射性物質の相対濃度（以下「χ／Ｑ」と

いう。）を，地上高 10ｍ（標高 69ｍ）における平成 25 年４月から平成

26 年３月までの１年間の観測資料を使用して求めた。すなわち，（2.5

－４）式に示すように風向，風速，大気安定度及び実効放出継続時間を

考慮した χ／Ｑを求め，方位別にその値の小さい方からの累積度数を

年間のデータ数に対する出現頻度（％）として表すことにする。横軸に

χ／Ｑを，縦軸に累積出現頻度をとり，着目方位ごとに χ／Ｑの累積

出現頻度分布を書き，この分布から，累積出現頻度が 97％に当たる χ

／Ｑを方位別に求め，そのうち最大のものを安全評価に使用する相対濃
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T

  

度とする。 

   ただし，χ／Ｑの計算の着目地点は，各方位とも敷地境界とし，着目

地点以遠でχ／Ｑが最大になる場合は，そのχ／Ｑを着目地点における

当該時刻のχ／Ｑとする。 

  χ／Ｑ＝  Σ(χ／Ｑ)i・δi …………………… （2.5－４） 

   ここで， 

  χ／Ｑ    ：実効放出継続時間中の相対濃度（ｓ／ｍ３） 

  Ｔ      ：実効放出継続時間（ｈ） 

  （χ／Ｑ)i    ：時刻 i における相対濃度（ｓ／ｍ３） 

  δi      ：時刻 i において風向が当該方位にあるとき 

           δi＝１ 

          時刻 i において風向が他の方位にあるとき 

           δi＝０ 

   （χ／Ｑ)i の計算に当たっては，短時間放出のため，方位内で風向

軸が一定と仮定して（2.5－５）式で計算する。 

  (χ／Ｑ)i ＝            ･exp (－     ) …（2.5－５） 

   ここで， 

     σyi：時刻 i における濃度分布の水平方向の拡がりのパラメータ 

（ｍ） 

    σzi：時刻 i における濃度分布の高さ方向の拡がりのパラメータ 

（ｍ） 

    Ｕi ：時刻 i における風速（ｍ／ｓ） 

    Ｈ ：放出源の有効高さ（ｍ） 

   方位別χ／Ｑの累積出現頻度の計算に使用する風向風速は，建屋から

i＝１ 

    １           Ｈ２ 
π・σyi・σzi・Ｕi     ２σzi２ 

１ 
Ｔ 
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直接放出として地表付近の風を代表する地上高 10ｍ（標高 69ｍ）の風

向風速とする。静穏の場合には風速を 0.5ｍ／ｓとして計算し，その風

向は静穏出現前の風向を使用する。 

   また，放出源の有効高さは０ｍとし，実効放出継続時間は１ｈとする。 

   以上により求めた方位別χ／Ｑの累積出現頻度を第 2.5－１図(１)及び

第 2.5－１図(２)に示す。 

   これらの図から，安全評価に使用するχ／Ｑの値は，ガラス固化体貯

蔵建屋からの直接放出において 1.8×10－４ｓ／ｍ３（ガラス固化体貯蔵

建屋からＷＮＷ方位 560ｍ）とする。 
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第 2.2－1 表 気象官署の所在地及び観測項目 

 

気象官署名 所   在   地 創立年月日 
露場の標高 

（ｍ） 
 観測項目 

風速計の高さ 

（地上高）（ｍ） 

八 戸 特 別 地 域 

気象観測所(注１) 
  八戸市

みなとまちたてはな

湊町館鼻67 

（敷地の南南東約48㎞） 

昭和11年7月1日 

（1936年） 
27.1 気象全般 27.5 

む つ 特 別 地 域 

気象観測所(注２) 
  むつ市

かなまがり

金 曲1-8-3 

（敷地の北北西約40㎞） 

昭和10年1月1日 

（1935年） 
 2.9 気象全般 11.1 

（注１）平成19年10月1日から八戸測候所を八戸特別地域気象観測所に改称 

（注２）昭和45年４月17日から田名部をむつに改称 

平成10年３月1日からむつ測候所をむつ特別地域気象観測所に改称 
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第 2.2－２表 気候表〔概要〕（八戸特別地域気象観測所） 

（「平年値 2010 統計期間 1981～2010 年 第３版」による） 

         月 

要 素 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 統 計 期 間 

  平 均 気 温（℃） -0.9 -0.5 2.7 8.5 13.1 16.2 20.1 22.5 18.9 13.0 6.9 1.8 10.2 1981 年～2010 年 

  最高気温の平均（℃） 2.6 3.2 7.0 13.7 18.3 20.6 24.3 26.5 23.1 17.9 11.6 5.5 14.5 1981 年～2010 年 

  最低気温の平均（℃） -4.2 -4.0 -1.3 3.8 8.7 12.8 17.1 19.3 15.2 8.5 2.6 -1.6 6.4 1981 年～2010 年 

  相 対 湿 度（％） 70 70 67 65 71 81 83 82 79 73 70 70 73 1981 年～2010 年 

  雲     量 6.3 6.6 6.4 6.3 6.7 7.7 7.7 7.3 7.3 6.0 6.0 6.2 6.7 1971 年～2000 年 

  日 照 時 間（ｈ） 130.8 129.6 168.1 188.9 197.0 167.7 148.5 167.1 143.6 161.3 133.3 124.5 1860.4 1981 年～2010 年 

  全天日射量 （MJ/m2） 7.1 9.5 13.0 16.2 18.1 17.7 17.1 15.8 12.3 10.3 7.3 6.1 12.5 1973 年～2000 年 

平 均 風 速（m/s） 5.1 5.0 5.1 4.7 4.0 3.1 3.0 3.0 3.4 3.8 4.5 4.8 4.1 1981 年～2010 年 

最 多 風 向 WSW WSW WSW WSW WSW NE ESE SSW SSW SW SW WSW WSW 1990 年～2010 年 

降  水  量（㎜） 42.8 40.1 52.0 64.3 89.3 105.8 136.1 128.8 167.6 87.2 62.0 49.1 1025.1 1981 年～2010 年 

降雪の深さの合計（㎝） 77 75 47 3 － － － － － － 6 40 248 1981 年～2010 年 

大気現象 
（日） 

不   照 2.5 2.4 3.4 3.3 4.7 5.2 6.3 4.7 5.6 3.4 2.7 2.5 46.7 1981 年～2010 年 

雪 24.0 22.4 17.2 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 6.1 17.8 91.0 1971 年～2000 年 

霧 0.1 0.3 0.4 2.0 4.0 9.1 8.7 6.0 2.2 0.7 0.1 0.2 33.8 1971 年～2000 年 

雷 0.1 0.0 0.1 0.2 1.1 1.4 2.0 1.9 1.4 0.5 0.3 0.1 9.1 1971 年～2000 年 

注） １．露場の標高   27.1m 

２．風速計の高さ（地上高）12.9m（～1993年5月12日），13.8m（1993年5月12日～1994年2月5日），16.0m（1994年2月5日～2007年3月29日）， 

27.3m（2007年3月29日～2011年10月27日） 

３．2007年（平成19年）10月1日に，八戸測候所は八戸特別地域気象観測所に改称され無人化となっている。 

４．本観測所においては，全天日射量が2007年9月30日に観測を終了したため，1973年～2000年の観測による平年値を記載する。 

５．本観測所の無人化に伴い，雲量と大気現象（雪，霧，雷）については，1971年～2000年の観測による平年値を記載する。 

６．最多風向については，観測回数が1日8回であった1989年以前のデータを使用していない。 
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第 2.2－３表 気候表〔概要〕（むつ特別地域気象観測所） 

（「平年値 2010 統計期間 1981～2010 年 第３版」による） 

         月 

要 素 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 統 計 期 間 

  平 均 気 温（℃） -1.4 -1.2 1.8 7.4 12.1 15.7 19.5 21.7 18.3 12.4 6.5 1.3 9.5 1981 年～2010 年 

  最高気温の平均（℃） 1.6 2.0 5.6 12.5 17.4 20.3 23.5 25.7 22.7 17.3 10.6 4.5 13.7 1981 年～2010 年 

最低気温の平均（℃） -5.2 -5.3 -2.5 2.6 7.5 11.8 16.3 18.4 13.8 7.0 1.9 -2.3 5.3 1981 年～2010 年 

  相 対 湿 度（％） 75 74 71 71 76 83 86 85 81 75 73 74 77 1981 年～2010 年 

  雲     量 8.3 8.3 7.4 6.6 6.9 7.5 8.0 7.4 7.8 6.2 7.1 8.2 7.5 1982 年～1990 年 

  日 照 時 間（ｈ） 71.6 91.3 146.4 188.5 195.0 162.5 132.0 144.0 144.7 159.0 102.9 71.2 1608.9 1981 年～2010 年 

  全天日射量 （MJ/m2） － － － － － － － － － － － － －  

平 均 風 速（m/s） 2.7 2.7 3.0 3.0 2.7 2.5 2.3 2.2 2.2 2.6 2.6 2.7 2.6 1981 年～2010 年 

最 多 風 向 WNW WNW SW SW SSW NNE SSW NNE NNE NNE SW WNW SW 1990 年～2010 年 

降  水  量（㎜） 103.1 82.9 82.0 80.7 98.7 99.3 151.6 142.7 170.1 109.8 117.4 103.7 1342.0 1981 年～2010 年 

降雪の深さの合計（㎝） 168 143 89 5 － － － － － － 18 91 514 1981 年～2010 年 

大気現象 
（日） 

不   照 4.5 3.1 3.3 3.7 5.0 6.4 7.7 6.2 5.5 2.9 3.3 4.0 55.5 1981 年～2010 年 

雪 27.9 23.3 18.3 3.0 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 7.5 23.0 104.5 1998 年～2010 年 

霧 1.4 0.8 1.2 2.2 3.1 4.2 3.1 2.7 1.5 0.8 0.4 0.5 21.9 1998 年～2010 年 

雷 － － 0.1 － 0.2 0.2 0.8 0.7 0.7 0.8 0.4 0.1 4.0 1982 年～1990 年 

注） １．露場の標高   2.9m 

       ２．風速計の高さ（地上高）15.0m（～1999年3月18日），10.6m（1999年3月18日～2011年10月3日） 

       ３．1998年（平成10年）3月1日に，むつ測候所はむつ特別地域気象観測所に改称され無人化となっている。 

       ４．本観測所においては，全天日射量の観測は行われていない。 

       ５．本観測所の無人化に伴い，雲量と大気現象（雷）については，1982年～1990年の観測による平年値を記載する。 

   ６．本観測所の無人化に伴い，大気現象（雪，霧）については，自動観測装置による1998年～2010年の平年値を記載する。 

   ７．最多風向については，観測回数が1日8回であった1989年以前のデータを使用していない。 
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第 2.2－４表 日最高・最低気温の順位（八戸特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1937年～2018年3月 

                                                         （℃） 

                  月 

 順 位 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

最 

高 

気 

温 

  極   値 15.0 19.0 22.1 29.7 32.3 34.5 36.5 37.0 35.4 30.4 24.9 19.7 37.0 

1  起   年 1988 2010 2018 1942 1988 1987 1942 1978 2010 1946 2003 1990 1978 

    日 22 25 28 27 20 7 26 3 1 3 3 1 8月3日 

  極   値 13.9 18.6 21.2 29.4 31.9 33.1 36.3 36.7 34.8 29.6 24.1 17.6 36.7 

2  起   年 1964 2004 1969 1998 1969 2009 1943 2010 2012 1945 1940 1963 2010 

    日 13 22 26 21 10 26 29 6 17 3 7 8 8月6日 

  極   値 13.0 17.0 21.2 29.1 31.6 32.8 35.9 36.1 34.7 28.2 23.1 17.5 36.5 

3  起   年 2014 2016 1968 1972 2014 1987 2004 2015 1985 1998 2014 1989 1942 

    日 30 14 30 30 30 6 31 5 1 18 2 4 7月26日 

最 

低 

気 

温 

  極   値 -15.7 -15.5 -12.3 -5.5 -2.6 0.4 5.0 9.4 4.8 -2.6 -6.3 -13.4 -15.7 

1  起   年 1953 1945 1986 1984 1955 1954 1976 1953 2001 1950 1998 1952 1953 

    日 3 20 4 2 2 9 1 31 22 26 23 24 1月3日 

  極   値 -14.1 -15.0 -12.0 -5.5 -0.7 1.9 6.8 9.6 5.5 -1.4 -6.1 -12.0 -15.5 

2  起   年 1954 1978 1946 1984 1955 1941 1945 2001 1976 1970 1971 1984 1945 

    日 28 17 13 1 3 19 24 19 26 28 29 25 2月20日 

  極   値 -14.1 -14.1 -11.0 -4.9 -0.6 2.3 7.1 9.7 5.5 -1.3 -5.9 -12.0 -15.0 

3  起   年 1945 1978 1977 1947 1946 1985 1951 1993 1957 1938 1971 1952 1978 

    日 24 15 7 1 4 15 3 3 24 18 30 23 2月17日 
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第 2.2－５表 日最高・最低気温の順位（むつ特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1935年～2018年3月 

                                                         （℃） 

                  月 

 順 位 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

最 
 

高 
 

気  

温 

  極   値 10.9 13.8 19.2 26.8 28.4 30.3 34.7 34.5 33.3 25.5 21.3 17.2 34.7 

1  起   年 1988 2010 2018 1998 2014 1987 2012 2010 2012 2012 2003 2004 2012 

    日 22 25 28 21 30 7 31 6 18 1 3 4 7月31日 

  極   値 10.6 12.2 18.3 25.3 27.7 30.1 33.5 34.2 32.7 25.2 21.2 16.6 34.5 

2  起   年 1979 2016 1998 2015 1988 1991 2000 1994 2010 1998 2003 1990 2010 

    日 8 14 29 27 20 26 30 12 1 18 2 1 8月6日 

  極   値 10.1 11.9 17.6 24.9 27.6 29.4 33.4 34.1 32.3 25.0 21.1 15.7 34.2 

3  起   年 1937 1990 1997 1987 1974 2010 1997 1985 2011 2002 1962 1953 1994 

    日 5 22 29 30 19 26 27 9 3 3 4 1 8月12日 

最 
 

低 
 

気  

温 

  極   値 -22.1 -22.4 -18.8 -9.6 -2.8 1.8 6.1 9.0 1.9 -2.9 -9.6 -17.9 -22.4 

1  起   年 1938 1984 1957 1941 1955 1954 1976 1993 1969 1950 1998 1946 1984 

    日 4 18 7 8 2 9 1 3 30 26 22 19 2月18日 

  極   値 -20.2 -19.2 -17.8 -9.5 -1.8 2.2 6.8 9.4 2.6 -2.4 -7.7 -17.2 -22.1 

2  起   年 1940 1986 1936 1984 1947 1985 1993 1953 2001 1975 1969 1938 1938 

    日 22 7 5 1 3 15 1 31 22 31 29 28 1月4日 

  極   値 -19.9 -18.7 -17.3 -9.3 -1.4 2.8 7.1 9.5 3.4 -2.0 -7.5 -17.1 -20.2 

3  起   年 1954 1977 1957 1936 1991 1937 1968 1979 2017 1950 1949 1935 1940 

    日 28 18 2 1 4 12 2 25 29 25 21 28 1月22日 

 



 

3
－

2
－

3
0
 

第 2.2－６表 日最高・最低気温の順位（六ヶ所地域気象観測所） 

（六ヶ所地域気象観測所の資料による） 

統計期間：1976 年 11 月～2019 年 12 月  （℃） 

月 

順位 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

最
高
気
温 

1 

極値 10.9 16.6 20.6 29.1 30.3 34.1 34.2 34.2 33.7 26.8 23.7 18.2 34.2 

起年 2014 2016 2018 1998 1988 1987 2004 1994 2012 1998 2003 1990 2004 

日 30 14 28 21 20 7 31 13 18 18 3 1 7 月 31 日 

2 

極値 9.9 15.0 19.5 27.4 30.3 31.3 33.9 34.2 32.5 25.5 20.7 17.6 34.2 

起年 1983 2010 2004 2015 2019 2009 1986 2011 2011 2019 2009 2018 1994 

日 29 25 30 27 27 26 31 10 3 2 8 4 8 月 13 日 

3 

極値 9.6 14.2 18.7 26.9 28.3 30.2 33.9 34.0 31.6 25.3 20.3 16.0 34.2 

起年 1979 2011 2015 2018 2008 2002 1994 2006 2002 2002 2006 1989 2011 

日 8 24 31 30 1 8 15 17 2 3 9 4 8 月 10 日 

最
低
気
温 

1 

極値 -12.5 -14.6 -10.9 -5.3 0.4 3.7 8.9 9.8 4.8 -0.8 -7.8 -11.8 -14.6 

起年 1982 1981 1986 1984 1980 1981 2008 2018 2017 2016 1998 1984 1981 

日 17 27 4 1 7 4 1 18 29 31 23 25 2 月 27 日 

2 

極値 -12.1 -13.3 -10.8 -4.4 0.5 3.7 9.0 10.4 5.1 0.1 -6.3 -9.3 -13.3 

起年 1990 1978 2005 2012 2013 2011 1986 2001 2001 1977 1982 2002 1978 

日 24 17 4 6 8 1 9 19 22 21 25 27 2 月 17 日 

3 

極値 -12.0 -12.6 -10.1 -4.3 0.8 4.6 9.0 11.0 6.0 1.3 -6.3 -8.8 -12.6 

起年 1986 1980 1984 2019 1987 1985 1993 1980 2013 1983 1992 1987 1980 

日 24 9 10 1 6 15 1 6 28 31 27 17 2 月 9 日 
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第 2.2－７表 日最小相対湿度の順位（八戸特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1950年～2018年3月 

                                                           （％） 

                月 

 順 位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12    年 

             

  極   値 23 21 14 11 9 13 27 29 19 22 21 28     9 

1  起   年 2014 2007 1971 1998 1966 2015 1971 2015 2009 2017 1988 2004   1966 

    日 30 22 31 21 7 1 1 5 26 1 9 11   5月7日 

  極   値 26 22 15 12 11 17 30 30 27 24 23 29    11 

2  起   年 1983 2001 2001 2010 2005 2004 2004 2009 2004 1987 1987 2016   2005 

    日 28 22 22 11 2 18 1 30 9 29 18 3   5月2日 

  極   値 27 23 16 12 11 19 30 31 28 27 24 30    11 

3  起   年 1989 2010 2015 2004 1969 1961 1973 2009 2001 2005 1994 1971   1998 

    日 7 25 17 16 12 4 25 23 29 26 7 5   4月21日 
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第 2.2－８表 日最小相対湿度の順位（むつ特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1950年～2018年3月 

                                                          （％） 

                月 

 順 位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12    年 

             

  極   値 23 23 15 11 11 19 26 28 25 23 26 29 11 

1  起   年 1979 2001 1991 2002 2016 2004 1976 1979 2014 2011 1994 1978 2016 

    日 9 22 25 20 9 4 7 24 26 14 9 20 5月 9日 

  極   値 29 25 17 12 14 21 27 28 25 23 27 30    11 

2  起   年 2017 2001 2004 1987 2015 2015 1993 1976 2001 2007 1989 1996   2002 

    日 24 23 28 30 7 2 2 3 29 28 17 12   4月20日 

  極   値 30 26 17 13 15 22 31 29 27 23 28 33    12 

3  起   年 2003 2007 1998 2008 2009 2004 2015 1996 1994 2004 1994 1955   1987 

    日 2 24 30 23 19 5 10 25 4 16 10 13   4月30日 
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第 2.2－９表 日降水量の最大値の順位（八戸特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

 統計期間：1937年～2018年3月 

                                                           （ｍｍ） 

                月 

 順 位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

             

  極   値 84.5 66.0 105.8 109.5 160.0 120.5 114.5 127.0 148.0 151.4 103.5 125.5   160.0 

1  起   年 1972 1991 1952 2009 1982 2008 2002 1986 2001 1943 1990 2006   1982 

    日 16 16 23 26 21 24 11 5 11 3 4 27   5月21日 

  極   値 69.5 56.5 87.1 85.5 114.0 113.8 112.5 121.5 139.0 111.6 90.0 89.0   151.4 

2  起   年 2009 1972 1952 1984 1968 1953 2000 1969 2004 1945 2002 2004   1943 

    日 10 27 24 20 14 8 8 5 30 11 25 5  10月3日 

  極   値 62.0 54.0 50.9 76.4 69.7 81.5 102.0 92.5 132.1 111.0 82.0 73.7   148.0 

3  起   年 1963 1937 1966 1954 1955 2012 1993 1991 1958 1999 2007 1958   2001 

    日 6 2 29 12 18 20 28 31 26 28 11 26   9月11日 
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第 2.2－10 表 日降水量の最大値の順位（むつ特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1935年～2018年3月 

                                                           （ｍｍ） 

                月  

 順 位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

             

  極   値 79.0 89.5 86.7 100.0 68.0 160.5 110.5 162.5 158.0 113.1 109.0 91.5   162.5 

1  起   年 1981 1972 1935 2009 1997 1988 1985 2016 2001 1955 2007 2006   2016 

    日 2 27 25 26 8 9 1 17 11 7 12 27   8月17日 

  極   値 75.5 63.5 76.5 75.1 65.0 88.5 90.8 162.5 148.0 97.5 93.9 87.3   162.5 

2  起   年 2010 1991 1975 1948 1998 1966 1941 1981 1973 2006 1951 1946   1981 

    日 5 16 21 24 2 29 23 22 24 7 3 3   8月22日 

  極   値 71.3 57.0 73.5 69.7 62.5 87.5 90.5 118.4 143.0 94.5 71.5 67.5   160.5 

3  起   年 1949 1977 1947 1951 1982 1983 2002 1937 1998 1979 2007 1993   1988 

    日 1 15 21 12 13 21 11 30 16 1 11 11   6月9日 
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第 2.2－11 表 日最大１時間降水量の順位（八戸特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

 統計期間：1937年～2018年3月 

                                                          （ｍｍ） 

                月 

 順 位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

             

  極   値 13.5 17.0 18.1 14.5 32.0 25.8 46.2 67.0 46.0 45.2 38.5 38.0   67.0 

1  起   年 2007 1972 1952 1981 1982 1939 1947 1969 1961 1960 1990 2006   1969 

    日 6 27 23 20 21 9 22 5 6 8 4 27   8月5日 

  極   値 12.4 16.9 14.4 13.0 24.5 24.5 33.5 44.5 44.5 25.5 38.0 20.7   46.2 

2  起   年 1948 1949 1941 2016 1968 1984 1961 1991 2001 1999 1990 1953   1947 

    日 14 6 27 29 14 28 23 31 11 28 5 10   7月22日 

  極   値 11.9 11.5 13.0 13.0 16.5 23.0 29.5 41.6 33.5 24.5 19.3 10.4   46.0 

3  起   年 1967 1972 1979 1982 2002 2010 1967 1950 2014 1971 1937 1954   1961 

    日 2 14 30 16 31 20 28 2 12 31 10 12   9月6日 
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第 2.2－12 表 日最大１時間降水量の順位（むつ特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

 統計期間：1937年～2018年3月 

                                                           （ｍｍ） 

                月 

 順 位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

             

  極   値 12.0 16.0 16.0 14.0 14.5 25.4 41.5 43.3 51.5 35.9 37.0 12.0   51.5 

1  起   年 1970 1972 1975 2017 1997 1967 1977 1960 1973 1955 2012 2006   1973 

    日 31 27 21 18 8 26 2 2 24 7 7 27   9月24日 

  極   値 11.5 8.5 10.0 13.0 14.0 25.0 40.5 38.5 41.0 32.0 24.5 9.7   43.3 

2  起   年 2014 1979 1979 1983 2011 1988 1977 2016 1998 1990 1990 1953   1960 

    日 19 1 30 29 13 9 3 17 16 18 5 10   8月2日 

  極   値 11.5 8.5 8.9 12.5 13.0 24.7 38.5 38.5 30.0 28.0 17.5 9.5   41.5 

3  起   年 2007 1977 1966 1998 1947 1964 2000 1975 1974 1979 2007 1990   1977 

    日 7 15 29 13 18 27 17 4 24 1 11 1   7月2日 
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第 2.2－13 表  積雪の深さの月最大値の順位（八戸特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1937年～2018年3月 

                                                             （ｃｍ） 

                       月  

  順 位 

        

1 2 3 4 10 11 12 年 

        

   極     値 56 92 61 21 0 16 32      92 

1   起     年 1963 1977 2010 1979 1964 1985 1945     1977 

      日 27 16 10 3 25 27 15     2月16日 

   極     値 55 78 55 19  12 31      78 

2   起     年 1994 1963 1984 1941 ― 1962 1938     1963 

      日 29 4 1 6  21 10     2月4日 

   極     値 52 74 54 15  10 30      74 

3   起     年 1945 1978 1983 1968 ― 1947 1976     1978 

      日 13 13 3 20  27 23     2月13日 
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第 2.2－14 表  積雪の深さの月最大値の順位（むつ特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1935年～2018年3月 

                                                            （ｃｍ） 

                       月 

  順 位 

        

1 2 3 4 10 11 12 年 

        

   極     値 97 170 148 92  23 89      170 

1   起     年 1936 1977 1936 1984 ― 1939 1947     1977 

      日 30 15 4 1  28 24     2月15日 

   極     値 91 145 122 58  20 82      148 

2   起     年 1968 1968 1984 1957 ― 2017 1946     1936 

      日 31 2 1 1  20 20     3月4日 

   極     値 86 113 113 57  20 66      145 

3   起     年 1963 1985 1947 1947 ― 1970 2011     1968 

      日 28 14 22 1  30 25     2月2日 
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第2.2－15表 積雪の深さの月最大値の順位（六ヶ所村） 

                               （六ヶ所村統計書による） 

         統計期間：1973年～1983年（農林水産省北馬鈴薯原々種農場）及び1984年～2002年（六ヶ所地域気象観測所） 

 

順 位 積雪深さ(ｃｍ) 起年月日 

1 190 1977. 2.17 

2 159 1982. 2.10 

3 157 1984. 2.29 

4 138 1978. 2.24 

5 138 1981. 1.30 
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第 2.2－16 表 日最大瞬間風速の順位（八戸特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1951年～2018年3月 

                                                     （ｍ／ｓ） 

                 月  

 順位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

             

   極   値 34.2 41.3 35.7 37.5 37.4 28.6 36.1 39.2 41.7 40.1 38.7 35.6 41.7 

1   風   向 NNW SW WNW SW WSW WSW SW SW WSW WSW W WSW WSW 

   起   年 2007 1955 2006 2012 1961 1971 2009 2004 2017 2002 2004 2010 2017 

     日 7 20 20 4 29 5 13 20 18 2 27 4 9月18日 

   極   値 33.4 36.4 34.9 35.9 35.2 27.7 29.8 35.5 38.8 35.0 35.9 34.9 41.3 

2   風   向 SE SW WSW WSW SW WSW WSW SW SSW N WSW NNE SW 

   起   年 1970 2016 2015 1987 2005 1998 2014 1981 1991 1999 1995 1957 1955 

     日 31 14 11 22 19 20 27 23 28 28 8 13 2月20日 

   極   値 33.3 35.3 34.4 34.2 32.6 27.3 29.4 35.0 38.7 35.0 34.7 34.3 40.1 

3   風   向 NNE W WNW SW WSW W NNE E W WSW NE NNW WSW 

   起   年 2002 2004 2013 2016 2011 2009 2000 2016 1961 1955 2007 2006 2002 

     日 27 23 2 17 2 23 8 30 17 1 12 27 10月2日 
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第 2.2－17 表 日最大瞬間風速の順位（むつ特別地域気象観測所） 

（「過去の気象データ検索」（気象庁ホームページ）による） 

統計期間：1936年～2018年3月 

                                                      （ｍ／ｓ） 

                 月 

  順位 

             

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

             

 極   値 31.8 35.9 36.9 34.8 38.9 27.4 23.1 32.1 34.7 32.7 31.8 33.5 38.9 

1 風   向 NE WSW W W WSW SE WSW SE SW WSW WSW W WSW 

 起   年 1962 1962 1973 1974 1961 1964 1964 2016 1991 1982 2004 1987 1961 

 日 2 11 25 29 29 4 23 30 28 25 27 17 5月29日 

 極   値 31.5 35.0 34.2 34.0 31.5 27.2 22.3 32.0 33.8 32.3 31.6 33.4 36.9 

2 風   向 SW SW WSW SW WSW WSW NW WSW E WSW WSW WNW W 

 起   年 1948 1955 1979 1975 1965 1965 1961 1981 1959 1976 1972 1958 1973 

 日 6 20 31 6 22 9 22 23 27 21 17 10 3月25日 

 極   値 30.7 30.8 33.3 32.0 30.3 26.6 21.6 27.4 33.4 31.6 31.2 31.9 35.9 

3 風   向 WSW WSW WNW WSW W WSW SE N ENE SW SW W WSW 

 起   年 1966 1973 1970 1987 1956 2001 1958 1975 1958 2002 1966 2001 1962 

 日 29 7 17 22 6 1 2 24 27 2 21 15 2月11日 
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第 2.2－18 表 台  風  歴（八戸特別地域気象観測所） 

（八戸特別地域気象観測所の資料による） 

統計期間：1951年～2018年3月 
 

順 位 
最 低 気 圧 

（海 面） （hPa） 
起 年 月 日 

最大瞬間風速（m/s） 

（記録された月・日・時刻） 

日 降 水 量 （㎜） 

（記録された月／日） 
備    考 

1 966.9 1979.10.19 
30.3 

（10月20日 2時） 

0.5 

(10/18) 

24.0 

(10/19) 

0.0 

(10/20) 
台風番号7920 

2 967.1 1981. 8.23 
35.5 

（8月23日 14時） 

27.5 

(8/21) 

49.5 

(8/22) 

23.5 

(8/23) 
台風番号8115 

3 972.0 1998. 9.16 
28.3 

（9月16日 11時） 

8.0 

(9/15) 

64.5 

(9/16) 

0.5 

(9/17) 
台風番号9805 

4 972.8 1961. 9.16 
38.7 

（9月17日 2時） 

18.9 

(9/15) 

1.7 

(9/16) 

1.1 

(9/17) 

台風番号6118 

（第2室戸台風） 

5 974.4 2016. 8.30 
35.0 

（8月30日 19時30分） 

14.0 

(8/29) 

91.5 

(8/30) 

0.0 

(8/31) 
台風番号1610 
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第 2.2－19 表 台  風  歴（むつ特別地域気象観測所） 

（むつ特別地域気象観測所の資料による） 

統計期間：1951年～2018年3月 
 

順 位 
最 低 気 圧 

（海 面） （hPa） 
起 年 月 日 

最大瞬間風速（m/s） 

（記録された月・日・時刻） 

日 降 水 量 （㎜） 

（記録された月／日） 
備    考 

1 967.1 1979.10.19 
27.4 

（10月20日 3時） 

2.5 

（10/18) 

75.5 

（10/19) 

0.0 

（10/20) 
台風番号7920 

2 967.5 1981. 8.23 
32.0 

（8月23日 16時） 

162.5 

（8/22) 

88.0 

（8/23) 

0.0 

（8/24) 
台風番号8115 

3 972.5 1961. 9.16 
25.8 

（9月17日 2時） 

14.3 

（9/15) 

4.1 

（9/16) 

0.4 

（9/17) 

台風番号6118 

（第2室戸台風） 

4 975.3 1991. 9.28 
34.7 

（9月28日 7時） 

14.0 

（9/27) 

7.0 

（9/28) 

0.0 

（9/29) 
台風番号9119 

5 975.9 1998. 9.16 
24.0 

（9月16日 13時） 

3.5 

（9/15) 

143.0 

（9/16) 

0.0 

（9/17) 
台風番号9805 
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第 2.2－20 表 青森県の森林火災発生状況（2003 年～2012 年）及び気象デー 

       タ（最高気温，最小湿度及び最大風速）(2003 年～2012 年） 

月 
青森県月別 
森林火災 
発生件数 

八戸特別地域気象観測所 

最高気温 
（℃） 

最小湿度 
（％） 

最大風速 
（ｍ／ｓ） 

１月 １ 10.2 32 20.3 

２月 １ 19.0 21 23.6 

３月 25 20.8 16 23.2 

４月 133 25.7 12 25.9 

５月 123 31.5 11 24.0 

６月 22 33.1 17 19.6 

７月 ４ 35.9 30 24.0 

８月 21 36.7 30 21.7 

９月 ７ 35.4 19 20.4 

10 月 １ 26.3 27 20.4 

11 月 ７ 24.9 25 21.4 

12 月 ６ 16.9 28 23.5 
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第 2.2－21 表 気象デ－タ（卓越風向）(2003 年～2012 年における３月～８月

の期間） 

八戸特別地域気象観測所 

風向 
最大風速における風向

の出現回数 
最多風向の出現回数 

北 17 ６ 

北北東 15 １ 

北東 18 ２ 

東北東 149 100 

東 77 357 

東南東 534 384 

南東 177 96 

南南東 16 21 

南 27 29 

南南西 ０ ６ 

南西 ５ ４ 

西南西 39 31 

西 231 208 

西北西 343 363 

北西 152 216 

北北西 40 15 
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第 2.3－１表 観測項目一覧表 

 

 

 

               

観 測 項 目 
観   測   位   置 気 象 測 器 

観 測 期 間 
場   所  地上高（ｍ）  標 高（ｍ） 又 は 観 測 方 法 

風 向 風 速  敷地内露場 10 69 超音波風向風速計 昭和60年12月～継続 

日 射 量  敷地内露場 3 62 電気式日射計 昭和60年12月～継続 

放射収支量  敷地内露場 1.5(2.8) 60.5(61.8) 風防型放射収支計 昭和60年12月～継続 

降 水 量  敷地内露場 0.6(2.4) 59.6(61.4) 転倒ます型雨量計 昭和60年12月～継続 

気 温  敷地内露場 1.5(2.8) 60.5(61.8) 白金抵抗温度計 昭和60年12月～継続 

湿 度  敷地内露場 1.5(2.8) 60.5(61.8) 
露 点 温 度 計 

昭和60年12月 

～平成16年８月 

電 気 式 湿 度 計 平成16年８月～継続 

注）地上高，標高欄の（ ）内は積雪期の高さ 
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第2.4－１表 同一風向の継続時間別出現回数 

                                観測場所：敷地内露場（地上高10ｍ，標高69ｍ） （回） 

     継続時間 
     （ｈ） 
 風向 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 
10 

以 上 

備        考 

10ｈ以上の継続時間（ｈ） 

Ｎ 84 6 2 2 0 0 0 0 0 0  

ＮＮＥ 74 5 0 0 2 0 0 0 0 0  

Ｎ Ｅ 62 7 4 0 0 0 0 0 0 0  

ＥＮＥ 180 46 13 7 6 2 3 0 3 0  

Ｅ 196 97 53 27 11 12 6 6 5 9 
 22 12 26 10 10 10 12 17 16 

 (5.5) 

ＥＳＥ 196 66 39 21 10 8 12 3 4 15 
 26 20 11 29 13 13 29 12 16 11 

13 10 47 19 11           (4.5) 

Ｓ Ｅ 127 13 2 0 1 0 0 0 0 0  

ＳＳＥ 81 5 3 0 0 0 0 0 0 0  

Ｓ 148 26 10 2 2 1 1 0 0 0  

ＳＳＷ 126 41 19 6 1 0 1 1 0 0  

Ｓ Ｗ 190 26 15 6 0 1 0 0 0 0  

ＷＳＷ 281 76 33 12 6 2 0 2 1 2  11 10              (5.8) 

Ｗ 387 125 74 49 22 14 8 7 8 12 
 13 14 11 13 11 16 23 10 11 10 

21 14                    (9.0) 

ＷＮＷ 397 134 64 50 26 14 6 3 6 6  10 15 13 13 11 10        (7.8) 

Ｎ Ｗ 269 75 35 14 5 4 1 0 3 0  

ＮＮＷ 131 27 1 4 0 1 0 0 0 0  

ＣＡＬＭ 66 7 3 1 0 0 0 0 0 0  
 
 注）（ ）は，10ｈ以上継続した時の平均風速（ｍ／ｓ）                              欠測率：1.0％ 
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第2.4－２表 大気安定度の継続時間別出現回数 

                                                       （回） 

                 継続時間 
                      (ｈ) 
 大気安定度 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 
10 

以  上 

       Ａ 
13 7 1 0 0 0 0 0 0 0 

(61.9) (33.3) ( 4.8) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) 

       Ｂ 
113 46 26 19 16 8 0 4 1 0 

(48.5) (19.7) (11.2) ( 8.2) ( 6.9) ( 3.4) ( 0.0) ( 1.7) ( 0.4) ( 0.0) 

       Ｃ 
230 65 41 22 17 14 4 2 0 1 

(58.1) (16.4) (10.4) ( 5.6) ( 4.3) ( 3.5) ( 1.0) ( 0.5) ( 0.0) ( 0.3) 

       Ｄ 
242 113 65 57 29 26 19 23 17 162 

(32.1) (15.0) ( 8.6) ( 7.6) ( 3.9) ( 3.5) ( 2.5) ( 3.1) ( 2.3) (21.5) 

       Ｅ 
159 41 14 5 3 0 0 1 0 0 

(71.3) (18.4) ( 6.3) ( 2.2) ( 1.3) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.4) ( 0.0) ( 0.0) 

       Ｆ 
133 32 8 4 0 0 0 0 0 0 

(75.1) (18.1) ( 4.5) ( 2.3) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) 

       Ｇ 
118 48 24 21 11 15 11 7 2 15 

(43.4) (17.6) ( 8.8) ( 7.7) ( 4.0) ( 5.5) ( 4.0) ( 2.6) ( 0.7) ( 5.5) 

           

     Ａ＋Ｂ＋Ｃ 
139 54 40 31 24 26 20 10 12 24 

(36.6) (14.2) (10.5) ( 8.2) ( 6.3) ( 6.8) ( 5.3) ( 2.6) ( 3.2) ( 6.3) 

     Ｅ＋Ｆ＋Ｇ 
142 67 25 15 16 17 13 11 10 47 

(39.1) (18.5) ( 6.9) ( 4.1) ( 4.4) ( 4.7) ( 3.6) ( 3.0) ( 2.8) (12.9) 

  注）（ ）内の数値は％                                                                                      欠測率：1.0 ％ 
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第2.5－１表 棄却検定表（風向） 

                                                                               観測場所：敷地内露場（地上高10ｍ，標高69ｍ）（％） 

       統計年 

        (平成) 

 風向 

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 平均値 
検定年 

25 

棄却限界 判 定 

○採択 

×棄却 上 限 下 限 

Ｎ 1.22 1.40 1.06 1.69 1.53 1.34 1.72 1.79 1.15 1.19 1.41 1.27 2.03 0.79 ○ 

ＮＮＥ 0.83 0.83 0.61 1.01 0.94 0.93 1.16 0.75 0.71 1.08 0.89 1.08 1.29 0.48 ○ 

Ｎ Ｅ 1.16 1.16 0.89 0.87 0.84 0.79 1.05 1.10 0.81 0.76 0.94 1.01 1.31 0.57 ○ 

ＥＮＥ 6.83 7.36 6.94 7.28 6.51 7.25 5.77 4.93 5.85 6.53 6.53 4.95 8.40 4.65 ○ 

Ｅ 14.58 7.26 10.09 11.73 8.71 10.89 10.48 9.91 10.78 11.86 10.63 12.15 15.26 6.00 ○ 

ＥＳＥ 12.47 11.36 13.23 12.65 13.73 13.44 13.44 10.74 12.30 14.37 12.77 12.12 15.40 10.15 ○ 

Ｓ Ｅ 2.26 2.37 3.19 2.91 2.61 2.87 2.22 2.65 1.81 2.04 2.49 1.89 3.51 1.48 ○ 

ＳＳＥ 1.54 1.19 1.16 0.94 1.15 1.32 1.00 1.14 1.01 1.19 1.16 1.15 1.57 0.75 ○ 

Ｓ 3.51 3.87 3.27 3.06 2.97 4.37 3.17 3.68 3.05 3.57 3.45 3.01 4.49 2.41 ○ 

ＳＳＷ 2.91 3.81 3.12 3.08 3.51 3.73 4.16 4.21 3.77 3.80 3.61 3.56 4.67 2.55 ○ 

Ｓ Ｗ 2.89 3.33 3.10 3.46 3.76 3.72 4.19 4.36 4.07 3.57 3.65 3.65 4.77 2.52 ○ 

ＷＳＷ 8.90 7.78 7.26 6.01 7.03 6.23 8.72 9.40 8.96 7.50 7.78 7.70 10.59 4.97 ○ 

Ｗ 15.91 16.82 16.67 11.86 14.18 14.09 14.89 16.21 15.65 15.64 15.19 18.45 18.75 11.63 ○ 

ＷＮＷ 16.42 21.02 19.98 19.94 20.11 17.94 17.45 18.23 18.47 16.94 18.65 16.87 22.29 15.01 ○ 

Ｎ Ｗ 5.37 7.08 6.39 9.18 8.28 7.24 6.78 7.06 7.27 6.50 7.12 7.64 9.58 4.65 ○ 

ＮＮＷ 2.17 2.24 2.13 3.23 2.87 2.68 2.79 2.70 2.31 2.29 2.54 2.42 3.41 1.67 ○ 

ＣＡＬＭ 1.04 1.13 0.91 1.10 1.28 1.17 1.01 1.12 2.01 1.15 1.19 1.07 1.91 0.47 ○ 

 
  注）統計年15は，平成15年４月～平成16年３月を示す。（以下同じ） 
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第2.5－２表 棄却検定表（風速分布） 

 

                                         観測場所：敷地内露場（地上高10ｍ，標高69ｍ）（％） 
 

          統計年 

               (平成) 

 風速（ｍ／ｓ） 

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 平均値 
検定年 

25 

棄却限界 判 定 

○採択 

×棄却 上 限 下 限 

   0.0 ～ 0.4 1.04 1.13 0.91 1.10 1.28 1.17 1.01 1.12 2.01 1.15 1.19 1.07 1.91 0.47 ○ 

   0.5 ～ 1.4 13.41 14.16 12.20 14.18 14.79 13.87 13.15 16.14 14.72 14.28 14.09 14.38 16.61 11.57 ○ 

   1.5 ～ 2.4 15.06 14.46 13.96 14.42 14.52 15.77 15.27 17.49 14.80 15.86 15.16 14.83 17.58 12.75 ○ 

   2.5 ～ 3.4 13.97 13.71 15.88 15.28 14.82 15.79 16.63 16.01 14.54 16.03 15.27 15.24 17.57 12.97 ○ 

   3.5 ～ 4.4 13.55 13.01 14.03 13.86 14.64 13.97 15.10 12.91 13.79 13.62 13.85 14.26 15.42 12.27 ○ 

   4.5 ～ 5.4 12.45 11.08 10.59 11.78 11.93 10.74 10.65 9.61 10.69 11.12 11.06 10.85 12.99 9.14 ○ 

   5.5 ～ 6.4 9.45 8.54 8.23 9.35 9.31 8.43 8.37 7.88 9.12 7.92 8.66 8.58 10.08 7.24 ○ 

   6.5 ～ 7.4 6.48 7.25 7.73 6.67 6.95 6.30 6.52 5.92 6.69 6.30 6.68 6.73 7.91 5.45 ○ 

   7.5 ～ 8.4 4.48 5.60 5.68 5.40 4.84 4.51 5.07 4.34 5.51 5.01 5.04 5.20 6.21 3.87 ○ 

   8.5 ～ 9.4 3.73 4.27 4.23 3.45 3.53 3.21 3.21 3.40 3.91 3.25 3.62 3.90 4.57 2.67 ○ 

   9.5 ～ 6.38 6.81 6.57 4.50 3.39 6.24 5.01 5.17 4.22 5.45 5.37 4.97 8.05 2.70 ○ 

 

注）統計年 15 は，平成 15 年４月～平成 16 年３月を示す。（以下同じ） 
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第2.5－３表 風向別大気安定度別風速逆数の総和 

 

                                              観測場所：敷地内露場（地上高 10ｍ，標高 69ｍ）（ｓ／ｍ） 

       大気安定度 

 風 向 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ 0.00 6.12 1.77 40.61 1.93 33.50 

ＮＮＥ 0.00 6.23 1.47 39.30 0.00 32.48 

Ｎ Ｅ 1.01 3.29 3.02 25.70 0.00 14.15 

ＥＮＥ 1.12 19.30 12.62 100.96 1.41 15.51 

Ｅ 3.80 34.65 36.22 222.59 7.83 39.56 

ＥＳＥ 1.72 48.36 28.49 261.63 11.33 88.65 

Ｓ Ｅ 2.33 10.99 1.70 80.16 0.96 50.47 

ＳＳＥ 0.84 17.51 0.00 39.46 0.48 54.07 

Ｓ 2.04 34.01 0.28 92.86 3.84 77.55 

ＳＳＷ 1.44 36.11 7.66 97.50 5.90 76.97 

Ｓ Ｗ 3.04 21.95 5.76 93.87 6.92 70.87 

ＷＳＷ 1.27 16.81 5.89 129.42 17.87 89.26 

Ｗ 2.54 14.29 25.04 255.73 16.13 79.70 

ＷＮＷ 0.67 21.22 41.73 249.84 14.87 72.85 

Ｎ Ｗ 0.00 15.51 20.07 146.27 17.46 91.57 

ＮＮＷ 0.00 16.83 4.64 51.92 4.60 62.86 
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 第2.5－４表 風向別大気安定度別風速逆数の平均及び風向別風速逆数の平均 

 

                                  観測場所：敷地内露場（地上高 10ｍ，標高 69ｍ）（ｓ／ｍ） 

       大気安定度 

  風  向 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 全安定度 

Ｎ 0.00 0.74 0.35 0.69 0.38 0.91 0.73 

ＮＮＥ 0.00 0.86 0.36 0.69 0.00 1.10 0.81 

Ｎ Ｅ 1.00 0.64 0.30 0.42 0.00 1.10 0.52 

ＥＮＥ 1.11 0.46 0.28 0.31 0.35 0.88 0.35 

Ｅ 0.63 0.50 0.28 0.28 0.37 0.76 0.32 

ＥＳＥ 0.57 0.49 0.31 0.35 0.39 0.84 0.41 

Ｓ Ｅ 0.77 0.62 0.34 0.83 0.48 1.07 0.85 

ＳＳＥ 0.83 0.85 0.00 1.06 0.48 1.18 1.06 

Ｓ 0.67 0.66 0.28 0.77 0.38 0.90 0.77 

ＳＳＷ 0.71 0.82 0.36 0.65 0.39 0.88 0.70 

Ｓ Ｗ 0.75 0.74 0.29 0.58 0.31 0.80 0.62 

ＷＳＷ 0.63 0.81 0.22 0.28 0.31 0.77 0.38 

Ｗ 0.84 0.58 0.18 0.20 0.31 0.86 0.24 

ＷＮＷ 0.67 0.52 0.19 0.23 0.33 0.80 0.27 

Ｎ Ｗ 0.00 0.52 0.27 0.36 0.34 0.81 0.43 

ＮＮＷ 0.00 0.71 0.33 0.53 0.35 0.92 0.65 
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第 2.5－５表  風向出現頻度及び風速 0.5ｍ／ｓ～2.0ｍ／ｓの風向出現頻度 

 

          観測場所：敷地内露場（地上高 10ｍ，標高 69ｍ）（％） 

風   向 風向出現頻度 
風速 0.5ｍ／ｓ～ 2.0ｍ／ｓの 

風 向 出 現 頻 度 

    Ｎ 1.3 3.5 

   ＮＮＥ 1.1 2.8 

   Ｎ Ｅ 1.0 1.5 

   ＥＮＥ 5.0 3.0 

    Ｅ 12.2 6.0 

   ＥＳＥ 12.2 11.4 

   Ｓ Ｅ 2.0 6.2 

   ＳＳＥ 1.2 4.8 

    Ｓ 3.1 9.2 

   ＳＳＷ 3.7 8.9 

   Ｓ Ｗ 3.7 7.6 

   ＷＳＷ 7.8 7.1 

    Ｗ 18.5 6.8 

   ＷＮＷ 16.9 7.6 

   Ｎ Ｗ 7.7 8.2 

   ＮＮＷ 2.5 5.4 
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第 2.2－1 図  気象官署の所在地 
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第 2.3－１図(1) 気象観測設備配置図 
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第 2.3－１図(2) 気象観測設備配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.4－１図 敷地の風配図（全年） 
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第 2.4－２図 敷地の風配図（平成 25 年４月～平成 25 年９月） 
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第 2.4－３図 敷地の風配図（平成 25 年 10 月～平成 26 年３月） 
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第 2.4－４図 低風速（0.5ｍ／ｓ～2.0ｍ／ｓ）時の風配図（全年） 
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第 2.4－５図 年間風速別出現頻度及び風速別出現頻度累積 

（地上高 10ｍ，標高 69ｍ） 
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第 2.4－６図 月別風速別出現頻度（平成 25 年４月～平成 25 年９月） 
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第 2.4－７図 月別風速別出現頻度（平成 25 年 10 月～平成 26 年３月） 
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第 2.4－８図 年間及び月別大気安定度出現頻度 
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第 2.4－９図 年間大気安定度別風配図（地上高 10ｍ，標高 69ｍ） 
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第 2.5－１図(1) ガラス固化体貯蔵建屋放出の方位別相対濃度の累積出現頻度（Ｎ～ＳＳＥ） 
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第 2.5－１図(2) ガラス固化体貯蔵建屋放出の方位別相対濃度の累積出現頻度（Ｓ～ＮＮＷ） 
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3. 地  盤 

3.1 調査の経緯 

3.1.1 敷地周辺の調査 

敷地周辺の地形及び地質・地質構造を把握するため，陸域については，

まず文献調査を行い，次いで変動地形学的調査，地表地質調査，物理探査，

ボーリング調査等を実施した。 

また，海域については，文献調査のほか海上音波探査，海上音波探査

記録解析，海底地形面調査，海上ボーリング調査等を実施した。 
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3.1.2 敷地近傍の調査 

 敷地近傍の地形及び地質・地質構造を把握するため，敷地を中心とす

る半径約５ｋｍの範囲について，文献調査，変動地形学的調査，地表地

質調査，物理探査，ボーリング調査，トレンチ調査等を実施した。 
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3.1.3 敷地内の調査 

敷地内の地質・地質構造を把握するため，敷地内全域について地表地

質調査，地表弾性波探査，ボーリング調査，トレンチ調査，試掘坑調査

等を実施した。 
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3.1.4 廃棄物管理施設の安全上重要な施設等設置位置付近の調査 

安全上重要な施設及びそれらを支持する建物・構築物（波及的影響を確

認する施設を含め，以下「安全上重要な施設等」という。）設置位置付近

の基礎地盤の性状及び地質・地質構造を把握するため，ボーリング調査，

試掘坑調査等を実施した。 

また，基礎地盤の物理特性及び力学特性を把握するため，岩石試験，

岩盤試験及び土質試験を実施した。 
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3.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.1 調査内容 

3.2.1.1 文献調査 

敷地周辺の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては，工

業技術院地質調査所（現 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調

査総合センター）発行の５万分の１地質図幅及び説明書のうち，今井

（1961）
（１）

の「近川
ちかがわ

」，上村（1983）
（２）

の「浅虫
あさむし

」，山崎ほか（1986）
（３）

の

「50 万分の１活構造図，青森」，北村ほか（1972）
（４）

の「20 万分の１青森

県地質図及び地質説明書」，箕浦ほか（1998）
（５）

の「20 万分の１青森県地

質図及び地質説明書」，活断層研究会編（1980）
（６）

の「日本の活断層－分

布図と資料」，同（1991）
（７）

の「新編 日本の活断層－分布図と資料」，

今泉ほか編（2018）
（８）

の「活断層詳細デジタルマップ［新編］」，北村編

（1986）
（９）

の「新生代東北本州弧地質資料集」，日本地質学会編（2017）
（１０）

の「日本地方地質誌２ 東北地方」，工業技術院地質調査所発行の 20 万

分の１海底地質図及び説明書のうち，玉木（1978）
（１１）

の「20 万分の１八戸

沖海底地質図及び説明書」，奥田（1993）
（１２）

の「20 万分の１下北半島沖海

底地質図及び説明書」，国土地理院（1982）
（１３）

の「10 万分の１沿岸域広域

地形図及び土地条件図，陸奥湾」，海上保安庁水路部（現 海洋情報

部）（1973ａ）
（１４）

の「20 万分の１海底地形図，八戸沖」，同（1973ｂ）
（１５）

の

「20 万分の１海底地質構造図，八戸沖」，同（1974）
（１６）

の「20 万分の１海

底地形図，下北半島沖」，同（1975）
（１７）

の「20 万分の１海底地質構造図，

下北半島沖」，同（1982）
（１８）

の「５万分の１海底地形図，５万分の１海底

地質構造図及び調査報告，むつ小川原」，同（1996）
（１９）

の「５万分の１海

底地形図，５万分の１海底地質構造図及び調査報告，八戸」，

同（1998）
（２０）

の「５万分の１海底地形図，５万分の１海底地質構造図及び
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調査報告，尻屋崎」，徳山ほか（2001）
（２１）

の「日本周辺海域中新世最末期

以降の構造発達史」等がある。 

また，重力異常に関する文献としては独立行政法人産業技術総合研究

所地質調査総合センター編（2013）
（２２）

の「日本重力データベース ＤＶＤ

版」が，磁気異常に関する文献としては中塚・大熊（2009）
（２３）

の「日本空

中磁気ＤＢによる対地 1,500 ｍ平滑面での磁気異常分布データの編集」

等が，微小地震に関する文献としては総理府地震研究推進本部地震調査

委員会（以下「地震調査委員会」という。）（1999）
（２４）

の「日本の地震活

動」，気象庁
（２５）

の「気象庁地震カタログ」等がある。 

これらの文献により敷地周辺の地形及び地質・地質構造の概要を把握

した。 

 

3.2.1.2 陸域の地質調査 

文献調査の結果を踏まえて，敷地を中心とする半径30ｋｍの範囲及び

その周辺の陸域について，変動地形学的調査及び地質・地質構造に関する

各種調査を実施した。 

変動地形学的調査としては，主に国土地理院で撮影された縮尺４万分

の１の空中写真に加え，必要に応じて縮尺２万分の１及び縮尺１万分の１

の空中写真並びに同院発行の縮尺２万５千分の１の地形図を使用して，空

中写真判読等を行い，その結果に基づいて敷地周辺陸域の地形面区分図，

リニアメント・変動地形の分布図等を作成した。 

地質・地質構造に関する調査としては，地形調査に使用した空中写真

及び地形図を使用して地表踏査等を行ったほか，必要に応じてボーリング

調査，トレンチ調査を組み合わせた調査を行い，それらの結果に基づいて

敷地周辺陸域の地質平面図，地質断面図等を作成した。 
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3.2.1.3 海域の地質調査 

敷地を中心とする半径 30 ｋｍの範囲及びその周辺海域において，国土

地理院，工業技術院地質調査所（現 国立研究開発法人産業技術総合研究

所地質調査総合センター），海上保安庁水路部（現 海洋情報部），石油

公団（現 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構），東北電力株

式会社，東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会社）等

によって実施されている音波探査記録の解析を行った。 

敷地前面海域において，海底地形，地質・地質構造に関する資料を得

るため，ウォーターガンを音源としたシングルチャンネル方式の音波探査

を約 240 ｋｍ，マルチチャンネル方式（48 チャンネル）の音波探査を約

300 ｋｍ実施した。さらに，深部地質構造に関する資料を得るため，エア

ガンを音源としたマルチチャンネル方式（156 チャンネル，一部 48 チャ

ンネル）の音波探査を約 400 ｋｍ実施した。なお，大陸棚外縁部付近にお

いて，マルチビームによる海底地形面調査を約 830 ｋｍ 2実施した。 

また，海域と陸域との地質の対比を行うため，尾駮沖で孔数４孔，総

延長約 400 ｍの海上ボーリング調査（微化石分析を含む。）を，尻屋崎沖

及び東通村老部川沖で地球深部探査船「ちきゅう」による孔数６孔，総延

長約 1,820 ｍの海上ボーリング調査（微化石分析，火山灰分析等を含

む。）を，そして数ｋｍのスパーカーによる海上音波探査を実施した。 

これらの調査結果に基づいて，敷地周辺海域の海底地形図，海底地質

図及び海底地質断面図を作成した。  

音波探査記録から地質構造を解釈する際には，断層関連褶曲（岡村

（2000）
（２６）

）についても考慮して，断層の評価を行った。 
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3.2.2 調査結果 

3.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

敷地周辺陸域の地形図を第 3.2－１図に，地形区分図を第 3.2－２図に

示す。 

敷地周辺陸域は，地形の特徴から，主に山地からなる吹越
ふっこし

地域，台地

からなる六ヶ所
ろっかしょ

地域及び山地からなる 東岳
あずまだけ

・八幡岳
はちまんだけ

地域に大きく区分さ

れる。敷地は，六ヶ所地域の北東部の台地に位置する。 

(1) 吹越地域 

吹越地域は，主に山地からなり，山麓部には丘陵地，山麓部から海

岸にかけては台地，河川下流部には低地，海岸沿いには砂丘地がみら

れる。山地は，比較的緩やかな起伏を示し，吹越烏帽子
ふっこしえぼし

，金津山
かなつやま

等が

ほぼＮＮＥ－ＳＳＷ方向に連なる。丘陵地は，特に吹越地域北部に広く

みられる。台地は，主に段丘からなる地形であり，段丘面は，高位面，

中位面及び低位面の３面に区分される。低地は， 今泉川
いまいずみがわ

，桧木川
ひのきがわ

，

小老部川
こおいっぺがわ

等の河川下流部にみられる。砂丘地は，海岸沿いにみられる。 

(2) 六ヶ所地域 

六ヶ所地域は，主に台地からなり，河川下流部及び湖沼周辺には低

地，海岸沿いには砂丘地がみられる。台地は，主に段丘からなる地形

であり，段丘面は，高位面，中位面及び低位面の３面に区分される。

低地は，野辺地川
のへじがわ

，土場川
どばがわ

等の河川下流部及び太平洋側の尾駮沼
おぶちぬま

，

小川原湖
おがわらこ

等の湖沼周辺にみられる。砂丘地は，海岸沿いにみられる。 

(3) 東岳・八幡岳地域 

東岳・八幡岳地域は，主に山地からなり，山麓部には丘陵地，山麓部

から海岸にかけては台地，河川下流部には低地がみられる。山地は，比

較的緩やかな起伏を示し，烏帽子岳
えぼしだけ

，松倉山
まつくらやま

等からなる。丘陵地は，
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陸奥湾
むつわん

側の山麓部にみられる。台地は，主に段丘からなる地形であり，

段丘面は，高位面，中位面及び低位面の３面に区分される。低地は，

小湊川
こみなとがわ

，清水川
しみずがわ

等の河川下流部及び海岸沿いにみられる。 

 

なお，段丘面の高度分布と隆起の関連性については，「3.2.2.7 敷地

周辺海域の地質構造」に後述するとおり，大陸棚外縁断層は第四紀後期更

新世以降の活動性はないものと判断したことから，敷地周辺の地形の隆起

に対して，第四紀後期更新世以降，この断層は関与していない。第四紀後

期更新世以降の隆起の要因は，大陸棚外縁断層以外の海洋プレートの沈み

込み等による他の要因によるものと考えられる。 

 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質 

敷地周辺陸域の地質層序表を第3.2－１表に，地質平面図及び地質断面

図を，それぞれ第3.2－３図及び第3.2－４図に示す。 

敷地周辺陸域の地質層序は，以下のとおりである。 

(1) 先新第三系 

敷地周辺陸域の先新第三系は，東岳・八幡岳地域北部の 夏泊
なつどまり

半島付

近に分布する立石
たていし

層からなる。 

立石層は，上村（1983）
（２）

の立石層に相当し，石灰岩，チャート等か

らなり，三畳紀後期～ジュラ紀前期の地層とされている。 

(2) 新第三系中新統 

敷地周辺陸域の新第三系中新統は，吹越地域では，猿ヶ森
さるがもり

層， 泊
とまり

層

及び蒲野沢
がまのさわ

層，六ヶ所地域では，泊層及び鷹架層，東岳・八幡岳地域

では，和田川
わだがわ

層，小坪川
こつぼがわ

層，松倉山層及び市ノ渡
いちのわたり

層からなる。 

猿ヶ森層は，吹越地域北部に分布し，北村編（1986）
（９）

の猿ヶ森層に



 3－3－10 

相当し，泥岩，砂岩等からなる。 

泊層は，吹越地域及び六ヶ所地域北東部に分布し，北村編（1986）
（９）

の泊安山岩に相当し，安山岩溶岩，凝灰角礫岩，軽石凝灰岩等からな

る。 

東通
ひがしどおり

村砂子又
すなごまた

南東部における猿ヶ森層と泊層の地質構造及び累重

関係から，猿ヶ森層と泊層とは整合関係であり，一部指交関係にある

ものと判断した。 

蒲野沢層は，吹越地域の老部川
おいっぺがわ

（北）中流付近等に分布し，北村編

（1986）
（９）

の蒲野沢層及び多田ほか（1988）
（２７）

の蒲野沢層に相当し，泥岩，

砂岩，凝灰質シルト岩，軽石凝灰岩等からなる。芳賀・山口（1990）
（２８）

によると，蒲野沢層と下位の泊層が不整合関係にあるとされている。 

鷹架層は，六ヶ所地域の老部
お い べ

川
がわ

（南）中流から二又川
ふたまたがわ

下流にかけて

の台地斜面，敷地近傍の尾駮沼及び鷹架沼湖岸の台地斜面，さらに，

後川
うしろがわ

流域の台地斜面等に分布する。鷹架層は，柴崎ほか（1958）
（２９）

の鷹

架層，青森県（1970a）
（３０）

，同（1970b）
（３１）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

の鷹架層

並びに北村編（1986）
（９）

の鷹架層に相当し，泥岩，砂岩，軽石凝灰岩，

軽石質砂岩等からなる。六ヶ所村出戸
でと

西方及び老部川（南）中流付近

における泊層と鷹架層の地質構造及び累重関係から，鷹架層と泊層は

指交関係にあるものと判断した。 

和田川層は，東岳・八幡岳地域の夏泊半島，清水川流域，坪川
つぼかわ

上流

の天間
てんま

ダム周辺等に分布し，北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

の和田川層並びに北村編（1986）
（９）

の和田川層等にほぼ相当し，頁
けつ

岩，

凝灰岩，凝灰角礫岩等からなる。夏泊半島の安井崎
やすいざき

付近における立石

層と和田川層の地質構造及び累重関係から，和田川層は下位の立石層

を不整合に覆うものと判断される。 
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小坪川層は，東岳・八幡岳地域に広く分布し，主に北村ほか

（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

の小坪川安山岩類にほぼ相当し，安山

岩溶岩，凝灰岩等からなる。北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

では，小坪川層が下位の和田川層を整合に覆うとされている。 

松倉山層は，東岳・八幡岳地域の松倉山周辺，枇杷野川
びわのがわ

上流等に分

布し，北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

の小坪川安山岩類の一

部に相当し，安山岩溶岩，凝灰角礫岩等からなる。本層が小坪川安山

岩類の下部を不整合に覆うことから，小坪川層から分離して松倉山層

と命名した。 

市ノ渡層は，東岳・八幡岳地域東部に分布し，北村ほか（1972）
（４）

及

び箕浦ほか（1998）
（５）

の市ノ渡層並びに北村編（1986）
（９）

の市ノ渡層に相

当し，シルト岩，凝灰岩，凝灰質砂岩等からなる。市ノ渡川付近にお

ける小坪川層と市ノ渡層の地質構造及び累重関係から，市ノ渡層は下

位の小坪川層を不整合に覆うものと判断した。また，市ノ渡層は，松

倉山層とは接しないが，分布状況から松倉山層と不整合関係にあると

推定した。 

(3) 新第三系鮮新統～第四系下部更新統 

敷地周辺陸域の新第三系鮮新統～第四系下部更新統は，砂子又層か

らなる。 

砂子又層は,吹越地域から六ヶ所地域にかけての丘陵地及び台地に広

く分布し，今井（1961）
（１）

の砂子又累層，青森県（1970a）
（３０）

，同

（1970b）
（３１）

，箕浦ほか（1998）
（５）

の浜田
はまだ

層，北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほ

か（1998）
（５）

の砂子又層及び甲地
かっち

層，北村編（1986）
（９）

の砂子又層及び甲

地層並びに日本地質学会編（2017）
（１０）

の砂子又層及び浜田層に相当する。

砂子又層は，砂岩，凝灰質砂岩，シルト岩，軽石凝灰岩等からなり，
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下位の泊層，小坪川層，蒲野沢層，鷹架層及び市ノ渡層を不整合に覆

う。 

吹越地域の今泉川周辺に分布する砂子又層の地質年代については，

芳賀・山口（1990）
（２８）

，Ｋａｎａｚａｗａ（1990）
（３２）

等によると，微化石

分析結果から，新第三紀鮮新世～第四紀前期更新世とされている。ま

た，六ヶ所地域の土場川沿いにおいて，本層上部に挟まれる凝灰岩を

対象に，フィッション・トラック法による年代測定を実施したところ，

1.6±0.3Ｍａが得られたほか，敷地周辺陸域の各地点から採取された試

料の年代測定結果によると，0.88±0.16Ｍａ～4.3±0.5Ｍａの年代値が

得られており（第3.2－５図参照），これらの測定結果は珪藻化石によ

る生層序地質年代と矛盾しない。これらから，砂子又層は，新第三紀

鮮新世～第四紀前期更新世の地層と判断した。 

(4) 第四系下部～中部更新統 

敷地周辺陸域の第四系下部～中部更新統は，六ヶ所層（仮称：「3.3 

敷地近傍の地質・地質構造」で後述）及び田代平
たしろたい

溶結凝灰岩からなる。 

六ヶ所層は，敷地近傍に分布しており，北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦

ほか（1998）
（５）

が野辺地町周辺に図示する野辺地層，北村編（1986）
（９）

が

下北半島の基部から八戸市周辺にかけて図示する三沢層に相当し，主

に細粒砂，シルト等からなる。六ヶ所層は，その上下位層との累重関

係や年代測定結果から，砂子又層の主部を不整合に覆い，上部とは指

交関係にあり，古期低地堆積層とは指交関係にあり，高位段丘堆積層

に不整合に覆われ，その一部とは指交関係にあるものと判断した。 

田代平溶結凝灰岩は，東岳・八幡岳地域の天間ダム付近に分布し，

北村ほか（1972）
（４）

の田代平溶結凝灰岩及び箕浦ほか（1998）
（５）

の八甲田
はっこうだ

凝灰岩に相当し，主に溶結凝灰岩からなり，開析が進んだ火砕流堆積
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面を形成する。田代平溶結凝灰岩は，村岡・高倉（1988）
（３３）

，工藤ほか

（2011）
（３４）

等によって，下位より熊ノ沢火砕流堆積物，高峠火砕流堆積

物，八甲田中里川火砕流堆積物，黄瀬川火砕流堆積物，八甲田黄瀬火

砕流堆積物，八甲田第１期火砕流堆積物及び八甲田第２期火砕流堆積

物に区分されている。このうち最上位である八甲田第２期火砕流堆積

物の地質年代は，村岡・高倉（1988）
（３３）

によるカリウム－アルゴン法で

約40万年前，高島ほか（1990）
（３５）

による熱ルミネッセンス法で約25万年

前とされている。 

 (5) 第四系中部～上部更新統 

敷地周辺陸域の第四系中部～上部更新統は，古期低地堆積層，段丘

堆積層，十和田
とわだ

火山軽石流堆積物，火山灰層等からなる。 

古期低地堆積層は，六ヶ所地域及び東岳・八幡岳地域の台地斜面に

小規模に分布し，岩井（1951）
（３６）

の野辺地層並びに北村ほか（1972）
（４）

及

び箕浦ほか（1998）
（５）

の野辺地層にほぼ相当し，主にシルト，砂及び礫

からなる。古期低地堆積層の地質年代は，下位の砂子又層を不整合に

覆い，上位の高位段丘堆積層に不整合に覆われることから，第四紀中

期更新世と判断した。 

段丘堆積層は，北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

の段丘堆積

物に相当し，主に砂及び礫からなる。段丘堆積層は，分布標高から高

位段丘堆積層，中位段丘堆積層及び低位段丘堆積層に３区分され，そ

れぞれ高位面，中位面及び低位面を形成する。空中写真判読及び地表

地質調査による段丘面の分布高度，分布形態及び火山灰層との累重関係

等から，高位面はＨ１面，Ｈ２面，Ｈ３面，Ｈ４面，Ｈ５面及びＨ６面に，

中位面はＭ １面，Ｍ２面及びＭ３面に，低位面はＬ１面，Ｌ２面及びＬ３面

にそれぞれ細区分される。 
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敷地周辺陸域の地形面区分図を第3.2－６図に示し，段丘堆積層と示

標テフラの層位関係を第3.2－２表に示す。 

Ｈ１面は，東岳・八幡岳地域の尾根部にごく狭い範囲に分布し，Ｈ２面

は，吹越地域及び東岳・八幡岳地域の尾根部に分布する。Ｈ３面，Ｈ４面

及びＨ５面は，吹越地域及び東岳・八幡岳地域では山地を取り巻いて狭い

範囲に分布し，六ヶ所地域では広く平坦な面を形成する。また，Ｈ６面

は，主に陸奥湾側の河川沿いに狭小に分布する。 

Ｈ３面及びＨ４面は，各面の分布標高と堆積物を覆う火山灰層との累

重関係から，それぞれ宮内（1988）
（３７）

の高位面及び 七百
しちひゃく

面に相当する。

Ｈ５面は，その堆積物を覆う火山灰層の下部に宮内（1988）
（３７）

によるヌカ

ミソ軽石及び甲地軽石が挟まれることから，宮内（1988）
（３７）

の天狗岱
てんぐたい

面

に相当し，酸素同位体ステージ（以下「ＭＩＳ」という。）７に対比

される。 

Ｍ１面，Ｍ２面及びＭ３面は，吹越地域及び六ヶ所地域では，太平洋及

び陸奥湾の沿岸部に，東岳・八幡岳地域では，陸奥湾の沿岸部に比較

的広く分布する。 

Ｍ１面は，その堆積物を覆う火山灰層の下部に町田・新井（2011）
（３８）

に

よる洞爺
とうや

火山灰（11.2～11.5万年前）が挟まれることから，宮内

（1988）
（３７）

の高舘面に相当し，ＭＩＳ５ｅに対比される。Ｍ２面は，その

堆積物の最上部に洞爺火山灰が挟まれることから，宮内（1988）
（３７）

の多

賀台面に相当し，ＭＩＳ５ｅ末ないし直後の海面安定期に対比される。

Ｍ３面は，その堆積物を覆う火山灰層の下部に町田・新井（2011）
（３８）

によ

る阿蘇
あそ

４火山灰（8.5～９万年前）が挟まれることから，宮内（1988）
（３７）

の根城面に相当し，ＭＩＳ５ｃに対比される。 

Ｌ１面及びＬ２面は，吹越地域及び六ヶ所地域の比較的大きな河川沿
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いにおいて，比較的狭小な分布を示す。Ｌ３面は，東岳・八幡岳地域の

坪川，清水目川
しみずめがわ

等の比較的大きな河川沿いにみられる。 

Ｌ１面は，その堆積物を覆う火山灰層の最下部に十和田レッド火山灰

が挟まれることから，宮内（1988）
（３７）

の柴山
しばやま

面に相当する。また，十和

田レッド火山灰は町田・新井（2011）
（３８）

によって「ＭＩＳ５ａ？」とさ

れており，層位関係も考慮し，十和田レッド火山灰の年代は約８万年

前と判断した。Ｌ２面は，その堆積物を覆う火山灰層の下部に町田・新

井（2011）
（３８）

による十和田大不動
おおふどう

火山灰（約3.2万年前）が挟まれること

から，宮内（1988）
（３７）

の七戸
しちのへ

面に相当し，ＭＩＳ３に対比される。Ｌ３面

は，その堆積物を覆う火山灰層の下部に町田・新井（2011）
（３８）

による十

和田八戸火山灰（約1.5万年前）が挟まれることから，宮内（1988）
（３７）

の

三本木
さんぼんぎ

面に相当する。 

十和田火山軽石流堆積物は，六ヶ所地域南西部の坪川流域等に分布

し，東北地方第四紀研究グループ（1969）
（３９）

の十和田火山軽石流堆積物

に相当し，軽石凝灰岩等からなる。十和田火山軽石流堆積物は，町

田・新井（2011）
（３８）

による大不動火砕流堆積物（約3.2万年前）及び八戸

火砕流堆積物（約1.5万年前）に相当する。 

火山灰層は，丘陵地及び台地上に広く分布し，主に褐色の粘土質火

山灰からなる。火山灰層中には，主な示標テフラとしてＢｏＰ軽石，

甲地軽石，ヌカミソ軽石，オレンジ軽石，洞爺火山灰，阿蘇４火山灰，

十和田レッド火山灰，十和田大不動火山灰，十和田八戸火山灰等が認

められる。 

(6) 第四系完新統 

敷地周辺陸域の第四系完新統は，沖積低地堆積層，砂丘砂層及び崖

錐堆積層からなる。 
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沖積低地堆積層は，河川及び海岸沿いの低地等に分布し，主に礫，

砂及び粘土からなる。 

砂丘砂層は，吹越地域及び六ヶ所地域の太平洋側及び陸奥湾側の海

岸部に帯状に分布し，主に砂からなる。 

崖錐堆積層は，山地及び丘陵地の斜面の裾部等に分布し，主に礫，

砂及び粘土からなる。 

(7) 貫入岩 

敷地周辺陸域の貫入岩は，吹越地域では，泊層に貫入する安山岩，

デイサイト， 閃緑玢岩
せんりょくひんがん

等からなり，東岳・八幡岳地域では，和田川層

及び小坪川層に貫入する安山岩，デイサイト，流紋岩等からなる。 

 

3.2.2.3 敷地周辺陸域のリニアメント・変動地形 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形の判読基準を第3.2－３表

に，敷地周辺陸域のリニアメント・変動地形の分布図を第3.2－７図に示

す。 

敷地周辺陸域のリニアメント・変動地形の判読基準については，土木

学会（1999）
（４０）

，井上ほか（2002）
（４１）

等を参考にして，地域特性を考慮して設

定した。これをもとに，敷地周辺のリニアメント・変動地形を，変動地形

である可能性が高いＬＡ，変動地形である可能性があるＬＢ，変動地形で

ある可能性が低いＬＣ及び変動地形である可能性が非常に低いＬＤの４ラ

ンクに区分した（以下，これらのリニアメント・変動地形を，それぞれ

「ＬＡリニアメント」，「ＬＢリニアメント」，「ＬＣリニアメント」及び

「ＬＤリニアメント」という。）。 

敷地周辺陸域のリニアメント・変動地形は，Ｎ－Ｓ方向～ＮＮＥ－

ＳＳＷ方向のものが卓越し，一部でＮＥ－ＳＷ方向，ＮＷ－ＳＥ方向ある
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いはＥ－Ｗ方向のものが認められる。これらのリニアメント・変動地形は，

主にランクが低いＬＤリニアメントからなり，一部にＬＢ及びＬＣリニアメ

ントが判読される。 

 

3.2.2.4 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 敷地周辺陸域の地質構造 

敷地周辺陸域の地質構造として，主に新第三系中新統に褶曲構造が

認められる。新第三系鮮新統～第四系下部更新統については，横浜
よこはま

町

桧木川中流部等において，一部に褶曲構造が認められるものの，大局

的には同斜構造を示す。（第3.2－３図及び第3.2－４図参照） 

吹越地域では，老部川（南）上流部にＮＥ－ＳＷ方向の軸をもつ長

さ約３ｋｍの背斜及び長さ約４ｋｍの向斜が認められる。また，桧木

川中流部にもＮＮＥ－ＳＳＷ方向の軸をもつ長さ約11ｋｍの背斜及び

向斜がそれぞれ認められ，その背斜の東翼部に，一部，撓曲構造が認

められる。 

六ヶ所地域では，棚沢川
たなざわがわ

から老部川（南）に至る間及び土場川上流

部に，ほぼＮ－Ｓ方向の軸をもつ長さ約５ｋｍの背斜がそれぞれ認め

られる。また，尾駮沼及び鷹架沼付近から内沼
うちぬま

西方にかけて，ＮＥ－

ＳＷ方向の軸をもつ長さ約10ｋｍの向斜が認められる。 

東岳・八幡岳地域では，烏帽子岳周辺にＮＷ－ＳＥ方向の軸をもつ

長さ約６ｋｍの背斜及び長さ４ｋｍ～６ｋｍの向斜が認められる｡また，

山地の東縁部には，ほぼＮ－Ｓ方向に延びる撓曲構造が認められる。 

重力異常に関しては，独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総

合センター編（2013）
（２２）

による重力データ等を用いて，重力異常図を作

成した。敷地周辺陸域においては，吹越地域及び東岳・八幡岳地域の
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山地が高重力異常を示すのに対し，六ヶ所地域の台地が低重力異常を

示す。このうち，東岳・八幡岳地域と六ヶ所地域の境界部には，概ね

Ｎ－Ｓ方向に延びる重力異常の急変部が認められるが，その他の地域

では，延長が長い線状の重力異常の急変部は認められず，地下深部に

大きな地質構造の変化は推定されない。（第3.2－８図参照） 

磁気異常に関しては，中塚・大熊（2009）
（２３）

によると，敷地周辺陸域

においては，顕著な磁気異常は認められないものの，敷地周辺海域に

おいては，北海道苫小牧から三陸沖にかけて概ねＮ－Ｓ方向に延びる

正の磁気異常が認められ，長﨑（1997）
（４２）

が示す苫小牧リッジに対応し

ている。長﨑（1997）
（４２）

においては，苫小牧リッジは主に花崗岩等によっ

て構成されており，この花崗岩はコア分析の結果から前期白亜紀を示唆

する年代が得られ，前期～後期白亜紀に連続していた正磁極期に熱残留

磁化を獲得した可能性が高いとされている。以上のことから，敷地周辺

海域に認められる正の磁気異常は，海底下に強い磁気を帯びた岩体等が

分布する地質構造を反映しているものと考えられる。（第3.2－９図参

照） 

微小地震に関しては，気象庁
（２５）

に基づき小・微小地震分布図を作成し

た。敷地周辺においては，断層の存在を示唆するような微小地震分布

の面状の配列は認められない。（第3.2－10図参照） 

(2) 敷地を中心とする半径30ｋｍ範囲の断層 

文献調査結果に基づく，敷地周辺陸域の活断層分布図（半径30ｋｍ

範囲）を第3.2－11図に示す。 

敷地周辺陸域の主な断層及び撓曲構造として，山崎ほか（1986）
（３）

，

活断層研究会編（1991）
（７）

及び今泉ほか編（2018）
（８）

が示す横浜断層，野

辺地断層，上原子
かみはらこ

断層，天間林
てんまばやし

断層及び十和田市西方断層があり，十
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和田市奥入瀬川以南には，Ｃｈｉｎｚｅｉ（1966）
（４３）

及び工藤（2005）
（４４）

が示す猿辺撓曲及び底田撓曲がある（以下，天間林断層，十和田市西

方断層，猿辺撓曲及び底田撓曲を一括して「七戸西方断層」とい

う。）。さらに，藤田ほか（1980）
（４５）

が示す後川－土場川沿いの断層

（以下「後川－土場川断層」という。）がある。なお，敷地を中心と

する半径約５ｋｍの範囲の敷地近傍には，活断層研究会編（1991）
（７）

及

び今泉ほか編（2018）
（８）

が示す出戸西方断層がある。 

ａ．横浜断層 

(a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，横浜町有畑
ありはた

東方から同町横浜東方にか

けて，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向，長さ４ｋｍ，活動度Ｃ，「活断層である

と推定されるもの（確実度Ⅱ）」の横浜断層を図示・記載し，開析扇

状地に西側隆起20ｍの逆むき低断層崖がみられるとしている。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，むつ市中野沢付近から横浜町向平付近に，

長さ約10ｋｍ（図読では約13ｋｍ），ほぼ南北方向に延びる西側隆起

の逆断層帯として横浜断層帯を図示・記載し，「後期更新世の段丘面

に明瞭な変位を与え，断層変位の累積が確認されている。平均上下変

位速度や活動履歴は不明である。」としている。 

山崎ほか（1986）
（３）

は，当該断層を図示していない。 

(b) 変動地形学的調査結果 

横浜断層周辺の空中写真判読図を第3.2－12図に示す。 

むつ市中野沢東方の畑沢川左岸から横浜町有畑東方の鶏沢川
にわとりざわかわ

を経て，

同町横浜南東の荒内川
あらないがわ

右岸に至る約13ｋｍ間に，ＮＮＥ－ＳＳＷ～

Ｎ－Ｓ方向のＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメントが断続的に判読される。こ

れらは，主に高位面（Ｈ３面，Ｈ４面，Ｈ５面及びＨ６面）の山側向きの
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崖，鞍部からなり，このうち鶏沢川付近から横浜町北東の田ノ沢川
たのさわがわ

付

近に至る約４ｋｍ間が活断層研究会編（1991）
（７）

の横浜断層に，林崎川

付近から荒内川付近に至る約10ｋｍ間が今泉ほか編（2018）
（８）

の横浜断

層帯にほぼ対応する。しかし，鶏沢川及び横浜東方の三保川
み ほ が わ

の低位面

（Ｌ１面及びＬ２面）に，リニアメント・変動地形は判読されない。ま

た，北方延長の林崎川右岸の中位面（Ｍ２面）及び南方延長の荒内川左

岸の中位面（Ｍ１面）に，リニアメント・変動地形は判読されない。 

(c) 地表地質調査結果 

横浜断層周辺の地質平面図を第3.2－13図に，地質断面図を第3.2－

14図に示す。 

横浜断層周辺には，新第三系中新統の泊層及び蒲野沢層，新第三系

鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第四系中部更新統の高位段丘

堆積層，第四系上部更新統の中位段丘堆積層及び低位段丘堆積層等が

分布する。 

泊層は，主に凝灰角礫岩からなる。蒲野沢層は，主に泥岩及び砂岩

からなる。両層は，桧木川以北の山地から丘陵地にかけて分布してお

り，走向はほぼＮＮＥ－ＳＳＷ方向であり，概ね20°～50°の西傾斜を

示す。砂子又層は主に砂岩からなり，横浜断層周辺に広く分布する。

本層は，ほぼＮＮＥ－ＳＳＷ方向の走向で，概ね20゜以下の西傾斜を

示し，下位の新第三系中新統を不整合に覆う。高位段丘堆積層は，主

に砂及び礫からなり，高位面（Ｈ３面，Ｈ４面，Ｈ５面及びＨ６面）を形

成する。中位段丘堆積層は，主に砂及び礫からなり，中位面（Ｍ１面，

Ｍ２面及びＭ３面）を形成する。このうち，横浜町の林崎川河口付近で

は，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）の最上部に洞爺火山灰（11.2～

11.5万年前）が挟まれることを確認している（Ｙ－３露頭）。低位段
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丘堆積層は，主に砂及び礫からなり，低位面（Ｌ１面及びＬ２面）を形

成する。 

中野沢東方の南川代沢付近から三保川付近にかけての砂子又層には，

背斜軸と向斜軸が近接して認められ，背斜軸の東翼部には傾斜30゜～

60゜の東急傾斜を示す撓曲構造が認められる。リニアメント・変動地

形はこの撓曲構造に対応して判読され，林崎川付近から桧木南東に至

る間においては，リニアメント両側において複数の段丘面にいずれも

西側が高い高度差が認められ，高位の段丘面ほど高度差が大きくなっ

ている。（第3.2－15図参照） 

林崎川左岸において，ほぼＮ－Ｓ走向で，約40゜西傾斜の逆断層が認

められ，砂子又層が高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）へ衝上している

（Ｙ－１露頭，第3.2－16図及び第3.2－17図参照）。この北側延長部に

あたる林崎川右岸では，本断層は砂子又層中で２条に分岐している。こ

のうち，西側の断層は，さらに北側の露頭において，高位段丘堆積物

（Ｈ５面堆積物）を変位させているものの，これを覆う中位段丘堆積層

（Ｍ２面堆積物）の下面に変位を与えていない（Ｙ－２露頭，第3.2－18

図参照）。一方，東側の断層は，Ｙ－２露頭とその東側の露頭との間に

延長すると考えられるが，両露頭で確認されるＭ２面堆積物の下面に標

高差が認められず（第3.2－19図参照），また，これより北側に広く分

布する中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）の上面は，断層推定位置を挟ん

で連続する（第3.2－20図参照）ことから，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積

物）に変位を与えていないと判断される。 

さらに，桧木川右岸において，ＬＢ及びＬＣリニアメント通過位置を

挟むようにボーリング調査を実施した結果，砂子又層に明瞭な撓曲構

造が認められたが，これを不整合に覆う中位段丘堆積層（Ｍ３面堆積
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物）の下面には変位・変形が認められない（第3.2－21図参照）。 

一方，鶏沢川東方のＬＣリニアメント通過位置付近において，東京電

力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会社），東北電力株

式会社及びリサイクル燃料貯蔵株式会社が実施した反射法地震探査並

びに東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会社）が

実施したボーリング調査により，砂子又層の撓曲部に西上がりの逆断

層が確認され，その変位が段丘礫層にも及んでいることが認められた

（第3.2－22図及び第3.2－23図参照）。また，確認された逆断層付近

において東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会

社），東北電力株式会社及びリサイクル燃料貯蔵株式会社が実施した

トレンチ調査の結果，洞爺火山灰（11.2～11.5万年前）に断層変位が

及んでおり，その上位の阿蘇４火山灰（8.5～９万年前）にも断層によ

る変形が及んでいる可能性を否定できない（第3.2－24図参照）。 

荒内川右岸に判読されるＬＤリニアメント南方の横浜町向平付近にお

いて，東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会社），

東北電力株式会社及びリサイクル燃料貯蔵株式会社が反射法地震探査

（向平測線）を実施した結果，リニアメント・変動地形の延長位置に

断層及び撓曲構造は認められない（第3.2－25図参照）。なお，リニア

メント・変動地形の延長位置の東方に１条の断層が推定され，さらに

向平より南方の横浜町松栄付近で東京電力株式会社（現 東京電力ホ

ールディングス株式会社），東北電力株式会社及びリサイクル燃料貯

蔵株式会社が実施した反射法地震探査（松栄測線）でも３条の断層が

推定されるものの，これらの断層上に分布するＨ５面～Ｍ２面に東側の

低い高度不連続は認められない（第3.2－26図参照）。 

なお，向平測線より南には，横浜町向沢付近に，東側低下のＬＤリニ



 3－3－23 

アメントが断続的に判読される（「3.2.2.4（2）ｆ．（g）向沢付近のリニア

メント・変動地形」参照）。向平測線上において，向沢付近のＬＤリニア

メント北方延長にあたる位置で実施したボーリング調査結果によると，

砂子又層の上部は西緩傾斜の同斜構造を示し，Ｈ５面堆積物の上面にも

有意な不連続は認められない。ＬＤリニアメントが判読される北端付近

の向沢北方において実施したボーリング調査結果によると，ＬＤリニア

メントを挟んで砂子又層は西緩傾斜の同斜構造を示す。この南の向沢

周辺において，ＬＤリニアメントを挟んで実施したオーガーボーリング

調査等の結果によると，Ｈ６面堆積物上面に不連続は認められない。さ

らに，ＬＤリニアメントが判読される南端付近の武ノ川右岸付近におい

て，東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会社），

東北電力株式会社及びリサイクル燃料貯蔵株式会社が実施したボーリ

ング調査結果によると，砂子又層は西緩傾斜の同斜構造を示す。向沢

北方においては，ＬＤリニアメントが判読される位置付近のみＨ４面堆

積物の礫層が分布せず，砂子又層を削り込んだ谷が認められる。また，

向沢周辺及び武ノ川右岸付近においては，ＬＤリニアメントが判読され

る位置付近にＨ６面堆積物を覆って風成層・ローム層互層が分布してい

る。これらのことから，向沢付近のＬＤリニアメント付近には，第四紀

後期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。ＬＤリニ

アメントは，砂子又層を浸食する谷地形及び風成砂・ローム互層より

なる砂丘の上面形態を反映したものであると判断される。 

畑沢川左岸に判読されるＬＤリニアメント北方においては，南川代沢

付近まで撓曲構造が認められ，その西側の背斜軸部では，蒲野沢層の

砂岩分布域中に，泊層の凝灰角礫岩や蒲野沢層の凝灰岩が細長く分布

している。南川代沢より北方のむつ市北川代沢においては，蒲野沢層
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の砂岩分布域中に，泊層の凝灰角礫岩や蒲野沢層の凝灰岩の分布は認

められず，蒲野沢層及び泊層が約60°西傾斜の同斜構造を示しており，

撓曲構造は認められない。（第3.2－27図参照） 

なお，横浜断層の北方に位置する朝比奈平
あ さ ひ な た い

周辺には，西側低下のＬＤ

リニアメントが判読される（第3.2－12図参照）。地表地質調査の結果，

ＬＤリニアメントの東側では，新第三系が西へ急傾斜する撓曲構造を示

す（第3.2－13図参照）。この撓曲構造は，西側低下の変位形態を示し，

ＮＮＥ－ＳＳＷ方向に連続することから，地下に断層が存在するものと

推定され，北村・藤井（1962）
（４６）

の下北
しもきた

断層に対応すると考えられる。む

つ市近川
ちかがわ

北東の蜆沢
しじみざわ

中流部の露頭では，砂子又層内の不整合面を境に，

それより下位の軽石凝灰岩，泥質砂岩等に急傾斜構造が認められるが，

それより上位の主に砂岩からなる地層には，撓曲による変形は認めら

れない（ＳＨ－１露頭，第3.2－28図参照）。また，この撓曲構造は，

近川東方では確認できない。以上のように，この撓曲構造は，横浜断

層の変位形態及び活動性と異なることから，横浜断層とは連続しない

ものと判断した。また，ＬＤリニアメントは，中新統の撓曲構造に沿っ

て判読されるが，猿ヶ森層と泊層，あるいは泊層と蒲野沢層等の地層

境界にほぼ対応しており，リニアメント・変動地形の位置には断層は

認められないことから，岩質の差を反映した浸食地形であると判断し

た。 

(d) 総合評価 

横浜断層周辺には，約13ｋｍ間にＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメントが判

読される。 

南川代沢付近から三保川付近にかけての砂子又層には，ほぼＮＮＥ

－ＳＳＷ方向に延びる１背斜・１向斜からなる褶曲構造が認められる。
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背斜の東翼部には，東急傾斜の撓曲構造が認められ，判読されるＬＢ，

ＬＣ及びＬＤリニアメントにほぼ対応する。この撓曲構造上の林崎川左

岸において，砂子又層と高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）とを境する西

上がりの逆断層が認められるものの，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）

に変位を与えていないことを確認した。また，桧木川右岸におけるボ

ーリング調査結果により，砂子又層の撓曲構造からリニアメントに対

応する断層が存在するものと考えられるが，この位置を挟んで分布す

る中位段丘堆積層（Ｍ３面堆積物）に変位・変形が認められないことを

確認した。 

一方，東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式会

社），東北電力株式会社，リサイクル燃料貯蔵株式会社が，鶏沢川東

方において実施したトレンチ調査結果によると，段丘堆積層に西上が

りの逆断層が認められ，洞爺火山灰（11.2～11.5万年前）に断層変位

が及んでおり，その上位の阿蘇４火山灰（8.5～９万年前）にも断層に

よる変形が及んでいる可能性を否定できない。 

南川代沢より北方の北川代沢においては，横浜断層に対応する砂子

又層の撓曲構造は認められない。また，向平においては，反射法地震

探査結果により,砂子又層相当層に横浜断層に対応する断層及び撓曲構

造は認められない。 

以上のように，横浜断層は，第四紀後期更新世に形成された中位段

丘堆積層に変位・変形を与えていることが否定できないことから，第

四紀後期更新世以降の活動性を考慮することとし,その長さを北川代沢

付近から向平付近までの約15ｋｍと評価した。 
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ｂ．野辺地断層 

(a) 文献調査結果 

山崎ほか（1986）
（３）

は，野辺地町まかど温泉南方の近沢川
ちかざわがわ

付近から東

北町上板橋
かみいたばし

西方の赤川
あかがわ

付近にかけて，長さ約７ｋｍの推定活断層（主

として第四紀後期に活動したもの）を図示し，東側落下，平均変位速

度１ｍ／10３年未満としている。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，山崎ほか（1986）
（３）

とほぼ同じ位置に，

ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ７ｋｍ，活動度Ｂ，「活断層であると推定

されるもの（確実度Ⅱ）」の野辺地断層を図示・記載し，西側隆起

100ｍを超える山地高度差がみられるとし，本断層付近の山地と平野の

分化が第三紀末から第四紀にかけての西側隆起の変動により生じたと

している。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，野辺地町まかど温泉付近から同町

上小中野開拓
かみこなかのかいたく

西方の枇杷野川付近まで，長さ約４ｋｍの推定活断層を

図示している。 

青森県（1996）
（４７）

の調査結果によると，文献が指摘する野辺地断層沿

いに判読されるリニアメント周辺には，第四紀層に断層の存在を示す

ような地層の乱れは認められず，リニアメントは組織地形によるもの

である可能性が高いとしている。 

(b) 変動地形学的調査結果 

野辺地断層周辺の空中写真判読図を第3.2－29図に示す。 

野辺地町狩場沢
かりばさわ

西方付近から同町上小中野開拓西方を経て，七戸

町上原子西方の坪川左岸付近に至る約10ｋｍ間に，ＮＮＷ－ＳＳＥ

～Ｎ－Ｓ方向のＬＤリニアメントが断続的又は一部平行して判読さ

れる。これらのＬＤリニアメントは，主に西側の山地と東側の台地
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との境界付近の傾斜変換部又は鞍部からなり，一部は山地斜面に認

められる東側低下の崖及び鞍部からなる。このうち，近沢川付近か

ら赤川付近に至る約７ｋｍ間が，活断層研究会編（1991）
（７）

の野辺地

断層にほぼ対応する。しかし，北方延長の狩場沢西方付近にみられ

る高位面（Ｈ４面）に，リニアメント・変動地形は判読されない。

また，南方延長の坪川沿いにみられる田代平溶結凝灰岩の火砕流堆

積面に，リニアメント・変動地形は判読されない。 

野辺地断層北方延長位置において段丘面の旧汀線高度分布を検討し

た結果，Ｍ３面，Ｍ２面，Ｍ１面及びＨ５面に，西側隆起の変形は認めら

れない。また，地形断面図における中位段丘面の勾配は現在の海底勾

配と概ね調和的であり，その平面形態も併せて考えると，これらの中

位段丘面は小池・町田編（2001）
（４８）

が指摘するような海成段丘であると

考えられる。これらの背後に分布する高位段丘面群は，海底勾配より

やや急な傾斜を示すものの，段丘構成層が河成層（砂礫）を示すこと

から，小池・町田編（2001）
（４８）

が指摘するような扇状地性段丘群である

と考えられる。（第3.2－30図及び第3.2－31図参照） 

(c) 地表地質調査結果 

野辺地断層周辺の地質平面図を第3.2－32図に，地質断面図を第3.2

－33図に示す。 

野辺地断層周辺には，新第三系中新統の小坪川層，松倉山層及び市

ノ渡層，第四系中部更新統の古期低地堆積層及び高位段丘堆積層，第

四系完新統の崖錐堆積層等が分布する。 

まかど温泉付近以北のＬＤリニアメント周辺には，高位段丘堆積層

（Ｈ３面堆積物及びＨ４面堆積物）が分布し，ＬＤリニアメントはこれら

が形成する高位面（Ｈ３面）と高位面（Ｈ４面）との境界あるいは高位
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面（Ｈ４面）を刻む沢部に位置している。 

まかど温泉付近から上小中野開拓西方付近にかけて，主に小坪川層，

古期低地堆積層，高位段丘堆積層及び崖錐堆積層が分布する。この間

に判読されるＬＤリニアメントは，主に西側の山地を形成する小坪川層

と，東側の台地を形成する高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）との地層境

界にほぼ対応する。この付近の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）の傾斜

は水平から５゜前後と緩い。また，これと平行して山側に判読される

ＬＤリニアメントは，主に小坪川層と松倉山層との地層境界にほぼ対応

する。 

上小中野開拓西方付近から坪川左岸にかけて，主に小坪川層，市ノ

渡層，古期低地堆積層及び高位段丘堆積層が分布する。この間に判読

されるＬＤリニアメントは，主に西側の山地を形成する相対的に硬質

な火山岩類からなる小坪川層と，東側の丘陵地から台地を形成する相

対的に軟質な堆積岩からなる市ノ渡層あるいは未固結堆積物からなる

高位段丘堆積層（Ｈ２面堆積物及びＨ３面堆積物）との地層境界にほぼ

対応する。市ノ渡層は，主に凝灰質砂岩からなり，ＮＮＥ－ＳＳＷ～

ＮＮＷ－ＳＳＥ走向で，東に約30゜傾斜する同斜構造を示し，下位の

小坪川層を不整合に覆う。この付近では，枇杷野川や添ノ沢
そえのさわ

西方など

の谷に沿って，主にシルト，砂及び礫からなる古期低地堆積層が分布

し，下位の小坪川層及び市ノ渡層を不整合に覆う。特に，添ノ沢付近

では，活断層研究会編（1991）
（７）

の「活断層であると推定されるもの

（確実度Ⅱ）」及び判読されるＬＤリニアメントの位置を挟んで，古

期低地堆積層が５°～８°で東傾斜して分布している（第3.2－34図参

照）。なお，倉岡川において実施した古期低地堆積層中に挟まれる軽

石層のフィッション・トラック法による年代測定値は0.4±0.1Ｍａを
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示す。また，高位段丘堆積層は，下位の小坪川層及び市ノ渡層を不整

合に覆い，ほぼ水平に堆積している。 

まかど温泉付近のＬＤリニアメント沿いで実施したボーリング調査の

結果，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の上面及びオレンジ軽石に高度

不連続は認められない（第3.2－35図参照）。 

野辺地断層の北方延長には，高位面（Ｈ４面）が分布しており，断層

運動に起因する変位・変形は認められない。また，南方延長に当たる

坪川沿いには，田代平溶結凝灰岩が分布している。 

(d) 総合評価 

野辺地断層周辺には，約10ｋｍ間にＬＤリニアメントが判読される。

いずれも変動地形としてのランクが低いＬＤリニアメントであり，北方

延長の高位面（Ｈ４面）及び南方延長の田代平溶結凝灰岩の火砕流堆積

面には，リニアメント・変動地形は認められない。また，判読される

ＬＤリニアメントのうち，北部のＬＤリニアメントは，小坪川層と高位

段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）あるいは松倉山層との地層境界にほぼ対応

し，南部のＬＤリニアメントは，主に小坪川層と市ノ渡層あるいは高位

段丘堆積層（Ｈ２面堆積物及びＨ３面堆積物）との地層境界にほぼ対応

することから，相対的な岩質の硬軟の差を反映した浸食地形であると

判断した。さらに，判読されるＬＤリニアメント付近には断層露頭は認

められず，市ノ渡層は東に約30゜傾斜する同斜構造を示し，上位の古

期低地堆積層は，添ノ沢付近において，活断層研究会編（1991）
（７）

の確

実度Ⅱの断層及び判読されるＬ Ｄリニアメントの位置を挟んで５°～

８°東傾斜して分布しており，まかど温泉付近のＬＤリニアメント沿い

で実施したボーリング調査の結果，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の

上面及びオレンジ軽石に高度不連続は認められず，断層運動に起因す
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る変位・変形は認められない。また，南方延長の田代平溶結凝灰岩の

火砕流堆積面に断層運動に起因する変位・変形は認められない。野辺

地断層北方延長位置において段丘面の旧汀線高度分布を検討した結果，

Ｈ５面以降の段丘面に，西側隆起の変形は認められない。 

以上のことから，野辺地断層付近には，第四紀後期更新世以降に活

動した断層は存在しないものと判断した。 

ｃ．上原子断層 

(a) 文献調査結果 

山崎ほか（1986）
（３）

は，東北町宇道坂
うどさか

南方の清水目川右岸付近から七

戸町上原子北西の坪川左岸付近にかけて，推定活断層（主として第四

紀後期に活動したもの）を図示し，西側落下，平均変位速度１ｍ/10３

年未満としている。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，山崎ほか（1986）
（３）

とほぼ同じ位置に，

Ｎ－Ｓ方向，長さ２ｋｍ，活動度Ｃ，「活断層であると推定されるも

の（確実度Ⅱ）」の上原子断層を図示・記載し，開析扇状地に東側隆

起20ｍの逆むき低断層崖がみられるとしている。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，宇道坂南方付近から上原子北西付近にかけ

て長さ約３ｋｍの推定活断層を図示している。 

(b) 変動地形学的調査結果 

上原子断層周辺の空中写真判読図を第3.2－36図に示す。 

野辺地町上小中野開拓南西の尾根から七戸町上原子北西までの約５

ｋｍ間に，ＮＮＷ－ＳＳＥ～Ｎ－Ｓ方向のＬＢ及びＬＣリニアメントが

断続的に判読される。これらは，いずれも西側低下の低崖，鞍部等か

らなり，活断層研究会編（1991）
（７）

の上原子断層にほぼ対応する。しか

し，北方延長の上小中野開拓西方の高位面（Ｈ４面）に，リニアメン
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ト・変動地形は判読されない。また，南方延長の上原子付近の坪川沿

いにみられる田代平溶結凝灰岩の火砕流堆積面の分布標高には，リニ

アメント・変動地形の延長位置を挟んで不連続は認められない（第3.2

－37図参照）。 

(c) 地表地質調査結果 

上原子断層周辺の地質平面図を第3.2－38図に，地質断面図を第3.2

－39図に示す。 

上原子断層周辺には，新第三系中新統の市ノ渡層，新第三系鮮新統

～第四系下部更新統の砂子又層，第四系中部更新統の古期低地堆積層

及び高位段丘堆積層，第四系上部更新統の十和田火山軽石流堆積物等

が分布する。 

市ノ渡層は主に凝灰質砂岩からなり，ほぼＮＮＷ－ＳＳＥ走向で，

東に30゜～70゜急傾斜する。砂子又層は主に砂岩からなり，走向はほ

ぼＮＮＷ－ＳＳＥ方向で，東に約30°傾斜する。古期低地堆積層は主に

シルト，砂及び礫からなり，台地斜面のごく狭い範囲に分布する。本

層は下位の市ノ渡層及び砂子又層を不整合に覆い，傾斜は５°前後と緩

い。高位段丘堆積層は主に砂及び礫からなり，台地に広く分布し，高

位面（Ｈ２面，Ｈ３面及びＨ４面）を形成する。十和田火山軽石流堆積物

は軽石凝灰岩からなり，狭小な平坦面を形成する。 

東北町赤川右岸で，高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）を変位させる断

層露頭（Ｋ－１露頭）が認められる。さらに，この北方の宇道坂の清

水目川右岸及び添ノ沢東方にも断層露頭（Ｋ－２露頭及びＫ－３露

頭）が認められる。 

Ｋ－１露頭の断層は，走向がほぼＮＮＷ－ＳＳＥ方向で約30°東傾

斜し，高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）を変位させている。断層下盤
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側の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）に挟在する溶結凝灰岩が上方へ

引きずられていることから，本断層は東上がりの逆断層と判断した。

この断層を挟んで分布する高位面（Ｈ３面）には，約20ｍの高度不連

続がみられる。（第3.2－40図参照） 

Ｋ－２露頭の断層は，走向がほぼＮ－Ｓ方向で約30°東傾斜し，市ノ

渡層を変位させている。同一層準の層厚約30ｍの軽石凝灰岩が，断層の

両側で認められることから，本断層は東上がりの逆断層と判断した。

（第3.2－41図参照） 

Ｋ－３露頭の断層は，走向がほぼＮ－Ｓ方向で約20°東傾斜し，高位

段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）に東上がりの変位が認められる。この露頭の

周辺では，断層上盤側の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）が，断層運動に

伴う変形により最大約60°西に傾動している。（第3.2－42図参照） 

上原子断層の北方延長に位置する枇杷野川右岸の高位面（Ｈ４面）に

おける露頭調査及びボーリング調査の結果によると，ＬＣリニアメント

の北方延長位置を挟んでオレンジ軽石に高度不連続は認められないこ

とから，枇杷野川右岸の高位面（Ｈ４面）には断層運動に起因する変

位・変形は認められない。また，南方延長に位置する坪川沿いの田代

平溶結凝灰岩の火砕流堆積面に，断層運動に起因する変位・変形は認

められない。（第3.2－37図参照） 

(d) 総合評価 

上原子断層周辺には，約５ｋｍ間にＬＢ及びＬＣリニアメントが判読

される。 

地表地質調査結果によると，東北町赤川右岸，宇道坂の清水目川右

岸及び添ノ沢東方に断層露頭が認められ，ＬＢリニアメントに対応する

東上がりの逆断層が存在し，赤川右岸では，高位段丘堆積層（Ｈ３面堆



 3－3－33 

積物）に約20ｍの変位が想定される。 

上原子断層の北方延長に位置する枇杷野川右岸の高位面（Ｈ４面）に，

断層運動に起因する変位・変形は認められず，南方延長に位置する坪

川沿いの田代平溶結凝灰岩の火砕流堆積面に，断層運動に起因する変

位・変形は認められない。 

以上のように，上原子断層は，高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）に変

位を与えており，断層と第四系上部更新統との関係が確認されないこ

とから，第四紀後期更新世以降の活動性が否定できない。したがって，

その活動性を考慮することとし，その長さを枇杷野川右岸から坪川付

近までの約５ｋｍと評価した。 

ｄ．七戸西方断層 

 (a) 文献調査結果 

山崎ほか（1986）
（３）

は，七戸町白石
しろいし

西方の坪川右岸から同町 上牧場
かみぼくじょう

を

経て十和田市奥入瀬川左岸にかけて，長さ約22ｋｍの推定活断層（主

として第四紀後期に活動したもの）を図示し，東側落下，平均変位速

度１ｍ/10３年未満としており，奥入瀬川の南方に断層や撓曲を図示し

ていない。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，七戸町栗ノ木沢
くりのきさわ

から同町上牧場を経て十

和田市奥入瀬川左岸にかけて，天間林断層及び十和田市西方断層を図

示・記載しており，奥入瀬川の南方に断層や撓曲を図示していない。天

間林断層は，ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ９ｋｍ，活動

度Ｂ，「活断層であると推定されるもの（確実度Ⅱ）」であり，西側隆

起100ｍを超える山地高度差がみられ，本地域の山地と平野の分化が第

三紀末から第四紀にかけての西側隆起の変動により生じたとしている。

また，十和田市西方断層は，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ６ｋｍ，「活断
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層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」であり，西側隆起60ｍの山地

高度差がみられるとしている。 

工藤（2005）
（４４）

は，図幅の表示範囲全体にわたる道地川以北から小林

川以南にかけて，長さ20ｋｍ以上の底田撓曲を図示し，同撓曲は第四

系下部更新統（高森山層）より上位の地層に伏在されるとしている。

また，底田撓曲の活動時期については，撓曲崖の不明瞭さと青森県

（1996）
（４７）

の調査結果から第四紀後半にはほとんど活動していないとし

ており，その活動時期を鮮新世以降から中期更新世であるとしている。 

青森県（1996）
（４７）

は，道地川以北における撓曲構造の活動性について，

高位段丘堆積層（44～46万年前）の変位が70ｍであるとし，平均変位

速度を0.18～0.19ｍ/千年以上と見積もり，最新活動時期を「約８万年

前以前」としている一方で，それ以南についての記載はない。 

Ｃｈｉｎｚｅｉ（1966）
（４３）

は，浅水川付近から猿辺川付近にかけて，

長さ８ｋｍ以上の猿辺撓曲を図示しており，同撓曲は第四系更新統に伏

在されるとしている。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，当該断層を図示していない。 

(b) 変動地形学的調査結果 

七戸西方断層周辺の空中写真判読図を第3.2－43図に示す。 

七戸町白石の坪川右岸から十和田市奥入瀬川を経て二戸市金田一川

までの約 55 ｋｍ間に，ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＮＷ－ＳＳＥ方向のＬＣ及

びＬＤリニアメントが，平行又は断続的に判読される。 

奥入瀬川以北については，七戸町白石の坪川右岸から同町上牧場を経

て十和田市奥入瀬川左岸までの約22ｋｍ間に，ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＮＷ

－ＳＳＥ方向のＬＣ及びＬＤリニアメントが，平行又は断続的に判読され

る。ＬＣリニアメントは，主に西側の山地と東側の台地との境界付近に
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当たる地形の傾斜変換部又は鞍部の断続として判読される。ＬＤリニア

メントは，主に山地斜面に認められる谷，崖及び鞍部の断続として判読

される。このうち，山地と台地との境界付近に判読されるＬＣリニアメ

ントが，活断層研究会編（1991）
（７）

の天間林断層及び十和田市西方断層に

ほぼ対応する。また，北方延長の上原子付近の坪川沿いにみられる田代

平溶結凝灰岩の火砕流堆積面の分布標高には，リニアメント・変動地形

を挟んで不連続は認められない。 

奥入瀬川以南については，十和田市奥入瀬川右岸から二戸市金田一

川までの約33ｋｍ間に，概ね文献が指摘する撓曲軸に沿って，ＮＮＷ

－ＳＳＥ方向のＬＤリニアメントが断続的に判読される。これらのＬＤ

リニアメントは，丘陵地内における直線状の沢や尾根筋の傾斜変換部

からなり，奥入瀬川以北に比べてリニアメントの東西の大局的な地形

面高度の差が認められない。なお，二戸市金田一川より南方にリニア

メント・変動地形は判読されない。 

(c) 地表地質調査結果 

七戸西方断層周辺の地質平面図を第3.2－44図に，地質断面図を第

3.2－45図に示す。 

奥入瀬川以北の七戸西方断層周辺には，新第三系中新統の和田川層，

小坪川層及び市ノ渡層，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又

層，第四系中部更新統の古期低地堆積層，田代平溶結凝灰岩及び高位

段丘堆積層，第四系上部更新統の低位段丘堆積層及び十和田火山軽石

流堆積物等が分布する。 

奥入瀬川以南の七戸西方断層周辺には，新第三系中新統の末ノ松山
すえのまつやま

層，留崎
とめざき

層，和田川層，久保
くぼ

層及び市ノ渡層，新第三系鮮新統の

御返地
ごへんち

デイサイト及び高堂
たかどう

デイサイト，新第三系鮮新統～第四系下部



 3－3－36 

更新統の砂子又層，第四系中部更新統の古期低地堆積層，田代平溶結

凝灰岩及び高位段丘堆積層，第四系上部更新統の中位段丘堆積層，低

位段丘堆積層及び十和田火山軽石流堆積物等が分布する。 

野辺地断層から七戸西方断層にかけての地質構造図を第3.2－46図に

示し，地質構造詳細図を第3.2－47図に示す。 

これらの調査結果によると，奥入瀬川以北の七戸町坪川付近から同

町道地
どうじ

川付近に至る区間では，砂子又層及びその下位層に明瞭な撓曲

構造が認められる。この付近の砂子又層は，走向がＮＮＥ－ＳＳＷ～

ＮＮＷ－ＳＳＥ方向であり，東に50゜～80゜傾斜している。このうち，

七戸町倉岡川付近から同町高瀬川付近にかけて分布する市ノ渡層及び

和田川層については，一部地層が逆転している。七戸町市ノ渡北方の

栗ノ木沢川支流では，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）が，撓曲する砂

子又層を不整合に覆い，かつ東に約15°傾動している（Ｓ－２露頭，第

3.2－48図参照）。なお，この南方の七戸町市ノ渡川右岸では，撓曲す

る砂子又層とこれを不整合に覆う低位段丘堆積層（Ｌ１面堆積物）が認

められ，Ｌ１面堆積物は，ＬＣリニアメントの位置を横断してほぼ水平

かつ連続的に分布しており，同堆積物には変位・変形は認められない

（Ｓ－１ルート，第3.2－49図参照）。 

坪川付近以北については，傾斜が緩くなりつつも撓曲構造が認めら

れ，この撓曲構造は東北町清水目川付近まで確認される。清水目川付

近より以北では，被覆層に覆われているため地質構造の詳細は不明で

あるが，中部更新統の古期低地堆積層は５°～８°の緩く一様な傾斜で

分布しており，高位段丘面に不自然な傾斜は認められない。また，坪

川右岸の田代平溶結凝灰岩の火砕流堆積面に，断層運動に起因する変

位・変形は認められない。 
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道地付近以南についても，傾斜が緩くなりつつも撓曲構造が認めら

れる。十和田市奥入瀬川左岸付近に至る間に断続的に判読されるＬＣ及

びＬＤリニアメントは，主に砂子又層と十和田火山軽石流堆積物若しく

は高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）との地層境界にほぼ対応しており，

岩質の差を反映した浸食地形であると考えられるものの，七戸町道地

以南に分布する第四系中部更新統の田代平溶結凝灰岩（約25万年前，

約40万年前）は，リニアメントの西側にのみ分布が確認され，東側に

ついては十和田火山軽石流堆積物に覆われているため分布が確認され

ない。 

奥入瀬川以南では，中新統の市ノ渡層には撓曲構造が顕著であるが，

これを不整合に覆って分布する砂子又層の傾斜は概ね20°以下と緩く，

撓曲構造は顕著でない。このうち，猿辺川付近においては，中新統の

市ノ渡層が顕著な撓曲構造を示しているが，鮮新統の高堂デイサイト

に撓曲構造は認められず，撓曲軸を挟んで概ね水平に分布している。

さらに南方の熊原川付近においては，中新統にみられる撓曲構造は不

明瞭となる。 

(d) 総合評価 

七戸町白石の坪川右岸から十和田市奥入瀬川を経て二戸市金田一川

までの約55ｋｍ間にＬＣ及びＬＤリニアメントが，平行又は断続的に判

読される。 

地表地質調査結果によると，七戸町坪川付近から同町道地付近にか

けて，新第三系中新統及び新第三系鮮新統～第四系下部更新統に西上

がりの撓曲構造が認められる。撓曲構造のほぼ中央に当たる七戸町市

ノ渡北方の栗ノ木沢川支流では，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）が，

撓曲する砂子又層を不整合に覆い，かつ東に約15°傾動している。 
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七戸西方断層の北方延長に位置する坪川右岸の田代平溶結凝灰岩の

火砕流堆積面に，変位・変形は認められず，南方延長位置の猿辺川付

近の鮮新統の高堂デイサイトに撓曲構造は認められない。 

以上のように，七戸西方断層は，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）を

傾動させており，第四紀後期更新世以降の活動性が否定できない。し

たがって，その活動性を考慮することとし，その長さを七戸町坪川右

岸から三戸町猿辺川付近までの約46ｋｍと評価した。 

なお，前述の上原子断層と七戸西方断層は変位センスが異なるもの

の，相互の位置関係や活動時期の類似性から，地震動評価上は一連の

ものとして考え，その長さを約51ｋｍと評価した。 

ｅ．後川－土場川断層 

(a) 文献調査結果 

藤田ほか（1980）
（４５）

は，鷹架沼に注ぐ後川と，その南方の土場川をつ

なぐ細長い低地を一種の構造谷としてみなし，六ヶ所村千樽
せんたる

付近の後

川から東北町切左坂
きりさざか

付近の土場川沿いにかけて，長さ約14ｋｍの南北

方向の断層を図示している。さらに，東北町 柵
しがらみ

東方の後川流域で断

層露頭を確認したとし，露頭には５条の断層が存在し，このうちの２

条の断層は，新第三系中新統の鷹架層及び第四系の野辺地層を切って

いると記載している。 

山崎ほか（1986）
（３）

,活断層研究会編（1991）
（７）

及び今泉ほか編（2018）
（８）

は，当該断層を図示していない。 

(b) 変動地形学的調査結果 

後川－土場川断層周辺の空中写真判読図を第3.2－50図に示す。 

地形調査結果によると，後川及び土場川の両岸に分布する高位面

（Ｈ４面）には，ほとんど標高差が認められない（第3.2－51図参照）。
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また，後川及び土場川沿いの斜面には，微小な尾根地形あるいは沢地

形が認められるが，三角末端面等の断層変位地形は認められない。さ

らに，本川は不規則に蛇行しており，これに流れ込む支流河川に系統

的な屈曲は認められず，閉塞丘あるいは截頭谷等の横ずれに伴う断層

変位地形も認められない。 

以上のように，藤田ほか（1980）
（４５）

が後川－土場川断層を図示・記載

している位置周辺に，断層運動に起因するようなリニアメント・変動

地形は判読されない。 

(c) 地表地質調査結果 

後川－土場川断層周辺の地質平面図を第3.2－52図に，地質断面図を

第3.2－53図に示す。 

後川－土場川断層周辺には，新第三系中新統の鷹架層，新第三系鮮

新統～第四系下部更新統の砂子又層，第四系中部更新統の高位段丘堆

積層，第四系完新統の沖積低地堆積層等が分布する。 

鷹架層は，主に泥岩，シルト岩及び細粒砂岩からなり，後川下流沿

いに分布する。本層はＮＮＥ－ＳＳＷ走向で東に10゜～20゜傾斜して

おり，文献に示される後川－土場川断層の方向と斜交する。 

砂子又層は，主に砂岩及びシルト岩からなり，後川及び土場川両岸

の台地を形成する。本層は，主にＮ－Ｓ走向で，後川両岸で５゜～

10゜西傾斜を示し，土場川付近で両翼部の傾斜が10°～20゜程度の緩い

背斜構造を示す。 

断層露頭周辺においては，砂子又層は，層相，分布，地質構造及び

地質年代により，下位から主に凝灰質粗粒砂岩からなる下部及び主に

細粒砂岩からなる上部の２つの地層に細区分され，鷹架層を不整合に

覆う。 
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高位段丘堆積層は，主に砂及び礫からなり，後川両岸及び土場川両

岸の台地を覆って分布し，高位面（Ｈ３面及びＨ４面）を形成する。 

東北町柵東方の後川流域において，藤田ほか（1980）
（４５）

が記載した露

頭には，鷹架層及び砂子又層下部が分布する（第3.2－54図(1)参照）。

鷹架層は，軽石混りの凝灰質シルト岩～細粒砂岩からなり，貝化石片

を含んでいる。砂子又層下部は，細粒砂岩，軽石質凝灰岩～軽石質粗

粒砂岩及び砂質凝灰岩からなり，下位の鷹架層を不整合に覆う。藤田

ほか（1980）
（４５）

はこれらのうちの細粒砂岩を第四系の野辺地層としてい

るが，岩相の特徴及び周辺地域を含む地質分布の連続性により，後川

沿いに砂子又層の分布を確認したことから，本露頭の細粒砂岩は，新

第三系鮮新統の砂子又層下部であると判断した。なお，北村ほか

（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

も，本露頭付近の後川沿いには，砂子

又層相当層の甲地層を図示している。 

また，藤田ほか（1980）
（４５）

は本露頭で２条の断層が野辺地層を切って

いるとしているが，このうち東側の断層とされた地質境界は，鷹架層

と砂子又層下部との不整合面である（第3.2－54図(1)中の○ｂ参照）。鷹

架層と砂子又層下部の不整合関係は，同露頭の別の位置でも観察され

る。西側の地質境界は，砂子又層下部の細粒砂岩と砂質凝灰岩を境す

る正断層であり，露頭下部では断層面は明瞭で幅１ｃｍの固結した褐

鉄鉱が付着しているのに対し，露頭上部では断層面は密着して不明瞭

となっており，鏡肌及び条線は認められない（第3.2－54図(1)中の○ａ参

照）。この断層以外にも９条の断層が認められるが，いずれも固結し

た褐鉄鉱を伴い，断層面には鏡肌及び条線は認められず，落差が１ｍ

以下の小規模なものである。 

なお，藤田ほか（1980）
（４５）

が記載した露頭は，その後，掘削・改変さ
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れているが，改変後の露頭においても，掘削・改変前の露頭に認めら

れた地質状況を確認した（第3.2－54図(2)参照）。この露頭では，鷹架

層と砂子又層下部は，不整合関係で接しており，砂子又層下部の細

粒砂岩には，堆積時又は堆積直後の重力すべりによると考えられる

せん断面を確認した。また，砂子又層下部の細粒砂岩と砂質凝灰岩

とを境する断層は，露頭の南部では断層面が明瞭であるのに対し，

露頭の北部では軽微な不整合境界となり，断層面は認められない

（第3.2－54図(2)中の○ａ参照）。 

この断層露頭周辺の地質構造を第3.2－53図の地質断面図に示す。断

層露頭がある左岸側では，鷹架層を不整合に覆って砂子又層下部が厚

く分布しているのに対し，右岸側では主に鷹架層が分布する。地表地

質調査結果によると，左右両岸の標高50ｍ付近より上部には，砂子又

層上部が一様に分布することから，左岸側に分布する砂子又層下部が，

右岸側の鷹架層を削り込んで傾斜不整合で接しているものと判断した。

また，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の下面にも，両岸でほとんど標

高差は認められない。 

(d) 総合評価 

文献が指摘する後川－土場川断層周辺には，リニアメント・変動地

形が判読されず，両岸に分布する高位面（Ｈ４面）には，ほとんど標高

差が認められない。また，本川に流れ込む支流河川に系統的な屈曲は

認められず，閉塞丘あるいは截頭谷等の横ずれに伴う断層変位地形も

認められない。 

藤田ほか（1980）
（４５）

が第四系の野辺地層を切ると指摘した２条の断層

は，鷹架層と砂子又層下部との不整合境界，若しくは砂子又層下部の

堆積時又は堆積直後に形成された重力すべりによる断層であり，第四
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紀後期更新世以降に活動した断層ではないと判断した。 

地表地質調査結果によると，後川及び土場川両岸において，高位段

丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の下面及び砂子又層上部の下面には，ほとん

ど標高差は認められない。 

以上のことから，文献が示す後川－土場川断層付近には，第四紀後

期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。 

ｆ．その他の断層及びリニアメント・変動地形 

敷地を中心とする半径30ｋｍ範囲の陸域においては，横浜断層，野

辺地断層，上原子断層，七戸西方断層及び出戸西方断層以外にも，活

断層研究会編（1991）
（７）

は，「活断層の疑のあるリニアメント（確実度

Ⅲ）」を図示しているが，山崎ほか（1986）
（３）

は，これらの「活断層の

疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」付近に活断層又は推定活断層を

図示していない。 

活断層研究会編（1991）
（７）

による「活断層の疑のあるリニアメント

（確実度Ⅲ）」及び今泉ほか編（2018）
（８）

による推定活断層のうち，

一切山
ひときりやま

東方断層，御宿山
おつくしやま

北方断層及び淋代
さびしろ

東方のリニアメント・変動

地形並びに敷地を中心とする半径約５ｋｍの範囲の敷地近傍に位置す

る二又付近のリニアメント・変動地形については，図示された位置に

部分的に一致するＬＤリニアメントが判読される。 

このほか，敷地を中心とする半径30ｋｍ範囲の陸域においては，空

中写真判読によりＬＤリニアメントが判読されるものの，山崎ほか

（1986）
（３）

，活断層研究会編（1991）
（７）

，今泉ほか編（2018）
（８）

等の文献に

図示されていないリニアメント・変動地形として，一里小屋
い ち り ご や

付近，

小田野沢
お だ の さ わ

西方，向沢
むかいざわ

付近，豊栄
とよさか

平
たいら

付近，豊前
とよまえ

付近，内沼
うちぬま

付近，乙部
お と べ

付

近，清水目川
し み ず め が わ

付近，有戸
あ り と

南方及び口広
くちひろ

付近のリニアメント・変動地形
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がある。 

活断層研究会編（1991）
（７）

が「活断層の疑のあるリニアメント（確実

度Ⅲ）」を図示しているものの，空中写真判読によりリニアメント・

変動地形が判読されないものとして，月山東方の断層，金津山
か な づ や ま

付近，

千歳平
ち と せ た い

付近及び十二里
じゅうにさと

南方のリニアメント・変動地形がある（第3.2－

55図参照）。 

さらに，上記以外に，地表地質調査により断層の存在が推定される

ものとして，朝比奈平
あ さ ひ な た い

付近の断層，桧木川
ひ の き が わ

付近の断層及び小老部川
こおいっ ぺがわ

上

流付近の断層がある。 

(a)  一切山東方断層 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，東通村の小老部川から老部川（北）支流

の中ノ又沢
なかのまたさわ

南方にかけて，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向，長さ７ｋｍ，活動度Ｃ，

「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」の一切山東方断層を図

示・記載し，山地斜面に西側隆起100ｍを超える高度不連続が認められ

るとしている。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，老部川（北）左岸付近に長さ約２ｋｍの推定

活断層を図示している。 

一切山東方断層周辺の空中写真判読図を第3.2－56図に示す。 

東通村の小老部川から老部川（北）支流の中ノ又沢南方にかけて，

ほぼＮＮＥ－ＳＳＷ方向に，長さ約4.5ｋｍ間にＬＤリニアメントが判

読される。ＬＤリニアメントは，丘陵東縁にみられる崖，谷等の断続か

らなり，東側が低い高度差が認められ，活断層研究会編（1991）
（７）

の一

切山東方断層の一部に対応する。 

一切山東方断層周辺の地質平面図を第3.2－57図に，地質断面図を第

3.2－58図に示す。 



 3－3－44 

一切山東方断層周辺には，新第三系中新統の泊層及び蒲野沢層，第四

系中部更新統の高位段丘堆積層，第四系上部更新統の中位段丘堆積層及

び低位段丘堆積層等が分布する。 

判読されるＬＤリニアメントの一部に対応した位置に，泊層と蒲野沢

層とを境する東落ちの正断層が認められる。断層露頭には，明瞭な断層

面及び軟質な破砕帯は認められない（Ｈ－１露頭，第3.2－59図参照）。

また，小老部川右岸では，本断層が中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）の

下面に変位を与えていないことを確認した（Ｈ－２露頭，第3.2－60図

参照）。 

本断層は，東北電力株式会社（1998）
（４９）

によれば，Ｆ－１断層に連続

するものとしており，同（1998）
（４９）

の調査結果によれば，Ｆ－１断層は

ＭＩＳ５ｅの堆積物に相当する中位段丘堆積物の下面に変位を与えて

いないとしている。 

以上のことから，一切山東方断層は，第四紀後期更新世以降の活動は

ないものと判断した。 

また，判読されるＬＤリニアメントと断層の位置が必ずしも一致して

おらず，本断層の中央部においては，ＬＤリニアメントは蒲野沢層の泥

岩と砂岩の地層境界にほぼ対応していることから，両側の岩質の差を反

映した浸食地形であると判断した。 

一切山東方断層の東方の老部川（北）右岸には，泊層と蒲野沢層

とを境する断層露頭が認められ（ＯＢ－１露頭，第3.2－61図参照），

ＮＮＥ－ＳＳＷ走向の西落ちの正断層が推定される。この断層沿い

には，長さ約1.5ｋｍ間に西側低下のＬＤリニアメントが判読されるが，

推定される断層の北方延長に位置にする中位面（Ｍ １面）に，断層運動

に起因する変位・変形は認められない。本断層は，東北電力株式会社
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（1998）
（４９）

に示されているＦ－９断層に連続するものと考えられるが，同

（1998）
（４９）

の調査結果によれば，Ｆ－９断層はＭＩＳ５ｅの堆積物に相当

する中位段丘堆積物の下面を変位させていないとしている。これらのこ

とから，老部川（北）右岸の断層は，第四紀後期更新世以降の活動はな

いものと判断した。なお，仮の評価として，敷地から老部川（北）右岸

の断層までの距離を考慮し，応答スペクトルに基づく手法を用いて出戸

西方断層による影響と比較検討を行った結果，敷地への影響は出戸西方

断層による影響と比べ十分に小さい。 

(b) 小老部川上流付近の断層 

小老部川上流付近の断層周辺の地質平面図を第3.2－57図に，地質断

面図を第3.2－58図に示す。 

地表地質調査結果によると，東通村の小老部川上流付近には，新第

三系中新統の泊層及び蒲野沢層の地質分布から，ＮＮＥ－ＳＳＷ走向

の東落ちの正断層が推定され，東方に認められる一切山東方断層及び

老部川（北）右岸の断層と同様の変位形態を示す。一切山東方断層及

び老部川（北）右岸の断層は，中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）を変位

させていないことから，これら小老部川上流付近の断層についても，

第四紀後期更新世以降の活動はないものと判断した。 

(c) 御宿山北方断層 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村泊西方の 明神川
みょうじんがわ

付近から御宿

山北方にかけて，ＮＥ－ＳＷ方向，長さ約４ｋｍ，「活断層の疑のあ

るリニアメント（確実度Ⅲ）」を図示しており，リニアメントは直線

状の谷，鞍部，傾斜変換部等にほぼ位置している。 

御宿山周辺の空中写真判読図を第3.2－62図に示す。 

六ヶ所村泊西方の明神川付近から横浜町の武ノ川
たけのかわ

上流にかけて，ほ
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ぼＮＥ－ＳＷ方向に，長さ約7.5ｋｍ間のＬＤリニアメントが判読され

る。ＬＤリニアメントは，山地内の鞍部，谷等の断続からなり，このう

ちの北東部が活断層研究会編（1991）
（７）

の「活断層の疑のあるリニアメ

ント（確実度Ⅲ）」に対応する。 

御宿山周辺の地質平面図を第3.2－63図に，地質断面図を第3.2－64

図に示す。 

御宿山周辺には，新第三系中新統の泊層の安山岩溶岩，凝灰角礫岩，

砂質凝灰岩，軽石凝灰岩，凝灰質砂岩等が分布し，これらの地層が約

30°以下の緩い傾斜を示しており，これらの地質分布から南東落ちの高

角度断層が推定される（以下，本断層を「御宿山北方断層」とい

う。）。 

御宿山北方断層沿いには複数の断層露頭が認められる。いずれの露

頭においても，断層面には粘土状破砕部が認められるが，顕著な破砕

部は認められない。御宿山北方断層沿いに判読されるＬ Ｄリニアメント

は，この泊層中の断層とほぼ対応し，断層と対応しない部分において

は，泊層の岩相境界等に対応している。（第3.2－65図参照） 

御宿山周辺の水系図及び接峰面図によると，御宿山北方断層及び判

読されるＬＤリニアメントを挟んで，山地高度の不連続や水系の系統的

な屈曲等の変動地形は認められない（第3.2－66図参照）。 

御宿山北方断層の北東延長部に分布する中位段丘面上には，撓み等

の地形は認められず，リニアメント・変動地形は判読されない。また，

中位段丘面の旧汀線高度（泊層上限）は概ね標高26ｍ前後で一定であ

り，系統的な高度不連続は認められない（第3.3－45図参照）。断層の

南西延長部に分布する高位段丘面上には，リニアメント・変動地形は

判読されず，段丘面の高度不連続も認められない（第3.2－67図参照）。 
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以上のことから，御宿山北方断層は，水系図，接峰面図等による変

動地形学的検討結果，地表地質調査結果に基づく全体の地質分布，断

層面の性状等を総合的に判断すると，第四紀後期更新世以降の活動性

はなく，ＬＤリニアメントは泊層の岩質の差を反映した浸食地形である

と判断した。 

なお，御宿山の東方には，泊層の地質分布から，ほぼＮ－Ｓ走向及

びＮＮＥ－ＳＳＷ走向の２条の西落ちの正断層が推定される（第3.2－

63図参照）。これら断層については，後述する出戸西方断層（3.3.2.4

（2）ａ．参照）において，詳細を記載する。 

 (d) 淋代東方のリニアメント・変動地形 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，東北町淋代東方に，Ｎ－Ｓ方向，長さ

約２ｋｍ，「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」を図示し

ており，直線状の谷及び鞍部にほぼ位置している。 

東北町淋代東方周辺の空中写真判読図を第3.2－68図に示す。 

東北町美須々
みすず

付近から同町豊
とよ

畑
はた

付近を経て同町淋代東方にかけて，

ほぼＮＮＥ－ＳＳＷ方向に，長さ約2.1ｋｍ及び約3.5ｋｍの２条のＬＤ

リニアメントが判読される。これらのＬＤリニアメントは，主に東側低

下の高度不連続，低崖，谷等からなり，その一部が活断層研究会編

（1991）
（７）

による「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」に対

応する。 

淋代東方周辺の地質平面図を第3.2－69図に示す。 

淋代東方周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，

第四系中部更新統の高位段丘堆積層等が分布する。 

東北町美須々の高位面（Ｈ３面）上から実施したハンドオーガーボー

リング等の調査結果によると，判読されるＬＤリニアメントを挟んで高
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位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）上面は連続的に分布しており，これを覆

うオレンジ軽石（約17万年前）及び洞爺火山灰（11.2～11.5万年前）

もほぼ水平に分布する（第3.2－70図のＡ－Ａ’断面参照）。 

東北町豊畑南方の高位面（Ｈ３面）上から実施したハンドオーガーボ

ーリング調査結果によると，判読されるＬＤリニアメントを挟んで高位

段丘堆積層（Ｈ３面堆積物）は連続的に分布しており，これを覆う甲地

軽石（18～28万年前）及びオレンジ軽石（約17万年前）もほぼ水平に

連続する（第3.2－71図のＤ－Ｄ’断面参照）。 

淋代東方の調査結果によると，活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する

確実度Ⅲのリニアメント及びＬＤリニアメントを挟んで，砂子又層のシ

ルト岩中に挟まれる軽石凝灰岩，砂岩及び凝灰岩の構造に不連続は認

められず，砂子又層中に断層は推定されない（第3.2－72図のＥ－Ｅ’

断面参照）。 

以上のことから，淋代東方のＬＤリニアメント及び活断層研究会編

（1991）
（７）

が図示するリニアメント付近には，第四紀後期更新世以降に

活動した断層は存在しないものと判断した。 

また，東北町美須々及び豊畑南方の高位面（Ｈ３面）には，風成砂に

よる砂丘状の高まりが認められることから，風成砂による地形的な高

まりが撓み状の崖と類似した地形形態を呈しているものと判断される。 

 (e) 一里小屋付近のリニアメント・変動地形 

東通村一里小屋付近には，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向に，ほぼ並走する２

条のＬＤリニアメントが判読される（以下，西側のＬＤリニアメントを

「一里小屋（西）リニアメント」，東側のＬＤリニアメントを「一里小

屋（東）リニアメント」という。）。 

一里小屋（西）リニアメントは，東通村一里小屋東方からむつ市
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石蕨
いしわらび

北方に至る約2.5ｋｍ間に判読され，中位面（Ｍ１面）若しくは高

位面（Ｈ５面）と背後の丘陵地との境界付近を開析する谷の断続から

なり，東側が低い高度差が認められる。 

一里小屋（東）リニアメントは，東通村一里小屋東方からむつ市石

蕨南方に至る約4.5ｋｍ間に判読され，丘陵地斜面の鞍部，傾斜変換部，

谷等の断続からなり，東側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，一里小屋付近に判読されるＬＤリニアメ

ント付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

東通村一里小屋周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－73図に示

す。 

一里小屋周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，

第四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物），第四系上部更新

統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２面堆積物）等が分布する。 

一里小屋（西）リニアメント沿いには，砂子又層の砂岩及び泥岩が

西傾斜の同斜構造をなして分布しており，両者の岩相境界はＬＤリニア

メントの位置を挟んで連続することから，第四紀後期更新世以降に活

動した断層は存在しないものと判断した。中位面（Ｍ１面）上には，砂

丘状の高まりが認められ，その背後の丘陵地との境界付近が浸食され，

相対的に低い地形が形成されている。ＬＤリニアメントは，この地形的

な高まりの背後に位置しており，風成砂による地形的な高まりの背後

斜面が逆むき低崖と類似した地形を呈しているものと判断した。 

一里小屋（東）リニアメント沿いには，砂子又層の砂岩及び泥岩が

西傾斜の同斜構造をなして分布しており，砂子又層はＬＤリニアメント

の位置を挟んで一様な傾斜を示すことから，第四紀後期更新世以降に

活動した断層は存在しないものと判断した。砂子又層の泥岩は，砂岩
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に比べ緻密かつ硬質であり，ＬＤリニアメントの西側で突出した丘状の

地形を形成している。ＬＤリニアメントの位置は，相対的に硬質な泥岩

と軟質な砂岩との岩相境界に一致しており，岩質の差を反映した浸食

地形であると判断した。 

(f) 小田野沢西方のリニアメント・変動地形 

東通村小田野沢西方には，Ｎ－Ｓ方向に，長さ約1.9ｋｍのＬＤリニ

アメントが判読される。ＬＤリニアメントは，主に山地斜面の傾斜変換

部からなり,東側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，小田野沢西方に判読されるＬＤリニアメ

ント付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

東通村小田野沢西方周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－74図

に示す。 

小田野沢西方周辺には，新第三系中新統の猿ヶ森
さ る が も り

層及び泊
とまり

層，第四

系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物，Ｍ２面堆積物及びＭ３面

堆積物）等が分布する。猿ヶ森層は，主に泥岩及び砂岩からなる。泊

層は，凝灰質砂岩，凝灰角礫岩，安山岩溶岩等からなり，猿ヶ森層に

比べ相対的に硬質である。 

ＬＤリニアメント東側の緩斜面には猿ヶ森層が分布し，西側の急峻な

山地には泊層が分布している。両者の地層境界は，ほぼ水平ないし西

に緩く傾斜しており，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在し

ないものと判断した。 

また，ＬＤリニアメントは，相対的に軟質な猿ヶ森層と，硬質な泊層

との地層境界にほぼ一致しており，猿ヶ森層と泊層の岩質の差を反映

した浸食地形であると判断した。 
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(g) 向沢付近のリニアメント・変動地形 

横浜
よこはま

町向沢付近には，ほぼＮ－Ｓ方向に，長さ約1.5ｋｍのＬＤリニ

アメントが判読される。ＬＤリニアメントは，Ｈ４面及びＨ６面における

鞍部，傾斜変換部等の連続からなり，リニアメントの両側で段丘面に

東側がやや低い高度差が認められる。段丘面は，リニアメントの西側

では東側と比べ緩やかな傾斜を示す。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，向沢付近に判読されるＬＤリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

横浜町向沢付近の地質平面図及び地質断面図を第3.2－75図に示す。 

向沢付近には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第

四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物，Ｈ４面堆積物，Ｈ５面

堆積物及びＨ６面堆積物），第四系上部更新統の低位段丘堆積層（Ｌ１

面堆積物）等が分布する。 

向平測線上において，向沢付近のリニアメントの北方延長にあたる

位置で実施したボーリング調査結果によると，砂子又層の下部の傾斜

はやや凹凸を示すものの，これを不整合に覆う砂子又層の上部は西緩

傾斜の同斜構造を示し，Ｈ５面堆積物の上面にも有意な不連続は認めら

れない（第3.2－76図参照）。 

向沢北方において，ＬＤリニアメントを挟んで実施したボーリング調

査結果によると，砂子又層は西緩傾斜の同斜構造を示し，ＬＤリニアメ

ントが判読される位置付近のみ，Ｈ４面堆積物である礫層が分布せず，

砂子又層を削り込んだ谷が認められる（第3.2－77図参照）。 

向沢周辺において，ＬＤリニアメントを挟んで実施したオーガーボー

リング調査等の結果によると，Ｈ６面堆積物上面に不連続は認められず，

ＬＤリニアメントが判読される位置付近ではＨ６面堆積物を覆って風成
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砂・ローム互層がやや厚く分布している（第3.2－78図参照）。 

武ノ川右岸付近において，ＬＤリニアメントを挟んで東京電力株式会

社（現 東京電力ホールディングス株式会社），東北電力株式会社及

びリサイクル燃料貯蔵株式会社が実施したボーリング調査結果による

と，砂子又層は西緩傾斜の同斜構造を示し，ＬＤリニアメントが判読さ

れる位置付近にＨ６面堆積物を覆って風成砂・ローム互層が分布してい

る（第3.2－79図参照）。 

これらのことから，向沢付近のＬＤリニアメント付近には，第四紀後

期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。ＬＤリニア

メントは，砂子又層を浸食する谷地形及び風成砂・ローム互層よりな

る砂丘の上面形態を反映したものであると判断した。 

(h) 豊栄平付近のリニアメント・変動地形 

横浜町豊栄平東方には，ほぼＮ－Ｓ方向に長さ約0.6ｋｍのＬＤリニ

アメントが判読される。ＬＤリニアメントは，丘陵地斜面の崖，傾斜変

換部等からなり,東側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，豊栄平付近に判読されるＬＤリニアメン

ト付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

横浜町豊栄平周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－80図に示す。 

豊栄平周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，

第四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物及びＨ５面堆積

物），第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２面

堆積物）等が分布する。 

ＬＤリニアメント沿いには，砂子又層の砂岩及びシルト岩が西傾斜の

同斜構造をなして分布しており，砂子又層はＬＤリニアメントの位置を

挟んで一様な傾斜を示す。また，ＬＤリニアメントの両岸に分布する高
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位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）に高度差は認められない。これらのこと

から，豊栄平付近のＬＤリニアメント付近には，第四紀後期更新世以降

に活動した断層は存在しないものと判断した。 

また，ＬＤリニアメントは，相対的に軟質な砂子又層の砂岩と，硬質

なシルト岩との岩相境界にほぼ対応しており（第3.2－81図参照），砂

子又層中の岩質の差を反映した浸食地形であると判断した。 

(i) 豊前付近のリニアメント・変動地形 

東北町豊前付近から六ヶ所村倉内
くらうち

付近に至る間には，ＥＮＥ－ＷＳＷ

ないしＥ－Ｗ方向に長さ約6.0ｋｍのＬＤリニアメントが判読される。

Ｌ Ｄリニアメントは，高位面（Ｈ４面）上の撓み状の崖，谷，段丘面外

縁をなす崖等の連続からなり，南側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，豊前付近に判読されるＬＤリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

東北町豊前周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－82図に示す。 

豊前周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第

四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物，Ｈ４面堆積物及びＨ５

面堆積物），第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）等が

分布する。 

ＬＤリニアメント沿いには，砂子又層の砂岩が西傾斜の同斜構造をな

して分布しており，砂子又層はＬＤリニアメントの位置を挟んで一様な

傾斜を示す。六ヶ所村倉内西方では，ＬＤリニアメントが判読される谷

を横断して，砂子又層の露頭が複数認められ，露頭にみられるシルト

岩と中粒砂岩の岩相境界は，ＬＤリニアメントの位置を挟んでほぼ連続

的に分布しており，不連続は認められない。これらのことから，豊前

付近のＬＤリニアメント付近には，第四紀後期更新世以降に活動した断
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層は存在しないものと判断した。（第3.2－83図参照） 

また，ＬＤリニアメントは，高位面（Ｈ４面）上に認められる砂丘状

の高まりあるいは段丘崖にほぼ対応しており，風成砂による地形的な

高まりが撓み状の崖と類似した地形を呈しているもの，あるいは開析

された段丘崖であると判断した。 

(j) 内沼付近のリニアメント・変動地形 

六ヶ所村倉内北方から内沼付近を経て同村中志
ちゅうし

に至る間には，ＮＮＥ

－ＳＳＷ方向に長さ約7.3ｋｍのＬＤリニアメントが判読される。ＬＤリ

ニアメントは，高位面（Ｈ５面）及び中位面（Ｍ１面）上の撓み状の崖，

谷等の連続からなり,南東側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，内沼付近に判読されるＬＤリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

六ヶ所村内沼周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－84図に示す。 

内沼周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第

四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物及びＨ５面堆積物），

第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２面堆積物）

等が分布する。 

内沼付近のＬＤリニアメント沿いには，砂子又層の砂岩が東傾斜の

同斜構造をなして分布しており，砂子又層はＬＤリニアメントの位置

を挟んで一様な傾斜を示す。六ヶ所村六原
ろくはら

南方の谷壁に認められる砂

子又層中の礫岩及び粗粒砂岩は，ＬＤリニアメントの位置を挟んで連

続的に分布し，これを覆う中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）の下面に

不連続は認められない。これらのことから，内沼付近のＬＤリニアメ

ント付近には，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないも

のと判断した。（第3.2－85図参照） 
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また，ＬＤリニアメントは，中位面（Ｍ１面）上に認められる砂丘状

の高まりにほぼ対応しており，風成砂による地形的な高まりが撓み状

の崖と類似した地形を呈しているものであると判断した。 

(k) 乙部付近のリニアメント・変動地形 

東北町乙部付近から同町内蛯沢
うちえびさわ

付近に至る間には，ＮＥ－ＳＷ方向

に長さ約4.0ｋｍのＬＤリニアメントが判読される。ＬＤリニアメントは，

高位面（Ｈ４面）と中位面（Ｍ１面）を境する撓み状の崖，高位面（Ｈ４

面）上の撓み状の崖若しくは傾斜変換部等の連続からなり,南東側が低

い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，乙部付近に判読されるＬＤリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

東北町乙部周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－86図に示す。 

乙部周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第

四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物及びＨ５面堆積物），

第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２面堆積物），

低位段丘堆積層（Ｌ３面堆積物），十和田火山軽石流堆積物等が分布す

る。 

東北町乙部南方の岩渡沢
が ん と ざ わ

右岸では,砂子又層とこれを覆う高位段丘堆

積層（Ｈ４面堆積物）の露頭が複数認められる。各露頭における高位段

丘堆積層（Ｈ４面堆積物）下面は，ＬＤリニアメントの位置を挟んでほ

ぼ水平に分布し，不連続は認められず，乙部付近のＬＤリニアメント付

近には，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判

断した。（第3.2－87図参照） 

また，ＬＤリニアメントは，高位面（Ｈ４面）上に認められる砂丘状

の高まりにほぼ対応しており（第3.2－88図参照），風成砂による地形
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的な高まりが撓み状の崖と類似した地形を呈しているものであると判

断した。 

(l) 清水目川付近のリニアメント・変動地形 

野辺地町敦平
つるひら

付近から東北町下清水目
し も し み ず め

付近を経て同町千曳
ち び き

付近に至

る間には，ほぼＮ－Ｓ方向に長さ約4.5ｋｍのＬＤリニアメントが判読

される。ＬＤリニアメントは，高位面（Ｈ４面及びＨ５面）上の撓み状の

崖若しくは急斜面，谷等の連続からなり,東側が低い高度差が認められ

る。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，清水目川付近に判読されるＬＤリニアメ

ント付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

東北町清水目川周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－89図に示

す。 

清水目川周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，

第四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物，Ｈ４面堆積物及び

Ｈ５面堆積物），第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及

びＭ２面堆積物），低位段丘堆積層（Ｌ３面堆積物）等が分布する。 

清水目川沿いでは，砂子又層の露頭が複数認められる。この付近の

砂子又層は，北東方向に緩く傾斜した同斜構造を示し，ＬＤリニアメン

トの位置を挟んで一様な傾斜を示すことから，清水目川付近のＬＤリニ

アメント付近には，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しな

いものと判断した。（第3.2－90図参照） 

野辺地町敦平付近では，撓み状の崖が判読された位置に,高位段丘堆

積層（Ｈ５面堆積物）の露頭が認められ，高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積

物）の砂礫及びシルトがほぼ水平に堆積しており，撓曲は認められな

い（第3.2－91図参照）。東北町石坂
いしざか

から同町千曳に至る間では，ＬＤ
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リニアメントを挟んで，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の下面に標高

差は認められず，ＬＤリニアメントが判読される浅い谷には，旧河道に

堆積したと考えられる円礫主体の砂礫層が認められる（第3.2－92図参

照）。これらのことから，清水目川付近のＬＤリニアメントは，段丘崖

が浸食により丸みを帯び，撓み状の崖と類似した地形を呈しているも

のであると判断した。 

(m) 有戸南方のリニアメント・変動地形 

野辺地町有戸南方の明前
みょうまえ

付近から同町野辺地付近に至る間には，ＮＥ

－ＳＷないしＥＮＥ－ＷＳＷ方向に長さ約5.1ｋｍのＬＤリニアメントが

判読される。ＬＤリニアメントは，中位面（Ｍ１面）上の撓み状の低崖，

谷，鞍部等の連続からなり,南東側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，有戸南方に判読されるＬＤリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

野辺地町有戸南方周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－93図に

示す。 

有戸南方周辺には，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，

第四系中部更新統の高位段丘堆積層（Ｈ３面堆積物及びＨ５面堆積物），

第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物，Ｍ２面堆積物及び

Ｍ３面堆積物），低位段丘堆積層（Ｌ１面堆積物）等が分布する。 

有戸南方付近のＬＤリニアメント沿いには，砂子又層の砂岩が西傾斜

の同斜構造をなして分布しており，砂子又層はＬＤリニアメントの位置

を挟んで一様な傾斜を示す。 

野辺地町干草橋
ひ く さ ば し

南東の中位面（Ｍ１面）におけるボーリング調査結果

によると，中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）の背後に，後背湿地に堆積

したと考えられるシルト層主体の軟質な地層が認められ，両地層の下
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位には砂子又層が認められる。砂子又層中の鍵層の分布から，同層は

海側へ緩く一様に傾斜し，ＬＤリニアメントの位置を挟んで連続的に分

布している。（第3.2－94図及び第3.2－95図参照） 

これらのことから，有戸南方付近のＬＤリニアメント沿いには，第四

紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。 

また，ＬＤリニアメントは，中位面（Ｍ１面）上の砂丘状の高まりの

背後に位置しており，風成砂による地形的な高まりの背後斜面が逆む

き低崖と類似した地形を呈しているものであると判断される。 

(n) 口広付近のリニアメント・変動地形 

平内
ひらない

町口広付近には，ＷＮＷ－ＥＳＥ方向のＬＤリニアメント（以下

「口広西方リニアメント」という。）及びＥＮＥ－ＷＳＷ方向のＬＤリ

ニアメント（以下「口広南方リニアメント」という。）が判読される。 

口広西方リニアメントは，高位面（Ｈ５面）及び中位面（Ｍ２面）上

の溝状の凹地，小丘状の膨らみ，鞍部等の断続からなる。 

口広南方リニアメントは，高位面（Ｈ５面）上の崖，鞍部，溝状の凹

地等の断続からなり,北西側が低い高度差が認められる。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，口広付近に判読されるＬＤリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。 

平内町口広周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－96図に示す。 

口広周辺には，新第三系中新統の和田川層，小坪川層及び松倉山層，

第四系中部更新統の古期低地堆積層及び高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物

及びＨ５面堆積物），第四系上部更新統の中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積

物及びＭ３面堆積物），低位段丘堆積層（Ｌ３面堆積物）等が分布する。 

平内町大萢
おおやち

西方では，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）が口広西方リ

ニアメントを横断して連続的に分布し，その上面に変位は認められな
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い（第3.2－97図参照）。平内町口広南方の口広川右岸では，古期低地

堆積層に属すると考えられる古期扇状地堆積物が口広南方リニアメン

トを横断して連続的に分布し，礫と凝灰質砂の層相境界及びこれを覆

う火山灰層との地層境界に変位は認められない（第3.2－98図参照）。

これらのことから，口広付近のＬＤリニアメント付近には，第四紀後期

更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。 

また，ＬＤリニアメントの位置では，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積

物）を覆う風成砂層が認められ，中位面（Ｍ２面）上で地形的な高まり

を形成しており，口広付近のＬＤリニアメントは，中位面（Ｍ２面）及

び高位面（Ｈ５面）上の風成砂による地形的な高まりが撓み状の崖や溝

状の凹地等と類似した地形を呈しているものであると判断した。 

(o) 月山東方の断層 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村北部の月山東方に，ほぼ

ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ約4.2ｋｍの「活断層の疑のあるリニア

メント（確実度Ⅲ）」を図示しており，リニアメントは，鞍部の

断続や直線状の谷等にほぼ位置している。 

活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメント沿いに

は，空中写真判読により，リニアメント・変動地形は判読されない。 

リニアメント周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－99図に示す。 

リニアメント周辺には，主に新第三系中新統の泊層が分布する。 

月山南東斜面において，活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度

Ⅲのリニアメントに対応する位置に断層露頭が認められ，泊層の岩相

分布から，この断層は東傾斜の正断層と判断した。本断層の北東部に

位置する東通村白糠
しらぬか

南方の物見崎
も の み ざ き

付近では，断層推定位置を挟んで分

布する中位面（Ｍ１面）に高度差は認められず（第3.2－100図参照），
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東通村白糠から物見崎にかけての中位面（Ｍ１面）の分布高度に高度差

が認められない（第3.2－101図参照）ことから，本断層は，第四紀後

期更新世以降の活動性はないものと判断した。 

(p) 金津山付近のリニアメント・変動地形 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，金津山付近の山地に，長さ1.0～4.2ｋｍ

の６条の「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」（以下，北

東部より「滝ノ沢
た き の さ わ

中流リニアメント」，「滝ノ沢上流リニアメント」，

「金津山北方リニアメント」，「金津山西方リニアメント」，「金津

山リニアメント」及び「金津山東方リニアメント」という。）を図示

している。 

滝ノ沢中流リニアメントは，横浜町有畑
ありはた

東方に，ほぼＮＥ－ＳＷ方

向で，長さ約1.8ｋｍ間に図示されており，滝ノ沢中流域に沿った狭い

低地と，その右岸の山麓斜面との境界付近にほぼ位置している。 

滝ノ沢上流リニアメントは，横浜町有畑東方に，ほぼＷＮＷ－

ＥＳＥ方向で，長さ約2.4ｋｍ間に図示されており，滝ノ沢上流の

比較的直線状の谷，若しくは滝ノ沢上流に沿った山地斜面の傾斜

変換部等にほぼ位置している。 

金津山北方リニアメントは，横浜町東部の金津山北方に，ほぼ

ＷＮＷ－ＥＳＥ方向で，長さ約1.5ｋｍ間に図示されており，山地

斜面の傾斜変換部等にほぼ位置している。 

金津山西方リニアメントは，金津山西方に，ほぼＮＮＷ－ＳＳＥ方

向で，長さ約3.0ｋｍ間に図示されており，山地斜面の傾斜変換部や鞍

部の断続等にほぼ位置している。 

金津山リニアメントは，金津山の東麓付近から南方にかけて，ほぼ

ＮＮＷ－ＳＳＥ方向で，長さ約4.2ｋｍ間に図示されており，鞍部の断
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続や直線状の谷等にほぼ位置している。 

金津山東方リニアメントは，六ヶ所村馬門川
ま か ど が わ

上流に，ほぼＮＮＷ－

ＳＳＥ方向で，長さ約1.0ｋｍ間に図示されており，山地斜面の傾斜変

換部や直線状の谷等にほぼ位置している。 

活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメント沿いに

は，いずれも空中写真判読により，リニアメント・変動地形は判読さ

れない。 

金津山周辺の地質平面図を第3.2－102図に，地質断面図を第3.2－

103図に示す。 

金津山周辺には，新第三系中新統の泊層の凝灰角礫岩，安山岩溶岩，

凝灰質砂岩等が分布し，これに安山岩が貫入している。泊層の安山岩

溶岩の地層は，緻密な安山岩溶岩の岩相を示す部分と，自破砕溶岩の

岩相を示す部分に細区分され，確実度Ⅲのリニアメントが示されてい

る位置では，泊層の各岩相境界に不連続は認められない。 

また，金津山周辺の水系図及び接峰面図によると，リニアメントを

挟んで，山地高度の不連続や水系の系統的な屈曲等の変動地形は認め

られない（第3.2－104図参照）。 

以上のことから，金津山付近に活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する

確実度Ⅲのリニアメント付近には，第四紀後期更新世以降に活動した

断層は存在しないものと判断した。 

(q) 千歳平付近のリニアメント・変動地形 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村千歳平北方に，ほぼＥ－Ｗ方

向で長さ約1.8ｋｍの「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」

を図示しており，主に直線状の谷に位置している。 

活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメント沿いに
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は，空中写真判読により，リニアメント・変動地形は判読されない。 

リニアメント周辺には，主に新第三系中新統の鷹架層が分布し，六ヶ

所村千歳平北方の直線状の谷では，リニアメントの位置を横断して，鷹

架層の連続露頭が認められる。露頭における鷹架層は，シルト岩を主

体とし，細粒砂岩との岩相境界や粗粒砂岩の薄層（挟み層）に不連続

は認められず，断層は認められない（第3.2－105図参照）ことから，

千歳平付近に活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメ

ント付近には，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないも

のと判断した。 

(r) 十二里南方のリニアメント・変動地形 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，東北町十二里南方に，ほぼＮ－Ｓ方向

で長さ約0.8ｋｍの「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」を

図示しており，主に直線状の崖に位置している。 

活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメント沿いに

は，空中写真判読により，リニアメント・変動地形は判読されない。 

東北町十二里南方周辺の地形図及び地すべり地形分布図を第3.2－

106図に示す。 

十二里南方に活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニア

メント付近は，地すべり地形を呈しており，新第三系鮮新統～第四系

下部更新統の砂子又層からなる地すべり土塊が小規模なブロックに分

割されている。個々の地すべり土塊の頭部は尾根頂部にまで達し，こ

れらの滑落崖が見掛け上，直線状に配列しており，この位置には断層

は認められない。 

 

 



 3－3－63 

(s) 朝比奈平付近の断層 

朝比奈平周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.2－107図に示す。 

地表地質調査結果によると，むつ市朝比奈平西方の蜆沢
しじみさわ

上流付近に

おいて，新第三系中新統の猿ヶ森層と泊層を境する断層露頭が認めら

れる（第3.2－108図参照）。断層露頭の性状及び周辺地域の地質分布

から，本断層は，ＮＮＥ－ＳＳＷ走向で東落ちの正断層と判断した。

本断層の南方延長部では，泊層が広く分布しているが，泊層の岩相分

布に顕著な不連続は認められないことから，本断層は泊層内の地層を

変位させる連続性の乏しい小規模な断層であると判断した。 

(t) 桧木川付近の断層 

桧木川周辺の地質平面図を第3.2－109図に，地質断面図を第3.2－

110図に示す。 

地表地質調査結果によると，横浜町の桧木川及びその北方の滝ノ沢

において，Ｎ－ＳないしＮＮＥ－ＳＳＷ走向で東落ちの断層露頭が認

められるが，周辺に分布する新第三系中新統の泊層と蒲野沢層との地

層境界や泊層の岩相境界に不連続は認められないことから，これらの

断層は泊層内の地層を変位させる連続性の乏しい小規模な断層である

と判断した。 

(3) 敷地を中心とする半径 30 ｋｍ以遠の断層 

敷地を中心とする半径100ｋｍ範囲の陸域の活断層分布図を第3.2－

111図に示す。 

敷地を中心とする半径30ｋｍ以遠100ｋｍまでの範囲の陸域には，

山崎ほか（1986）
（３）

，活断層研究会編（1991）
（７）

，宮内ほか（2001）
（５０）

，

池田ほか編（2002）
（５１）

，地震調査委員会（2004ａ）
（５２）

，同（2004ｂ）
（５３）

，

同（2004ｃ）
（５４）

及び今泉ほか編（2018）
（８）

によると，主な活断層として，
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折爪
おりつめ

断層，青森湾西岸断層帯，津軽山地西縁断層帯（北部・南部）

等がある。これらの断層について文献調査を行い，敷地に与える影

響が大きいと考えられる折爪断層について，変動地形学的調査及び

地表地質調査を行った。 

ａ．折爪断層 

(a) 文献調査結果 

山崎ほか（1986）
（３）

は，青森県南部
なんぶ

町法光寺
ほうこうじ

付近の馬淵川
まべちがわ

南方から

岩手県葛巻
くずまき

町葛巻北方にかけて，長さ約30ｋｍの推定活断層（主と

して第四紀後期に活動したもの）を図示し，東側落下，平均変位速

度１ｍ/10３年未満としている。さらに，南部町の馬淵川以北に長さ

約15ｋｍの第四紀後期層の撓曲を図示している。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，南部町高瀬
たかせ

付近の馬淵川右岸から葛巻

町葛巻付近にかけて，山崎ほか（1986）
（３）

とほぼ同じ位置に，ＮＮＷ－

ＳＳＥ方向，長さ44ｋｍ，活動度Ｂ，「活断層であると推定されるも

の（確実度Ⅱ）」，西側隆起300ｍの折爪断層を図示・記載し，西側隆

起の断層変位があるとし，平均変位速度を0.1～0.2ｍ/10３年としてい

る。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，山崎ほか（1986）
（３）

とほぼ同じ位置に，長さ

約30ｋｍ（図読では約36ｋｍ），北北西－南南東方向に延びる高角な

断層面を持つ逆断層帯として折爪断層帯を図示・記載し，「この断層

帯に沿っては，鮮新統の撓曲や高位段丘面上の溝状凹地などが認めら

れるが，後期更新世以降の断層変位地形が認められないので，推定活

断層とした。」としている。 

地震調査委員会（2004ａ）
（５２）

は，青森県五戸
ごのへ

町から岩手県葛巻町北部

にかけて，長さ最大47ｋｍ程度の折爪断層を図示・記載し，第四紀後
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期の活動の実態は不明としている。 

大和（1989）
（５５）

及び青森県（1998）
（５６）

によると，折爪断層の北端につい

ては，五戸川と浅水川沿いの段丘面高度分布から，高位面・高舘面の

西側隆起の変形とその累積性が指摘されており，五戸川以北では撓曲

構造が消滅するとしている。 

(b) 変動地形学的調査結果 

折爪断層周辺の空中写真判読図を第3.2－112図に示す。 

青森県五戸町清三久保
せいざくぼ

付近の五戸川左岸から，岩手県葛巻町茶屋場
ちゃやば

付近に至る約57ｋｍ間に，ＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメントが断続的に判

読される。このうち，南部町高瀬付近の馬淵川右岸から南方の葛巻町

に至る間については，活断層研究会編（1991）
（７）

の折爪断層の位置にほ

ぼ対応する。 

南部町相内
あいない

付近の馬淵川左岸以北では，ＬＤリニアメントが判読され

る。このＬＤリニアメントは，山地内の鞍部，傾斜変換部，谷等からな

り，西側が高い地形を呈するものの，断続的であり不明瞭である。 

南部町高瀬付近から葛巻町馬場
ばば

付近では，ＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメ

ントが判読される。これらは，西側の山地と東側の丘陵地との境界付

近に判読され，主に鞍部の断続及び斜面の傾斜変換部からなり，西側

が高い地形を呈する。このうち，名久井岳
なくいだけ

の東方，折爪岳の東方及び

就志森
つくしもり

の東方では，山地斜面は急崖を呈し，傾斜変換部が比較的明瞭

かつ連続的である。また，この東方には，主に丘陵地内の傾斜変換部

からなるＬＤリニアメントが名久井岳南東から折爪岳南部にかけて，断

続的に判読される。 

折爪断層北部における段丘面高度分布の検討結果を第3.2－113図に

示す。 
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折爪断層北端付近の五戸川及び浅水川付近については，リニアメン

ト通過位置を挟んで，Ｈ５面で約20～25ｍの高度差が認められることか

ら，西側隆起の撓曲変形が示唆される。これに対して，五戸川以北の

後藤川付近では，リニアメント延長位置を挟んだＨ４面の分布高度に顕

著な不連続が認められず，西側隆起の変形が示唆されない。 

(c) 地表地質調査結果 

折爪断層周辺の地質平面図を第3.2－114図に，地質断面図を第3.2－

115図に示す。 

折爪断層周辺の地質は，下位より，中・古生層，新第三系中新統の

四ツ役
よつやく

層，門ノ沢
かどのさわ

層，末ノ松山
すえのまつやま

層，留崎
とめざき

層，舌崎
したざき

層及び久保
くぼ

層，新第

三系鮮新統の斗川
とがわ

層，第四系更新統の段丘堆積層，十和田火山軽石流

堆積物，第四系完新統の沖積低地堆積層等からなり，南部の一部に年

代不詳の安山岩及び貫入岩が分布する。 

南部町相内付近の馬淵川左岸以北では，斗川層以下の新第三系に東

急傾斜の撓曲構造が認められる。馬淵川左岸付近では，留崎層が東に

向かって約30°～約70°急傾斜し，その東の留崎層と舌崎層の境界付近

から久保層にかけて東傾斜が最大約85°になり，さらに東側の斗川層が

約30°～10°以下の緩傾斜を示す。この撓曲による東傾斜は，北部へ向

かうにつれ緩く不明瞭となり，五戸町浅水
あさみず

の浅水川付近では最大約

50°であり，その北方の五戸町小渡
こわたり

の五戸川付近で最大約20°となる。

さらに北方の五戸町清三久保の後藤川
ごとうがわ

付近においては，斗川層の傾斜

は概して５°以下を示し，同斜構造となる。以上のことから，馬淵川以

北から五戸川左岸付近にかけては，新第三系に撓曲構造が認められ，

地下深部に断層の存在が推定される。なお，撓曲構造がみられなくな

る五戸町清三久保以北では，リニアメント・変動地形は判読されない。 
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南部町高瀬付近の馬淵川右岸以南では，折爪岳南部にかけて，山地

と丘陵地の境界付近に分布する新第三系に，東急傾斜を示す撓曲構造

が認められる。このうち，南部町石和
いしわ

西方では，西側の末ノ松山層と

東側の留崎層を境する西上がりの逆断層が認められる。さらに，この

断層より東側の丘陵地側にも新第三系中に地層の急傾斜構造が認めら

れ，岩手県軽米
かるまい

町高清水
たかしみず

西方では，西側の留崎層と東側の斗川層とを

境する西上がりの逆断層が認められる。これらの平行する２条の断層

は，判読されるリニアメント・変動地形と概ね対応する。 

折爪岳南部から南方においては，前述の２条の断層が１条に会合し，

西側の中・古生層と東側の新第三系がこの断層で接しているものと推

定される。この推定断層は，山地とその裾部に広がる扇状地面との明

瞭な地形境界に位置し，判読されるリニアメント・変動地形に概ね対

応する。 

西側の山地と東側の丘陵地を境する明瞭な急崖は，南方の葛巻町馬

場付近まで連続するが，馬場付近より南については，リニアメント・

変動地形は山地内の鞍部の断続として判読され，変位の向きも一定し

ない。リニアメント・変動地形付近には，主に中・古生層が分布して

おり，葛巻町 十良沢
じゅうろうさわ

付近においては，リニアメント・変動地形の判読

位置に断層は確認されず，西側の中・古生層と東側のデイサイトが貫

入関係で接していることを確認した。 

(d) 総合評価 

折爪断層周辺には，約57ｋｍ間にＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメントが判

読される。 

地表地質調査結果によると，判読されるリニアメント・変動地形に

ほぼ対応する位置に，断層の存在が推定される。 
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折爪断層北部にあたる五戸町の五戸川左岸から南部町の馬淵川付近

に至る間では，新第三系に撓曲構造が認められ，地下深部に断層の存

在が推定される。一方，五戸川以北の後藤川付近では，リニアメント

延長位置を挟んだＨ４面の分布高度に顕著な不連続が認められない。 

折爪断層南部にあたる南部町の馬淵川付近から折爪岳南部に至る間

では，新第三系に東急傾斜の撓曲構造及び西上がりの逆断層が認めら

れる。折爪岳南部から葛巻町馬場付近に至る区間では，中・古生層と

新第三系の分布状況等から断層が推定される。葛巻町馬場付近より以

南については，リニアメント・変動地形は山地内の鞍部の断続として

判読され，変位の向きも一定しない。葛巻町十良沢付近においては，

リニアメント・変動地形の判読位置に断層は確認されず，中・古生層

とデイサイトが貫入関係で接していることを確認した。 

以上のように，折爪断層の存在が推定される位置において，断層と

第四系上部更新統との関係が確認されないことから，その活動性を考

慮することとし，その長さを後藤川左岸から馬場付近までの約53ｋｍ

と評価した。 

ｂ．青森湾西岸断層帯 

(a) 文献調査結果 

山崎ほか（1986）
（３）

は，青森県東津軽郡蓬田
よもぎた

村の蓬田川付近から青森

県青森市新城の天田内川付近にかけて，長さ約16ｋｍの推定活断層

（主として第四紀後期に活動したもの）及び青森県青森市三内付近か

ら青森県青森市 入内
にゅうない

付近にかけて，長さ約12ｋｍの推定活断層（主と

して第四紀後期に活動したもの）を図示し，いずれも東側落下，平均

変位速度１ｍ／10３年未満としている。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，山崎ほか（1986）
（３）

とほぼ同じ位置に，
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ＮＮＷ－ＳＳＥ方向～ＮＥ－ＳＷ方向，長さ16ｋｍ，活動度Ｂ，「活

断層であると推定されるもの（確実度Ⅱ）」，西側隆起150ｍを超える

青森湾西断層を図示・記載している。また，山崎ほか（1986）
（３）

とほぼ

同じ位置に，ＮＥ－ＳＷ方向，長さ7.5ｋｍ，活動度Ａ－Ｂ，「活断層

であることが確実なもの（確実度Ⅰ）」，西側隆起140ｍを超える入内

断層を図示・記載している。 

地震調査委員会（2004ｃ）
（５４）

は，蓬田村付近から青森市入内付近にか

けて，青森湾西断層，野木和断層及び入内断層によって構成される長

さ約31ｋｍの青森湾西岸断層帯を図示・記載し，西側隆起の逆断層，

平均的なずれの速度0.4～0.8ｍ／10３年程度（上下成分）としている。

また，青森湾西岸断層帯の地震規模は，断層長さからマグニチュード

7.3程度としている。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，地震調査委員会（2004ｃ）
（５４）

の青森湾西岸断

層帯とほぼ同じ位置に，長さ約20ｋｍ（図読では約16ｋｍ）の津軽断

層帯及び長さ約20ｋｍ（図読では約16ｋｍ）の入内断層帯を図示・記

載している。津軽断層帯は西傾斜の逆断層で，平均上下変位速度は

0.5ｍ／千年程度としており，入内断層帯は西側隆起の逆断層で，平

均上下変位速度は0.5ｍ／千年以下としている。また，津軽断層帯は

南西に位置する長さ約５ｋｍの浪岡断層帯（逆断層，平均上下変位速

度は約0.7ｍ／千年）に連続する可能性を示し，その場合の全長を約

50ｋｍとしているが，具体的な図示はなく，津軽断層帯から浪岡断層

帯の全長は，図読では約31ｋｍである。 

以上のように，断層長さと敷地との位置関係から，地震調査委員会

（2004ｃ）
（５４）

による長期評価は，敷地に与える影響が大きいと考えられ

ることから，同委員会の青森湾西岸断層帯の約31ｋｍについて，第四
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紀後期更新世以降の活動性を考慮することとし，その長さを蓬田村付

近から青森市入内付近までの約31ｋｍと評価した。 

ｃ．津軽山地西縁断層帯（北部・南部） 

(a) 文献調査結果 

山崎ほか（1986）
（３）

は，青森県五所川原市飯詰
いいづめ

付近から青森県青森市浪

岡付近にかけて，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ約12ｋｍの推定活断層（主

として第四紀後期に活動したもの），第四紀後期層の撓曲及びＮ－Ｓ方

向，長さ約５ｋｍの推定活断層（主として第四紀後期に活動したもの）

を図示し，東側若しくは西側落下，平均変位速度１ｍ／10３年未満とし

ている。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，青森県北津軽郡 中泊
なかどまり

町付近から青森市

浪岡付近にかけて，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ30ｋｍ，活動度Ｂ，

「活断層であることが確実なもの（確実度Ⅰ）」，東側隆起の津軽山

地西縁断層帯を図示・記載している。また，青森市浪岡付近の津軽山

地西縁断層帯の東側に，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向，長さ８ｋｍ，活動度Ｃ，

「活断層であることが確実なもの（確実度Ⅰ）」，西側隆起４～６ｍ

の大平
おおたい

断層を図示・記載し，平均変位速度を0.04ｍ／10３年とし，青森

市浪岡付近には，Ｎ－Ｓ方向，長さ８ｋｍ，活動度Ｂ，「活断層であ

ることが確実なもの（確実度Ⅰ）」，西側隆起80ｍの浪岡撓曲を図

示・記載している。 

地震調査委員会（2004ｂ）
（５３）

は，五所川原市飯詰付近から青森市浪岡

付近にかけて，五所川原市－浪岡町付近の断層，大平断層，山越
やまこし

断層

及び浪岡撓曲によって構成される長さ約16ｋｍの津軽山地西縁断層帯

北部を図示・記載している。津軽山地西縁断層帯北部は東側隆起の逆

断層，平均的なずれの速度0.2～0.3ｍ／10３年程度（上下成分），最新
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活動は1766年（明和３年）の地震としている。また，青森市西部から

青森県南津軽郡平賀
ひらか

町（現在の平川市）にかけて，黒石断層から構成

される長さ約23ｋｍの津軽山地西縁断層帯南部を図示・記載している。

津軽山地西縁断層帯南部は東側隆起の逆断層，平均的なずれの速度は

不明であるが，最新活動は1766年（明和３年）の地震としている。津

軽山地西縁断層帯北部及び南部の地震規模の最大は，1766年（明和３

年）の地震から，いずれもマグニチュード7.3 程度としている。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，地震調査委員会（2004ｂ）
（５３）

の津軽山地西縁

断層帯北部とほぼ同じ位置に，長さ約20ｋｍ（図読では約21ｋｍ），

北北西－南南東方向に断続的に延びる逆断層帯として津軽山地西縁断

層帯を図示・記載している。また，同委員会の津軽山地西縁断層帯南

部と一部同じ位置に，長さ約15ｋｍ（図読では約13ｋｍ），南北方向に

延びる東側隆起の逆断層帯として黒石断層帯を図示・記載しており，い

ずれも平均上下変位速度は不明であるとしている。 

以上のように，断層長さと敷地との位置関係並びに歴史地震による

地震規模から，地震調査委員会（2004ｂ）
（５３）

による長期評価は，敷地に

与える影響が大きいと考えられることから，同委員会の津軽山地西縁

断層帯北部の約16ｋｍ（マグニチュード7.3）及び津軽山地西縁断層帯

南部の約23ｋｍ（マグニチュード7.3）について，第四紀後期更新世以

降の活動性を考慮することとし，その長さを五所川原市飯詰付近から

青森市浪岡付近までの約16ｋｍ及び青森市西部から平川市付近までの

約23ｋｍと評価した。 
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3.2.2.5 敷地周辺海域の地形 

敷地周辺海域は，太平洋，津軽海峡及び陸奥湾からなる。敷地周辺海

域の地形図を第3.2－116図に示す。 

(1) 太平洋 

太平洋側における調査海域の海底地形は，陸域から沖合に向かって

大陸棚及び大陸斜面からなり，大陸斜面の沖合部は深海平坦面となっ

ている。 

大陸棚は，水深100ｍ～140ｍ以浅に位置する。大陸棚の幅は，物見

崎沖付近で約３ｋｍと最も狭く，それより北方及び南方に向かって広

くなり，北部の左京沼沖付近では約８ｋｍ，南部の小川原湖沖では約

30ｋｍ以上に達している。大陸棚の勾配は，沖合に向かって５/1,000

～40/1,000程度と緩やかに傾斜している。また，東通村尻屋崎沖では

北北東へ約30ｋｍ突出する尻屋海脚がみられる。 

深海平坦面は，水深300ｍ～560ｍ以深に位置する。深海平坦面の勾

配は，尻屋崎東方沖以北では25/1,000～40/1,000程度，尻屋崎東方沖

以南では10/1,000～25/1,000程度である。 

大陸棚と深海平坦面とを繋ぐ急勾配の斜面は，水深100ｍ～560ｍに

位置し，その幅は物見崎沖以北では１ｋｍ～７ｋｍ，物見崎沖以南で

は７ｋｍ～22ｋｍである。大陸斜面の勾配は，沖合に向かって物見崎

沖以北では50/1,000～570/1,000程度，物見崎沖以南では15/1,000～

50/1,000程度である。また，尾駮沼の沖合では大陸斜面頂部に谷頭を

有するほぼＳＳＷ－ＮＮＥ方向に刻まれた小川原海底谷及びその支谷

がみられる。 
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(2) 津軽海峡 

津軽海峡側における調査海域は，沿岸域に太平洋及び尻屋海脚から

連続する大陸棚が分布し，水深は100ｍ以浅で，その外縁は概ね海岸線

と平行に連続する。大陸棚の勾配は，10/1,000程度を示し，その幅は

約10ｋｍである。 

大陸斜面は，大陸棚外縁とほぼ平行に延びる水深340ｍの海底水道へ

向かって傾斜する。大陸斜面の勾配は，大陸棚外縁から水深約200ｍ～

約250ｍまでが30/1,000～60/1,000程度，その沖合では水深約300ｍま

でが15/1,000程度，海底水道付近では40/1,000程度を示す。 

(3) 陸奥湾 

陸奥湾側における調査海域は，水深約50ｍ以浅の内湾であり，その

海底の勾配は湾の中央に向かって５/1,000～20/1,000程度である。 

 

3.2.2.6 敷地周辺海域の地質 

敷地周辺海域の地層区分を第 3.2－４表に，海域の地層と陸域の地層と

の対比結果を第 3.2－５表に示す。また，敷地周辺海域の海底地質図を第

3.2－117 図に，海底地質断面図を第 3.2－118 図に，音波探査記録を第

3.2－119 図に示す。 

敷地周辺海域の地層は，反射パターン，不整合関係等から，太平洋側

では上位よりＡ層，ＢＰ層，ＣＰ層，ＤＰ層，Ｅ層，Ｆ層及びＧ層に，津軽

海峡側では上位よりＡ層，Ｂ層，Ｃ層，Ｄ層，Ｅ層，Ｆ層及びＧ層に，陸

奥湾側では上位よりＡ層，Ｂ層，Ｃ層，Ｄ層及びＥ層に区分される。 

Ａ層は，太平洋側及び津軽海峡側では大陸棚上に，陸奥湾側では，ほ

ぼ全域に分布する。本層は，大陸棚において顕著な浸食面を覆い，海底面

と平行に堆積していること，尾駮沖の海上ボーリング調査でＡ層相当層よ
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り採取した試料の14Ｃ法年代値が約6,600年前～約11,700年前を示すこと

から，最終氷期以降の第四系上部更新統最上部～完新統と判断され，陸域

の沖積低地堆積層等に対比される。 

ＢＰ層は，太平洋側に分布する。主として大陸斜面に分布しており，

東通村老部川沖以南では大陸棚外縁部にも，さらに南方の市柳沼沖以南

では大陸棚全域にも分布する。ＢＰ層の堆積年代は，「ちきゅう」の試

験掘削（ｓｉｔｅ Ｃ９００１）により得られた年代指標を基に作成さ

れた青池（2008）
（５７）

の年代モデルとの対比結果（第3.2－120図参照），ま

た，尻屋崎沖及び東通村老部川沖で実施した「ちきゅう」による海上ボ

ーリング調査において本層の下位のＣＰ層との境界付近に恐山火山起源

の降下火砕物（Ｏｓ－２）を確認していること（第3.2－121図参照）か

ら，中期更新世後半～後期更新世と判断した。 

Ｂ層は，津軽海峡側及び陸奥湾側に分布し，反射パターン及び軽微な

不整合から，上位よりＢ１部層，Ｂ２部層及びＢ３部層に細分される。 

Ｂ１部層は，津軽海峡側では，主として大陸斜面に分布し，沿岸部では

大陸棚外縁部まで分布する。陸奥湾側では，沿岸部を除く広い範囲に分布

する。 

Ｂ２部層は，津軽海峡側では，主として大陸斜面及び沿岸部の大陸棚に

分布し，尻屋海脚西側の大陸棚外縁部にも部分的に分布が認められる。沿

岸部の大陸棚，尻屋海脚西側の大陸斜面最上部（部分的に大陸棚外縁部も

含む）及び尻屋海脚北側の海底谷付近では海底面直下あるいはＡ層直下に

分布する。陸奥湾側では，沿岸部を除く広い範囲に分布し，分布域の周縁

部ではＡ層直下に分布する。 

Ｂ３部層は，津軽海峡側では，大陸斜面及び沿岸部の大陸棚に分布する。

尻屋海脚北側の海底谷付近及び尻屋崎西方の大陸棚等では海底面直下ある
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いはＡ層直下に分布する。陸奥湾側では，東部及び南部の沿岸部の一部を

除く広い範囲に分布し，分布域の周縁部ではＡ層直下に分布する。 

Ｂ層のうち，Ｂ２部層は，津軽海峡に面した海岸付近まで分布し，海食

崖に分布する田名部層に連続することから（第3.2－122図参照），その堆

積年代は中期更新世の後半と判断した。Ｂ１部層の堆積年代は，完新世の

Ａ層に不整合で覆われ，Ｂ２部層を不整合あるいは整合に覆うこと，また，

東北電力株式会社
（４９）

及び東京電力株式会社
（５８）

により実施された採泥結果による

と，陸奥湾では本部層中に洞爺火山灰層（11.2～11.5万年前）が挟在する

ことから，後期更新世と判断した。Ｂ３部層の堆積年代は，Ｂ２部層に不

整合あるいは整合に覆われ，後述のＣ層（後期鮮新世～前期更新世）を不

整合に覆うことから，中期更新世の前半と判断した。 

ＣＰ層は，太平洋側に分布する。主として大陸斜面に分布しており，東

通村老部川沖以南では大陸棚外縁部にも，さらに南方の市柳沼沖以南では

大陸棚全域にも分布する。ＣＰ層の堆積年代は，上位のＢＰ層の年代が中

期更新世後半～後期更新世，後述するＤＰ層の年代が鮮新世～前期更新世

前半とそれぞれ判断されることから，前期更新世後半～中期更新世後半と

判断した。 

Ｃ層は，津軽海峡側及び陸奥湾側に分布する。津軽海峡側では，大陸斜

面，尻屋海脚西側の大陸棚外縁部及び沿岸部の大陸棚に分布する。尻屋海

脚西側の大陸棚外縁部付近及び沿岸部の大陸棚では部分的に海底面直下あ

るいはＡ層直下に分布する。陸奥湾側におけるＣ層は，夏泊半島北方の下

位層の高まりが存在する地域を除いて，ほぼ全域に分布する。東部及び南

部の沿岸部の一部では海底面直下あるいはＡ層直下に分布する。Ｃ層の堆

積年代は，本層の分布が津軽海峡側及び陸奥湾側で陸域の砂子又層に連続

していること，奥田（1993）
（１２）

によると，尻屋海脚西側の本層分布域で採取
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された試料からＮｅｏｄｅｎｔｉｃｕｌａ ｋｏｉｚｕｍｉｉ ｚｏｎｅ

に対比される珪藻化石群集が得られていること等から，後期鮮新世～前期

更新世と判断した。 

ＤＰ層は，太平洋側に分布する。主として大陸斜面に分布し，市柳沼沖

以南では大陸棚にも分布が認められ，南部の大陸斜面では下位層の高まり

が存在し，比較的広く欠如している。ＤＰ層の堆積年代は，地球深部探査

船「ちきゅう」の試験掘削（ｓｉｔｅ Ｃ９００１）によりＤＰ層の最上

部から前期更新世中頃を示す石灰質ナンノ化石が得られていること（第

3.2－120図参照），深海掘削（ＩＰＯＤ ｓｉｔｅ ４３８）の珪藻化石

層序と対比するとほぼＮｅｏｄｅｎｔｉｃｕｌａ ｋｏｉｚｕｍｉｉ 

ｚｏｎｅ及びＮｅｏｄｅｎｔｉｃｕｌａ ｋａｍｔｓｃｈａｔｉｃａ 

ｚｏｎｅにあたること（第3.2－122図参照）から，鮮新世～前期更新世前

半と判断した。 

Ｄ層は，津軽海峡側及び陸奥湾側に分布する。津軽海峡側では，主と

して大陸斜面及び沿岸部の大陸棚に分布し，尻屋海脚西側の大陸棚外縁部

にも部分的に分布が認められる。尻屋海脚西側の大陸棚外縁部及び沿岸部

の大陸棚の一部では海底面直下あるいはＡ層直下に分布する。陸奥湾側で

は，ほぼ全域に分布し，夏泊半島北方では下位層の高まりが存在し，欠如

している。Ｄ層の堆積年代は，上位のＣ層の年代が後期鮮新世～前期更新

世，後述するＥ層の年代が中期中新世～後期中新世とそれぞれ判断したこ

とから，前期鮮新世と判断した。 

Ｅ層は，太平洋側，津軽海峡側及び陸奥湾側のほぼ全域に分布してお

り，太平洋側棚沢川沖以北の沿岸部及び尻屋海脚西縁部では下位層の高ま

りが存在し，比較的広く欠如している。また，太平洋側の大陸斜面におい

ても下位層の高まりが存在し，部分的に欠如し，南部では大陸棚東部から
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大陸斜面にかけて比較的広く欠如している。太平洋側から尻屋海脚にかけ

ての大陸棚では海底面直下あるいはＡ層直下に分布する。Ｅ層の堆積年代

は，尾駮沼沖の大陸棚で実施したボーリング調査結果によるとＥ層分布域

において鷹架層上部層を確認したこと，小老部川北東沖及び東通村老部川

南東沖の大陸棚で東北電力株式会社
（４９）

及び東京電力株式会社
（５８）

により実施され

たボーリング調査結果によるとＥ層分布域において蒲野沢層が確認されて

いること，尻屋崎沖及び東通村老部川沖で実施した「ちきゅう」による海

上ボーリング調査結果によると細粒砂岩・泥質砂岩・珪質泥岩等から

Ｄｅｎ－ｔｉｃｕｌｏｐｓｉｓ ｌａｕｔａ ｚｏｎｅに対比される珪藻化石

群集，有孔虫化石のＧｌｏｂｏｒｏｔａｌｉａ ｒｉｋｕｃｈｕｅｎｓｉｓ

及び放散虫化石のＣｙｔｏｃａｐｓｅｌｌａ ｔｅｔｒａｐｅｒａやＥｕｃ－

ｙｒｔｉｄｉｕｍ ｉｎｆｌａｔｕｍが産出すること（第3.2－121図及び

第3.2－124図参照），小老部川沖の大陸棚外縁部で実施したドレッジ調査

結果によるとＥ層分布域から採取された砂岩・シルト岩からＤｅｎｔ－

ｉｃｕｌｏｐｓｉｓ ｌａｕｔａ ｚｏｎｅ及びＤｅｎｔｉｃｕｌｏｐｓ－

ｉｓ ｈｙａｌｉｎａ ｚｏｎｅに対比される珪藻化石群集が産出すること

（第3.2－125図参照），また，深海掘削（ＩＰＯＤ ｓｉｔｅ ４３８）

の珪藻化石層序と対比すると本層上限がほぼＲｏｕｘｉａ ｃａｌｉｆ－

ｏｒｎｉｃａ ｚｏｎｅにあたること（第3.2－123図参照）から，中期中新

世初頭～後期中新世であると判断した。 

Ｆ層は，太平洋側及び津軽海峡側に広く分布しており，尻屋海脚西縁

部の一部では下位層の高まりが存在し，欠如している。また，太平洋側の

大陸斜面においても下位層の高まりが存在し，部分的に欠如し，南部では

大陸棚東部から大陸斜面にかけて広く欠如している。太平洋側棚沢川沖以

北の沿岸部及び尻屋海脚西縁部では海底面直下あるいはＡ層直下に分布す
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る。Ｆ層の堆積年代は，本層の分布が太平洋側で陸域の泊層及び猿ヶ森層

に連続すること，小老部川沖の大陸棚で東北電力株式会社
（４９）

及び東京電力株

式会社
（５８）

により実施されたボーリング調査結果によるとＦ層分布域において

泊層が確認されていることから，前期中新世～中期中新世初頭であると判

断した。 

Ｇ層は，太平洋側の大陸斜面，尻屋海脚及び太平洋側南部の大陸棚で

確認され，その他では探査深度以深である。尻屋海脚西縁部では部分的に

海底面直下に分布する。本層は，周辺海域における最下位層であり，一般

に音響基盤をなし，尻屋崎では陸域の尻屋層群に連続することから，先第

三系と判断した。また，大陸斜面の沖合側では音響基盤の上位に，傾斜し

た反射パターンを示し，Ｆ層に顕著な傾斜不整合で覆われる地層が存在す

ることから，古第三系を含むものと判断した。 

 

3.2.2.7 敷地周辺海域の地質構造 

(1) 概要 

太平洋側の大陸棚外縁部より沖合及び市柳沼沖以南の大陸棚では，

ＢＰ層～Ｆ層は海底面とほぼ平行に，北東方向にやや傾斜した緩やかな

構造を示し，層厚も北東方向に増加する。太平洋側の南部にはＧ層の

高まりが存在し，上位層はＧ層上面の凹凸を埋めて堆積している。鷹

架沼沖以北の大陸棚には主にＥ層及びＦ層が分布しており，大陸棚外

縁のＮＮＥ－ＳＳＷ方向の急崖付近で，ＣＰ層及びＢＰ層がＥ層あるい

はＦ層にアバットしている。大陸棚は尻屋崎北方の尻屋海脚まで連続

しており，Ｅ層以下の地層がＮＮＥ－ＳＳＷ方向の隆起帯を形成して

いる。 

津軽海峡側では，Ｄ層以上の地層が尻屋海脚の隆起帯に分布するＥ層
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以下の地層にアバットしている。津軽海峡側の大陸棚外縁部より沖合

では，Ｂ層～Ｄ層は海峡中央部の凹型の構造を埋めるように堆積し，

尻屋海脚側，下北半島側及び亀田半島側に向かって，各層の層厚は

徐々に薄くなる。 

陸奥湾側では，夏泊半島の北方延長部にＥ層の高まりが存在し，こ

の高まりにＣ層及びＤ層がアバットしており，Ｃ層以下の地層は湾中

央部に向かって傾斜した構造を示す。湾中央部では再びＥ層が高まり

を形成し，Ｄ層最上部以上の地層はこの高まりを被覆している。Ｃ層

以下の地層は一部でやや急な傾斜を示すものの，これらを不整合に覆

うＢ層以上の地層は，陸奥湾の全域においてほぼ水平な構造を示す。 

(2) 敷地を中心とする半径30ｋｍ範囲の断層 

奥田（1993）
（１２）

，海上保安庁水路部（1975）
（１７）

，同（1973ｂ）
（１５）

，活断層

研究会編（1991）
（７）

等による敷地周辺海域の断層分布図を第3.2－126図

に示す。 

文献調査結果及び音波探査記録の解析結果に基づき，断層の長さ，

敷地からの距離等を考慮すると，敷地を中心とする半径30ｋｍ範囲の

海域における主要な断層としては，尻屋海脚東縁の大陸棚外縁～下北

半島北部の大陸棚外縁～下北半島南部の大陸棚に示されている断層

（以下「大陸棚外縁断層」という。）及び下北半島南端部の大陸棚に

示されている断層（以下「Ｆ－ｄ断層」という。）がある（第3.2－６

表参照）。 

ａ．大陸棚外縁断層 

(a) 文献調査結果 

海上保安庁水路部（1975）
（１７）

は，六ヶ所村北部沖から東通村沖の大陸

棚外縁に沿ってＮＮＥ－ＳＳＷ走向，長さ約37ｋｍ，東落ちの断層を
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示し，さらに，その北方の尻屋海脚東縁に沿って，ＮＮＥ－ＳＳＷ走

向，長さ約45ｋｍの東落ちの断層を示している。 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，海上保安庁水路部（1975）
（１７）

とほぼ同位

置に，崖高200m以上，長さ約84ｋｍの東落ちの活断層を示している。 

奥田（1993）
（１２）

は，尻屋海脚東縁に沿ってＮＮＥ－ＳＳＷ走向，長さ

約23.5ｋｍの東落ちの断層を示し，そのうち，北部の約19.5ｋｍ区間

は伏在断層としている。また，その南方の物見崎沖にも，大陸棚外縁

に沿ってＮＮＥ－ＳＳＷ走向，長さ約６ｋｍの伏在断層を示している。

しかし，同文献は，エアガン記録の解析結果から，活断層研究会編

（1991）
（７）

により活断層が示されている大陸棚外縁部には，少なくとも

長さ20ｋｍを超える活断層は存在しないとしている。 

一方，海上保安庁水路部（1998）
（２０）

及び徳山ほか（2001）
（２１）

には大陸棚

外縁に沿う断層は示されていない。 

また，池田（2012）
（５９）

は，海上音波探査記録の解釈を提示し，陸上の

海岸段丘の発達状況から大陸棚外縁断層の動きは最近12万年間も継続

しているとしている。渡辺ほか（2008）
（６０）

及び渡辺（2016）
（６１）

は，陸域に

おける海成段丘面との関連から，この断層が第四紀後期にも活動を繰

り返している可能性があるとしている。 

(ｂ) 海底地形面調査結果 

大陸棚外縁断層周辺の地形陰影図を第3.2－127図に示す。 

文献により断層が示されている位置付近には，急斜面が認められる

ものの，そのトレースは直線的ではなく，凹凸を繰り返しており，多

くの谷地形が認められる。また，東通村老部川沖以南では斜面の傾斜

が緩くなっている。 
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(c) 音波探査記録解析結果 

大陸棚外縁断層の位置及び音波探査測線位置図を第3.2－128図に，

音波探査記録及び解釈図を第3.2－129図に示す。 

文献により断層が示されている位置付近においては，Ｆ層及びＥ層は

大陸棚に厚く分布し，大陸斜面では比較的薄くなっている。また，ＤＰ層

以上の地層は大陸棚には分布せず，大陸斜面のみに分布している。この

ように，大陸棚外縁部を境とする盆地反転構造が認められる。（第3.2

－117図及び第3.2－118図(1)～第3.2－118図(3)参照） 

大陸棚外縁部の斜面が急傾斜を示す北部の海域においては，急斜面

基部付近の地下に西側隆起の逆断層が推定される（第3.2－129図(2)～第

3.2－129図(11) 参照）。また，Ｎｏ．３測線の急斜面基部付近で実施し

た２孔の海上ボーリング調査においても，両孔の間にＥ層の落差が確

認されることから，この間に逆断層が推定される（第3.2－124図参

照）。 

大陸棚外縁部の斜面の傾斜が緩くなる海域のうち馬門川沖以南にお

いては，西側隆起の逆断層が推定されるものの，その位置は急斜面基

部付近ではなく，大陸棚の地下に位置する（第3.2－129図(12)～第3.2－

129図(15)参照）。 

これらの逆断層は推定された全区間においてＣＰ層に変位を与えてい

ると解釈されるものの，大陸棚外縁断層直上のＢＰ層／ＣＰ層境界に断

層活動の影響による変位・変形は認められない（第3.2－129図(2)～第

3.2－129図(15)参照）。 

(d) 総合評価 

尻屋海脚東縁部の大陸棚外縁部から東通村老部川沖の大陸棚外縁部

を経て鷹架沼沖の大陸棚に至る海域において，西側隆起の逆断層が推
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定される。全区間においてＣＰ層下部に変位あるいは変形が認められる

ものの，いずれの測線においても，大陸棚外縁断層直上のＢＰ層／ＣＰ

層境界に断層活動の影響による変位・変形は認められない。 

以上のことから，大陸棚外縁断層は第四紀後期更新世以降の活動性

はないものと判断した。 

ｂ．Ｆ－ｄ断層 

(a) 文献調査結果 

海上保安庁水路部（1982）
（１８）

及び同（1998）
（２０）

は物見崎南東沖の大陸棚

外縁部から小川原湖沖の大陸棚に至る約34ｋｍ間に，Ｎ－Ｓ方向に断

続して雁行する延長の短い伏在断層を多数示している。この断層群の

うち北部については，海上保安庁水路部（1975）
（１７）

及び活断層研究会編

（1991）
（７）

に示されている大陸棚外縁断層に対応しているものの，南部

については，両文献ともに断層は示されていない。 

また，奥田（1993）
（１２）

及び徳山ほか（2001）
（２１）

には，同位置に断層は示

されていない。 

(b) 音波探査記録解析結果 

Ｆ－ｄ断層の位置を第3.2－130図に，断層周辺の音波探査記録及び

解釈図を第3.2－131図に示す。 

文献により伏在断層が示されている位置付近において，ＣＰ層以下の

地層に断層及び撓曲が推定され，一部区間においてＢＰ層に変形が認め

られる（第3.2－131図(2)～第3.2－131図(4)参照）。同区間北側の07Ｓ8

測線では，ＣＰ層下部に変位を与える断層が推定されるものの，ＣＰ層

上部以上の地層に変形は認められない（第3.2－131図(1)参照）。また，

同区間南側の07Ｓ10測線では，Ｅ層下部に僅かに変位を与え，ＤＰ層ま

で変形を与える断層が推定されるものの，ＣＰ層以上の地層に変形は認
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められない（第3.2－131図(5)参照）。 

(c) 総合評価 

Ｆ－ｄ断層については，文献により伏在断層が示されている位置付

近において，ＣＰ層以下の地層に断層及び撓曲が推定され，ＢＰ層に変

形が認められることから，第四紀後期更新世以降における活動性を考

慮することとし，その長さをＢＰ層に断層活動による変位・変形が認め

られない07Ｓ8測線から07Ｓ10測線までの約６ｋｍと評価した。 

ｃ．その他の断層 

敷地を中心とする半径30ｋｍ範囲には，前述の断層の他に，海上保安

庁水路部（1975）
（１７）

により，小川原海底谷に沿う断層群が示されているも

のの（第3.2－126図参照），音波探査記録の解析結果によると，当該位

置に断層の存在を示唆する構造は認められない。 

(3) 敷地を中心とする半径30ｋｍ以遠の断層 

敷地を中心とする半径30ｋｍ以遠の海域には，奥田（1993）
（１２）

，活断

層研究会編（1991）
（７）

等の文献調査結果によると，第3.2－126図に示す

ように，いくつかの断層及び撓曲が示されており，これらのうち，敷

地に与える影響が比較的大きいと考えられるものについて，音波探査

記録の解析を行った。その結果によると，敷地を中心とする半径30ｋｍ

以遠の海域における主要な断層としては，下北半島東方沖に示されて

いる伏在断層（以下「Ｆ－ｃ断層」という。）及び八戸市北東沖に示

されている２条の活断層（以下「Ｆ－ａ断層」及び「Ｆ－ｂ断層」と

いう。）がある（第3.2－６表参照）。 

ａ．Ｆ－ｃ断層 

奥田（1993）
（１２）

は，東通村東方沖の大陸斜面に，ＮＥ－ＳＷ走向，長さ

約11.5ｋｍの南東落ちの伏在断層を示している（第3.2－132図参照）。 
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音波探査記録の解析結果によると，文献により断層が示されている

位置付近において，ＣＰ層以下の地層に断層及び撓曲の推定が可能であ

り，ＢＰ層に変形が認められる（第3.2－133図(2)～第3.2－133図(7)参

照）。一方，No.C-6測線では，ＢＰ層に変形は認められず（第3.2－133

図(1)参照），ＪＳ73-1測線では，Ｇ層上面の強い反射面が連続的に確認

され，変位・変形は認められない（第3.2－133図(8)参照）。なお，断層

中央の一部において変形が海底面付近まで及んでいる可能性がある

（第3.2－133図(4)参照）。 

以上のことから，Ｆ－ｃ断層については第四紀後期更新世以降にお

ける活動性を考慮することとし，その長さをＢＰ層に断層活動による変

位・変形が認められないＮｏ.Ｃ－６測線からＪＳ７３－１測線までの

約15ｋｍと評価した。 

ｂ．Ｆ－ａ断層 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，八戸市北東沖の大陸棚に，ＮＮＷ－

ＳＳＥ走向，長さ約11ｋｍの東落ちの活断層を示している。また，

海上保安庁水路部（1973ｂ）
（１５）

は，活断層研究会編（1991）
（７）

とほぼ同位置

に，長さ約８ｋｍの東落ちの断層を示している（第3.2－134図参照）。 

音波探査記録の解析結果によると，文献により断層が示されている

位置付近において，Ｅ層中に断層が推定され，ＢＰ層に変位若しくは

変形が及んでいる可能性を否定できない（第3.2－135図(2)～第3.2－135

図(5）参照)。一方，文献により断層が示されている位置の北方延長の

Ｇｈ33測線及び南方延長のＨ-263測線では，Ｅ層中に断層活動による

変位・変形は認められない（第3.2－135図(1)及び第3.2－135図(6)参照）。 

以上のことから，Ｆ－ａ断層については第四紀後期更新世以降にお

ける活動性を考慮することとし，その長さをＥ層以上の地層に断層活
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動による変位・変形が認められないＧｈ33測線からＨ-263測線までの

約20ｋｍと評価した。 

ｃ．Ｆ－ｂ断層 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，八戸市北東沖の大陸斜面の約21ｋｍ間

に，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向に断続する３条の東落ちの活断層を示してい

る（第3.2－136図参照）。 

音波探査記録の解析結果によると，文献により断層が示されている位

置付近において，断層の存在を否定できない区間が認められる（第3.2

－137図(2)～第3.2－137図(7）参照)が，同区間北側のＧｈ36測線及び同区

間南側のＧｈ32測線では，断層は推定されず，ＣＰ層及びＢＰ層に変位・

変形は認められない（第3.2－136図(1)及び第3.2－136図(8)参照）。 

以上のことから，Ｆ－ｂ断層については第四紀後期更新世以降にお

ける活動性を考慮することとし，その長さをＢＰ層に断層活動による変

位・変形が認められないＧｈ36測線からＧｈ32測線までの約15ｋｍと

評価した。 

ｄ．その他の断層 

敷地を中心とする半径30ｋｍ以遠には，前述の断層の他に，奥田

（1993）
（１２）

，海上保安庁水路部（1975）
（１７）

，活断層研究会編（1991）
（７）

等に

よると，多くの断層が示されているが（第3.2－126図参照），音波探

査記録の解析結果によると，ＢＰ層あるいはＢ２部層に変位・変形が認

められる延長の長い断層は存在しないものと判断した。 
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3.3 敷地近傍の地質・地質構造 

3.3.1 調査内容 

3.3.1.1 文献調査 

敷地近傍の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては，工

業技術院地質調査所（現 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査

総合センター）発行の山崎ほか（1986）
（３）

の「50万分の１活構造図「青

森」」，青森県発行の北村ほか（1972）
（４）

の「20万分の１青森県地質図及び

地質説明書」，同じく箕浦ほか（1998）
（５）

の「20万分の１青森県地質図及び

地質説明書」，活断層研究会編（1980）
（６）

の「日本の活断層－分布図と資

料」及び同（1991）
（７）

の「新編 日本の活断層－分布図と資料」，今泉ほか

編（2018）
（８）

の「活断層詳細デジタルマップ［新編］」，北村編（1986）
（９）

の

「新生代東北本州弧地質資料集」，独立行政法人産業技術総合研究所地質

調査総合センター編（2013）
（２２）

の「日本重力データベースＤＶＤ版」等があ

り，これらの文献により敷地近傍の地形及び地質・地質構造の概要を把握

した。 

 

3.3.1.2 地質調査 

文献調査の結果を踏まえ，敷地を中心とする半径約５ｋｍの範囲及びそ

の周辺において，変動地形学的調査及び物理探査を含む地質・地質構造に

関する各種調査を実施した。 

変動地形学的調査としては，主に国土地理院で撮影された縮尺４万分の１

の空中写真に加え，必要に応じて縮尺２万分の１及び縮尺１万分の１の空

中写真並びに同院発行の縮尺２万５千分の１の地形図を使用して空中写真

判読を行い，その結果に基づいて，敷地を中心とする半径約５ｋｍの範

囲の原縮尺２万５千分の１の地形面区分図，リニアメント・変動地形の分



 3－3－87 

布図等を作成した。 

地質・地質構造に関する調査としては，地形調査に使用した空中写真

及び地形図を使用して地表踏査等を行ったほか，必要に応じてボーリング

調査及びトレンチ調査を組み合わせた調査を行い，それらの結果に基づい

て敷地近傍の地質平面図，地質断面図等を作成した。 

物理探査としては，地下深部の大局的な地質構造あるいは活断層の存

否及び連続性を確認するため，敷地を中心とする半径約５ｋｍの範囲にお

いて重力探査及び反射法地震探査を実施した。重力探査結果については，

独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター編（2013）
（２２）

による

データと併せて解析を行い，重力異常図等を作成した。反射法地震探査に

ついては，深部及び浅部の地下構造を把握するため，深度断面図等を作成

した。反射法地震探査と併せて，地下深部の速度構造を把握するために，

一部の測線において屈折法地震探査を実施した。 

また，地質・地質構造について詳細な検討を行うために，一部でボーリ

ング調査を実施した。 
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3.3.2 調査結果 

3.3.2.1 敷地近傍の地形 

敷地近傍の地形図を第3.3－１図に，地形面区分図を第3.3－２図に示

す。 

敷地は下北半島南部の六ヶ所地域に位置し，敷地を中心とする半径約

５ｋｍの範囲は，主に標高80ｍ以下の台地からなる。一部の河川の下流部，

湖沼及び海岸沿いには低地がみられ，台地上及び海岸沿いの一部に砂丘地

が局所的にみられる。また，北部の一部に標高200ｍ以下の丘陵地がみら

れる。 

台地は，主に段丘からなる地形であり，高位面，中位面及び低位面の

３面に区分される。さらに，地形面の標高，火山灰層との累重関係等から，

高位面はＨ３面，Ｈ４面及びＨ５面に，中位面はＭ１面，Ｍ２面及びＭ３面に，

低位面はＬ１面，Ｌ２面及びＬ３面にそれぞれ細区分される。また，本地域

には，Ｍ２面よりも若干低い平坦面（Ｍ２’面）及びＭ３面よりも若干低い

平坦面（Ｍ３’面）が認められる。Ｍ２’面は，その堆積物の上部に洞爺
とうや

火

山灰（11.2～11.5万年前）が挟まれることから，ＭＩＳ５ｅ～ＭＩＳ５ｄ

に対比される。 

 

3.3.2.2 敷地近傍の地質 

敷地近傍の地質層序表を第3.3－１表に，地質平面図及び地質断面図を，

それぞれ第3.3－３図及び第3.3－４図に示す。 

敷地を中心とする半径約５ｋｍの範囲には，下位より新第三系中新統

の泊層及び鷹架層，新第三系鮮新統の砂子又層下部層及び中部層，第四系

下部～中部更新統の六ヶ所層，第四系中部～上部更新統の古期低地堆積層，

段丘堆積層及び火山灰層並びに第四系完新統の沖積低地堆積層，砂丘砂層
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及び崖錐堆積層がそれぞれ分布している。 

(1) 新第三系中新統 

泊層は，敷地近傍北端の六ヶ所村出戸付近より北方に分布しており，

北村編（1986）
（９）

の泊安山岩に相当し，安山岩溶岩，凝灰角礫岩，軽石凝

灰岩等からなる。 

鷹架層は，敷地近傍の台地斜面に露出している。鷹架層は，柴崎ほ

か（1958）
（２９）

の鷹架層，青森県（1970）
（３０）

及び同（1970）
（３１）

の鷹架層並びに

北村編（1986）
（９）

の鷹架層に相当し，泥岩，砂岩，軽石凝灰岩，軽石質

砂岩等からなる。鷹架層は，層相及び累重関係から，下位より下部層，

中部層及び上部層の３層に細区分される。鷹架層下部層は，泥岩，細

粒砂岩等からなり，一部に凝灰岩を挟む。鷹架層中部層は，礫岩，礫

混り砂岩，軽石質砂岩，軽石凝灰岩，凝灰岩等からなる。鷹架層上部

層は，泥岩，細粒砂岩等からなり，一部に凝灰岩を挟む。 

六ヶ所村の老部川（南）中流付近より北方における泊層と鷹架層の

地質構造及び累重関係から，両者は指交関係にあるものと判断した。 

(2) 新第三系鮮新統 

砂子又層は,敷地近傍の丘陵地及び台地に広く分布しており，青森県

（1970）
（３０）

及び同（1970）
（３１）

の浜田層，北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほか

（1998）
（５）

の砂子又層及び甲地層，北村編（1986）
（９）

の砂子又層及び甲地

層並びに日本地質学会編（2017）
（１０）

の砂子又層に相当する。砂子又層は，

砂岩，凝灰質砂岩，シルト岩，軽石凝灰岩等からなり，下位層を不整

合に覆う。砂子又層は，層相及び累重関係から，下位より下部層及び

中部層の２層に細区分される（第3.2－５図参照）。砂子又層下部層は，

主に凝灰質粗粒砂岩からなり，一部に凝灰質細粒砂岩等を挟む。砂子

又層中部層は，主にシルト岩からなり，一部に細粒砂岩を挟む。 
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鷹架沼南岸において，砂子又層下部層に挟まれる凝灰岩を対象に年代

測定を実施したところ，フィッション・トラック法では3.7±0.3Ｍａ，

3.8±0.4Ｍａ及び3.9±0.4Ｍａの年代値が得られ，ウラン－鉛法では

4.0±0.1Ｍａの年代値が得られた。これらから，砂子又層下部層は新第

三系鮮新統であると判断した。（第3.2－５図参照） 

(3) 第四系下部～中部更新統 

六ヶ所層は,敷地近傍の丘陵地及び台地に分布しており，北村ほか

（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

が野辺地町周辺に図示する野辺地層，

北村編（1986）
（９）

が下北半島の基部から八戸市周辺にかけて図示する三

沢層に相当する。六ヶ所層は主に細粒砂，シルト等からなり，下位の

砂子又層下部層を不整合に覆い，古期低地堆積層とは指交関係であり，

高位段丘堆積層に不整合に覆われ，一部指交関係にあるものと判断し

た。 

鷹架沼南岸において，六ヶ所層に挟まれる火山灰を対象に年代測定

を実施したところ，フィッション・トラック法では1.3±0.2Ｍａ及び

0.5±0.1Ｍａの年代値が得られ，ウラン－鉛法では378±3ｋａの年代値

が得られたことから，六ヶ所層は第四系下部～中部更新統であると判

断した（第3.2－５図参照）。 

(4) 第四系中部～上部更新統 

古期低地堆積層は，尾駮沼の北岸沿い等に小規模に分布しており，

岩井（1951）
（３６）

の野辺地層並びに北村ほか（1972）
（４）

及び箕浦ほか

（1998）
（５）

の野辺地層にほぼ相当し，主にシルト，砂及び礫からなる。

古期低地堆積層は，下位の六ヶ所層を不整合に覆い（第3.4－22図（1）及

び第3.4－22図（2）参照），六ヶ所層とは一部指交関係であり，上位の高

位段丘堆積層に不整合に覆われることから，同層の地質年代は中期更
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新世と判断した。 

段丘堆積層は，敷地近傍の台地に広く分布しており，北村ほか

（1972）
（４）

及び箕浦ほか（1998）
（５）

の段丘堆積物に相当し，主に砂及び礫

からなる。段丘堆積層は，分布標高，堆積物の層相，火山灰層との

関係等から，高位段丘堆積層，中位段丘堆積層及び低位段丘堆積層

に３区分され，それぞれ高位面，中位面及び低位面を形成する（第

3.2－２表参照）。 

火山灰層は，敷地近傍の丘陵地及び台地上に広く分布し，主に褐色

の粘土質火山灰からなる。火山灰層中には，主な示標テフラとして甲

地軽石，オレンジ軽石，洞爺火山灰，阿蘇４火山灰，十和田レッド火

山灰，十和田大不動火山灰及び十和田八戸火山灰が認められる。 

(5) 第四系完新統 

沖積低地堆積層は，老部川（南）,二又川から下流の尾駮沼，戸鎖
とくさり

川

から下流の鷹架沼等，河川沿いの低地等に分布しており，主に礫，砂

及び粘土からなる。 

砂丘砂層は，敷地近傍東端の太平洋側の海岸沿いあるいは段丘面上

の一部に分布しており，主に砂からなる。 

崖錐堆積層は，敷地近傍北方の山麓斜面等に分布しており，主に礫，

砂及び粘土からなる。 

 

3.3.2.3 敷地近傍のリニアメント・変動地形 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形の判読基準を第3.2－３表

に，敷地近傍のリニアメント・変動地形の分布図を第3.3－５図に示す。 

敷地近傍には，六ヶ所村泊南方の棚沢川右岸から老部川（南）右岸に

かけて，ほぼＮ－Ｓ方向のＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメントが判読される。
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また，六ヶ所村二又の北西付近には，ほぼＥ－Ｗ方向のＬＤリニアメント

及びＮＷ－ＳＥ方向のＬＤリニアメントが判読され，六ヶ所村戸鎖南方に，

ほぼＥ－Ｗ方向のＬＤリニアメントが判読される。 

 

3.3.2.4 敷地近傍の地質構造 

(1) 敷地近傍の地質構造 

敷地近傍の地質構造として，尾駮沼付近から鷹架沼
たかほこぬま

付近にかけて，

ＮＥ－ＳＷ方向の軸をもつ非対称な向斜構造が認められ，南方の市柳

沼付近まで認められる。この非対称な向斜構造は，新第三系中新統の

鷹架層及び新第三系鮮新統の砂子又層下部層に認められるが，これよ

り上位の第四系下部～中部更新統の六ヶ所層及びこれより上位の堆積

物には認められない。（第3.3－３図及び第3.3－４図参照） 

老部川（南）左岸付近から棚沢川付近にかけて，ほぼＮ－Ｓ方向の

軸をもつ背斜構造が認められる。この背斜構造は，新第三系中新統の

鷹架層及び泊層に認められるが，これより上位の第四系中部更新統の

段丘堆積層及びこれより上位の堆積物には認められない。 

敷地近傍の重力異常図（ブーゲー異常図）を第3.3－６図に示す。 

敷地近傍では，大局的に，敷地の北東の丘陵地において相対的に高

重力異常を示し，これより南西に向かって緩やかに低重力異常を示し

ている。顕著な重力異常の急変部は認められず，地下深部の大きな地

質構造の変化は推定されない。また，敷地近傍に認められる褶曲構造

及びリニアメント・変動地形に対応するような線状の重力異常の急変

部も認められない。 

敷地近傍の反射法地震探査の測線位置を第3.3－３図に，反射法地震

探査結果を第3.3－７図に示す。 
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これによると，西側低下の正断層の形態を示す反射面の不連続が認

められ，その位置，走向，断層形態等から，敷地内で確認されている

ｆ－２断層と判断される。また，出戸西方断層が，西上がりの逆断層の

形態を示す反射面の不連続として認められる。さらに，後述の地表地

質調査によって明らかとなった尾駮沼付近から鷹架沼付近にかけて認

められるＮＥ－ＳＷ方向の軸をもつ非対称な向斜構造の位置に対応し

て，鷹架層相当層からなる緩やかで非対称な向斜構造が認められ，そ

の西縁部でやや急傾斜となる。この向斜構造は，北東に位置する尾駮

沼口付近で，さらに緩やかになりながらも認められ，反射面の形状や

その方向性，地表部における鷹架層の走向・傾斜等から，これらは連

続した一連の構造であると判断した（第3.3－８図参照）。 

この向斜構造の直上部では，中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２

面堆積物）が形成する中位面（Ｍ１面及びＭ２面）にリニアメント・変

動地形は判読されず，急傾斜に対応する高度差も認められない。 

反射法地震探査結果では，ｆ－２断層，出戸西方断層及び向斜構造

の他には，顕著な反射面の不連続は認められない。 

屈折法地震探査結果によると，最下位速度層（ＶＰ＝5.5ｋｍ／ｓ相

当層）上面が深度２ｋｍ付近にあり，この深度以深に広く先新第三系

の尻屋層の分布が想定される。 

(2) 敷地を中心とする半径約５ｋｍ範囲の断層及びリニアメント・変動地

形 

文献調査結果に基づく，敷地近傍の活断層分布図（半径約５ｋｍ範

囲）を第3.3－９図に示す。 

活断層研究会編（1991）
（７）

によると，敷地を中心とする半径約５ｋｍ

の範囲には，六ヶ所村出戸付近に１条（出戸西方断層），六ヶ所村二
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又付近に２条，六ヶ所村戸鎖付近に１条及び老部川（南）上流付近に

１条の合計５条のリニアメントが図示されており，いずれも「活断層

の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」とされている。今泉ほか編

（2018）
（８）

によると，六ヶ所村泊付近から同村尾駮付近に１条（出戸西

方断層帯）を図示している。山崎ほか（1986）
（３）

は，敷地近傍の半径約

５ｋｍ範囲には，活断層又は推定活断層を図示していない。 

変動地形学的調査結果によると，第3.3－５図に示すように，活断層

研究会編（1991）
（７）

による出戸付近のリニアメントにほぼ対応する位置

及び今泉ほか編（2018）
（８）

による活断層の一部に対応する位置に，ＬＢ，

ＬＣ及びＬＤリニアメントが判読される。同じく二又付近及び戸鎖付近

に，それぞれＬＤリニアメントが判読される。また，老部川（南）上流

付近には，リニアメント・変動地形は判読されない。 

ａ．出戸西方断層 

(a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村泊南方の棚沢川付近から同村

出戸 新町
しんちょう

南方にかけて，ほぼＮ－Ｓ方向，長さ４ｋｍ，活動度Ｂ，

「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」の出戸西方断層を図

示・記載し，下末吉面相当に低断層崖がみられるとしている。また，

低断層崖状の崖が旧海食崖の可能性もあり，低断層崖とする証拠がな

いので確実度をⅢとしたと記載している。 

今泉ほか編（2018）
（８）

は，六ヶ所村泊の中山崎付近から同村尾駮の老

部川（南）左岸にかけて，長さ約20ｋｍ（図読では約13ｋｍ），ほぼ

南北方向に延びる西側隆起の逆断層帯として出戸西方断層帯を図示・

記載し，南部の老部川の北岸では，後期更新世の海岸段丘面を変位さ

せる断層露頭が確認され，北部では，海岸沿いの段丘面が本断層帯に
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向かって西向きに傾動しており，平均上下変位速度や活動履歴は不明

であるとしている。 

渡辺ほか（2008）
（６０）

及び渡辺（2016）
（６１）

は，六ヶ所村周辺に分布する段

丘面上に撓曲崖を図示しており，この変形は西傾斜の逆断層によるも

のであるとしている。また，この逆断層は第四紀後期まで活動を繰り

返している活断層であるとし，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向に連続し，陸上部

での延長は少なくとも15ｋｍであるとしている。 

山崎ほか（1986）
（３）

は当該断層を図示していない。 

(b) 変動地形学的調査結果 

出戸西方断層周辺の空中写真判読図（当社判読図）を第3.3－10図(1)

に，空中写真判読図（今泉ほか編（2018）の活断層図と当社判読図と

の重ね図）を第3.3－10図(2)に，及び赤色立体地図（今泉ほか編

（2018）の活断層図と当社判読図との重ね図）を第3.3－10図(3)に示す。 

六ヶ所村泊の馬門川右岸付近から同村棚沢川を経て同村老部川（南）右岸

付近までの約11ｋｍ間に，ほぼＮ－Ｓ方向のＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメント

が判読される。 

棚沢川の北方には，御宿山東方の馬門川右岸付近に至る約４ｋｍ間

の山地内に，ほぼＮ－Ｓ方向のＬＤリニアメントが断続的に判読される。

このリニアメントは，連続性の非常に悪い鞍部と直線状の谷・急斜面

からなる。 

六ヶ所村石川南方の棚沢川右岸から，同村出戸新町を経て老部川（南）右

岸付近に至る約６ｋｍ間に，ほぼＮ－Ｓ方向のＬＢ，ＬＣ及びＬＤリニアメン

トが判読される。 

このうち，棚沢川右岸から出戸新町南方に至る約４ｋｍ間では，ＬＢリニア

メントが連続する。ＬＢリニアメントは，主に中位面（Ｍ２’面）にみられる
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東側が低い低崖，若しくは中位面（Ｍ１面）と中位面（Ｍ２面，Ｍ２’面及び

Ｍ３面）との境界からなる。 

出戸新町南方から老部川（南）左岸にかけて，ＬＣリニアメントが連

続する。このＬＣリニアメントは，中位面（Ｍ２面）の急傾斜部及び中

位面（Ｍ２面）と中位面（Ｍ３面）を境する低崖からなる。 

老部川（南）右岸付近には，ＬＤリニアメントが判読される。この

ＬＤリニアメントは，中位面（Ｍ２面）とその東側の低地を境する崖か

らなる。 

これらのリニアメント・変動地形のうち，棚沢川右岸から出戸新町

南方付近に至る約４ｋｍ間が活断層研究会編（1991）
（７）

の出戸西方断層

に，また，棚沢川右岸から老部川（南）左岸付近に至る約５ｋｍ間が

今泉ほか編（2018）
（８）

の出戸西方断層帯の南部に対応する。 

今泉ほか編（2018）
（８）

が図示・記載する出戸西方断層帯の北部（棚沢

川右岸から中山崎に至る約８ｋｍ間）は，大局的には西側の山地斜面

と東側の台地との境をなす遷緩線と判読され，微視的にみても山地斜

面裾部から台地にかけての扇状地面分布域を含めてリニアメント・変

動地形は判読されない。 

棚沢川北方の馬門川右岸付近に判読されるＬＤリニアメントより北方に

は，リニアメント・変動地形は認められない。また，同リニアメント南方

延長位置における北川左岸に判読される高位段丘面（Ｈ２面）に顕著な高

度不連続は認められない。なお，棚沢川右岸の低位段丘面（Ｌ１面）及び

棚沢川左岸の中位段丘面（Ｍ１面，Ｍ２面及びＭ２’面）には，リニアメン

ト・変動地形は判読されない。 

断層南方延長の老部川（南）右岸付近以南にあたる六ヶ所村尾駮地

区の中位面（Ｍ１面，Ｍ２面及びＭ２’面）には，リニアメント・変動地
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形は判読されない。 

地形面の分布及び変動地形を詳細に把握することを目的として作成

した，ＤＥＭに基づく出戸西方断層周辺の空中写真判読図（鳥瞰図）

及び地形断面図を第3.3－11図及び第3.3－12図に示す。 

棚沢川以南のリニアメント・変動地形が判読される位置に対応して，

低崖及び地形の撓みが認められる。低崖の標高差は，六ヶ所村出戸西方

の村営放牧場北付近で最大であり，北方及び南方に向かって徐々に減少

する。この低崖を挟んだ東西で段丘面が異なり，西側には主にＭ１面が

分布し，東側にはＭ２面，Ｍ２’面及びＭ３面が分布していることから，

活断層研究会編（1991）
（７）

が指摘するとおり，崖は海水準変動に伴う段丘

崖である可能性が高いと判断した。一方で，この段丘崖に沿ってリニア

メント・変動地形が判読され，老部川（南）左岸のＤ－１露頭（Ｈ16）

において，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）に西上がりの変位を与える

逆断層を確認したことから，崖の標高差には出戸西方断層の活動による

西上がりの成分も含まれているものと考えられる。 

また，出戸西方断層周辺の中位段丘面の勾配は，リニアメント・変

動地形が判読される近傍を除き，現在の海底地形勾配と同等であり，

段丘面の傾動を示唆する地形は認められない。ただし，一部の中位段

丘面の勾配が周辺の段丘面及び海底地形の勾配よりも大きい地点がい

くつかある。勾配が大きい理由については，これらの地点におけるボ

ーリング調査の結果から，出戸西方断層による変形を除き， 

・表層を覆う扇状地性堆積物によって海成段丘が埋没していること 

・段丘構成層が河成堆積物からなること 

といった２つの要因が考えられる。（第3.3－13図及び第3.3－46図参

照） 
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出戸西方断層周辺の旧汀線高度分布図を第3.3－14図に示す。 

中位段丘面の旧汀線高度分布を検討した結果によると，棚沢川右岸

から老部川（南）右岸付近にかけて，Ｍ１面に代表される中位段丘面の

高まりが認められるものの，この範囲より北側あるいは南側において

は，このような傾向は認められない。 

(c) 物理探査結果 

重力探査結果に基づく，出戸西方断層周辺の残差重力分布図を第3.3

－15図に示す。 

出戸西方断層周辺では，大局的に，北方の丘陵地及び山地において

相対的に高重力異常を示し，これより南方に向かって低重力異常を示

している。出戸西方断層に対応するような重力異常の急変部は認めら

れない。 

出戸西方断層南方の反射法地震探査結果によると，老部川（南）付

近の出戸西方断層の位置に，西上がりの高角度な逆断層の形態を示す

反射面の不連続が認められる（第3.3－７図(1)参照）。反射面の不連続

は，深部の泊層相当層から浅部の鷹架層相当層まで認められ，西側隆

起の変位が地表付近まで及んでいると推定されるが，出戸西方断層の

南方延長には，このような地表付近まで達する反射面の不連続は認め

られない（第3.3－７図(2)参照）。 

(d) 地表地質調査結果等 

出戸西方断層周辺の地質平面図を第3.3－16図に，地質断面図を第

3.3－17図に示す。 

断層周辺には，新第三系中新統の泊層及び鷹架層，第四系上部更新

統の中位段丘堆積層，低位段丘堆積層等が分布する。 

泊層は，凝灰角礫岩，安山岩溶岩等からなり，主に出戸新町以北に
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分布している。鷹架層は，泥岩，砂岩，軽石凝灰岩等からなり，棚沢

川付近より南方に分布し，特に出戸新町以南に広く分布している。 

ⅰ．断層主部の地質調査結果 

出戸新町以南の鷹架層には，ほぼＮ－Ｓ～ＮＮＥ－ＳＳＷ走向で東

急傾斜する地質構造が認められる。東急傾斜の地質構造は，判読され

るリニアメント・変動地形の位置にほぼ一致している。 

断層中央部にあたる出戸川では，ＬＢリニアメントに対応する位置に

おいて，断層露頭が認められる（ＤＷ－１露頭及びＤＷ－２露頭：第

3.3－18図及び第3.3－19図参照）。本露頭においては，被覆層との関

係は確認できないものの，泊層の凝灰角礫岩と砂質凝灰岩を境する明

瞭かつシャープな断層面が認められ，断層面にはフィルム状の粘土状

破砕部が認められる。 

老部川（南）左岸のＬＣリニアメントに対応する位置において，断層露

頭が認められる（Ｄ－１露頭全体の調査位置及びＤ－１露頭（Ｈ16）：

第3.3－20図及び第3.3－21図参照）。Ｄ－１露頭（Ｈ16）においては，

鷹架層とその上位を不整合に覆う中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）に西

上がりの逆断層が認められ，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）の上面に

約４ｍの鉛直変位が認められる。本露頭においては，十和田レッド火山

灰（約８万年前）及びその上位の十和田大不動火山灰（約3.2万年前）

に断層変位が及んでいるものの，さらに上位の十和田八戸火山灰

（約1.5万年前）には変位・変形が及んでいない。また，Ｄ－１露頭

前トレンチの地質観察結果によると，鷹架層を覆う第四紀の地層に西側

隆起の変位・変形を与える逆断層が認められ，断層は概ね南北走向で

70°西傾斜を示す（第3.3－22図参照）。Ｄ－１露頭は平成８年から

平成14年を経て平成16年にかけて造成され，各段階における露頭観察
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結果によると，断層トレースは湾曲した分布形態を示し，直線的に南方

へ連続する（第3.3－20図及び第3.3－23図参照）。なお，Ｄ－１露頭西

側法面の地質観察結果によると，鷹架層の地質構造はＥ－Ｗ走向，高角

度北傾斜を示し，破砕部を伴うような断層は認められない（第3.3－24

図参照）。また，Ｄ－１露頭（Ｈ16）の観察結果から，第四紀後期更新

世の累積的活動が明らかであり，平均変位速度は約４ｍ／10万年と見積

もられる（第3.3－25図参照）。 

ⅱ．断層南端付近の地質調査結果 

出戸西方断層の南方への連続性，南方の地質構造把握等を目的にボ

ーリング調査及び反射法地震探査を実施した。出戸西方断層南方の鷹

架層上限面図を第3.3－26図に，地質断面図を第3.3－27図に，反射法

地震探査結果を第3.3－28図に示す。 

ボーリング調査結果によると，出戸西方断層南方の基盤は主に鷹架

層中部層粗粒砂岩層，軽石凝灰岩層，軽石混り砂岩層及び礫混り砂岩

層並びに鷹架層上部層泥岩層が分布する。 

Ｄ－１露頭における出戸西方断層の走向・傾斜から想定される南方延

長では，老部川（南）左岸から老部川（南）河床付近のＸ測線，Ｙ測線

及びＡ測線において高角度西傾斜の出戸西方断層を確認した。確認した

出戸西方断層は，いずれも幅１ｃｍ～３ｃｍの粘土状破砕部を伴い，最

新面の変位センスは逆断層である。しかし，老部川（南）右岸のＬＤリ

ニアメント位置に対応するＺ測線以南では，出戸西方断層と同様の特徴

を持つ断層は確認されない。 

鷹架層の地質構造は，Ｃ測線付近以北ではＮ－Ｓ走向，東に急傾斜

する構造が認められ，Ｚ測線付近以北では一部傾斜が逆転している。

Ｃ測線付近以南ではＮＥ－ＳＷ走向を示し，出戸西方断層沿いに認め
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られる急傾斜構造は，南方に向かって傾斜が緩くなることから，Ｃ測

線付近を境に鷹架層の地質構造に差異が認められる。 

反射法地震探査結果によると，老部川（南）左岸（Ｘ測線）付近で

は，明瞭な反射面がみられる深度300ｍ付近まで西上がりの高角度な逆

断層の形態を示す反射面の不連続が認められ，ボーリング調査結果等

に基づく出戸西方断層の地表トレース位置と一致する（第3.3－28図（2）

参照）。また，尾駮沼北方（Ｆ測線）付近では，南東に緩く傾斜する

反射面が認められ，ボーリング調査結果等に基づく地質構造と整合す

る（第3.3－28図（1）参照）。 

老部川（南）右岸のＬＤリニアメントの南方延長位置において，出戸

西方断層の南端の地質構造を詳細に確認することを目的として，Ｂ測

線付近において東西方向423ｍ区間のトレンチ調査（以下「断層南方延

長トレンチ」という。）を実施した（第3.3－29図参照）。断層南方延

長トレンチ付近の地形標高は，西端が標高24ｍ程度，東端が標高17ｍ

程度であり，標高20ｍ付近に傾斜変換点が認められる。なお，傾斜変

換点の基盤標高は，西側で高く，東側で低い。断層南方延長トレンチ

内で確認される地質は，鷹架層，中位段丘堆積層，火山灰層等である。

鷹架層は，中部層礫混り砂岩層及び上部層泥岩層が分布する。礫混り

砂岩層は，凝灰岩，礫岩，礫混り砂岩及び砂岩に細分される。中位段

丘堆積層は，淘汰が良い中粒砂，シルト等からなり，堆積相から大き

く４層（砂層１，砂層２，砂層３及び砂層４）に区分される（第3.3－

30図参照）。火山灰層は，洞爺火山灰（11.2～11.5万年前），十和田

レッド火山灰（約８万年前）等を挟む。洞爺火山灰（11.2～11.5万年

前）は，傾斜変換点の西側の標高21ｍ以上の範囲では火山灰層の最下

部付近に風成で堆積しており，東側の標高20ｍ以下の範囲では砂層４
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の下位に挟まれることから，断層南方延長トレンチ西側と東側では離

水時期が異なる段丘面であると判断した。 

鷹架層は，全体にＮＮＥ－ＳＳＷ走向，30°～70°東傾斜の構造を有

し，西側から東側に向かって上位の地層が出現する。鷹架層の上限面

は浸食面であり，岩質の影響を受けて，礫質部で高く，砂質部で低い。

出戸西方断層と同様の特徴を有する高角度西傾斜，西上がりの断層は

認められない。ただし，複数の小規模な断層が認められ，基盤上面及

び第四系に変位・変形を与える構造として，ＮＮＥ－ＳＳＷ走向，東

傾斜及び東上がりの断層が３条（イ断層，ロ１断層及びロ２断層）認

められる（第3.3－31図参照）。これら断層は，いずれも断層面が平滑

であり，断層面に沿って軟質細粒物を挟む特徴を有する。いずれの断

層も連続性が乏しく，活動に累積性は認められないものの，基盤岩上

面及び第四系に変位・変形を与えていることから，これら断層を出戸

西方断層の副次的な断層として安全側に評価した。 

Ｂ測線におけるボーリング調査結果によると，Ａ測線以北で認めら

れる明瞭な西傾斜の断層は認められない。また，断層南方延長トレン

チ付近の中位段丘堆積層はほぼ水平に堆積しており，西側隆起の傾向

は認められない。Ｂ測線付近で実施した反射法地震探査結果によると，

東に急傾斜する反射面が認められ，断層を示唆するような不連続は認

められず，ボーリング調査結果等に基づく地質構造と整合する（第3.3

－28図（3）参照）。 

また，イ断層，ロ１断層及びロ２断層と同様に軟質細粒物を挟む断

層の有無を確認することを目的として，出戸西方断層南方のボーリン

グコア等に認められる断層の性状分類を行い（第3.3－32図参照），確

認された断層を対象に針貫入試験を実施した（第3.3－２表参照）。出
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戸西方断層及び軟質細粒物を挟む断層の針貫入試験結果は測定下限値

以下であり，軟質細粒物を挟む断層はＢ測線以北では確認されるが，

Ｃ測線以南では認められない。なお，Ｃ測線以南においても測定下限

値以下の箇所が認められるが，せん断面及び破砕部を伴わないこと，

断層部だけではなく周辺の母岩でも測定下限値以下を確認したこと，

また，Ｄ測線及びＥ測線の同層準では測定下限値以下を確認していな

いことから，断層の影響によるものではなく，また，連続的に分布す

るものではないと判断した。 

さらに，海上音波探査記録の検討結果等から，出戸西方断層は，海

側に連続しないことを確認した。 

ⅲ．断層南方の向斜構造に係る地質調査結果 

尾駮沼付近から鷹架沼付近にかけて認められるＮＥ－ＳＷ方向の軸

をもつ非対称な向斜構造の上載地層である六ヶ所層の分布を把握する

ことを目的として，尾駮沼南岸及び鷹架沼南岸において，地表地質調

査，ボーリング調査及び地質年代測定を実施した。調査位置を第3.3－

16図に示す。 

尾駮沼南岸において実施したボーリング調査結果によると，鷹架層

上部層は，それに挟まれる鍵層（砂岩）の分布から，向斜軸の北西側

で急傾斜を示し，南東側で緩傾斜を示しており，向斜軸を挟んで非対

称な特徴を示す（第3.3－33図参照）。尾駮沼南岸の向斜構造西縁部に

おいて実施したボーリング調査結果によると，南東に傾斜して分布す

る鷹架層上部層及び砂子又層下部層を，不整合に覆って六ヶ所層がほ

ぼ水平に分布する（第3.3－34図参照）。 

鷹架沼南岸において実施した地表地質調査結果によると，地質は下

位より鷹架層上部層，砂子又層下部層，六ヶ所層，中位段丘堆積層等
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からなる（第3.3－35図参照）。向斜軸から西翼部にかけて重点的に実

施したボーリング調査及び地表地質調査結果によると，ボーリングコ

ア及び複数の露頭において砂子又層下部層と六ヶ所層との不整合を確

認した（第3.3－36図及び第3.3－37図参照）。砂子又層下部層の地質

構造は，北西から南東に向かうにつれて傾斜を減じ，ボーリング地点

及びＴｋｈ露頭付近で約40°～30°南東傾斜を示し，露頭３及び露頭４

で約20°南東傾斜を示す（第3.3－38図(1)，第3.3－38図(4)及び第3.3－

38図(5)参照）。向斜軸の南東の露頭５，露頭１及び露頭２では傾斜方向

を転じ，１°～４°の緩い北西傾斜を示す（第3.3－38図(2)，第3.3－38

図(3)及び第3.3－38図(6)参照）。すなわち，砂子又層下部層は向斜軸の

北西側で急傾斜を示し，南東側で緩傾斜を示しており，向斜軸を挟ん

で非対称な特徴を示す。六ヶ所層は，下位の砂子又層下部層を不整合

に覆い，大局的には約15ｍ～20ｍのほぼ一定の層厚で東に緩く傾斜し

ており，向斜構造を形成する下位層とは非調和な分布を示している

（第3.3－35図参照）。六ヶ所層の内部構造に着目すると，最下位に基

底礫を伴うシルト・砂互層が分布し，その上位にシルトが累重してお

り，このシルトを削り込んで礫混り砂（非海成層）が分布し，その上

位に細粒砂，粗粒砂及びシルトが累重している。これらはチャネル状

に分布すると解釈される礫混り砂（非海成層）を除いて，いずれもほ

ぼ水平に分布しており，向斜構造を形成した構造運動の影響を受けて

いないものと判断される（第3.3－37図参照）。また，Ｔｋｈ露頭と露

頭１の標高データ等から算出される中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）基

底面の勾配は約1.2％であり，第3.3－33図に示す⑰測線の中位面（Ｍ１

面）の勾配1.1％と調和的である。 

Ｔｋｈ露頭及び露頭３において，砂子又層下部層に挟まれる凝灰岩
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を対象に年代測定を実施したところ，フィッション・トラック法では

3.7±0.3Ｍａ，3.8±0.4Ｍａ及び3.9±0.4Ｍａの年代値が得られ，ウラ

ン－鉛法では4.0±0.1Ｍａの年代値が得られた。これらから，砂子又層

下部層は，新第三系鮮新統であると判断した。また，Ｔｋｈ露頭にお

いて，六ヶ所層の標高26.5ｍ付近に挟まれる粗粒火山灰を対象に年代

測定を実施したところ，フィッション・トラック法では0.5±0.1Ｍａの

年代値が得られ，ウラン－鉛法では378±3ｋａの年代値が得られた。さ

らに，露頭１において，六ヶ所層の標高10.5ｍ付近に挟まれる軽石質

粗粒火山灰を対象にフィッション・トラック法による年代測定を実施

したところ，1.3±0.2Ｍａの年代値が得られた。これらから，六ヶ所層

は第四系下部～中部更新統であると判断した。 

以上のことから，尾駮沼付近から鷹架沼付近にかけて認められるＮＥ－

ＳＷ方向の軸をもつ非対称な向斜構造を形成した構造運動は六ヶ所層の堆

積中及び堆積後には認められないと判断した。また，同構造は，出戸西方

断層とは方向及び活動時期が異なることから，一連の構造ではないことが

明らかとなった。 

ⅳ．断層北端付近の地質調査結果 

棚沢川左岸から御宿山東方の馬門川付近にかけて，泊層の地質分布

から，ほぼＮ－Ｓ走向及びＮＮＥ－ＳＳＷ走向の２条の西落ちの正断

層が推定される。このうち，東側に位置するＮ－Ｓ走向の断層沿いに

は，ＬＤリニアメントが断続的に判読される。 

棚沢川以北においては，一部の尾根筋にＬＤリニアメントが断続的に

判読されるが，北川左岸に分布する高位段丘面（Ｈ２面）付近で実施し

た地表地質調査及びボーリング調査の結果によると，リニアメントを

挟んだ東西の高位段丘面に高度不連続は認められず，被覆層の境界に
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も不連続は認められない（第3.3－16図及び第3.3－39図参照）。 

棚沢川北方の断層沿いには，ＯＴ－１露頭及びＯＴ－２露頭が認めら

れる（第3.3－40図（1）及び第3.3－40図（2）参照）。北川左岸付近に確認さ

れるＯＴ－２露頭の地質観察結果によると，被覆層との関係は確認でき

ないものの，泊層の凝灰角礫岩とセピオライト脈とを境するシャープな

断層面が認められ，破砕幅は約15ｃｍであり，断層面には軟質で直線的

な粘土状破砕部が認められる。ＯＴ－２露頭から定方位でブロックサン

プリングを行い，採取した試料の研磨片観察結果及びＣＴ画像観察結果

を第3.3－41図（2）に，薄片観察結果を第3.3－42図（2）にそれぞれ示す。こ

れらの結果から，最新活動を示す断層面の変位センスは逆断層である。 

馬門川右岸付近に確認されるＯＴ－１露頭の地質観察結果によると，

被覆層との関係は確認できないものの，泊層の安山岩溶岩とセピオラ

イト脈とを境する断層面が認められ，破砕幅は約１ｃｍであり，顕著

な破砕部は認められず，断層面は固結している。ＯＴ－１露頭から定

方位でブロックサンプリングを行い，採取した試料の研磨片観察結果

及びＣＴ画像観察結果を第3.3－41図（1）に，薄片観察結果を第3.3－42

図（1）にそれぞれ示す。これらの結果から，最新活動を示す断層面の変

位センスは正断層であり，出戸西方断層の変位センスとは一致しない。

なお，ＯＴ－１露頭以北にはリニアメント・変動地形は判読されない。 

さらに，海上音波探査記録の検討結果等から，出戸西方断層は，海

側に連続しないことを確認した。 

ⅴ．棚沢川北方の平野部を対象にした地質調査結果 

棚沢川北方の平野部を対象に実施したボーリング調査結果等による

と，段丘面構成層は主に砂礫からなる河成層であり，段丘面構成層の

層相分布は東西方向に連続し，その勾配は原地形と概ね整合的である
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（第3.3－13図参照）。また，東京電力株式会社（2010）
（５８）

が実施した地

形・地質調査結果によると，扇状地面及び中位段丘面が単調に東方へ

緩く傾斜しており，リニアメント・変動地形は判読されず，河川沿い

に確認される泊層も緩傾斜を示しており，断層及びその構造を示唆す

る地質構造は認められない（第3.3－43図参照）。 

ⅵ．文献が指摘する出戸西方断層帯の北部を対象にした地質調査結果 

今泉ほか編（2018）
（８）

が棚沢川右岸から中山崎にかけて図示・記載す

る出戸西方断層帯の北部における「活断層」の存否を把握することを

目的として，馬門川周辺に２本の測線（ＭＫ測線及びＩＢ測線）を配

して地表地質調査及びボーリング調査を実施した。 

馬門川左岸において今泉ほか編（2018）
（８）

が最も確実とする「断層

崖」直近の平坦面上にて，断層線の走向と概ね直交するようにＭＫ測

線を配し，斜めボーリング，鉛直ボーリング及び地表地質調査を実施

した。その結果，地質は大局的に緩い西傾斜を示す泊層の安山岩溶岩，

火山角礫岩等からなり，それらに出戸西方断層の存在を示唆する断層

及び地質構造は認められない。（第3.3－44図(1)参照） 

馬門川南方において今泉ほか編（2018）
（８）

が最も確実とする「断層

崖」を横断するようにＩＢ測線を配し，ボーリング調査を実施した。

その結果，地質は泊層の安山岩溶岩，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）

等からなり，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）の上位には洞爺火山灰

（11.2～11.5万年前），十和田レッド火山灰（約８万年前）等を挟む

ローム層，扇状地堆積物が分布する。洞爺火山灰（11.2～11.5万年

前）は今泉ほか編（2018）
（８）

が図示する「断層崖」を横断する東西でほ

ぼ水平に連続しており，ＩＢ－１孔からＩＢ－４孔間の泊層と中位段

丘堆積層（Ｍ２面堆積物）との不整合面の勾配（3.7％）と洞爺火山灰
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（11.2～11.5万年前）の勾配（3.6％）はほぼ平行に連続していること

から，出戸西方断層の存在を示唆するような断層は推定されない。な

お，今泉ほか編（2018）
（８）

が図示する「断層崖」の西側には，礫混りシ

ルトからなる扇状地堆積物が最大層厚５ｍ程度で分布しており，この

東側には分布していないことから，この「断層崖」は扇状地堆積物の

堆積状況を判読したものと判断される。（第3.3－44図(2)参照） 

ⅶ．文献が指摘する出戸西方断層帯の北端付近に係る地質調査結果 

今泉ほか編（2018）
（８）

が図示する出戸西方断層帯の北端付近の中位段丘

面の旧汀線高度を把握することを目的として，中山崎周辺に９本の測線

（北からＮＫｆ測線，ＮＫａ測線，ＮＫｂ測線，ＮＫＮ測線，ＮＫｃ測

線，ＮＫ測線，ＮＫｄ’測線，ＮＫＳ測線，ＮＫｇ測線）を配してボー

リング調査を実施した。その結果，地質は基盤をなす泊層の玄武岩溶岩，

安山岩溶岩，凝灰角礫岩等と，これを不整合で覆う中位段丘堆積層

（Ｍ１面堆積物）等からなる。中位段丘面（Ｍ１面）の構成層は分布し

ないか極めて薄い砂や円礫層等からなる。特にＮＫ測線においては，泊

層を直接覆う風成の火山灰層の下部に洞爺火山灰（11.2～11.5万年前）

を挟んでおり，段丘面は波食台の様相を呈している。ＮＫｃ測線以北で

は中位段丘面は古期扇状地堆積物に広く覆われており，その下位に中位

段丘面が埋没していることから，中位段丘面（Ｍ１面）の旧汀線高度

（地形面）は古期扇状地堆積層の厚さに対応して異なっている。一方，

旧汀線高度（泊層上限）は概ね標高26ｍ前後で一定であり，今泉ほか編

（2018）
（８）

の出戸西方断層帯の北端付近を境として系統的な高度不連続は

認められない。（第3.3－45図及び第3.3－46図参照） 

今泉ほか編（2018）
（８）

はＮＫ測線及びＮＫＳ測線付近の中位段丘面上

に西向きの傾動を図示している。これらについて，ＮＫ測線の調査結
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果によると，ＮＫ－４孔付近における中位段丘面（Ｍ１面）の浸食地形

と古砂丘堆積物の高まりからなる，やや西傾斜の地形面範囲を判読し

たものと判断される（第3.3－46図(2)参照）。ＮＫＳ測線の調査結果に

よると，ＮＫＳ－３孔及びＮＫＳ－４孔とこれより西側にみられるよ

うな古期扇状地堆積物の層厚の違いによる段丘面の傾斜が，みかけ緩

傾斜になっている範囲を判読したものと判断される（第3.3－46図(3)参

照）。 

ＮＫＮ測線では，西側が高く，東側が低い泊層上限高度の不連続が

崖状に認められる。崖の東側には石英粒子を多く含む円礫混り砂が泊

層を直接覆っており，阿蘇４火山灰（8.5～９万年前）を挟む湿地堆積

物に覆われることから中位段丘堆積物（Ｍ３面堆積物）と判断される。

崖の西側は段丘堆積物が分布しないものの，ＮＫ測線のテフラ層序か

ら標高23ｍ付近の平坦面をＭＩＳ５ｅのＭ１面とした。この結果から，

崖はＭＩＳ５ｅから５ｃにかけての海水準変動に伴う段丘崖と判断される

が，断層崖の可能性について確認するため，ＮＫＮ－８孔及びＮＫＮ－９

孔により崖直下における泊層中の地質確認を行った結果，断層は認められ

ない。（第3.3－46図（2）参照） 

以上のことから，今泉ほか編（2018）
（８）

が指摘する出戸西方断層帯の

北端付近には出戸西方断層の存在を示唆する断層及び地質構造は存在

しないと判断した。 

 (e) 総合評価 

出戸西方断層周辺には，六ヶ所村泊馬門川右岸付近から同村棚沢川

を経て同村老部川（南）右岸付近までの約11ｋｍ間にＬＢ，ＬＣ及びＬＤ

リニアメントが判読される。 

地表地質調査結果によると，老部川（南）左岸のＬＣリニアメントに
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対応する位置において，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）に西上がりの

変位を与える逆断層が認められる（Ｄ－１露頭（Ｈ16））。Ｄ－１露

頭（Ｈ16）では，中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）の上面に，約４ｍの

鉛直変位が認められ，その上位の十和田レッド火山灰（約８万年前）

及び十和田大不動火山灰（約3.2万年前）に断層変位が及んでいる。 

老部川（南）右岸のＬＤリニアメント位置に対応するＺ測線より南に

は，リニアメント・変動地形は判読されず，出戸西方断層と同じ西傾

斜の逆断層は認められない。 

断層南方延長トレンチにおいて確認されるイ断層，ロ１断層及びロ２

断層については，連続性が乏しく，累積性が認められないものの，基盤

岩上面及び第四系に変位・変形を与えていることから，これら断層を出戸

西方断層の副次的な断層として安全側に評価した。これら副次的な断層

は，断層南方延長トレンチ位置と概ね一致するＢ測線から南へ約245ｍ

の位置であるＣ測線以南には確認されず，鷹架層の地質構造は，Ｃ測線

付近以北ではＮ－Ｓ走向，Ｃ測線付近以南ではＮＥ－ＳＷ走向を示し，

出戸西方断層沿いに認められる急傾斜構造は，南方に向かって傾斜が

緩くなることから，Ｃ測線付近を境に鷹架層の地質構造に差異がみられ

る。（第3.3－47図参照） 

なお，尾駮沼南岸及び鷹架沼南岸における地質調査結果によると，

尾駮沼付近から鷹架沼付近にかけて認められるＮＥ－ＳＷ方向の軸を

もつ非対称な向斜構造を形成した構造運動は，六ヶ所層の堆積中及び

堆積後には認められない。また，同構造は，出戸西方断層とは方向及

び活動時期が異なることから，一連の構造ではない。 

棚沢川北方の北川左岸付近に確認されるＯＴ－２露頭における断層

の破砕幅は約15ｃｍであり，断層面には軟質で直線的な粘土状破砕部
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が認められ，薄片観察の結果，最新活動を示す断層面の変位センスは

逆断層である。しかし，馬門川右岸付近に確認されるＯＴ－１露頭に

おける断層の破砕幅は約１ｃｍであり，顕著な破砕部は認められず，

断層面は固結している。薄片観察の結果，最新活動を示す断層面の変

位センスは正断層であり，出戸西方断層の変位センスとは異なる。な

お，ＯＴ－１露頭以北にリニアメント・変動地形は判読されない。 

なお，今泉ほか編（2018）
（８）

が図示する出戸西方断層帯北部及び北端

付近で実施した地質調査結果によると，棚沢川右岸から中山崎に至る

同（2018）
（８）

の出戸西方断層帯の北部に対応した出戸西方断層の存在を

示唆する断層及び地質構造は存在しない。 

さらに，海上音波探査記録の検討結果等から，出戸西方断層は，海

側に連続しない。 

以上のように，出戸西方断層及び出戸西方断層の副次的な断層は，

第四紀後期更新世に形成された中位段丘堆積層に変位・変形を与えて

いることから，第四紀後期更新世以降の活動性を考慮することとし，

その長さをＯＴ－１露頭からＣ測線までの約11ｋｍと評価した。 

ｂ．二又付近のリニアメント・変動地形 

(a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村二又の北西付近に，長さ約2.3

ｋｍ，Ｅ－Ｗ方向のリニアメント及び長さ約1.8ｋｍ，ＮＮＷ－ＳＳＥ

方向のリニアメントを図示し，「活断層の疑のあるリニアメント（確

実度Ⅲ）」としている。 

山崎ほか（1986）
（３）

及び今泉ほか編（2018）
（８）

は当該リニアメントを図

示していない。 
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(b) 変動地形学的調査結果 

六ヶ所村二又周辺の空中写真判読図を第3.3－48図に示す。 

六ヶ所村二又の北西付近には，Ｅ－Ｗ方向のＬＤリニアメント（以下

「二又西方リニアメント」という。）及びＮＷ－ＳＥ方向のＬＤリニア

メント（以下「二又北方リニアメント」という。）が判読される。 

二又西方リニアメントは，長さが約1.5ｋｍで，高位面（Ｈ４面）上

にみられる北側が低い撓み状の崖からなる。リニアメントは，二又川

を挟んで西側と東側に分かれ，両者の直線性はよくない。このうち，

東側のＬＤリニアメントが，活断層研究会編（1991）
（７）

による確実度Ⅲの

リニアメントにほぼ対応する。 

二又北方リニアメントは，長さが約２ｋｍで，山腹斜面上にみられ

る南西側が低い傾斜変換部の断続からなる。なお，活断層研究会編

（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメントは，二又北方リニアメン

トの南西側の直線状の谷にほぼ位置している。 

(c) 地表地質調査結果 

六ヶ所村二又周辺の地質平面図を第3.3－49図に示す。 

二又周辺には，新第三系中新統の泊層及び鷹架層，新第三系鮮新統

の砂子又層下部層が分布する。また，これらを不整合に覆って第四系

下部～中部更新統の六ヶ所層及び第四系中部更新統の高位段丘堆積層

が広く分布し，沢沿いの一部に第四系上部更新統の低位段丘堆積層が

局所的に分布する。 

ⅰ. 二又西方リニアメント 

六ヶ所村雲雀平
ひばりたい

付近では，砂子又層下部層を覆って高位段丘堆積

層（Ｈ４面堆積物）が分布する。高位面（Ｈ４面）上からのハンドオ

ーガーボーリング調査結果によると，二又西方リニアメント及び活



 3－3－113 

断層研究会編（1991）
（７）

による確実度Ⅲのリニアメントを挟んで，高

位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）上面がほぼ水平に分布しており，高度

不連続は認められない（第3.3－50図参照）。 

また，雲雀平付近の高位面（Ｈ４面）上では，風成砂からなる砂丘

状の地形的な高まりが多くみられる。 

ⅱ． 二又北方リニアメント 

六ヶ所村第三二又
だいさんふたまた

付近では，砂子又層下部層及び六ヶ所層が同斜

構造をなして分布する。二又北方リニアメントを横断する沢の両岸

には，砂子又層下部層の露頭が断続的に分布しており，粗粒砂岩中

に挟まれる軽石質砂岩，礫岩，軽石密集層等の地層がリニアメント

位置を横断して連続的に分布している。判読されるＬＤリニアメント

の位置は，砂子又層下部層の粗粒砂岩と，これに挟まれる硬質な礫

岩又は含礫砂岩の岩相境界にほぼ対応している。（第3.3－51図参

照） 

なお，二又北方リニアメントの南西側にある直線状の谷に，活断

層研究会編（1991）
（７）

による確実度Ⅲのリニアメントが位置するが，

リニアメントの両側で砂子又層下部層中の軽石密集層が連続して分

布しており，両岸に狭小に分布する中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）

の下面にも高度差が認められない（第3.3－52図参照）。 

(d) 総合評価 

ⅰ． 二又西方リニアメント 

二又西方リニアメントは，活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確

実度Ⅲのリニアメントと概ね対応する。 

地表地質調査の結果，二又西方リニアメント及び活断層研究会編

（1991）
（７）

による確実度Ⅲのリニアメントを挟んで，高位段丘堆積層
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（Ｈ４面堆積物）上面に高度不連続は認められないことから，第四紀

後期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。 

また，ＬＤリニアメントの位置は，高位面（Ｈ４面）上に認められ

る砂丘状の高まりにほぼ対応していることから，二又西方リニアメ

ントは，風成砂による砂丘状の高まりが撓み状の崖と類似した地形

を呈しているものであると判断した。 

ⅱ． 二又北方リニアメント 

二又北方リニアメントの両側では，砂子又層下部層の地質構造に

不連続は認められないことから，第四紀後期更新世以降に活動した

断層は存在しないものと判断した。 

また，ＬＤリニアメントの位置は，砂子又層下部層中の岩相境界に

ほぼ対応していることから，二又北方リニアメントは岩質の差を反

映した浸食地形であると判断した。 

なお，この南西側にある直線状の谷に，活断層研究会編（1991）
（７）

による確実度Ⅲのリニアメントが位置するが，リニアメントの両側

で砂子又層下部層の地質構造に不連続は認められず，中位段丘堆積

層（Ｍ２面堆積物）の下面に高度差が認められないことから，第四紀

後期更新世以降に活動した断層は存在しないものと判断した。 

ｃ．戸鎖付近のリニアメント・変動地形 

(a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村戸鎖付近に，長さ約2.2ｋｍ，

Ｅ－Ｗ方向の「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」を図示

している。 

山崎ほか（1986）
（３）

及び今泉ほか編（2018）
（８）

は当該リニアメントを図

示していない。 
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(b) 変動地形学的調査結果 

六ヶ所村戸鎖周辺の空中写真判読図を第3.3－53図に示す。 

六ヶ所村戸鎖南方には，Ｅ－Ｗ方向のＬＤリニアメント（以下「戸鎖

南方リニアメント」という。）が断続的に判読される。 

戸鎖南方リニアメントは，長さが約３ｋｍで，高位面（Ｈ４面）と高

位面（Ｈ５面）とを境する北側が低い崖，高位面（Ｈ５面）上を開析す

る北側が低い崖等の連続性のよい配列からなる。 

なお，活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメント

は，戸鎖南方リニアメントの約１ｋｍ南方の直線状の谷にほぼ位置し

ている。 

(c) 地表地質調査結果 

六ヶ所村戸鎖周辺の地質平面図を第3.3－54図に示す。 

戸鎖周辺には，主に新第三系中新統の鷹架層，新第三系鮮新統の砂

子又層，第四系下部～中部更新統の六ヶ所層，第四系中部更新統の高

位段丘堆積層，第四系上部更新統の中位段丘堆積層等が分布する。 

六ヶ所村戸鎖の南には，砂子又層下部層とこれを覆う中位段丘堆積

層（Ｍ２面堆積物）等からなる露頭が認められる。本露頭においては，

戸鎖南方リニアメントの位置を挟んで，砂子又層下部層が連続して分

布しており，断層は認められない。リニアメント位置では，洞爺火山

灰（11.2～11.5万年前）を挟む中位段丘堆積層（Ｍ２面堆積物）が，砂

子又層下部層を削り込んで傾斜不整合で接している。（第3.3－55図参

照） 

この露頭の東方では，戸鎖南方リニアメントの位置を挟んで，高位

段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）下面がほぼ水平に連続して分布しており，

リニアメントは風成砂からなる砂丘状の地形的な高まりに対応してい
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る。さらにこの東方で判読されるＬＤリニアメントは高位面（Ｈ４面）

と高位面（Ｈ５面）とを境する段丘崖に対応している。（第3.3－56図

参照） 

なお，戸鎖南方リニアメントの約１ｋｍ南に，活断層研究会編

（1991）
（７）

による確実度Ⅲのリニアメントが位置するが，リニアメント

の両側に分布するオレンジ軽石（約17万年前）はほぼ水平に分布して

おり，高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の下面にも高度不連続は認めら

れない（第3.3－57図参照）。 

(d) 総合評価 

六ヶ所村戸鎖の南の露頭では，戸鎖南方リニアメントの位置を挟ん

で，砂子又層下部層が連続して分布しており，断層は認められない。

リニアメントは，Ｍ２面形成期における旧汀線地形を反映したものであ

ると判断した。また，この露頭の東方では，ＬＤリニアメントの位置を

挟んで，高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）下面がほぼ水平に連続して分

布しており，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないもの

と判断した。さらにこの東方で判読されるＬＤリニアメントは高位面

（Ｈ４面）と高位面（Ｈ５面）とを境する段丘崖に対応している。リニ

アメントは，風成砂からなる砂丘状の地形的な高まり及び段丘崖の形

態を反映したものであると判断した。 

また，この約１ｋｍ南の直線状の谷に，活断層研究会編（1991）
（７）

に

よる確実度Ⅲのリニアメントが位置するが，リニアメントの両側に分

布する高位段丘堆積層（Ｈ４面堆積物）の下面に高度不連続は認められ

ないことから，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないも

のと判断した。 
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ｄ．老部川（南）上流付近のリニアメント・変動地形 

(a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）
（７）

は，六ヶ所村の老部川（南）上流付近に，

長さ約2.8ｋｍ，ＮＷ－ＳＥ方向の「活断層の疑のあるリニアメント

（確実度Ⅲ）」を図示している。 

山崎ほか（1986）
（３）

及び今泉ほか編（2018）
（８）

は当該リニアメントを図

示していない。 

(b) 変動地形学的調査結果 

老部川（南）上流付近には，リニアメント・変動地形は判読されな

い。 

なお，活断層研究会編（1991）
（７）

が図示する確実度Ⅲのリニアメント

は，老部川（南）沿いの直線状の谷にほぼ位置している。 

(c) 地表地質調査結果 

六ヶ所村老部川（南）上流周辺の地質平面図及び地質断面図を第3.3

－58図に示す。 

老部川（南）上流周辺には，主に新第三系中新統の鷹架層及び泊層

と，これを覆う第四系中部更新統の高位段丘堆積層等が分布する。泊

層は，主に凝灰角礫岩及び安山岩溶岩からなる。老部川（南）の両岸

には泊層の安山岩溶岩が層状に分布するが，リニアメント位置を挟ん

で不連続は認められない。 

また，老部川（南）上流の河床部には，リニアメント位置を横断し

て，凝灰角礫岩を主体とする泊層の連続露頭が認められるが，この泊

層中に断層は認められない（第3.3－59図参照）。 

(d) 総合評価 

活断層研究会編（1991）
（７）

が老部川（南）上流付近に図示している確
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実度Ⅲのリニアメント周辺には，リニアメント・変動地形は判読され

ない。 

確実度Ⅲのリニアメントは，直線状の谷にほぼ位置し，泊層の連続

露頭に断層は認められず，泊層の安山岩溶岩もリニアメント位置を挟

んで不連続は認められない。 

以上のことから，老部川（南）上流付近の確実度Ⅲのリニアメント

周辺には，第四紀後期更新世以降に活動した断層は存在しないものと

判断した。 
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3.4 敷地内の地質・地質構造 

3.4.1 調査内容 

3.4.1.1 地表地質調査 

敷地内の地形，地質・地質構造及びリニアメント・変動地形を把握す

るため，詳細な地表地質調査を実施し，これに併せて文献調査，空中写真

判読等を実施した。これらの調査結果から，地質平面図及び空中写真判読

図を作成して検討した。 

 

3.4.1.2 地表弾性波探査 

敷地内の基礎地盤の弾性波速度及び速度層の深度分布を把握するため，

16測線，総延長約14ｋｍの地表弾性波探査を実施した。 

探査は，測線上の地表に５ｍ又は2.5ｍ間隔で受振点を設け，地中発破

による微振動（Ｐ波）を測定した。各受振記録から作成した走時曲線を解

析して，敷地内の基礎地盤の弾性波速度及び速度層の深度分布を求めた。 

探査位置を第3.4－１図に示す。 

 

3.4.1.3 ボーリング調査 

敷地内の地質・地質構造について直接試料を得るとともに，安全上重

要な施設等の基本配置を地質学的見地及び工学的見地から検討するため，

ボーリング調査を実施した。 

ボーリング調査は，原則として一定間隔の格子状配列の各交点におい

て実施した。格子間隔は，原則27.25ｍ～250ｍとした。掘削深度は，平均

約82ｍ，最大337ｍであり，実施した孔数は462孔で，総延長は約37,800ｍ

である。 

掘削に当たってはロータリ型ボーリングマシンを使用し，掘削孔



 3－3－120 

径66ｍｍ～194ｍｍのオールコアボーリングとした。 

採取したボーリングコアについて詳細な観察を行い，他の調査結果と

併せて地質柱状図及び地質断面図を作成し，敷地内の基礎地盤の地質特性

及び地質構造について検討した。 

調査位置を第3.4－１図に示す。 

 

3.4.1.4 試掘坑調査 

（1） 地質観察 

地表地質調査，ボーリング調査等で把握した敷地内の地質・地質構

造を直接確認することを目的として，試掘坑調査を実施した。 

試掘坑は，第3.4－１図に示すように，３箇所で掘削した。このうち

安全上重要な施設等周辺の試掘坑については，「ガラス固化体貯蔵建

屋」近傍の標高約36ｍに延長約100ｍ（以下「西部試掘坑」という。）

掘削した。 

試掘坑において，地層の分布，岩質，割れ目の分布等を直接観察し，

試掘坑地質展開図を作成した。 

（2）岩盤試験  

基礎地盤の力学特性及び動的特性を明らかにし，安全上重要な施設

等の設計及び施工上の基礎資料を得るため，第3.4－２図に示す試掘坑

内において，岩盤変形試験，岩盤支持力試験，岩盤せん断試験，岩盤

クリープ試験，弾性波試験，平均速度法による弾性波速度測定及びシ

ュミットロックハンマの反発度測定を実施した。 

ａ．岩盤変形試験及び岩盤支持力試験 

基礎地盤の変形特性及び強度特性を把握するため，岩盤変形試験及

び岩盤支持力試験を実施した。 
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変形試験は，直径60ｃｍの鋼製円形載荷板に荷重を段階的に増減さ

せて載荷し，応力と変位との関係から，基礎地盤の変形係数及び弾性

係数を求めた。 

支持力試験は，直径30ｃｍの鋼製円形載荷板に荷重を段階的に増加

させて載荷し，応力と変位との関係から，基礎地盤の強度特性を求め

た。 

試験装置を第3.4－３図に，載荷パターンを第3.4－４図に示す。 

ｂ．岩盤せん断試験 

基礎地盤の強度定数を求めるため，岩盤せん断試験を実施した。 

試験は，異なる垂直荷重を加えた４個のブロックにせん断荷重を載

荷し，破壊時の垂直応力とせん断応力との関係から，基礎地盤のせん

断強度及び破壊包絡線を求めた。なお，初期垂直応力は，0.05ＭＰａ，

0.10ＭＰａ，0.29ＭＰａ及び0.49ＭＰａとした。 

試験装置を第3.4－５図に，載荷パターンを第3.4－６図に示す。 

ｃ．岩盤クリープ試験 

基礎地盤のクリープ特性を求めるため，岩盤クリープ試験を実施し

た。 

試験は，直径60ｃｍの鋼製円形載荷板に0.49ＭＰａの応力を載荷し，

応力を一定に保持しつつ，変位の時間変化を測定し，時間と変位との

関係から，基礎地盤のクリープ係数を求めた。 

試験装置を第3.4－７図に示す。 

ｄ．弾性波試験及び平均速度法による弾性波速度測定 

基礎地盤の基礎面付近における動的特性を把握し，基礎地盤物性の

異方性を検討するため，第3.4－２図に示す試掘坑内において，屈折法

による弾性波試験及び平均速度法による弾性波速度測定を実施した。
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測線長は約85ｍである。 

起振は板たたき法により，受振点間隔は２ｍとした。 

試験及び測定結果からＰ波及びＳ波の伝播速度を求め，動弾性係数

及び動ポアソン比を算出するとともに，地盤物性の異方性について検

討した。 

ｅ．シュミットロックハンマの反発度測定 

基礎地盤物性の場所的変化を検討するため，第3.4－２図に示す試掘

坑内において，シュミットロックハンマの反発度測定を実施した。 

測定は，試掘坑内の側壁について50ｃｍ間隔で行い，１箇所当たり

の測定点数は９点とした。 

測定により得られた反発度から，地盤物性の場所的変化について検

討した。 

 

3.4.1.5 基礎掘削工事に伴う地質調査 

地表地質調査，ボーリング調査，試掘坑調査等で把握した敷地内の基

礎地盤の地質・地質構造を直接確認することを目的として，再処理施設，

廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設の基礎掘削工事に伴う地質調査を

実施した。 

基礎掘削工事に伴う地質調査は，第3.4－１図に示す基礎掘削工事範囲

内の主要な切取面を対象に実施した。また，他の調査結果と併せて，敷地

内の基礎地盤の詳細な地質・地質構造について検討した。 

 

3.4.1.6 孔内載荷試験 

基礎地盤の深さ方向の強度特性及び変形特性を把握するため，孔内載

荷試験を実施した。 
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試験は，ゴムチューブに圧力水を送り，孔壁に等分布荷重を加え，こ

れによって生じる孔壁の変位を測定し，応力と変位との関係を求めた。 

試験の概略を第3.4－８図に示す。 

 

3.4.1.7 透水試験 

基礎地盤の透水性を把握するため，ボーリング孔を利用して透水試験

を実施した。 

試験は，標高約34ｍ～約－103ｍの範囲で，原則として５ｍの試験区間

で実施し，その結果から透水係数を求めた。 
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3.4.2 調査結果 

3.4.2.1 敷地内の地形 

敷地内の原地形及び空中写真判読図を第3.4－９図に示す。 

安全上重要な施設等の設置される敷地は，六ヶ所地域北東部の尾駮沼

と鷹架沼との間の台地に位置している。台地は，標高60ｍ前後の平坦面か

らなり，東に向かって緩やかに高度を減じている。この平坦面は，主に敷

地周辺及び敷地近傍の高位面（Ｈ５面）に相当し，一部，中位面（Ｍ１面

及びＭ２面）に相当する。また，敷地北部には南から北へ流下する沢が分

布し，敷地東部や南東部には西から東へ流下する沢が分布している。なお，

安全上重要な施設等設置位置付近は，標高55ｍに造成されている。 

敷地造成以前に撮影された空中写真判読の結果によると，敷地南東部

の沢の斜面には地すべり地形が認められるが，その範囲は，安全上重要な

施設等設置位置の範囲外である。また，安全上重要な施設等設置位置付近

には，地すべりのおそれがある地形は存在しない。 

 

3.4.2.2 敷地内の地質 

地表地質調査，ボーリング調査等の結果から作成した敷地内の原縮尺

５千分の１の地質平面図を第3.4－10図に，地質断面図を第3.4－11図に示

す。また，地質層序表を第3.4－１表に示す。 

敷地内の地質は，新第三系中新統の鷹架層，新第三系鮮新統の砂子又

層下部層，第四系下部～中部更新統の六ヶ所層，第四系中部更新統の高

位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）及び第四系上部更新統の中位段丘堆積層

（Ｍ１面堆積物及びＭ２面堆積物）並びにこれらの上位の火山灰層，第四

系完新統の沖積低地堆積層，崖錐堆積層等からなる。 

各地層の概要は，以下のとおりである。 
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(1) 鷹架層 

鷹架層は，主に，敷地の二又川下流，尾駮沼南岸及び小規模な沢沿

いの台地斜面に露出しており，敷地全域に分布する。鷹架層は，砂岩，

泥岩，凝灰岩等の堆積岩及び火山砕屑岩からなり，層相及び累重関係

から，下位より下部層，中部層及び上部層の３層に区分される。鷹架

層下部層と同層中部層及び鷹架層中部層と同層上部層はそれぞれ整合

に累重しているが，一部では鷹架層下部層と同層中部層との間が不整

合関係にあることが推定される。 

鷹架層下部層は，二又川下流から尾駮沼南岸北西部にかけての台地

斜面等に露出しており，敷地中央部に分布しているほか，敷地西部で

鷹架層上部層及び同層中部層の下位に，敷地東部で鷹架層中部層の下

位に分布する。鷹架層下部層は，層相及び累重関係から，下位より泥

岩層及び細粒砂岩層に細区分される。泥岩層は，塊状無層理で暗灰色

を呈する泥岩からなり，一部に凝灰質砂岩及び砂質軽石凝灰岩を挟む。

細粒砂岩層は，ほぼ塊状無層理で暗灰色を呈する細粒砂岩からなり，

一部に粗粒砂岩を挟む。下位の泥岩層との境界は漸移である。 

鷹架層中部層は，尾駮沼南岸東部及び小規模な沢沿いの台地斜面等

に露出しており，敷地東部に分布しているほか，敷地西部でも鷹架層

上部層の下位に分布する。鷹架層中部層は，層相及び累重関係から，

下位より粗粒砂岩層，軽石凝灰岩層，軽石混り砂岩層及び礫混り砂岩

層に細区分される。粗粒砂岩層は，塊状無層理で灰白色又は灰色を呈

する砂質軽石凝灰岩，葉理がみられる暗灰色の粗粒砂岩等からなる。

軽石凝灰岩層は，ほぼ塊状無層理で灰白色を呈する凝灰岩，径１ｃｍ

～10ｃｍの白色軽石を多く含む軽石凝灰岩，径0.2ｃｍ～0.5ｃｍの白

色軽石を含む軽石質砂岩，礫岩等からなる。軽石混り砂岩層は，砂
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岩・凝灰岩互層，葉理がみられる礫混り砂岩，砂岩・泥岩互層，軽石

混り砂岩，砂質軽石凝灰岩等からなる。礫混り砂岩層は，主に葉理が

みられる黄褐色～黄灰色を呈する礫混り砂岩からなる。 

鷹架層上部層は，二又川下流の台地斜面等に露出しており，敷地西

部に分布する。鷹架層上部層は，主に，塊状無層理で暗灰色を呈する

泥岩からなり，一部に凝灰岩を挟む。 

(2) 砂子又層下部層 

砂子又層下部層は，主に，敷地北西部の台地斜面に露出しており，

敷地西部に分布し，主に黄灰色～黄褐色を呈する中粒の凝灰質砂岩か

らなる。 

砂子又層下部層は，下位の鷹架層を不整合に覆い，鷹架層上限面の

谷部で厚く分布する。 

 (3) 六ヶ所層 

六ヶ所層は，ほぼ敷地全域に分布し，主に黄褐色を呈する細粒砂～

中粒砂及び暗青灰色を呈するシルトからなる。 

六ヶ所層は，下位の鷹架層及び砂子又層下部層を不整合に覆う。 

(4) 高位段丘堆積層 

高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）は，敷地全域の台地部に分布し，主

に石英粒子からなる淘汰の良い中粒砂～粗粒砂からなり，一部に礫及

びシルトを挟む。  

高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）は，下位の鷹架層，砂子又層下部層

及び六ヶ所層を不整合に覆う。なお，下位層上面の谷部を埋積するよ

うに，主に砂，礫及びシルトからなる古期低地堆積層が局所的に分布

する。 

(5) 中位段丘堆積層 
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中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２面堆積物）は，敷地東部に小

規模に分布し，主に石英粒子からなる淘汰の良い中粒砂～粗粒砂から

なり，一部に礫及びシルトを挟む。 

中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物及びＭ２面堆積物）は，下位の鷹架層

及び六ヶ所層を不整合に覆う。 

(6) 火山灰層 

火山灰層は，台地（高位面及び中位面）の原地形に従って，ほぼ敷

地全域に分布する。火山灰層は，火山灰を含むレスであり，主に褐色

の粘土質火山灰からなる。火山灰層中には，示標テフラとしてオレン

ジ軽石，洞爺火山灰等が認められる。 

(7) 沖積低地堆積層 

沖積低地堆積層は，敷地北部の二又川河口，敷地内の沢沿い等に分

布し，主に礫，砂及び粘土からなる。 

(8) 崖錐堆積層 

崖錐堆積層は，斜面裾部及び沢部に局所的に分布し，主に礫，砂及

び粘土からなる。 

 

3.4.2.3 敷地内のリニアメント・変動地形 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形の判読基準を第3.2－３表

に示す。 

敷地内の空中写真判読結果によると，安全上重要な施設等の設置され

る敷地にはリニアメント・変動地形は認められない（第3.4－９図参照）。 

 

3.4.2.4 敷地内の地質構造 

地表地質調査，ボーリング調査，基礎掘削工事に伴う地質調査等の結
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果から作成した鷹架層の地質構造及び上限面等高線図を第 3.4－12 図に示

す。また，ｆ－１断層，ｆ－２断層及びこれらの派生断層確認地点位置図

を第 3.4－13 図に，ｓｆ系断層確認地点位置図を第 3.4－14 図に，各断層

の性状一覧表を第 3.4－２表に示す。 

各地質調査結果に基づく敷地内の地質構造は，以下のとおりである。 

(1) 鷹架層の地質構造 

第3.4－12図に示すように，敷地内の鷹架層中には，ＮＥ－ＳＷ走向

の断層と，Ｅ－Ｗ～ＥＮＥ－ＷＳＷ走向の断層が認められる。敷地を

ＮＥ－ＳＷ走向で縦断する断層のうち，東側の断層をｆ－１断層，西

側の断層をｆ－２断層とし，これらの断層から派生する断層をそれぞ

れｆ－１ａ断層，ｆ－１ｂ断層及びｆ－２ａ断層とする（これらを総

称して「ｆ系断層」と称する）。また，ｆ－１断層，ｆ－２断層及び

これらの派生断層に切られるＥ－Ｗ～ＥＮＥ－ＷＳＷ走向の断層を，

それぞれｓｆ－１断層，ｓｆ－２断層，ｓｆ－３断層，ｓｆ－４断層，

ｓｆ－５断層及びｓｆ－６断層と称し，これらを総称して「ｓｆ系断

層」と称する。 

ｆ－１断層の東側の地域では，主に鷹架層下部層及び同層中部層が

分布する。堆積構造は，Ｅ－Ｗ～ＥＮＥ－ＷＳＷ走向のｓｆ系断層に

よって境されるものの，大局的にはＮＮＥ－ＳＳＷ走向で，５°～10°

南東に緩く傾斜している。 

ｆ－１断層とｆ－２断層とに挟まれた地域では，主に鷹架層下部層

及び同層中部層が分布する。堆積構造は，Ｅ－Ｗ走向のｓｆ系断層に

よって境されるものの，大局的にはＮＮＥ－ＳＳＷ走向で，５°～10°

南東に緩く傾斜している。 

ｆ－２断層の西側の地域では，主に鷹架層中部層及び同層上部層が
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分布する。堆積構造は，鷹架層中部層のみＥＮＥ－ＷＳＷ走向のｓｆ系

断層によって境されるものの，大局的にはＮＮＥ－ＳＳＷ走向で，３°

～５°北西に緩く傾斜している。なお，ｆ－２断層近傍では，地層が

40°～50°北西に傾斜している。 

ａ．ｆ－１断層及びｆ－２断層 

ｆ－１断層は，Ｎ40°～50°Ｅの走向で，60°～85°南東に傾斜する

正断層であり，落差は最大約140ｍと推定される。破砕部は，幅３ｃｍ

～145ｃｍで，一部に断層粘土を伴う。 

第3.4－15図に示すトレンチ調査の結果によると，ｆ－１断層は，鷹

架層中部層軽石凝灰岩層と同層下部層細粒砂岩層とを境する断層であ

り，これらを不整合に覆って分布する高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）

に変位を与えていない。なお，第3.4－15図(1)に示すように，トレンチ

内の高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）中には，小断層が認められる。こ

れらの小断層は，ｆ－１断層から離れた位置にあること，高位段丘堆

積層中で消滅し鷹架層中には連続しないこと及び走向・傾斜がｆ－１

断層と異なることから，ｆ－１断層の活動とは関連のない小断層と判

断した。 

また，第3.4－16図(1)に示す基礎掘削工事に伴う地質調査結果による

と，ｆ－１断層は，鷹架層中部層軽石凝灰岩層中の断層であり，これら

を不整合に覆って分布する六ヶ所層に変位を与えていない。さらに，第

3.4－16図(2)に示す基礎掘削工事に伴う地質調査結果によると，ｆ－１断層

は，鷹架層中部層軽石凝灰岩層と同層下部層細粒砂岩層とを境する断層で

あり，これらを不整合に覆って分布する六ヶ所層に変位を与えていない。 

ｆ－２断層は，Ｎ10°～55°Ｅの走向で，50°～70°北西に傾斜する

正断層であり，落差は最大約330ｍと推定される。破砕部は，幅10ｃｍ
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～138ｃｍで，一部に断層粘土を伴う。 

第3.4－17図に示すトレンチ調査の結果によると，ｆ－２断層は，鷹

架層中部層軽石凝灰岩層と同層上部層泥岩層とを境する断層であり，

これらを不整合に覆って分布する砂子又層下部層に変位を与えていな

い。 

また，第3.4－18図(1)に示す基礎掘削工事に伴う地質調査結果による

と，ｆ－２断層は，鷹架層中部層軽石凝灰岩層と同層上部層泥岩層と

を境する断層であり，これらを不整合に覆って分布する六ヶ所層に変

位を与えていない。一方，第3.4－18図(2)に示す基礎掘削工事に伴う地

質調査結果によると，ｆ－２断層は，鷹架層下部層細粒砂岩層と同層

上部層泥岩層とを境する断層であり，これらを不整合に覆う六ヶ所層

に，見かけの変位が１ｃｍ～６ｃｍ程度の西落ちの正断層センスや東

上がりの逆断層センスの変位を与えているが，これをさらに不整合に覆

って分布する高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）に変位を与えていない。 

以上のことから，ｆ－１断層及びｆ－２断層は，第四紀中期更新世

以降に活動していないと考えられることから，震源として考慮する活

断層ではないと判断した。 

ｂ．ｆ－１ａ断層，ｆ－１ｂ断層及びｆ－２ａ断層 

ｆ－１ａ断層，ｆ－１ｂ断層及びｆ－２ａ断層は，基礎掘削工事に

伴う地質調査において連続性が確認された断層である。 

ｆ－１ａ断層は，Ｎ25°～70°Ｅの走向で，65°～80°南東に傾斜す

る正断層であり，落差は最大約20ｍと推定される。断層面はゆ着して

いる箇所が多く，破砕部を伴わないが，一部で断層面沿いに幅0.5ｃｍ

～３ｃｍの細粒化した硬質部が認められる。 

東部試掘坑で確認されたｆ－１ａ断層は，Ｎ40°～50°Ｅの走向で，
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70°～75°南東に傾斜している。断層面は，一部にせん断面が認められ

るが，挟在物質は固結しており，密着している。ｆ－１ａ断層の連続

性については，南側ではｆ－１断層と会合し，北側では基礎掘削工事

の範囲外で消滅するものと推定した。 

東部試掘坑内で認められたｆ－１ａ断層と六ヶ所層との関係を確認す

るため，試掘坑内から上方に斜坑（追跡坑）を掘削し，断層を追跡した。

第3.4－19図に示す追跡坑先端の切羽スケッチによると，ｆ－１ａ断層

は，鷹架層中部層軽石凝灰岩層と同層中部層軽石混り砂岩層とを境する

断層であり，Ｎ25°Ｅの走向で，75°南東に傾斜している。ｆ－１ａ断

層にはせん断面が認められるが，その一部はゆ着しており，鷹架層を不

整合に覆って分布する六ヶ所層に変位を与えていない。 

ｆ－１ｂ断層は，Ｎ40°～70°Ｅの走向で，55°～85°南東に傾斜す

る正断層であり，落差は最大約30ｍと推定される。断層面はゆ着して

おり，破砕部は認められない。ｆ－１ｂ断層の連続性については，北

側では基礎掘削面においてｆ－１断層と会合することを確認しており，

南側ではｆ－２断層に切られるものと推定した。 

第3.4－20図に示す基礎掘削工事に伴う地質調査結果によると，ｆ－１ｂ

断層は，鷹架層下部層細粒砂岩層と同層中部層軽石凝灰岩層とを境する断

層であり，これらを不整合に覆って分布する六ヶ所層に変位を与えていな

い。 

ｆ－２ａ断層は，Ｎ45°～60°Ｅの走向で，50°～80°北西に傾斜す

る正断層であり，落差は最大約45ｍと推定される。破砕部は幅１ｃｍ

～94ｃｍで，一部に断層粘土を伴う。 

第3.4－21図に示すトレンチ調査の結果によると，ｆ－２ａ断層は，

鷹架層下部層細粒砂岩層中の断層であり，これを不整合に覆って分布
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する六ヶ所層に，見かけの変位が10ｃｍ程度の北西上がりの逆断層セ

ンスの変位を与えている。その変位は六ヶ所層最上部まで連続するが，

これらをさらに不整合に覆って分布する古期低地堆積層の基底面及び

堆積構造に変位を与えていない。 

また，第3.4－22図に示すトレンチ調査の結果によると，ｆ－２ａ断

層は，鷹架層下部層細粒砂岩層中の断層であり，これを不整合に覆っ

て分布する六ヶ所層に，見かけの変位が10ｃｍ程度の北西上がりの逆

断層センスの変位を与えている。その変位は六ヶ所層最上部まで連続

するが，これらをさらに不整合に覆って分布する古期低地堆積層の基

底面及び堆積構造に変位を与えていない。なお，古期低地堆積層を不

整合に覆う高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）中には，見かけの変位が

２ｃｍ前後の北西落ちの正断層センス及び北西上がりの逆断層センス

を示す小断層が認められる。これら小断層の下方は，高位段丘堆積層

（Ｈ５面堆積物）中で消滅しており，高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）

の最下部及び下位の古期低地堆積層に変位・変形を与えていない。さ

らに，第3.4－22図(3)に示すブロック試料の観察結果及びＣＴ画像観察

結果によると，ｆ－２ａ断層と高位段丘堆積層中の小断層とが連続す

るような構造は認められない。また，第3.4－23図に示すｆ－２ａ断層

トレンチ（南）北側の上面底盤観察結果及び周辺法面の観察結果による

と，高位段丘堆積層中の小断層の位置は，ｆ－２ａ断層トレンチ（南）

から北に向かうに従いｆ－２ａ断層と乖離する。さらに，ｆ－２ａ断層

トレンチ（南）から北側約50ｍに位置するｆ－２ａ断層トレンチ及び南

側約80ｍに位置する基礎掘削法面のいずれにおいても，ｆ－２ａ断層周

辺の高位段丘堆積層中に小断層は分布しない。したがって，高位段丘堆

積層中の小断層は，ｆ－２ａ断層沿いには連続しないと判断した。 
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これらから，ｆ－２ａ断層トレンチ（南）で認められた高位段丘堆

積層中の小断層は，ｆ－２ａ断層の活動とは関連がないと判断した。 

以上のことから，ｆ－１ａ断層，ｆ－１ｂ断層及びｆ－２ａ断層は，

第四紀中期更新世以降に活動していないと考えられることから，震源

として考慮する活断層ではないと判断した。 

ｃ．ｓｆ系断層 

ｓｆ系断層は，ｓｆ－１断層，ｓｆ－２断層，ｓｆ－３断層，ｓｆ－４

断層，ｓｆ－５断層及びｓｆ－６断層が確認されており，いずれも固結・

ゆ着した断層面を有する逆断層である。 

第3.4－14図及び第3.4－２表に示すように，ｓｆ系断層は複数のボーリ

ング孔とトレンチで確認した断層である。ｓｆ系断層は，いずれもＥ－Ｗ

～ＥＮＥ－ＷＳＷ走向を示す断層であり，ｓｆ－１断層，ｓｆ－２断層及び

ｓｆ－６断層は，40ﾟ～65ﾟ南に傾斜する逆断層，ｓｆ－３断層，ｓｆ－４断

層及びｓｆ－５断層は，20°～70°北に傾斜する逆断層である。鉛直変位

量は25ｍ～145ｍ程度と推定される。断層面は，全ての確認箇所において

固結・ゆ着しており，せん断面や破砕部は伴わない。また，断層面及び断

層近傍では，断層面が軽石や礫に沿って凹凸する箇所，断層の上下盤の地

質が構成粒子の破砕を伴わずに混在する箇所，断層面と平行に断層近傍の

軽石が配列する箇所等，地層が十分に固結していない状態での変形構造の

特徴が認められる。 

ｓｆ系断層の性状を把握するために，ｓｆ－３断層及びｓｆ－４断

層を対象にトレンチ調査を実施し，ｓｆ－６断層を対象に断層部の詳

細観察を実施した。 

第3.4－24図に示すトレンチ調査の結果によると，ｓｆ－３断層は，

鷹架層中部層軽石凝灰岩層と同層中部層軽石混り砂岩層とを境する断層
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である。断層面は，固結・ゆ着しており，せん断面は認められない。断

層部には，幅５ｃｍ～10ｃｍ程度で，断層の上下盤の地層が構成粒子の

破砕を伴わずに混在し，固結する箇所が認められる。また，ｓｆ－３断

層は，ｆ－１断層近傍でｆ－１断層と同系統の固結・ゆ着した断層に切

られることを確認した。 

第3.4－25図に示すトレンチ調査の結果によると，ｓｆ－４断層は，

鷹架層下部層細粒砂岩層と同層中部層軽石凝灰岩層とを境する断層であ

る。断層面は，固結・ゆ着しており，せん断面は認められない。断層部

には，幅１ｃｍ～５ｃｍ程度で，断層の上下盤の地層が構成粒子の破砕

を伴わずに混在し，固結する箇所が認められる。また，ｓｆ－４断層は，

ｆ－１ｂ断層と同系統の固結・ゆ着した小断層によって１ｃｍ～10ｃｍ

程度の変位を受けている。 

第3.4－26図に示す断層部のボーリングコア観察結果及びＣＴ画像観

察結果によると，ｓｆ－６断層は，鷹架層中部層軽石凝灰岩層と同層

中部層軽石混り砂岩層とを境する断層である。断層面は，固結・ゆ着

しており，せん断面は認められない。断層部には，幅15ｃｍ程度で，

断層の上下盤の地層が構成粒子の破砕を伴わずに混在し，固結する箇

所が認められる。 

敷地内の鷹架層の地質分布によると，第3.4－12図に示すように，

ｓｆ系断層は，ｆ－１断層，ｆ－２断層及びこれらの派生断層に切ら

れるものと判断した。また，ボーリング調査結果によると，第3.4－

11図に示すように，ｓｆ－５断層は，鷹架層上部層泥岩層の基底及び

同層中の鍵層である凝灰岩に変位を与えていないと判断した。 

以上のことから，ｓｆ系断層は，それぞれの走向や断層面の性状が

類似すること等から，一連の活動で生じた断層と考えられる。また，



 3－3－135 

ｓｆ系断層の活動時期については，断層面が固結・ゆ着しており，地

層が十分に固結していない状態での変形構造が認められ，鷹架層の堆

積当時～直後の未固結時の断層であること，ｆ－１断層，ｆ－２断層

及びこれらの派生断層に切られること，鷹架層上部層泥岩層の基底及

び同層中の鍵層である凝灰岩に変位を与えていないこと等から，ｆ系

断層の活動以前に活動を終えた断層であり，震源として考慮する活断

層ではないと判断した。 

(2) 砂子又層下部層の地質構造 

砂子又層下部層は，主に敷地西部に分布し，ほぼＮ－Ｓ走向で，西

に向かって緩く傾斜している。 

(3) 六ヶ所層の地質構造 

六ヶ所層は， ほぼ敷地全域に分布し，ほぼ水平に堆積している。 

(4) 敷地南東部の地すべり構造 

「3.4.2.1 敷地内の地形」で記載した地すべり地形が判読された範

囲で行ったＤＥＭによる地形の詳細判読結果を第3.4－27図(1)に示す。

地すべり地形の頭部にみられる凹地（鞍部）は，谷底の幅が広く箱型

を呈することから，地すべり頭部の溝状凹地と考えられる。地すべり

地形の末端部は東方へ流下する沢付近に位置することから，沢の下刻

による台地斜面の滑動と考えられる。 

地すべり地形判読範囲内は，すべて表土に覆われており，露頭です

べり面を確認できる箇所は認められないため，地すべり構造の把握を

目的とした地表地質調査，ボーリング調査等を行った。その結果，第

3.4－27図(2)に示すように，地すべり地形が判読された範囲では，鷹架

層中及び六ヶ所層の基底面には，せん断面や堆積構造の乱れなどの変

形構造は認められない。一方，六ヶ所層中の層状構造を呈するシルト
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層及びその上部では，せん断面や堆積構造の乱れが認められることか

ら，地すべりは，六ヶ所層中の層状のシルト層をすべり面とした層面

すべりで生じたものであると判断した。 

地すべりの発生時期は，滑動の原因である東方に流下する沢の谷頭

が高位段丘面（Ｈ５面）内に位置するという地形の特徴から，高位段丘

面離水後と判断した。ただし，移動土塊の末端部が現河床よりも高い

位置にあること，滑落崖の冠頂あるいは移動土塊の開析が進んでいる

ことから最近の滑動ではないと判断した。 

 (5) 基礎地盤の安定性を検討する上で考慮すべき断層 

これらの調査結果に基づけば，ｆ－１断層及びｆ－２断層について

は，敷地内の地質構造を大きく規制し，破砕部を伴っていることから，

敷地内において基礎地盤の安定性を検討する上で考慮する断層とする。

また，基礎掘削面で確認されたこれらの派生断層であるｆ－１ａ断層，

ｆ－１ｂ断層及びｆ－２ａ断層については，ｆ－１断層及びｆ－２断層

と比べて，変位量や破砕部の規模は小さいものの，十分な評価を行う

ため，基礎地盤の安定性を検討する上で考慮する断層とする。なお，

ｓｆ系断層については，断層面が固結・ゆ着しており，破砕部を伴わ

ないこと，鷹架層の堆積当時～直後の未固結時に活動した断層と判断

されることから，基礎地盤の安定性を検討する上で考慮すべき断層と

しない。 

3.4.2.5 試掘坑内の調査結果 

試掘坑調査の結果から作成した試掘坑地質展開図を第3.4－28図に示す。 

(1) 西部試掘坑地質調査 

試掘坑内の地質は，鷹架層上部層泥岩層泥岩からなる。泥岩は，暗灰

色を呈し，塊状無層理である。 
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節理は，水平のもの，ＮＥ－ＳＷ走向で70゜～90゜南東に傾斜するも

の，ＮＥ－ＳＷ走向で60゜～90゜北西に傾斜するものが多く，節理面は

平滑で密着している。 

(2) 岩盤試験 

ａ．岩盤変形試験 

試掘坑内で実施した岩盤変形試験から得られた応力と変位との関係

を第3.4－29図に示す。 

これらから次の諸数値を求めた。 

Ｅs ： 応力－変位曲線において，最終荷重段階の始点と

0.98ＭＰａの点とを結んだ割線弾性係数 

Ｄ ： 全曲線の包絡勾配として求めた変形係数 

Ｅt ： 応力－変位曲線において，最終荷重段階の比較的直線状の

部分から求めた接線弾性係数 

岩盤変形試験から得られたこれらの諸数値は，第3.4－３表に示すと

おりであり，割線弾性係数の平均値は，387ＭＰａである。 

ｂ．岩盤支持力試験 

試掘坑内で実施した岩盤支持力試験から得られた応力と変位との関

係を第3.4－30図に示す。 

ここでは，岩盤支持力試験結果に基づいて，応力－変位曲線の初期

及び終局部分の接線の交点を上限降伏値とし，急速な変位増加により

荷重が保持できなくなるところを最大荷重とした。 

試験結果は，第3.4－４表のとおりであり，上限降伏値の平均値は，

4.9ＭＰａであり，最大荷重の平均値は，8.6ＭＰａである。 

ｃ．岩盤せん断試験 

試掘坑内で実施した岩盤せん断試験の結果を第3.4－５表及び第3.4
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－31図に示す。岩盤せん断試験の結果から，破壊包絡線を直線で近似

すると第3.4－32図に示すとおりであり， 

τ＝0.34 ＋σｔａｎ 44.3°（ＭＰａ) 

で表される。 

ｄ．岩盤クリープ試験 

試掘坑内で実施した岩盤クリープ試験結果から得られた時間と変位

量との関係を第3.4－33図に示す。 

この変位－時間曲線を 

  Ｗ ＝ Ｗe ＋ Ｗc 

     ＝ Ｗe｛１＋α（１－ｅ－βt ）｝ 

で近似させクリープ係数を算出すると，第3.4－６表に示すように，αが

0.20，βが0.10ｄ－1である。 

ｅ．弾性波試験及び平均速度法による弾性波速度測定 

試掘坑内で実施した屈折法による弾性波試験結果を第3.4－34図に

示す。これによると，弾性波速度の平均値は，Ｐ波が1.68ｋｍ／ｓ，

Ｓ波が0.55ｋｍ／ｓであり，弾性波速度から求めた動弾性係数の平均値

は1,410ＭＰａ，動ポアソン比の平均値は0.44である。 

また，試掘坑内で実施した平均速度法による弾性波速度測定結果を

第3.4－７表及び第3.4－35図に示す。これによると，弾性波速度の平

均値は，Ｐ波が1.67ｋｍ／ｓ，Ｓ波が0.56ｋｍ／ｓである。 

Ｐ波速度及びＳ波速度の平均値は，ＮＥ－ＳＷ方向及びＮＷ－ＳＥ

方向それぞれで有意な差がないことから，異方性は認められない。 

ｆ．シュミットロックハンマの反発度測定 

試掘坑内で実施したシュミットロックハンマの反発度測定結果を第

3.4－８表に示す。反発度の変動係数は，10.2％であり，地盤物性の場



 3－3－139 

所的変化は小さい。 

 

3.4.2.6 地表弾性波探査結果 

地表弾性波探査の結果から求めたＰ波速度は，地表地質調査及びボー

リング調査の結果と比較して判断すると，以下のとおりである。 

0.2ｋｍ／ｓ～0.3ｋｍ／ｓ ： 主に，火山灰層及び沖積低地堆積層から

なる第四系 

0.5ｋｍ／ｓ～0.8ｋｍ／ｓ ： 主に，高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）

からなる第四系 

1.5ｋｍ／ｓ～1.7ｋｍ／ｓ ： 主に，砂子又層下部層及び六ヶ所層から

なる新第三系～第四系 

1.8ｋｍ／ｓ～2.2ｋｍ／ｓ ： 鷹架層からなる新第三系 

地表弾性波探査の結果から得られた速度層分布と各地層は，比較的良く対

応している。特に，安全上重要な施設等周辺では1.5ｋｍ／ｓ～1.7ｋｍ／ｓ

の速度層と1.8ｋｍ／ｓ～2.2ｋｍ／ｓの速度層との境界は，鷹架層上限面と

ほぼ一致しており，同境界の標高は約40ｍである。 

なお，鷹架層中に規模の大きな破砕部，風化変質部等を示唆する低速

度層は認められない。 

 

3.4.2.7 孔内載荷試験結果 

ボーリング孔を利用して実施した孔内載荷試験の結果は，第 3.4－９表

に示すとおりである。 

「ガラス固化体貯蔵建屋」の基礎地盤の孔内載荷試験から得られた応

力－変位曲線の変曲点から求めた降伏圧Ｐｙの平均値は，3.69 ＭＰａで

ある。また，応力－変位曲線の包絡線勾配として求めた変形係数Ｄの平均
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値は，627 ＭＰａである。同様に、「ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟」の基礎

地盤の降伏圧Ｐｙの平均値は，4.39 ＭＰａであり，変形係数Ｄの平均値

は，756 ＭＰａである。 

 

3.4.2.8 透水試験結果 

ボーリング孔を利用して実施した透水試験の結果は，第 3.4－10 表に示す

とおりであり，透水係数の平均値は，鷹架層下部層が 8.6×10－８ｍ／ｓ，

鷹架層中部層が7.4×10－８ｍ／ｓ，鷹架層上部層が9.6×10－９ｍ／ｓである。 
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3.5 廃棄物管理施設の安全上重要な施設等設置位置付近の地質・地質構造及

び地盤 

3.5.1 調査内容 

3.5.1.1 ボーリング調査 

  安全上重要な施設等設置位置付近の基礎地盤の地質・地質構造を把握す

るための資料を得るとともに，岩石試験供試体の採取及びボーリング孔を

利用しての原位置試験を実施するために，安全上重要な施設等設置位置付

近でボーリング調査を実施した。掘削に当たっては，ロータリ型ボーリン

グマシンを使用し，掘削孔径 76 ｍｍ～86 ｍｍのオールコアボーリングと

した。 

  採取したボーリングコアについては詳細な観察を行い，地質柱状図を作

成した。また，他の調査結果と併せて原縮尺千分の１の地質図を作成し，

安全上重要な施設等設置位置付近の基礎地盤の地質・地質構造について検

討を行った。 

  調査位置を第 3.5－１図に示す。 

 

3.5.1.2 岩石試験 

  安全上重要な施設等の基礎地盤の物理特性及び力学特性を明らかにし，

施設の設計及び施工の基礎資料を得るため，基礎地盤から採取した試料を

用いて，物理試験及び力学試験を実施した。 

  試料の採取は，第 3.5－１図に示すボーリング孔位置及び試掘坑内で実

施した。 

  試験は，日本工業規格，地盤工学会等に
（６２）～（６６）

準拠して実施した。 

 (１) 試験項目 

   物理特性を明らかにする試験として，湿潤密度，含水比，土粒子密度
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等を計測する物理試験を実施した。また，強度特性及び変形特性を明ら

かにする試験として，引張強度試験，三軸圧縮試験，ポアソン比測定，

圧密試験，三軸クリープ試験，繰返し三軸試験（変形特性）及び繰返し

三軸試験（強度特性）を実施した。 

 (２) 試験方法 

 ａ．引張強度試験 

   圧裂試験を実施し，引張強度を求めた。供試体寸法は，原則として直

径約５ｃｍ，長さ約５ｃｍとした。 

 ｂ．三軸圧縮試験 

   三軸圧縮試験を実施するにあたり，試料の採取深度の有効土被り圧相

当で圧密を行い，非排水状態のもと軸荷重を載荷する方法（以下「ＣＵ

条件」という。）で実施し，強度定数及び変形係数を求めた。なお，一

部の岩種については非排水状態で所定の側圧のもとで軸荷重を載荷する

方法（以下「ＵＵ条件」という。）も実施した。軸荷重の載荷は一定の

ひずみ速度で実施した。供試体寸法は，直径約５ｃｍ，高さ約 10 ｃｍ

とした。 

 ｃ．ポアソン比測定 

   ポアソン比は，三軸圧縮試験実施時に２重セル法を用いて計測し，算

出した。 

 ｄ．圧密試験 

   0.10 ＭＰａ，0.29 ＭＰａ，0.49 ＭＰａ，0.98 ＭＰａ，1.96 ＭＰａ，

3.92 ＭＰａ，7.85 ＭＰａ，15.7 ＭＰａ及び 31.4 ＭＰａの９段階の圧密

圧力で実施し，圧密降伏応力を求めた。供試体寸法は，直径約４ｃｍ，

高さ約２ｃｍとした。 
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 ｅ．三軸クリープ試験 

   供試体に所定の側圧を負荷し，次いで，0.49 ＭＰａの軸差応力を約 30

日間負荷する方法で三軸クリープ試験を実施した。試験は，所定の圧密

応力で圧密した後，排水状態のもと軸荷重を載荷する方法（以下「ＣＤ

条件」という。）で実施し，クリープ係数を求めた。 

   側圧は，0.05 ＭＰａ，0.10 ＭＰａ，0.49 ＭＰａ及び 0.98 ＭＰａの

４種類とした。供試体寸法は，直径約５ｃｍ，高さ約 10 ｃｍとした。 

 ｆ．繰返し三軸試験（変形特性） 

   供試体を採取深度の有効土被り圧相当の圧密応力で圧密した後，非排

水状態で周波数１Ｈｚの一定振幅の繰返し荷重（正弦波）を段階的に加

える方法で繰返し三軸試験を実施した。試験結果から，正規化せん断弾

性係数Ｇ／Ｇ０及び減衰率ｈ（％）のひずみ依存性を求めた。供試体寸

法は，原則として直径約５ｃｍ，高さ約 10 ｃｍとした。 

 ｇ．繰返し三軸試験（強度特性） 

   供試体を採取深度の有効土被り圧相当の圧密応力で圧密した後，非排水

状態で周波数 0.5 Ｈｚの一定振幅の繰返し荷重（正弦波）を 10 波を１段

階として，軸差応力及び振幅を段階的に増加させながら加える方法で繰返

し三軸試験を実施した。第 3.5－１表に試験条件，第 3.5－２図に載荷パ

ターンを示す。供試体寸法は，直径約５ｃｍ，高さ約 10 ｃｍと，直径約

12.5 ｃｍ，高さ約25ｃｍの２種類とした。 

 

3.5.1.3 ＰＳ検層 

  安全上重要な施設等の基礎地盤及び設置位置付近の力学特性を明らかに

し，施設の設計及び施工の基礎資料を得るため，第 3.5－１図に示すボー

リング孔において，延長約 13,600 ｍのＰＳ検層を実施した。試験は，土
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質工学会（1989）
（６７）

及び地盤工学会（2013）
（６８）

に準拠し，原則として２ｍ間隔

に孔中受振器を設け，地上で重錘落下及び板たたき法によって起振する方

法で測定を実施した。得られた各深度の受振記録から走時曲線を作成し，

基礎地盤及び設置位置付近のＰ波及びＳ波の伝播速度を求めた。 

  ＰＳ検層の概略を第 3.5－３図に示す。 

 

3.5.1.4 土質試験 

  ｆ－１断層，ｆ－２断層，新第三系鮮新統（以下「ＰＰ１」という。），

第四系下部～中部更新統（以下「ＰＰ２」という。），第四系中部更新統

～完新統（以下「ＰＨ」という。），造成盛土，埋戻し土及び流動化処理

土（Ａ）の物理特性及び力学特性を明らかにするため，以下の土質試験を

実施した。 

  試料の採取は，第 3.5－１図に示すボーリング孔位置で実施した。 

  試験は，日本工業規格，地盤工学会等に
（６２）（６４）（６９）

準拠して実施した。 

 (１) 試験項目 

   物理特性を明らかにする試験として，湿潤密度，含水比，土粒子密度

等を計測する物理試験を実施した。また，強度特性及び変形特性を明ら

かにする試験として，三軸圧縮試験，ポアソン比測定，繰返し三軸試験

（変形特性），繰返し単純せん断試験及び超音波速度測定を実施した。 

 (２) 試験方法 

 ａ．三軸圧縮試験 

   三軸圧縮試験はＣＵ条件で実施し，強度定数及び変形係数を求めた。

なお，ＰＰ１については，採取深度の有効土被り圧相当の圧密応力で圧

密した後，分布深度を考慮した側圧のもとＵＵ条件で実施した。 

   軸荷重の載荷は一定のひずみ速度で実施した。供試体寸法は，原則と
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して，直径約５ｃｍ，高さ約 10 ｃｍとした。 

 ｂ．ポアソン比測定 

   ポアソン比は，三軸圧縮試験実施時に２重セル法を用いて計測し，算

出した。 

ｃ．繰返し三軸試験（変形特性） 

   供試体を採取深度の有効土被り圧相当の圧密応力で圧密した後，非排水

状態で周波数１Ｈｚの一定振幅の繰返し荷重（正弦波）を段階的に加える

方法で繰返し三軸試験を実施した。試験結果から，正規化せん断弾性係数

Ｇ／Ｇ０及び減衰率ｈ（％）のひずみ依存性を求めた。供試体寸法は，直

径約５ｃｍ，高さ約10ｃｍとした。 

 ｄ．繰返し単純せん断試験 

   上載圧を与えた後，周波数１Ｈｚの一定振幅の繰返しせん断荷重（正

弦波）を段階的に加える方法で繰返し単純せん断試験を実施した。試験

結果から，正規化せん断弾性係数Ｇ／Ｇ０及び減衰率ｈ（％）のひずみ

依存性を求めた。 

   上載圧は，試料採取地点の有効土被り圧及び分布深度を考慮して選択

した。供試体寸法は，直径約 10 ｃｍ，高さ約４ｃｍと，直径約５ｃｍ，

高さ約２ｃｍの２種類とした。 

 ｅ．超音波速度測定 

   三軸圧縮状態で圧密応力を段階的に増加させながら，Ｐ波速度及び

Ｓ波速度の測定を実施した。試験結果から，ｆ－１断層及びｆ－２断層

の動せん断弾性係数及び動ポアソン比を求めた。 

   圧密応力は，0.05 ＭＰａ～3.00 ＭＰａの範囲の５段階又は６段階と

した。供試体寸法は，直径約５ｃｍ，高さ約５ｃｍとした。 
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3.5.2 調査結果 

  安全上重要な施設等設置位置付近における地質・地質構造及び力学特性

を以下に記載する。 

 

3.5.2.1 安全上重要な施設等設置位置付近の地質・地質構造 

 (１) 地  質 

   ボーリング調査結果等を基に作成した原縮尺千分の１の地質図を第

3.5－４図に，主な地質柱状図を第 3.5－５図に示す。 

   安全上重要な施設等設置位置付近の地質は，「3.4.2.2 敷地内の地

質」に記載のとおり，鷹架層下部層，同層中部層及び同層上部層からな

る。また，各施設の基礎底面付近の地質は，ｆ－１断層の東側では鷹架

層中部層が分布し，ｆ－１断層とｆ－２断層に挟まれた地域では鷹架層

下部層及び同層中部層が分布し，ｆ－２断層の西側では主に鷹架層上部

層が分布する。 

   鷹架層下部層は，下位より泥岩層及び細粒砂岩層に区分される。泥岩

層は，堆積岩である泥岩及び凝灰質砂岩並びに火山砕屑岩である砂質軽

石凝灰岩からなる。細粒砂岩層は，堆積岩である細粒砂岩からなる。 

   鷹架層中部層は，下位より粗粒砂岩層，軽石凝灰岩層及び軽石混り砂

岩層に区分される。粗粒砂岩層は，堆積岩である礫岩及び粗粒砂岩並び

に火山砕屑岩である砂質軽石凝灰岩からなる。軽石凝灰岩層は，堆積岩

である礫岩及び軽石質砂岩並びに火山砕屑岩である軽石凝灰岩及び凝灰

岩からなる。軽石混り砂岩層は，堆積岩である軽石混り砂岩，砂岩・泥

岩互層，礫混り砂岩及び砂岩・凝灰岩互層並びに火山砕屑岩である砂質

軽石凝灰岩からなる。なお，これらのうち礫岩及び軽石混り砂岩は，他

の岩種に比べて不均質である。 
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   鷹架層上部層は，泥岩層からなり，鷹架層下部層の泥岩に比べてやや

軟質な堆積岩である泥岩からなる。 

   鷹架層は各岩種とも節理が少なく，安全上重要な施設等設置位置のボ

ーリングコアの採取率は 100％で，Ｒ．Ｑ．Ｄ．の平均は 95.1％である。 

   なお，鷹架層上限面付近では，風化の影響により健岩部に比べてやや

軟質な部分，あるいは節理がやや多い部分が認められる。 

 (２) 岩盤分類 

   安全上重要な施設等設置位置付近の岩盤が鷹架層の火山砕屑岩及び堆

積岩からなることから，日本電気協会（1987）
（７０）

の軟質岩盤分類基準案に

示されている考え方に基づき岩盤分類を行った。 

   火山砕屑岩及び不均質な堆積岩については，不均質軟岩（軟岩Ⅲ類）

の岩盤分類の考え方に基づき，岩種・岩相による区分を基本とした岩盤

分類を行った。 

   上記以外の堆積岩については，準硬質軟岩（軟岩Ⅰ類）に区分される

ものの，節理が少なく，風化の影響も鷹架層上限面付近に限定されるた

め，岩種・岩相による区分を基本とした岩盤分類を行った。 

   以上の岩盤分類の結果，鷹架層の火山砕屑岩は，凝灰岩，軽石凝灰岩

及び砂質軽石凝灰岩に区分した。また，鷹架層の堆積岩は，泥岩（上部

層），泥岩（下部層），細粒砂岩，凝灰質砂岩，軽石質砂岩，粗粒砂岩，

砂岩・泥岩互層，砂岩・凝灰岩互層，礫混り砂岩，軽石混り砂岩及び礫

岩に区分した。なお，鷹架層上限面付近の風化部は，新鮮な岩石とは異

なることから，独立した岩盤分類上の区分とした。 
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   以上のとおり，本地点の岩盤については，岩種・岩相による区分を基

本として，以下に示す 15 種類の岩種・岩相名とした。 

   上記の岩盤分類にＰＰ１，ＰＰ２，ＰＨ，断層（ｆ系断層），造成盛

土，埋戻し土，流動化処理土及びマンメイドロック（以下「ＭＭＲ」と

いう。）を含めた解析用地盤分類を用いて，岩盤分類図を第 3.5－６図

に示す。 

 (３) 地質構造 

   「3.4.2.4 敷地内の地質構造」に記載のとおり，安全上重要な施設等

設置位置付近に分布する鷹架層中には，敷地をＮＥ－ＳＷ～ＮＮＥ－ＳＳ

Ｗ走向で縦断するｆ－１断層，ｆ－２断層，これらの断層から派生する断

層であるｆ－１ａ断層，ｆ－１ｂ断層及びｆ－２ａ断層並びにこれらの断

層に切られるＥ－Ｗ～ＥＮＥ－ＷＳＷ走向のｓｆ系断層が分布するが，こ

れら断層は，安全上重要な施設等の基礎地盤には存在しない（第 3.4－12

図参照）。 
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3.5.2.2 岩石試験結果 

  安全上重要な施設等の基礎地盤である鷹架層から採取した試料による岩

石試験結果を以下に示す。 

 (１) 物理特性 

   ボーリングコアから標高 46 ｍ～標高－209 ｍの範囲で採取した 4,123

個の試料について，物理試験を実施した。 

   湿潤密度と標高Ｚ（ｍ）の関係を第 3.5－２表(1)～第 3.5－２表(3)，第

3.5－７図(1)及び第 3.5－７図(2)に示す。また，含水比，土粒子密度及び

間隙比の試験結果を第 3.5－３表に示す。 

 (２) 引張強度 

   物理試験と同様の範囲から採取した 640 個の供試体について，引張強

度試験を実施した。 

   引張強度と標高Ｚ（ｍ）の関係を第3.5－４表及び第3.5－８図に示す。 

 (３) 三軸圧縮試験結果（強度特性） 

   物理試験と同様の範囲で採取した 314 個の供試体について，三軸圧縮

試験（ＣＵ条件）を実施した。 

原則として採取深度の有効土被り圧相当の圧密応力で実施した試験結果

の最大主応力差をもとに求めた非排水せん断強度ｓｕと標高Ｚ（ｍ）の関

係を第3.5－２表(1)～第3.5－２表(3)，第3.5－９図(1)及び第3.5－９図(3)に示

す。また，応力－ひずみ曲線において最大主応力差を過ぎた後，一定値に

収束した時点の主応力差をもとに残留強度を設定し，残留強度ｓｕｒと標

高Ｚ（ｍ）の関係を第3.5－２表(1)～第3.5－２表(3)，第3.5－９図(2)及び第

3.5－９図(3)に示す。 

 (４) 三軸圧縮試験結果（変形特性） 

三軸圧縮試験（ＣＵ条件）による初期変形係数Ｅ０と標高Ｚ（ｍ）の関
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係を第3.5－２表(1)～第3.5－２表(3)，第3.5－10図(1)及び第3.5－10図(3)に

示す。 

 (５) ポアソン比 

三軸圧縮試験（ＣＵ条件）によるポアソン比と標高Ｚ（ｍ）の関係を

第3.5－２表(1)～第3.5－２表(3)，第3.5－10図(2)及び第3.5－10図(3)に示す。 

 (６) 圧密降伏応力 

   安全上重要な施設等の基礎面付近から採取した泥岩（上部層）９個の

供試体について，圧密圧力 31.4 ＭＰａまでの圧密試験を行った。この結

果は，第 3.5－５表及び第 3.5－11 図に示すとおりである。 

   間隙比－圧密圧力曲線からＣａｓａｇｒａｎｄｅの方法により求めた

圧密降伏応力ｐｃの平均値は，6.1 ＭＰａである。 

 (７) クリープ係数 

   安全上重要な施設等の基礎面付近から採取した泥岩（上部層）８個の

供試体について，軸差応力 0.49 ＭＰａで三軸クリープ試験（ＣＤ条件）

を行った。この結果は，第 3.5－６表及び第 3.5－12 図に示すとおりで

ある。 

   ひずみ－時間曲線を 

    ε＝εｅ＋εｃ 

     ＝εｅ｛１＋α(１－ｅ－βｔ)｝ 

  で近似させて算出したクリープ係数の平均値は，αが 0.21，βが 

0.34 ｄ－1である。 

 (８) 動的変形特性（ひずみ依存性） 

ボーリングコアから採取した134個の供試体について，繰返し三軸試

験（変形特性）を実施した。この結果の正規化せん断弾性係数Ｇ／Ｇ０

とせん断ひずみγの関係及び減衰率ｈ（％）とせん断ひずみγ（％）の
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関係は第3.5－13図(1)～第3.5－13図(15)に示すとおりであり，正規化せん

断弾性係数Ｇ／Ｇ０とせん断ひずみγ（％）の関係及び減衰率ｈ（％）

とせん断ひずみγ（％）の関係の近似式をそれぞれ求め第3.5－２表(1)

～第3.5－２表(3)に示す。 

 (９) 繰返し三軸試験結果（強度特性） 

   ボーリングコアから採取した供試体について，繰返し三軸試験（強度

特性）を実施した。この試験結果から求めた動的強度と同一ボーリング

孔の同一深度の三軸圧縮試験による静的強度の関係は第 3.5－14 図に示

すとおりであり，動的強度は静的強度を下回っていない。 

 

3.5.2.3 ＰＳ検層結果 

  安全上重要な施設等の基礎地盤及び設置位置付近で実施した岩盤試験結

果を以下に示す。 

 (１) ＰＳ検層による弾性波速度 

   ボーリング孔を利用して実施したＰＳ検層によるＰ波及びＳ波速度を

第 3.5－７表に，主なボーリング孔でのＰＳ検層結果を第 3.5－15 図に

示す。 

   弾性波速度は深度方向に増大する傾向を示す。 

 (２) 動せん断弾性係数 

   ＰＳ検層によるＳ波速度ＶＳ及び同一ボーリング孔の各深度の供試体

の湿潤密度ρｔから次式により動せん断弾性係数Ｇ０を求めた。 

    Ｇ０＝ρｔ×ＶＳ
２ 

動せん断弾性係数Ｇ０と標高Ｚ（ｍ）の関係を第3.5－２表(1)～第3.5

－２表(3)，第3.5－16図(1)及び第3.5－16図(3)に示す。 
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 (３) 動ポアソン比 

   動せん断弾性係数Ｇ０を求めたボーリング孔のＰＳ検層によるＰ波速

度ＶＰ及びＳ波速度ＶＳから次式により動ポアソン比νｄを求めた。 

    

   動ポアソン比νｄと標高Ｚ（ｍ）の関係を第 3.5－２表(1)～第 3.5－２

表(3)，第 3.5－16 図(2)及び第 3.5－16 図(3)に示す。 

 

3.5.2.4 土質試験結果 

  安全上重要な施設等設置位置付近のｆ－１断層，ｆ－２断層，ＰＰ１，

ＰＰ２，ＰＨ，造成盛土，埋戻し土及び流動化処理土（Ａ）を対象にした

土質試験結果を以下に示す。 

 (１) 物理特性 

   ボーリングコアから採取したＰＰ１，ＰＰ２，ＰＨ，造成盛土，埋戻

し土及び流動化処理土（Ａ）の 336 個の試料について，また，トレンチ

近傍からブロックサンプリングにより採取したｆ－１断層及びｆ－２断

層の 36 個の試料について物理試験を実施した。湿潤密度と標高Ｚ（ｍ）

又は地表からの深度Ｄ（Ｇ．Ｌ．－ｍ）の関係を第 3.5－２表(4)，第 3.5

－２表(5)，第 3.5－７図(2)及び第 3.5－７図(3)に示す。含水比，土粒子密

度及び間隙比の試験結果を第 3.5－８表に示す。 

 (２) 三軸圧縮試験結果（強度特性） 

   物理試験と同様の範囲から採取した 238 個の供試体について，三軸圧縮

試験（ＣＵ条件）を実施した。三軸圧縮試験結果から求めた非排水せん断

強度ｓｕと圧密応力ｐ（ＭＰａ）の関係を第 3.5－２表(4)，第 3.5－２表(5)及
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び第 3.5－９図(4)～第 3.5－９図(6)に示す。また，応力－ひずみ曲線におい

て最大非排水せん断強度を過ぎた後，一定値に収束した時点の主応力差を

もとに残留強度を設定し，残留強度ｓｕｒと圧密応力ｐ（ＭＰａ）の関係を

第3.5－２表(4)，第3.5－２表(5)及び第3.5－９図(4)～第3.5－９図(6)に示す。 

   また，ＰＰ１については，三軸圧縮試験結果からモール・クーロンの

破壊規準で設定した強度定数と標高Ｚ（ｍ）の関係を第 3.5－２表(4)及び

第 3.5－９図(7)に示す。 

 (３) 三軸圧縮試験結果（変形特性） 

   三軸圧縮試験による初期変形係数Ｅ０と土被り圧から静水圧を差し引

いた圧密応力ｐ（ＭＰａ）又は標高Ｚ（ｍ）の関係を第 3.5－２表(4)，第

3.5－２表(5)及び第 3.5－10 図(4)～第 3.5－10 図(7)に示す。 

 (４) ポアソン比 

   三軸圧縮試験（ＣＵ条件）実施時にポアソン比測定を実施した。ポア

ソン比νと標高Ｚ（ｍ）の関係を第 3.5－２表(4)，第 3.5－２表(5)及び第

3.5－10 図(4)～第 3.5－10 図(7)に示す。 

 (５) 動的変形特性（ひずみ依存性） 

   ボーリングコアから採取したＰＰ１，ＰＰ２，ＰＨ，造成盛土，埋戻

し土及び流動化処理土（Ａ）の 72 個の供試体について，繰返し三軸試験

（変形特性）を実施した。また，ボーリングコアから採取したＰＰ２及

びＰＨの４個の供試体並びにトレンチ近傍からブロックサンプリングに

より採取したｆ－１断層及びｆ－２断層の 12 個の供試体について，繰返

し単純せん断試験を実施した。 

これらの結果の正規化せん断弾性係数Ｇ／Ｇ０とせん断ひずみγ(％) 

の関係及び減衰率ｈ(％)とせん断ひずみγ(％)の関係は第3.5－13図(16)～

第3.5－13図(23)に示すとおりであり，正規化せん断弾性係数Ｇ／Ｇ０とせ
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ん断ひずみγ(％)の関係及び減衰率ｈ(％)とせん断ひずみγ(％)の関係

の近似式をそれぞれ求め第3.5－２表(4)及び第3.5－２表(5)に示す。 

 (６) 超音波速度 

   トレンチ近傍からブロックサンプリングにより採取したｆ－１断層及

びｆ－２断層の４個の供試体について，超音波速度測定を実施した。こ

の結果は，第 3.5－９表に示すとおりである。 

   圧密応力 0.05 ＭＰａ～3.00 ＭＰａの範囲で実施した測定結果による

と，圧密応力の増加に伴い増大する傾向が認められる。 

 (７) 動せん断弾性係数 

   ｆ－１断層及びｆ－２断層を対象として実施した超音波速度測定によ

るＳ波速度ＶＳ及び供試体の湿潤密度ρｔから動せん断弾性係数Ｇ０を求

めた。この結果を第 3.5－２表(4)，第 3.5－９表及び第 3.5－16 図(4)に示

す。 

   一方，ＰＰ１，ＰＰ２，ＰＨ，造成盛土，埋戻し土及び流動化処理土

（Ａ）については，動せん断弾性係数Ｇ０はＰＳ検層によるＳ波速度ＶＳ

及び同一ボーリング孔の供試体の湿潤密度ρｔより求めた。この結果を

第 3.5－２表(4)，第 3.5－２表(5)及び第 3.5－16 図(5)～第 3.5－16 図(8)に示

す。 

 (８) 動ポアソン比 

   ｆ－１断層及びｆ－２断層については，超音波速度測定によるＰ波速

度ＶＰ及びＳ波速度ＶＳから動ポアソン比νｄを求めた。この結果を第

3.5－２表(4)，第 3.5－９表及び第 3.5－16 図(4)に示す。また，ＰＰ１，

ＰＰ２，ＰＨ，造成盛土，埋戻し土及び流動化処理土（Ａ）については，

動ポアソン比νｄはＰＳ検層によるＰ波速度ＶＰ及びＳ波速度ＶＳより求

めた。この結果を第 3.5－２表(4)，第 3.5－２表(5)及び第 3.5－16 図(5)～
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第 3.5－16 図(8)に示す。 
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3.6 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 

3.6.1 基礎地盤の安定性評価 

  基礎地盤の安定性評価について，評価対象施設として第 3.6－１図に示

す安全上重要な施設等に対し，以下の検討を行い評価した。 

 

3.6.1.1 地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

 (１) 評価手法 

   基礎地盤のすべり，基礎地盤の支持力及び基礎底面の傾斜に関する安

全性については，２次元有限要素法による動的解析により検討した。 

   有限要素法による動的解析では，動せん断弾性係数及び減衰定数のひ

ずみ依存性を考慮するため，等価線形化法による周波数応答解析手法を

用いた。なお，常時応力は，地盤の自重計算により求まる初期応力，建

屋基礎掘削に伴う解放力及び建屋・埋戻し土の荷重を考慮した有限要素

法による静的解析により求めた。各評価項目における詳細な評価手法は

以下のとおりである。 

 ａ．基礎地盤のすべりに対する評価手法 

   地盤のすべりに対する安全性については，常時応力と動的解析により

求まる地震時増分応力を重ね合わせた地震時応力に基づき，想定すべり

面上の応力状態を考慮し，すべり面上のせん断抵抗力の和をせん断力の

和で除した値が評価基準値 1.5 以上を満足していることを確認した。 

   なお，想定すべり面は，評価対象施設直下のすべり面及び評価対象施

設と隣接する施設の直下を連続して通るすべり面に加え，断層を通るす

べり面を設定した。 

 ｂ．基礎地盤の支持力に対する評価手法 

   基礎地盤の支持力については，常時応力と動的解析により求まる地震
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時増分応力を重ね合わせた地震時応力から算出した接地圧が、岩盤支持

力試験における最大荷重から設定した評価基準値を下回っていることよ

り、接地圧に対して十分な支持力を有していることを確認した。 

 ｃ．基礎底面の傾斜に対する評価手法 

   基礎底面の傾斜に対する安全性については，動的解析により求まる地

震時の評価対象施設基礎底面の傾斜が，評価基準値の目安である

1/2,000 を下回っていることを確認した。 

   なお，地殻変動による基礎地盤の影響評価については，「3.6.1.3 

地殻変動による基礎地盤の影響評価」に評価手法を記載する。 

 (２) 評価条件 

 ａ．解析用物性値の設定 

   解析用物性値は，岩石試験，ＰＳ検層及び土質試験から得られた各種

物性値に基づいて設定した。解析用物性値を第 3.6－１表に示す。 

 ｂ．解析対象断面 

   解析対象断面の設定に当たっては，第 3.6－２表に示す全ての評価対

象施設を解析対象施設として，解析対象施設を直交する断面を選定した。

解析対象断面位置図を第 3.6－１図に示す。 

 ｃ．解析モデル及び境界条件 

ボーリング調査等の結果を用いて作成した岩盤分類図に基づき，日本

電気協会（2008）
（７１）

に準拠し，第 3.6－２図に示す解析用要素分割図を作

成した。モデル下端深さは，建屋底面幅の 1.5 倍～２倍以上である標高

－150 ｍまで，側方境界は建屋幅の 2.5 倍以上としてモデル化を行った。

要素分割に当たっては，地盤のせん断波速度，解析で考慮する最大周波

数等を勘案した。また，ｆ系断層についてはジョイント要素を用い，土

木学会（2009）
（７２）

に準拠し，以下の式を用いてせん断バネ定数及び垂直バ
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ネ定数を設定した。 

 

 

 

 

     ： せん断バネ定数（Ｎ／ｍｍ３） 

     ： 垂直バネ定数（Ｎ／ｍｍ３） 

     ： 断層のせん断弾性係数（Ｎ／ｍｍ２） 

     ： 断層モデル化の幅（ｍｍ） 

     ： 断層の動ポアソン比 

   評価対象施設の建屋モデルは，土木学会（2009）
（７２）

を参考に，質点系モ

デルと等価な振動特性の有限要素モデルとした。 

   解析モデルの境界条件を第 3.6－３図に示す。常時解析における境界

条件は，モデル下端を固定境界，側方を鉛直ローラー境界とした。また，

地震時解析における境界条件は，モデル下端を粘性境界，側方をエネル

ギー伝達境界とした。 

 ｄ．地下水位の設定 

   解析用地下水位は，保守的に地表面あるいは建屋基礎上端に設定した。 

 ｅ．地震力 

   動的地震力としては，「5.6.3 基準地震動Ｓｓ」に示す基準地震動

Ｓｓ（Ｓｓ－Ａ，Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５及びＳｓ－Ｃ１～Ｃ４）を用いた。

なお，水平方向のみ設定されている基準地震動（Ｓｓ－Ｃ４）の鉛直動

として，添付書類五「1.5.3.2 動的地震力」に示す一関東評価用地震動

（鉛直）を用いた。 

   入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動を，１次元波動論
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による地震応答解析により，２次元解析モデルの入力位置で評価したもの

を用いた。入力地震動の考え方を第 3.6－４図に示す。また，Ｓｓ－Ａに

ついては水平地震動及び鉛直地震動の位相反転，Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４につい

ては水平地震動の位相反転を考慮した場合についても検討した。 

 (３) 評価結果 

 ａ．基礎地盤のすべり 

   各断面における最小すべり安全率一覧表を第 3.6－３表に示す。最小

すべり安全率はＥ－Ｅ断面で 6.7（「ガラス固化体受入れ建屋」及び

「ガラス固化体貯蔵建屋」の底面を通るすべり）であり，すべり安全率

の評価基準値 1.5 以上を十分に満足している。また，各断面における想

定すべり面ごとのすべり安全率一覧表を第 3.6－４表に示す。 

   地盤物性のばらつきを考慮した場合（強度について「平均値－1.0×

標準偏差（σ）」とした）についても，すべり安全率の評価基準値 1.5

以上を十分に満足している。 

   Ｓｓ－Ｃ４については，解析対象施設の基礎地盤のすべり安全率に影

響を与える 0.3 秒～0.5 秒の周期帯において，Ｓｓ－Ｃ１に包絡されて

いることから，Ｓｓ－Ｃ１の評価をもって十分なすべり安全裕度を確保

していると工学的に判断した。さらに，Ｓｓ－Ｃ４（水平）と一関東評

価用地震動（鉛直）を同時入力した解析の結果，第 3.6－５図に示すと

おり，Ｓｓ－Ｃ１が支配的な地震動であり，第 3.6－５表に示すとおり，

最小すべり安全率はＥ－Ｅ断面で 9.3（「ガラス固化体受入れ建屋」及

び「ガラス固化体貯蔵建屋」の底面を通るすべり）であることから，す

べり安全率の評価基準値 1.5 以上を十分に満足している。 

   以上のことから，評価対象施設の基礎地盤は，地震力によるすべりに

対して十分な安全性を有している。 
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 ｂ．基礎地盤の支持力 

   基礎底面の支持力に対する解析結果を第 3.6－６表に示す。解析対象

施設の基礎底面における地震時最大接地圧は，「ガラス固化体貯蔵建

屋」及び「ガラス固化体受入れ建屋」で 0.9 ＭＰａであり，評価基準値

である岩盤支持力試験における最大荷重 8.6 ＭＰａを大きく下回ってい

る。 

   Ｓｓ－Ｃ４（水平）と一関東評価用地震動（鉛直）による解析結果を

第 3.6－７表に示す。解析対象施設の基礎底面における地震時最大接地

圧は，「ガラス固化体貯蔵建屋」，「ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟」及び

「ガラス固化体受入れ建屋」で 0.8 ＭＰａであり，評価基準値である

8.6 ＭＰａを大きく下回っている。 

   以上のことから，評価対象施設の基礎地盤は，接地圧に対して十分な

支持力を有している。 

 ｃ．基礎底面の傾斜 

   基礎底面の相対変位と傾斜に対する解析結果を第 3.6－８表に示す。

解析対象施設の基礎底面における最大傾斜は，「ガラス固化体受入れ建

屋」で 1/4,700（底面両端の最大相対変位は 10.0 ｍｍ）であり，評価基

準値の目安である 1/2,000 を下回っている。 

   Ｓｓ－Ｃ４（水平）と一関東評価用地震動（鉛直）による解析結果を

第 3.6－９表に示す。解析対象施設の基礎底面における最大傾斜は，

「ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟」で 1/6,600 であり，評価基準値の目安で

ある 1/2,000 を下回っている。 

   以上のことから，評価対象施設の基礎地盤は，傾斜に対して十分な安

全性を有している。 
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3.6.1.2 周辺地盤の変状による施設への影響評価 

  評価対象施設については，岩盤に直接又はＭＭＲを介して支持されて

いることから，周辺地盤の変状（不等沈下，液状化及び揺すり込み沈

下）の影響を受けるおそれはない。 

 

3.6.1.3 地殻変動による基礎地盤の影響評価 

  敷地近傍の断層（出戸西方断層）の活動に伴い生ずる地盤の傾斜につい

て，食い違い弾性論に基づき算定し，解析対象施設の基礎底面における傾

斜を評価した。なお，評価に用いる断層パラメータは，第 3.6－10 表に示

す地震動評価に用いたパラメータとし，地殻変動量はＯｋａｄａ（1992）
（７３）

の手法により算出した。地殻変動による基礎底面の傾斜に対する解析結果

を第 3.6－11 表に示す。基礎底面の最大傾斜は「ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ

棟」で 1/15,500 であり，出戸西方断層に起因する地震動（Ｓｓ－Ａ及び

Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５）による傾斜との重畳を考慮した場合においても，基礎

底面の最大傾斜は「ガラス固化体受入れ建屋」で 1/4,400 であることから，

評価基準値の目安である 1/2,000 を下回っている。 

  以上のことから，評価対象施設の基礎地盤は，地殻変動による傾斜に対

して十分な安全性を有している。 
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3.6.2 周辺斜面の安定性評価 

  地震力により評価対象施設に重大な影響を与える周辺斜面は存在しない

（第 3.4－10 図参照）。 
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3.7 地質調査に関する実証性 

3.7.1 各種調査・試験の実施会社の選定 

敷地周辺，敷地近傍及び敷地内の地質調査・試験工事の実施会社は，

事前に会社経歴書，技術者名簿，工事実績等を検討し，この種の調査・試

験に対する技術レベルが高く，過去に多数の実績を有する専門会社を選定

した。 

主な地質調査・試験の実施年度及び実施会社名は，第3.7－１表のとお

りである。 
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3.7.2 地質調査の計画 

地質調査に当たっては，地域特性を踏まえ，総合的かつ体系的な調査

計画書を策定した。 

調査計画の主要なものについては，一般財団法人電力中央研究所及び

社外の学識経験者から必要に応じて意見を聴取し，内容を固めた。 
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3.7.3 調査・試験工事実施に当たっての管理体制 

(１) 実施会社の作業管理体制 

調査・試験工事の実施に当たっての実施会社の作業管理体制は，現

場代理人，災害防止責任者及び主任技術者を現場に常駐させ，現場代

理人は工事施工の総括を，災害防止責任者は工事施工における災害防止

及び環境保全を，主任技術者は施工に関する技術上の管理を行った。 

現場代理人，災害防止責任者及び主任技術者については，工事着手

前に各々の経歴書を添付して当社に届け出ており，当社はそれを審査

し，適任者であることを確認して承認した。 

(２) 当社の作業管理体制 

当社における地質調査・試験工事の作業期間中における作業管理体制

は，本店，若しくは本社及び現場に担当者を置いて，地質調査・試験工

事の管理を行った。 

地質調査・試験工事の施工計画，作業実施状況及び検査，工事報告等

については文書により担当者経由で提出させ，検討のうえ承認をした。

また，施工方法，工程等についての打合せを行い，工事が適切に実施さ

れるように実施会社を指導した。 

(３) 施工管理・指導 

地質調査・試験工事の実施に当たっては，工事着手に先立ち工事の

施工方法，使用機械，作業員名簿，工程等を記載した工事施工計画書

を実施会社から提出させ，当社で検討し，承認後に工事を実施した。 

工事中は，現場作業については工事日報を提出させ，また，室内試

験等は試験日誌等を記入させ，随時確認することにより作業内容を管

理するとともに，必要に応じて当社担当者が立会い検査を実施した。

また，作業状況，ボーリングコア等の記録及び写真撮影を行った。 
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工事報告書の内容についても，逐一当社で検討するとともに，試験

等の生データも併せて提出させ，報告書記載内容との整合について確

認した。さらに，調査・試験結果については，必要に応じて一般財団

法人電力中央研究所及び社外の学識経験者からの意見聴取による検討

を加えた。 

(４) 地質調査結果の評価・とりまとめ 

地質調査終了後，諸資料については，一般財団法人電力中央研究所

及び社外の学識経験者からの助言を得て検討し，十分な評価を経て申

請書としてとりまとめを行った。 
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